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専攻情報 

 

（１） 高等教育機関名およびその英語表記 

教育機関名称：産業技術大学院大学  産業技術研究科 

英語表記：Advanced Institute of Industrial Technology 

         School of Industrial Technology 

  

（２） 専攻名およびその英語表記 

専攻名称：創造技術専攻  

英語表記：Master Program of Innovation for Design and Engineering  

 

（３） 学位名およびその英語表記 

学位名：創造技術修士（専門職） 

英語表記：Master of Technology in Innovation for Design and Engineering 

 

 

（４） 連絡先 

■申請責任者 

氏名：石島 辰太郎 

所属・役職名：産業技術大学院大学 学長 

住所：〒140-0011 東京都品川区東大井 1－10－40 

TEL:03－3472－7835 

FAX:03－3472－2790 

E-mail:s.ishijima@aiit.ac.jp 

 

 

■JABEE 対応責任者 

氏名：福田 哲夫 

所属・役職名：産業技術大学院大学 創造技術専攻長 

住所：〒140-0011 東京都品川区東大井 1－10－40 

TEL:03－3472－7835 

FAX:03－3472－2790 

E-mail: fukuda-tetsuo@aiit.ac.jp 
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専攻概要 

 (1) 専攻の沿革(これまでの研究科・専攻の設置・改組の経緯等) 

平成 18年 4月に開学した本学は、一研究科の構成とし、「産業技術研究科」を設置した。専攻は 2専攻が

あり、開学と同時に設置した「情報アーキテクチャ専攻」と、平成 20 年 4 月に設置した「創造技術専攻」があ

る。 

 
 

 (2) 専門職大学院および研究科の目標と専攻の目標および育成する人材像との関係 

本学は、専門的知識と体系化された技術ノウハウを活用して、新たな価値を創造し、産業の活性化に資す

る意欲と能力を持つ高度専門技術者の育成を目的としている。 

「創造技術専攻」では、ものづくりの個別プロセスで得られている普遍的な知見を統合したものづくり技法に

精通し、技術マネジメント能力と、デザインマネジメント能力をあわせ持ち、新たな価値を持つ製品を創造する

ことを通じて、産業の振興に資する意欲と能力を持つ人材である「ものづくりアーキテクト」を育成する。 

  
 

(3)  学習・教育目標の特徴※１  

本専攻のカリキュラムの特徴は次のようなものである。主として 1年次では講義を中心にした授業科目を配置

し、必要な知識・スキルが獲得できるようにすることを学習・教育目標としている。最終年次には、ＰＢＬ型科目の

イノベーションデザイン特別演習１・２を配置し、１年次に獲得した知識・スキルを総合的に実践して応用する能

力と、業務遂行能力を獲得することを学習・教育目標としたプロジェクト演習科目を実施している。 

 

 
(4) 修了生の進路・活躍分野 

  本専攻が育成を目指す「ものづくりアーキテクト」の仕事は、ものづくりスペシャリストの集団をマネジメント

するものであり、まとめると次のようになる。 

 

1.マーケットニーズを把握して、何を作るべきかの企画をマネジメントし顧客あるいは組織に開発の意

思決定を求める。 

価値デザイン、感性デザイン、概念設計、素材設計、安全性設計 

 

2.設計知識を駆使して製品開発をマネジメントする。 

   設計原理、設計知識マネジメント、CAD/CAM/CAE、シンセシス、アナリシス、 

タグチメソッド、QFD、TRIZ、DfX、ソフトウェア設計 

 

3.コスト評価、製品評価をマネジメントする。 

  プロトタイピング（デジタルモックアップ、3 次元プリンター）、 

VE、信頼性工学、多目的最適化 
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(5) 関連する他の教育課程(関連研究科・関連専攻等)との関係 

 本学には「情報アーキテクチャ専攻」と「創造技術専攻」の2専攻を設置している。現在両専攻共通科目とし

て、国際開発特論、国際経営特論、技術倫理などの講義を開講している。また、修了要件にはならないが、情

報アーキテクチャ専攻の授業科目を受講できるようにしており、学生のニーズに合わせた柔軟な対応をしてい

る。 

 

 
 (6) カリキュラム上の特色 

  創造技術専攻の 1 年次のカリキュラムは、ものづくりアーキテクトに必要とされる知識・スキルを修得するた

め、関連分野の基礎を修得する創造技術基礎科目群と産業技術研究科共通科目群、各専門領域について深

く学ぶ専門科目群から構成されている。 

2 年次のカリキュラムは、PBL 型科目が中心となり、5 名程度で実施するプロジェクトを主担当教員 1 名、副

担当教員 2 名の指導の下、一年をかけて知識・スキルの実践と必要な業務遂行能力を身に付けるようにしてい

る。 

カリキュラムの考え方として、学生が目指す将来のキャリアなどを考慮し、5 つのコース※２を設けている。 

 

 
 (7) その他の特色 

 開学以来本学では、上述のＰＢＬ（Project Based Learning）型教育の実施や、平日夜間・土曜日昼間開講、

クォータ制、長期履修制度、AIIT 単位バンク制度、講義支援システムなどの特色ある仕組みを取り入れたり、

各種講座・セミナー開催社会貢献などの活動を行っている。 

 また、産業界のニーズを把握し教育内容に反映させるため、企業の経営者等を中心メンバーとする運営諮

問会議を設置しているほか、大学の持つ知的資源を積極的に地域社会に還元し、更には地域企業の研究機

能を担うため、オープンインスティテュート（OPI）を設置している。 
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※１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：科目履修の流れ 

 

※２ 

◯創造技術専攻で想定される 5 つのコース 

１．インダストリアルデザインコース 

プロダクトからシステムまで、デザイン計画に必要な高度な知識とスキルを習得するためのプログラム。

将来キャリアとしては、高度な継続教育を望むデザイナーやデザインの理解・活用を希求する技術者、

マケッターなどを想定している。 

２．ものづくりマネジメントコース 

  経営視点の論理的理解力と、ものづくり視点の感覚的理解力を共に修得するためのプログラム。将来

キャリアとしては、工学系出身者が企業経営者へ、文科系出身者がものづくり産業へ進むことを想定し

ている。 

３．開発設計コース 

新製品の企画提案から設計、開発までに必要とされる高度な知識とスキルを修得するためのプログラ

ム。将来キャリアとしては、高度な開発設計プロセス、材料、品質・信頼性の知識とスキルが要求される

エンジニアや経営者などを想定している。 

４．システム統合・制御コース 

システム開発の企画提案から設計、開発までに必要となる高度な知識とスキルを修得するためのプロ

グラム。将来キャリアとしては、高度なシステム開発の知識とスキルが要求されるシステムアーキテクトや

別紙 
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エンジニアなどを想定している。 

５．国際コース 

アジアを中心にした国際社会で、具体的な就職先ターゲットを明確にした上で、そのために必要な高

度な専門的知識とスキルを修得するためのプログラム。将来キャリアとしては、開発援助関連の国際機

関・NPO・研究所等の職員、アジア等における起業家・実務家を想定している。 
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自己評価 

 

表 1 自己評価総括表 

 
基準 点数(1～5) 

基準 1 使命・目的および学習・教育目標の設定と公開 ４ 

基準 2 学生受け入れ方法 ５ 

基準 3 教育方法 ４ 

基準 4 教育組織 ５ 

基準 5 教育環境 ５ 

基準 6 学習・教育目標の達成 ５ 

基準 7 教育改善 ４ 

基準 8 特色ある教育研究活動 ５ 
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基準１ 使命・目的および学習・教育目標の設定と公開             

(1)    使命・目的の学則等での設定と公開 

(ⅰ)   使命・目的の学則等における設定 

本学及び本研究科の使命・目的は、『産業技術大学院大学学則』 第 1 条に以下のように定められている。 

 

第 1 条  産業技術大学院大学（以下「本学」という。）は、学術の理論及び応用を教授研究し、高度な専門

性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培うことを目的として、産業振興に資する豊

かな人間性と独創性を備えた人材を育成し、もって都民の生活と文化の向上及び発展に寄与することを使

命とする。 

 

『大学院案内』には、設置目的（理念）が以下のように示されている。 

 

産業技術大学院大学は、専門的知識と体系化されたノウハウを活用して、新たな価値を創造し、産業の活

性化に資する意欲と能力を持つ高度専門技術者の育成を目的としています。 

 

『産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書』には、創造技術専攻を設置する目的として

以下のように書かれている。 

 

創造技術専攻は、大規模な産業プロセスから大量消費製品、少品種少量生産製品に至るまで、ものづくり

の個別プロセスで得られている普遍的な知見を統合したものづくり技法に精通し、技術マネージメント［ＭＯ

Ｔ（management of technology）］能力と、デザインマネージメント［ＭＯＤ（management of design）］能力をあわ

せ持ち、新たな価値を持つ製品を創造することを通じて、産業の振興に資する意欲と能力を持つ人材である

「ものづくりアーキテクト」を育成し、産業活性化に寄与することを目的として設置する。 

特に、少子高齢化に直面し、環境に配慮した持続的発展が望まれる 21 世紀のものづくり人材を育成する上

で、機能追求だけに邁進した従来のものづくりから、感性をも駆使したものづくりへの転換を目指すという理

念で設置するものである。 

従来、このような人材は企業内教育や、現場経験を通して育成してきたのが実情であるが、そのような教育

には限界があり、体系的知識の教授に加えて実践的かつ合理的にノウハウを体得させることを目的とした新

しい高度専門教育機関が求められている。本専攻はこのような社会的要請に応えるために設置する。 

 

この設置目的は、今日の産業界が、(1)マーケットの潜在的な期待に迫り､顧客に未来を語ることができ､次世代の

製品やサービスのあるべき姿を描くことができる人材（商品企画責任者）や、（2）感性デザインと機能デザインの

知識を駆使して最適設計から製造までをマネージメントできる人材（開発責任者）を求めており、それにはものづ

くりのスペシャリストたちを組織化し、顧客の潜在的な期待に迫り、感性を駆使して機能を実現する構造を創出し、

人々に具現化された新たな価値を提供できる人材、つまり顧客のベネフィットを最大化する製品やサービスを創

造的､合理的に開発できる人材の育成が急務であるという、「産業技術大学院検討委員会（平成 16 年度）」及び

「産業技術大学院 設立準備委員会（平成 17 年度）」で、大手 IT 企業等の社会の要請を調査した結果を反映し

たものである。 
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これらのことから、本学の使命・目的は、社会の要請を的確に踏まえて明確に定められていることがわかる。 

また、本学の使命目的は、法令上の専門職大学院の使命・目的に適したものである。以下に、『学校教育法』 第

99 条第 2 項を示す。 

 

大学院のうち、学術の理論及び応用を教授研究し、高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識

及び卓越した能力を培うことを目的とするものは、専門職大学院とする。 

 

本学の使命・目的が記載された『産業技術大学院大学学則』、『産業技術大学院大学 設置認可申請書』は本学

の Web サイト及び公立大学法人首都大学東京の Web サイトで公開されている。『大学院案内』は、学内外に広く

配布されている（2012 年 5 月現在、約 30,000 冊が配布された）。『大学院案内』に記載されている設置目的は、

本学の日本語版 Web サイトにも、英語版の Web サイトにも掲載されている。 

 

《Web サイト URL》 

 『産業技術大学院大学学則』のダウンロード及び Webサイト 

（本学）http://aiit.ac.jp/info/pdf/outline/gakusokuH22.4.1.pdf  

（公立大学法人首都大学東京）  http://www.houjin-tmu.ac.jp/kisoku/31/121.html  

 『産業技術大学院大学 設置認可申請書』のダウンロード及び Webサイト 

（本学）http://aiit.ac.jp/info/pdf/outline/secchi.pdf     

 『大学院案内』に記載されている設置目的の公開 

（日本語）http://aiit.ac.jp/info/publication.html  

（英語）http://aiit.ac.jp/english/info/philosophy.html  

 

《引用・裏付資料名》 

1. 『産業技術大学院大学学則』本学の使命・目的              (資料番号 1-1,p.101) 

2. 『大学院案内』設置目的         (資料番号 1-2,p.102) 

3. 『産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書』創造技術専攻を設置する目的

                                (資料番号 1-3,p.103) 

4.  『産業技術大学院大学 設置認可申請書』                               (資料番号 1-4,p.105) 

5． 学則を公開している Web サイト                                         (資料番号 1-5,p.106) 

                                                                          

 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 産業技術大学院大学学則                (資料番号 1) 

2. 大学院案内                 (資料番号 2) 

3. 産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書                (資料番号 3) 

4. 産業技術大学院大学 設置認可申請書                                         (資料番号 4) 

                               

 

  

http://aiit.ac.jp/info/pdf/outline/gakusokuH22.4.1.pdf
http://www.houjin-tmu.ac.jp/kisoku/31/121.html
http://aiit.ac.jp/info/pdf/outline/secchi.pdf
http://aiit.ac.jp/info/publication.html
http://aiit.ac.jp/english/info/philosophy.html
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(2)    学習・教育目標 

 (ⅰ)   使命・目的の学則等における設定 

本専攻では、前述の商品企画責任者と開発責任者の職能を兼ね備え､商品企画の提案から製品設計､製造にい

たるプロダクトサイクルを統括してマネージメントできる人材（ものづくりに関わるプロセス全体を見渡すことができ

る人材）を｢ものづくりアーキテクト｣と呼び、そのアクティビティに必要な知識と能力を実践的に教育することを目標

としている。 

そして、創造技術専攻で育成する｢ものづくりアーキテクト｣には、感性デザインと機能デザインに関する高度な専

門知識と、ものづくりマネージメントや産業材料などに関する横断的基礎知識が必要となる。さらに､これらの知識

を的確に使いこなすための業務遂行能力が必要となることから、本専攻では次の 2 項目を学習・教育目標として

設定している。 

 

（A） ものづくりアーキテクトに必要とされる知識・スキルの修得 

「ものづくりアーキテクト」に必要とされる知識・スキルは、インダストリアル・デザイン科目群で構成される感性デザ

イン分野と、プロダクト・イノベーション科目群ならびにデジタル技術科目群で構成される機能デザイン分野に関

する高度な専門知識、さらに創造技術基礎科目群、産業技術研究科共通科目群及び産業材料科目群で構成さ

れる両分野を融合する基礎的共通知識であり、これらの知識・スキルは 6 種類の科目群を履修することによって

修得できるように設計されている。 

そして、これらの科目は原則 1 年次に選択的に履修する。また、学生が将来活躍できる場を想定してインダストリ

アル・デザイン、ものづくりマネージメント、開発設計、システム統合・制御、国際の 5種類のモデルコースを設定し

ている。各キャリアに必要とされる知識・スキルの修得には、6 種類の科目群から必要な科目をモデル履修科目と

して対応づけている。 

 

(B) ものづくりアーキテクトに必要な業務遂行能力（コンピテンシー）の修得 

ものづくりアーキテクトに必要な業務遂行能力（コンピテンシー）を身に付けることを目標とし、3 つのメタコンピテン

シー（コミュニケーション能力、継続的学修と研究の能力、チーム活動）と 5 つのコアコンピテンシー（発想力、表

現力、設計力、開発力、分析力）の修得を行う。これらの業務遂行能力は、主として、PBL（Project Based 

Learning）型科目であるイノベーションデザイン特別演習１・２を履修することと、本学での修学の過程で修得でき

るように設計されている。PBL 型科目は必修で、原則 2 年次に履修する。ここで挙げた 8 の業務遂行能力を細分

して示すため、以下ではこれらに（B1）～（B8）の番号を振る。 

 

これらの学習・教育目標は、本学の理念、社会の要請、修了生の活躍分野を考慮して、以下の調査結果や外部

識者からの意見に基づいて設定されている。 

 

 本学の設置準備のための委員会である「産業技術大学院検討委員会（平成 16 年度）」及び「産業技術大

学院 設立準備委員会（平成 17 年度）」で、大手製造系企業等の社会の要請を調査した結果 

 外部委員から構成される「運営諮問会議」（産業界）及び「東京都地方独立行政法人評価委員会（有識者）

からの答申 

 東京都産業労働局が設置した東京版スキルスタンダード運営委員会（平成 20 年度〜平成 22 年度）にて

策定された「産業デザイン分野」における「東京版スキルスタンダード」の内容 
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 外部に公開された PBL プロジェクト成果発表会で収集した意見 

 本学の教員の研究及び教育の現場から収集した情報 

(ⅱ)   学習・教育目標が要件（i）～（vi）を含むことの説明 

本専攻の学習・教育目標（A）、（B）と基準 1（2）の要件（i）～（vi）の知識・能力との対応を以下に示す（次々頁の

表 1 も参照されたし）。 

 

（i） 当該専攻が対象とする技術分野に関する高度の専門的知識及びこれを実務に応用できる能力 

要件（i）は、学習・教育目標（A）「ものづくりアーキテクトに必要とされる知識・スキル」に対応する。本専攻

では、感性デザイン分野と機能デザイン分野を学ぶためのインダストリアル・デザイン科目群、プロダクト・イ

ノベーション科目群ならびにデジタル技術科目群の 3 種類の専門科目群を用意し、これらの科目を履修す

ることで、ものづくりアーキテクトに必要とされる高度な専門的知識と技術を修得することができる。また PBL

型科目（イノベーションデザイン特別演習１・２）を履修することで、実務への応用を修得することができる。

本専攻では、確立した専門知識・スキルを駆使し，これを自ら実務に応用できるレベルが想定されている。

できれば，該当の職種・専門分野，事業を牽引できるレベルに成長することが望ましい。 

 

（ii） 当該専攻が対象とする技術分野において、複合的な問題を分析し、課題を設定・解決できる卓越した能力 

要件（ii）は、学習・教育目標（B）「ものづくりアーキテクトに必要な業務遂行能力」の（B4）「発想力」、（B5）

「表現力」、（B6）「設計力」、（B7）「開発力」、（B8）「分析力」に対応する。本専攻では、学習・教育目標（A）

「ものづくりアーキテクトに必要とされる知識・スキル」を修得した後、PBL 型科目（イノベーションデザイン特

別演習１・２）で、学習・教育目標（B）「ものづくりアーキテクトに必要な業務遂行能力の修得」を行う。PBL

型科目では、複数の学生から構成されるプロジェクトを発足し、現状分析、ニーズ分析、企画提案、デザイ

ン、設計開発等を行って問題を解決する過程を体験することで、複合的な問題を分析し、解決すべき課題

を設定し、解法を見出す能力を修得することができる。本専攻では、各種の基礎的素養及び専門知識を

駆使し，自ら問題発見・解決を牽引することができるレベルを想定している。できれば，各種の戦略の設

定・実行に貢献することが期待される。 

 

（iii） 当該専攻が対象とする技術分野に関する基礎的素養 

要件（iii）は、学習・教育目標（A）「ものづくりアーキテクトに必要とされる知識・スキル」に対応する。本専攻

では、感性デザイン分野と機能デザイン分野を融合する基礎的共通科目としての創造技術基礎科目群、

産業技術研究科共通科目群および産業材料科目群を履修することで、高度専門職業人材を育成する上

で欠くことのできない基礎的素養を修得することができる。本専攻では、専門知識・スキルの修得及び問題

発見・解決の訓練に足るだけのレベルが想定されている。 

 

（iv） 継続的に学習できる能力 

要件（iv）は、学習・教育目標（B）「ものづくりアーキテクトに必要な業務遂行能力」の（B2）「継続的学修と研

究の能力」に対応する。高度専門職業人材は、意欲的に新しい知識・スキルを獲得し、自ら学習を継続す

ることが望まれる。本専攻の 2 年間以外に、本学の入学前から修了後まで継続的に学習できる環境を提供

している。具体的には、各種の勉強会、科目等履修生制度（AIIT 単位バンク）、長期履修制度、社会人学

生を考慮した時間割、KHP（Knowledge Home Port）制度、履修証明プログラム、認定登録講師制度（これ
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らの取り組みは基準 8 の教育研究活動を参照されたし）を準備し、本学での就学の過程で継続的に学習

する意識と能力が修得できるように設計されている。本専攻では、知識・スキルの研鑽を自ら積極的に継続

できるレベルが想定されている。できれば，後継者の育成に積極的に貢献することが期待される。 

 

（v） 当該専攻が対象とする技術分野に関する実務を行うために必要なコミュニケーション能力、協働力、マネ

ジメント力などの社会・人間関係スキル 

要件（v）は、学習・教育目標（B）「ものづくりアーキテクトに必要な業務遂行能力」の（B1）「コミュニケーショ

ン能力」、（B3）「チーム活動」に対応する。本専攻では、感性デザイン分野と機能デザイン分野を融合する

基礎的共通科目としての創造技術基礎科目群、産業技術研究科共通科目群および産業材料科目群、な

らびに感性デザイン分野を学ぶためのインダストリアル・デザイン科目群、機能デザイン分野を学ぶための

プロダクトイノベーション科目群およびデジタル技術科目群が用意されているが、それらの科目に組み込ま

れたグループワーク（複数のメンバとの協働作業）と、PBL型科目（イノベーションデザイン特別演習１・２）で

複数の学生が協力してプロジェクトに取り組み、問題を解決する過程から、これらの社会・人間関係スキル

を修得できる。本専攻では、複数のメンバーから構成される業務上の協働作業等で，円滑に業務を遂行で

きるレベルが想定されている。 

 

（vi） 職業倫理を理解し、倫理規範を守りつつ職務を果たす能力と態度 

要件（vi）は、学習・教育目標（A）「ものづくりアーキテクトに必要とされる知識・スキル」及び学習・教育目標

（B）「ものづくりアーキテクトに必要な業務遂行能力」の（B1）「コミュニケーション能力」、（B3）「チーム活動」

に対応している。本専攻では、創造技術基礎科目群のものづくりアーキテクト概論、グローバルコミュニケ

ーション特論、技術経営特論、技術倫理の各科目を履修することで、職業倫理の理解と、倫理規範を守る

ための知識の修得を行い、さらに PBL 型科目（イノベーションデザイン特別演習１・２）で、高度専門職業人

材に必要とされる倫理規範を守りつつ職務を果たす能力が修得できる。本専攻では、倫理規範にしたがっ

て，自ら職務を遂行できるレベルを想定している。 
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表 1: 学習・教育目標と基準 1（2）の要件（i）～（vi）の対応表 

学習・教育目標 （i） （ii） （iii） （iv） （v） （vi） 

（A）ものづくりアーキテクトに必要とされる知識・スキルの修得 ○  ○  ○ ○ 

 （A1）感性デザイン分野の知識・スキルの修得 ◎  ○  ○  

（A2）機能デザイン分野の知識・スキルの修得 ◎  ○  ○  

（A3）基礎的共通分野の知識・スキルの修得 ○  ◎  ○ ○ 

（B）ものづくりアーキテクトに必要な業務遂行能力（コンピテンシ

ー）の修得 
○ ○  ○ ○ ○ 

 （B1）コミュニケーション能力     ◎ ◎ 

（B2）継続的学修と研究の能力    ◎   

（B3）チーム活動     ◎ ◎ 

（B4）発想力  ◎     

（B5）表現力  ◎     

（B6）設計力  ◎    ◎ 

（B7）開発力  ◎     

（B8）分析力  ◎     

(ⅲ)   要件（i）～（vi）以外の知識・能力 

本専攻では、学習・教育目標に、基準 1(2)要件（i）～（vi）の知識・能力以外に以下の知識の修得を設定してい

る。 

 エコロジーデザインやユニバーサルデザインなど、ものづくり分野の重要かつ継続的なテーマに関する俯

瞰的な知識の修得 

 

 本専攻で用意された創造技術基礎科目群に含まれるものづくりアーキテクト概論、グローバルコミュニケーショ

ン特論、イノベーション戦略特論、デザインマネージメント特論等の科目では、今日のものづくりを俯瞰的に解説

するとともに、次代のデザインに求められる中長期的なものづくり視点を論じており、これらを履修することで標題

知識を修得できる。 

(ⅳ)   修得される知識・能力の水準 

本専攻では、学習・教育目標（A）及び（B）で設定した知識・能力の水準を、本学設置準備のために設けた「産業

技術大学院検討委員会（平成 16 年度）」及び「産業技術大学院 設立準備委員会（平成 17 年度）」での検討をも

とに策定している。また、その後東京都産業労働局にて検討された東京版スキルスタンダードは、その水準を検

証するものとして設定されている。 

 

本専攻の学習・教育目標（A）及び（B）の水準を以下に示す。 
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（A）ものづくりアーキテクトに必要とされる知識・スキルの修得 

本専攻の「ものづくりアーキテクトに必要とされる知識・スキルの修得」のために用意された 38科目は、感性デザイ

ン分野と機能デザイン分野を融合する基礎的共通科目としての創造技術基礎科目群、産業技術研究科共通科

目群および産業材料科目群と、感性デザイン分野と機能デザイン分野を学ぶためのインダストリアル・デザイン科

目群、プロダクト・イノベーション科目群ならびにデジタル技術科目群の 3 種類の専門科目群から構成されている。

そして、これらの科目は、商品企画の提案から製品設計､製造にいたるプロダクトサイクルを統括してマネージメン

トできる｢ものづくりアーキテクト｣を育成するために、感性デザイン分野と機能デザイン分野の融合したものづくり

の考え方に基づき設定されたものである。 

そして、これらの科目の履修を通じたものづくりアーキテクトに必要とされる知識・スキルの修得については、参照

する標準的な指標が無いため授業科目ごとに水準を設定している。 

具体的には、個々の科目における目標水準の詳細について、シラバスにて修得すべき目標レベルを定め、最低

到達レベル及び上位到達レベルを規定している。 

なお、ものづくりアーキテクトに必要な業務遂行能力（コンピテンシー）については、主として、PBL（Project Based 

Learning）型科目であるイノベーションデザイン特別演習１・２を履修することで修得するが、前述の 38 科目の履

修においても一部修得が可能であり、それらについては獲得できるコンピテンシーをシラバスに記載している。 

 

（B）ものづくりアーキテクトに必要な業務遂行能力（コンピテンシー）の修得 

本専攻では、ものづくりアーキテクトに必要な業務遂行能力を 3 つのメタコンピテンシー（コミュニケーション能力、

継続的学修と研究の能力、チーム活動）と 5 つのコアコンピテンシー（発想力、表現力、設計力、開発力、分析力）

としてその修得を目指している。そして、PBL（Project Based Learning）型科目においては、修得すべきコンピテン

シーの水準について専門職大学院の教育レベルとして適切であるよう以下のように定め、修了時の目標をレベル

3 以上としている。 

 

1．評価に値しない 

2．指導者などの支援の下に業務を遂行できる 

3．一部を除き業務を遂行できる 

4．自律的に業務を遂行できる 

5．優れた水準で自律的に作業を遂行できる 

 

なお、この水準の評価は、全教員によって、獲得されたコンピテンシー、プロジェクトの各プロセスでの関与度、成

果への貢献度を総合的に勘案し、決定している。 
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(ⅴ)   学生・教員への周知方法とその時期 

本専攻の学習・教育目標は、『大学院案内』、本学のWebサイトで公開されている。志願者に対しては、大学院説

明会で『大学院案内』を配布し、解説している。学生に対しては、入学式後に行われる新入生ガイダンス（履修ガ

イダンス）で解説して周知している。教員に対しては、学習・教育目標に適した内容で『シラバス』、『PBL プロジェ

クト説明書』を作成するように通達することで、これを周知している。 

 

 

《Web サイト URL》 

「学習・教育目標」の公開 

1. http://aiit.ac.jp/graduate_course/creative/curriculum/  

2. http://aiit.ac.jp/frame/index.html  

 

《引用・裏付資料名》  

1. 『大学院案内』学習・教育目標              (資料番号 1-6,p.107) 

2. 『産業技術大学院大学産業技術研究科 創造技術専攻 設置届出書』 本専攻で育成する「ものづくり

アーキテクト」              (資料番号 1-7,p.110) 

3. 『平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス』キャリアモデルコース     (資料番号 1-8,p.113) 

4. 学習・教育目標の Web サイトでの開示例       (資料番号 1-9,p.116) 

5. 『平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス』シラバス作成例    (資料番号 1-10,p.117) 

6. 『PBL プロジェクト説明シート集』PBL プロジェクト説明シート作成例    (資料番号 1-11,p.125) 

 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 大学院案内               (資料番号 2) 

2. 産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書          (資料番号 3) 

3. 平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス                          (資料番号 5) 

4. PBL プロジェクト説明シート集             (資料番号 6) 

5. 創造技術専攻の教育体系に関する研究                 (資料番号 7) 

(3)   研究科等の名称 

研究科及び専攻の名称を以下に示す。 

 

 研究科名称: 産業技術研究科 

 専 攻 名 称: 創造技術専攻 

 

これらには、本学の理念及び使命・目的が的確に反映され、本研究科及び本専攻の名称としてふさわしい。この

根拠として、研究科については『産業技術大学院大学 設置認可申請書』の抜粋を、専攻については『産業技術

大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書』以下に示す。  

http://aiit.ac.jp/graduate_course/creative/curriculum/
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（産業技術研究科） 

産業技術は科学的知識とこれを運用するノウハウの体系プラス技術者が具備すべき卓越した業務遂行能力

（コンピテンシー）で構成されている。実際、ものづくりに関わる個別的技術は科学的発見や科学的知識に基

礎を置いているが、一方そのシステム設計や製造プロセスの実務は極めて多くの体験を論理的に再構築し

たノウハウの体系が支えている。さらに、システム設計や製造プロセスを担う人材には多様で高度の業務遂

行のための能力が必要となる。すなわち、産業技術は個別の学術的知識・ノウハウ体系と高度の業務遂行

能力が総合された“動的な知”であり、産業界においてその不足が深刻といわれている人材は、こうした意味

での知的産業技術の体得者である。産業技術大学院大学はまさに、こうした高度専門人材の育成を目的と

しており、教授研究する研究科の名称として、産業技術研究科という名称が最もふさわしいものと考える。 

 

（創造技術専攻） 

創造技術専攻という名称は、育成しようとする人材が技術を駆使して新たな価値を創造しイノベーションを主

導する人材であることを示している。これに対応して、本専攻が授与する学位には創造技術修士（専門職）と

いう名称を用いることとする。 

 

《引用・裏付資料名》 

1. 『産業技術大学院大学 設置認可申請書』 本研究科の名称   (資料番号 1-12,p.138) 

2.  『産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書』 

本専攻の名称                               (資料番号 1-13,p.139) 

 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 産業技術大学院大学 設置認可申請書        (資料番号 4) 

2. 産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書              (資料番号 3) 

 

◎「使命・目的および学習・教育目標の設定と公開」について表 1に記入した点数と判定理由 

点検結果の点数: 4 

 

判定理由: 本学及び本専攻の使命・目的及び学習・教育目標は、社会の要請及び本学の修了生の活躍分野等

を考慮して、明確に設定され、学則、大学院案内、本学の Web サイト等で、学外に広く公開され、また教職員及

び学生にも大学院説明会、新入生ガイダンス等で周知されている。学習・教育目標は、基準 1(2)の要件(i)～(vi)

の内容を専門職大学レベルの教育で保証している。また、研究科及び専攻の名称は本専攻の使命・目的に適し

たものが設定されている。したがって、基準 1 の各項目を満たしていると判断した。 
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基準２ 学生受け入れ方法 

（１）    アドミッションポリシーとそれに基づく選抜の実施 

(ⅰ)   アドミッションポリシー 

本学の使命・目的は、高度な専門性が求められる職業を担うための能力を培い、産業振興に資する豊かな人

間性と独創性を備えた人材を育成することである。創造技術専攻のアドミッションポリシーは、この使命・目的に従

った学生の受け入れを行うべく、（1）豊かな感性と論理的思考、さらに優れたコミュニケーション能力の獲得を目

指す人材、（2）地域やグローバル社会の課題を理解し、その解決に取り組む意欲のある人材、（3）新たな創造に

果敢に挑戦できる人材という 3 つの視点から構成されている。 

創造技術専攻のアドミッションポリシーは、具体的には以下のように明確に設定され、本学の Web サイト、学生

募集要項等に記載されている。 

 

① 豊かな感性と体系的、論理的、計画的に思考する力、さらに優れたコミュニケーション力を有し、あわせ

て目的達成のために努力を惜しまない人材 

② 本学の教育内容を理解する基本的知識を有するとともに、地域やグローバル社会の課題を理解し、そ

の解決に取り組む意欲のある人材 

③ ものづくりへの深い関心と旺盛な知的好奇心を持ち、環境に配慮し新たな創造に果敢に挑戦できる人

材 

 
基準 1（2）に示したように、本専攻の学習・教育目標は、（A）『ものづくりアーキテクトに必要とされる知識・スキル

の修得』、（B）『ものづくりアーキテクトに必要な業務遂行能力（コンピテンシー）の修得』である。これらの学習・教

育目標とアドミッションポリシーの対応関係を図 1 に示す。 

 

 

（A）ものづくりアーキテクトに必

要とされる知識・スキルの修得 

① 豊かな感性と論理的思考を

あわせ持ち、目標達成のために

努力を惜しまない人材 

② 地域やグローバル社会の課

題を理解し、その解決に取り組む

人材 

③ 新たな創造に果敢に挑戦で

きる人材 

アドミッションポリシー 学習・教育目標 

（B）ものづくりアーキテクトに必

要な業務遂行能力（コンピテン

シー）の修得 

図 1: 学習・教育目標とアドミッションポリシーの対応関係 
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本学の入試選抜では、入学時に必要とされる知識・能力に不足のある学生は受け入れていない。ただし、 

専門職大学院である本学の特徴として、それぞれ特化した分野の専門能力を持つ社会人を多く受け入れてい

る。これらの入学者が不足する専門知識の教育は、基本的には「創造技術基礎科目群」、「産業技術研究科共通

科目群」、「産業材料科目群」、「プロダクト・イノベーション科目群」、「インダストリアル・デザイン科目群」、「デジタ

ル技術科目群」の中から必要に応じて選択して受講することができる。 

さらに、2 年時にはコンピテンシーの獲得を確実なものとするために、「イノベーションデザイン特別演習１・２」と

いう名称の PBL 型教育科目群を提供している。 

また、入学前にプレスクールを開講し、本学で学ぶにあたって必要な知識の解説及び事前学習を指導してい

る。入学後は、すべての教員がオフィスアワーを設定し、学生の履修等に関する相談を行う配慮を行っている。 

(ⅱ)   学士課程における学習・教育内容と水準（入学生に学士課程における学習・教育内容の履修を求め

る場合） 

本専攻は学士課程における学習・教育内容の履修は前提としていない。 

(ⅲ)   具体的選抜方法とアドミッションポリシーの反映 

平成 25 年度入学生向けに本学では以下に示す種類の入試を行う。 

 

 第 1 期 社会人対象特別入試   ７月初旬 

 10 月入学入試 ・ 第 1 期 一般入試  8 月下旬 

 第 2 期 一般入試    ９月初旬 

 第 2 期 社会人対象特別入試   １月中旬 

 第 3 期 一般入試    ２月中旬 

 第 4 期 一般入試    3 月初旬 

 

各入試では、アドミッションポリシーに基づき、本学の学習・教育目標が達成できるだけの学生を選抜できるよう

試験方法を工夫している。具体的には、第 1 期、第 2 期、第 3 期、第 4 期の一般入試のほか、社会人対象特別

入試と 10 月入学入試を設け、多様な人材の応募に対応している。 

まず、社会人対象特別入試では、アドミッションポリシー①の「豊かな感性と体系的、論理的、計画的に思考す

る力、さらに優れたコミュニケーション力を有し、あわせて目的達成のために努力を惜しまない人材」の選抜に重

点を置いている。そのため、知識を問う筆記試験による試験ではなく、志願者の経験や知識を自らアピールさせ、

業務遂行能力獲得への意欲を見るため、プレゼンテーション主体の試験を行っている。 

一方、一般入試では、アドミッションポリシー②の「本学の教育内容を理解する基本的知識を有するとともに、

地域やグローバル社会の課題を理解し、その解決に取り組む意欲のある人材」の選抜に重点を置いている。その

ため、ものづくりアーキテクトに必要とされる設計やデザインに関する基礎知識、現代社会の動向や見識を問う小

論文やデッサンの試験を行っている。 

さらに、両方の試験に共通して、アドミッションポリシー③の「ものづくりへの深い関心と旺盛な知的好奇心を持

ち、環境に配慮し新たな創造に果敢に挑戦できる人材」であることを確認するために面接試験を行っている。面

接試験は複数の専任教員が担当している。 
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また、本学では、科目等履修制度による講義科目の事前受講も推奨している。この制度によって、入学希望者

は本学の講義を入学前に体験することができ、より具体的に本学の学習・教育目標、アドミッションポリシー等を理

解することができる。科目等履修制度を利用して本学のアドミッションポリシーを十分理解した学生が正規入学を

希望することで、より本学の学習・教育目標に合った学生の受け入れを目指している。平成23年度に科目等履修

制度を利用している学生は 29 名に及んでいる。科目等履修制度により修得した単位を蓄積できる AIIT単位バン

ク制度については、基準 8(1)を参照されたい。 

(ⅳ)   アドミッションポリシーおよび選抜方法の学内外への開示 

アドミッションポリシー及び選抜方法は、本学の Web サイトで常時学内外への開示している。毎回の入学試験

の時期には、アドミッションポリシーが掲載された『学生募集要項』を作成し、大学院説明会あるいはオープンキャ

ンパス開催時に配布している。または、希望者には郵送等によっても配布している。『学生募集要項』は Web サイ

トからダウンロードすることもできる。 

《Web サイト URL》 

 「アドミッションポリシー」の開示 

http://aiit.ac.jp/guide/admission.html  

 『学生募集要項』のダウンロード   

http://aiit.ac.jp/point/index.html#h01 

《引用・裏付資料名》 

1. 『学生募集要項』 アドミッションポリシーに関する記述   (資料番号 2-1,p.140) 

2. 入試日程及び募集要項の Web サイトでの開示例   (資料番号 2-2,p.141) 

3. 産業技術大学院大学『プレスクール』のご案内    (資料番号 2-3,p.142) 

4. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』オフィスアワー概要    (資料番号 2-4,p.144) 

5. アドミッションポリシーの開示例     (資料番号 2-5,p.146) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 学生募集要項       (資料番号 8) 

2. 平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き   (資料番号 9) 

3. 産業技術大学院大学創造技術専攻専攻入学試験   (資料番号 10) 

◎「学生の受け入れ方法」について表 1 に記入した点数と判定理由 

点検結果の点数: 5 

 

判定理由: 本学及び本専攻の学習・教育目標を達成できるだけの人材を受け入れるために、学習・教育目標に

対応したアドミッションポリシーが明確に設定され、学生募集要項、大学院説明会、Web サイト等で、学内外に広

く公開されている。入試では、アドミッションポリシーが反映された試験科目で、特別入試と一般試験が行われて

いる。したがって、基準 2 の項目を十分に満たし、また 5 年以内に満たされなくなる懸念がないと判断した。  
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基準３  教育方法 

(1)   カリキュラムの設計と開示 

(ⅰ)    学習・教育目標を達成させるためのカリキュラム設計 

本専攻では、感性と機能の統合デザイナーとしてイノベーションをもたらす｢ものづくりアーキテクト｣の育成を目

指している。そのため、学習・教育目標（A）「ものづくりアーキテクトに必要とされる知識・スキルの修得」、（B）「も

のづくりアーキテクトに必要な業務遂行能力（コンピテンシー）の修得」を掲げている。 

この学習・教育目標を前提に、創造技術基礎科目群、産業材料科目群、プロダクト・イノベーション科目群、イ

ンダストリアル・デザイン科目群、デジタル技術科目群、産業技術研究科共通科目群に分類される 38 の選択科

目が開講されている。これらの知識・スキルの修得後、そこで修得した知識・スキルをもとに、メタコンピテンシー、

およびコアコンピテンシーの修得を目的とした PBL（Project Based Learning）型科目のイノベーションデザイン特

別演習１・２が必須科目として課せられる。 

 

本学がその育成を目指すものづくりアーキテクトは、幅広い専門分野にわたって学習する必要があり、具体的

に学生が目指すキャリアを想定して、5種類のモデルコース（モデル履修科目）が設定されている。これらのコース

は、それぞれのキャリアを想定した実社会の中で活かされる、実践的な能力を身につけることが考慮されている。 

各コースには受講推奨科目が設定されているため、学生の将来のキャリアに応じて、学習・教育目標に対応す

る履修科目の判断ができるようになっている。5 種類のモデルコースの概要を以下の表３に示す。 

表 2:  5 種類のモデルコース 

モデルコース 概要 

インダストリアル 

デザインコース 

プロダクトからシステムまで、デザイン計画に必要な高度な知識とスキルを修得する

ためのプログラム。 

将来キャリア： 高度な継続教育を望むデザイナーやデザインの理解・活用を希求

する技術者、マケッターなど 

ものづくり 

マネジメント 

コース 

経営視点の論理的理解力と、ものづくり視点の感覚的理解力を共に修得するため

のプログラム。 

将来キャリア： 工学系出身者が企業経営者へ、文科系出身者がものづくり産業へ 

開発設計コース 

新製品の企画提案から設計、開発までに必要とされる高度な知識とスキルを修得

するためのプログラム 

将来キャリア： 高度な開発設計プロセス、材料、品質管理の知識とスキルが要求さ

れるエンジニアや経営者など 

システム統合・ 

制御コース 

システム開発の企画提案から設計、開発までに必要となる高度な知識とスキルを修

得するためのプログラム。 

将来キャリア： 高度なシステム開発の知識とスキルが要求されるシステムアーキテ

クトやエンジニアなど 

国際コース 

アジアを中心にした国際社会で、具体的な就職先ターゲットを明確にした上で、そ

のために必要な高度な専門的知識とスキルを修得するためのプログラム。 

将来キャリア： 開発援助関連の国際機関・NPO・研究所等の職員、アジア等にお

ける起業家・実務家 
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本専攻のカリキュラムでは、学習・教育目標（A）「ものづくりアーキテクトに必要とされる知識・スキルの修得」を

基本的に1年次の科目として実施し、学習・教育目標（B）「ものづくりアーキテクトに必要な業務遂行能力の修得」

を基本的に 2 年次に実施する。 

 

 1 年次科目 

本専攻 1 年次のカリキュラムは、高度専門職業人材としてのものつくりアーキテクトを育成するために、関

連分野の基礎を修得する創造技術基礎科目群と産業技術研究科共通科目群、さらには各専門領域を学

ぶ4種類の専門科目群（産業材料科目群、プロダクト・イノベーション科目群、インダストリアル・デザイン科

目群、デジタル技術科目群）が用意されている。これらは、ものづくりアーキテクトに必要な業務遂行能力

（コンピテンシー）として、本専攻が掲げる 3つのメタコンピテンシーと 5つのコアコンピテンシーの基礎を修

得していくための内容となっている。 

 

 2 年次科目 

2 年次のカリキュラムには、業務遂行能力を修得するために、PBL 型科目（イノベーションデザイン特別演

習１・２）が必修科目として用意されている。これらは、ものづくりアーキテクトに必要な業務遂行能力（コン

ピテンシー）を身に付けることを目標とし、実社会に即した課題に取り組みながら 3 つのメタコンピテンシー

と 5 つのコアコンピテンシーを修得していくものである。。 

 

これらの授業科目の入学から修了までの流れを図 2(P.７「図」の再掲)に示す。本学は 4 学期制（本学では「ク

ォータ制」と呼ぶ）を取り、1 年次に 4 サイクルの科目履修ができるようになっているため、授業科目の履修順序の

設定が可能である。これらの特徴を活かし、1 年次の第 1～2 学期には、コースの基礎や入門となる科目が配置さ

れ、第 3～4 学期には、コースの特徴に沿った専門的な科目が配置されている。 

1 年次に必要な科目を修得後、それらの知識を用いて 2 年次の PBL 型科目（イノベーションデザイン特別演習

１・２）を実施する流れとなっている。 
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図 2: 科目履修の流れ（P.7「図」の再掲） 

 

学習・教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ（キャリアモデルコース毎）は別添資料の表 3「学習・

教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ」（p.153）で示す。 

(ⅱ)   カリキュラムの教員および学生への開示方法 

カリキュラムの内容及び特徴は、『大学院案内』、『シラバス』の冒頭に掲載されている。『大学院案内』は、学内

外に広く配布され、『シラバス』は、入学式後に行われる新入生ガイダンス（履修ガイダンス）で学生に配布されて

いる。『シラバス』は本学の Web サイトからダウンロードできる。 

 

《Web サイト URL》 

• 『シラバス』のダウンロード 

http://aiit.ac.jp/info/pdf/data/h24_syllabus_comb.pdf 

 

《引用・裏付資料名》 

1. 『大学院案内』学習・教育目標     (資料番号 1-6,p.107) 

2. 『産業技術大学院大学履修規則』別表 2 抜粋    (資料番号 3-1,p.147) 

3. 『平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス』配当科目一覧表  (資料番号 3-2,p.149) 
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4. 『平成 24年度産業技術大学院大学シラバス』キャリアモデルコース推奨科目抜粋(資料番号 1-8,p.113) 

5. 表 2 授業科目の学習・教育目標に対する関与の程度   (p.150) 

6. 『大学院案内』授業科目の流れのイメージ    (資料番号 3-3,p.152) 

7. 表 3 学習・教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ  (p.153) 

8. シラバスをダウンロードできる Web サイト    (資料番号 3-4,p.154) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 大学院案内       (資料番号 2) 

2. 産業技術大学院大学履修規則     (資料番号 11) 

3. 平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス    (資料番号 5) 

(2)    カリキュラムにおける実践教育の充実 

本学が対象とする主な学生は、新卒者に加え、通常の大学の学部あるいは大学院を修了し、企業等において

数年の業務経験を持つ技術者である。したがって、各個人の知識や経験にはかなりバラツキがある。このような学

生像に対応するために、1 年次の科目は、創造技術基礎科目群、産業技術研究科共通科目群、さらには各専門

領域を学ぶ 5 種類の専門科目群（産業材料科目群、プロダクト・イノベーション科目群、インダストリアル・デザイン

科目群、デジタル技術科目群）と、多様な関連分野から学生個人の希望に応じて選択できるような体系を取って

いる。また、各科目は単なる知識の修得だけではなく、業務で活用できるような事例に基づいた講義や演習、グ

ループワークをふんだんに取り入れた教育方法を実行している。これらの授業形態は各科目によって最適な方法

を取り入れ、それぞれシラバスに明記されている。 

とりわけ、2 年次の必修科目であるイノベーションデザイン特別演習１，２は本学の目指すコンピテンシー（業務

遂行能力）の教育に最適とされる PBL 型教育を取り入れている。この科目は、学生がそれぞれの専門分野に応じ

た指導教員のもと、5 名前後のチームを構成し、プロジェクト活動を通して業務遂行能力の修得を目指すものであ

る。その指導に当たっては、主担当教員と 2 名の副担当教員により、専門能力やパーソナル能力を指導すること

で、高度専門職人材の育成を目指している。さらに、PBL 科目でのチーム活動の成果を確認するため、学期末ご

とに PBL プロジェクト成果発表会を開催し、関係教員や外部評価者などによる評価を行っている。 

学習・教育目標は、学生の将来キャリアによって、講義科目と対応付けることができる。学生の将来キャリアは 5

つのキャリアモデルコースとして提示され、各キャリアモデルコースと科目の関係は別添資料の表 3「学習・教育目

標を達成するために必要な授業科目の流れ」（p.153）を参照されたし。 

《引用・裏付資料名》 

1. 『産業技術大学院大学 設置認可申請書』教育方法 

(資料番号 3-5,p.155) 

2. 表 2 授業科目の学習・教育目標に対する関与の程度   (p.150) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 産業技術大学院大学 設置認可申請書                     (資料番号 4) 
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(3)    シラバスの作成・開示とそれにそった教育と評価の実施 

(ⅰ)   各科目のシラバス（カリキュラム中での位置づけ、教育内容・方法、履修要件、達成目標、成績評価

方法・評価基準を明示）の作成 

本専攻のシラバスの記述項目は、以下の教育内容・方法、履修要件、達成目標、成績評価方法・評価基準を

明示している。 

 

 授業の概要     （教育の内容・方法） 

 授業の目的・ねらい、到達目標        （達成目標） 

 獲得可能なコンピテンシー          （取得、獲得可能な内容） 

 授業の手法          （教育の内容・方法） 

 履修のための条件    （履修要件） 

 テキスト     （教科書） 

 参考書     （参考書） 

 成績評価方法    （成績の評価方法・評価基準） 

 

カリキュラムの中での位置付けは、各科目のシラバス内での記述は難しいので、学生が目指すモデルコースご

とに、シラバスの冒頭の「創造技術専攻のモデル履修科目」の中で、各コースの受講推奨科目として示されてい

る。 

(ⅱ)   シラバスの開示方法 

『シラバス』は、教員、学生、事務職員等に配布され、本学の Web サイトでも公開されている。 

(ⅲ)   シラバスにそった教育の実施 

教員は、学生に配布したシラバスの内容に沿って教育を行う。本専攻のほとんどの講義形式による講義は

PowerPoint 等で作成された講義資料を活用して行われる。また、演習を行う内容は、PBL も含め、それぞれの教

育目的に最も適した形で進められる。講義資料は、事前にシラバスの内容に沿って作成されるので、必然的にシ

ラバスに沿った内容の教育が計画的に確実に行われる。講義資料は講義支援システムに登録されている。 

また、講義の映像は、講義資料に連動した動画コンテンツとして記録される仕組みができあがっている。したが

って、授業がシラバスに沿って行われているかは、ほかの教員等が講義動画コンテンツを参照すること等による授

業参観でも確認することができる。 

さらに、学生による授業評価学生アンケートでは、実際の授業の内容及び難易度がシラバスに沿ったものであ

るかという質問項目を設定することでも、確実な実施を担保している。 

 

(ⅳ)   シラバスにそった評価の実施 

本学では、学修及び成績の評価に関して、『産業技術大学院大学学則』及び『産業技術大学院大学履修規則』

に規定され、公表されている。『産業技術大学院大学学則』の抜粋を以下に示す。 
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（学修の評価） 

第 37 条学修の評価は、4 段階評定とし、上位 3 段階までを合格とする。ただし、必要と認める場合は、合格

及び不合格の評語を用いることができる。 

 

『産業技術大学院大学学則』の抜粋を以下に示す。 

 

『（成績評価） 

第 5 条  成績の評価は、毎学期ごとに筆記試験等により行う。 

2  授業科目の成績評価は、優・良・可・不可をもって評価し、優・良・可を合格、不可を不合格とする。 

 

単位取得は、各授業担当者の定める成績評価方法によって成績評価される。成績評価の基準を以下の表に

示す。この基準は『履修の手引き』に掲載されている。 

 

表 3: 成績評価の基準 

100 点法 成績通知書の表示 程度 単位 

90 点以上 5 優 非常に優れている ○ 

80～89 点 4 優 優れている ○ 

70～79 点 3 良 普通 ○ 

60～69 点 2 可 やや劣る ○ 

59 点以下 1 不可 劣る × 

 0 不可 評価の対象にならない × 

 

また、本専攻では、成績評価方法を『シラバス』に記述することが義務付けられ、各教員はこれに従った評価を

実施している。成績評価方法は、講義開始時にも学生に明確に示される。これは収録された授業の動画コンテン

ツや教材でも確認できる。また、各授業科目の達成目標及び評価方法、評価基準は別添資料の表 4「学習・教育

目標を達成するために必要な主要授業科目の評価方法と評価基準」（p.164）を参照されたし。 

本学の最重要科目である 2年次のイノベーションデザイン特別演習１・２は、複数の教員が分担して指導を行っ

ていることや評価基準の難しい業務遂行能力の養成を目的としていることから、評価を厳格に行うために、まず主

担当と 2 名の副担当で学生評価を検討し合意したものを、さらに専攻の全教員が参加する PBL 成績判定会議

（年 2 回開催）において相互確認をしている。 

(ⅴ)   個別の学習・教育目標に対する達成度評価 

個別の達成評価を行っている科目は無い。 
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《Web サイト URL》 

 『産業技術大学院大学学則』及び『産業技術大学院大学履修規則』のダウンロード 

（本学）  http://aiit.ac.jp/info/pdf/outline/gakusokuH22.4.1.pdf    

（公立大学法人首都大学東京） http://www.houjin-tmu.ac.jp/kisoku/31.html 

 『シラバス』のダウンロード 

http://aiit.ac.jp/info/pdf/data/h24_syllabus_comb.pdf  

 

《引用・裏付資料名》 

1. 『平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス』シラバス作成例  (資料番号 1-10,p.117) 

2. 『平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス』キャリアモデルコース概要及び推奨科目抜粋 

        (資料番号 1-8,p.113) 

3. シラバスをダウンロードできる Web サイト    (資料番号 3-4,p.154) 

4. 『大学院案内』シラバスの内容と授業内容の確認方法   (資料番号 3-6,p.156) 

5. 『大学院案内』講義支援システム概要     (資料番号 3-7,p.157) 

6. 『FD レポート』学生による授業評価調査票    (資料番号 3-8,p.158) 

7. 表 4 学習・教育目標を達成するために必要な主要授業科目の評価方法と評価基準  

        (p.164) 

8. 成績評価に関する資料(成績原簿)     (資料番号 3-9,p.180) 

9. 『PBL プロジェクト説明シート集』成績評価方法    (資料番号 3-10,p.181) 

10. PBL 成績評価原簿      (資料番号 3-11,p.183) 

11. PBL 成績判定に係る会議議事録     (資料番号 3-12,p.184) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス    (資料番号 5) 

2. 大学院案内       (資料番号 2) 

3. FD レポート       (資料番号 12) 

4. 成績評価に関する資料(成績原簿、試験問題・答案等)   (資料番号 13) 

5. PBL プロジェクト説明シート集     (資料番号 6) 

6. PBL 成績判定資料      (資料番号 14) 

(4)    学生自身の達成度点検と授業等での学生支援の仕組みとその開示・実施 

(ⅰ)   学生自身の達成内容の把握 

本学では、学生が学習結果の達成度を把握できるように、主に 1 年次に履修する各講義科目においてはシラ

バスにより獲得可能なコンピテンシーを明示している。 

また、2 年次の PBL 型科目であるイノベーションデザイン特別演習１・２は、各指導教員がその PBL で獲得でき

るコンピテンシーを事前に示しており、学生は毎週 1 回報告する週報や、各学期（年 4 回）ごとに提出するセルフ

アセスメントにおいて、各自の達成度を評価することを課している。 

http://aiit.ac.jp/info/pdf/outline/gakusokuH22.4.1.pdf
http://www.houjin-tmu.ac.jp/kisoku/31.html
http://aiit.ac.jp/info/pdf/data/h24_syllabus_comb.pdf
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また、各科目の評価は、各学期の終了時（年 4回）に速やかに学生に伝えており、学生が各講義の評価につい

て確認できるようにしている。 

(ⅱ)   学生支援の仕組み 

学生の理解を助け勉学意欲を増進し、学生の要望に対応するための仕組みを以下に示す。 

 

 平日夜間及び土曜昼間の開講 

社会人学生を考慮し、主に平日夜間及び土曜昼間に授業を開講している。 

 

 4 学期制 

専門知識・スキルを短期間で集中的に修得できるように 1 年間を 4 学期に区分する 4 学期（本学では、「ク

ォータ制」と呼ぶ）を採用している。 

 

 長期履修制度 

仕事の都合等で、標準修業年限（2 年）で修了することが困難で、当初から 2 年半、または 3 年間での履

修を計画している学生を対象に 2 年分の授業料で、その期間の長期履修ができる制度を導入している。 

 

 AIIT 単位バンク制度 

入学前に科目等履修生として修得した単位を蓄積し、正規に入学した際に単位認定で正規の単位として

換算する際に、科目等履修生で修得した既修得単位分の授業料が減額される制度を導入している。 

 

 講義支援システム 

e-Learning を利用した講義支援を積極的に行っている。すべての座学を基本とした講義は動画コンテン

ツとして録画され、インターネット経由で遠隔からの視聴できる情報システムが稼働している。講義の内容

を再度学びたい場合や授業を欠席してしまった場合等、時間に制約のある学生の学習を効果的に支援

することができている（ただし、単位取得には授業への出席が必要である）。また、KHP（Knowledge Home 

Port）制度によって、大学院修了後、10 年間は最新の授業動画コンテンツを無料視聴できる。また、この

情報システムは、講義に関する質問の受付、演習課題の提出等にも利用されている。 

 

 オフィスアワー 

各専任教員が週 1 日程度、所定の時間に研究室で学生の各種相談を受け付ける機会を設定している。。 

 

 各種の勉強会等 

学生の興味あるいは勉学意欲を増進するために、授業以外に学生が勉強する機会（デザインミニ塾、

InfoTalk、履修証明プログラム等）を開催している。これらの勉強会等の詳細は基準 8 の教育研究活動を

参照されたし。 

 

 情報インフラ環境 

学生が効果的かつ効率的に学ぶことができるように各種の情報インフラ環境（高速インターネット接続、無
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線 LAN、電子メール、ポータルサイト、講義支援システム等）が整備されている。詳細は基準 5（1）の施設・

設備を参照されたし。 

 

 学生による授業評価アンケート 

学生の授業等に関する要望に対応するため、学生による授業評価アンケートを行っている。詳細は基準 4

（15）の FD 活動を参照されたし。 

 

 図書館ブログ 

図書館では、新着図書、推奨図書、教科書、参考書等の情報を常時公開するためのブログを開設し、学

生の興味及び勉学意欲の増進を図っている。 

(ⅲ)   学生支援の仕組みの開示方法 

これらの学生支援の仕組みは、入学式後に行われる新入生ガイダンス（学生生活に関するガイダンス）で解説

している。また、これらの情報は、『大学院案内』、『履修の手引き』、Web サイト等で開示している。オフィスアワー、

勉強会等の告知はポータルサイト（グループウェア）上に掲載されている。また、これらの情報は、必要に応じて、

学内の掲示板にも掲示される。 

(ⅳ)   学生支援の仕組みの活動実績 

以下に学生支援の各仕組みの活動実績を示す。 

 

 長期履修制度 

平成 23 年度の長期履修生は 51 名、平成 24 年度は 52 名（5 月 1 日現在）である。 

 AIIT 単位バンク制度 

平成 23 年度時点で AIIT 単位バンクを利用する科目等履修生は 117 名（平成 23 年度だけなら 34 名）で

あり、うち 24 名が平成 24 年度から正規学生として入学した。 

 講義支援システム 

常時稼働している。授業は収録されてから、最長 3 日で登録され、インターネット経由で視聴ができる。ほ

とんどの科目の講義資料も登録されている。 

 オフィスアワー 

教員毎にオフィスアワーが設定されている。学生への周知は、学内掲示板及びポータルサイトへの掲出

（各学期毎）されている。 

 AIIT マンスリーフォーラム 

自由参加型の勉強会「デザインミニ塾」、「InfoTalk」がそれぞれ月 1回程度開催されている。この勉強会は、

本学の関係者以外の一般参加者も歓迎しているため、2/3 程度は学外からの参加者で、平成 23 年度に

は約 1,400 名程度の参加者があり、対象分野の専門家コミュニティとして機能している。 

 履修証明プログラム 

平成 20 年度に、運営諮問会議企業の参画を得て、履修証明制度検討委員会を設け審議を行い、平成

23 年度は、産業界の要請を反映し、以下のプログラムが開講された。 

 「ICT 導入技術」（平成 23 年 5 月～平成 23 年 12 月） 

 「人間中心デザイン」（平成 23 年 10 月～平成 24 年 3 月） 
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 「プロジェクトマネジメント・プロフェッショナルスクール」（平成 23 年 9 月～平成 24 年 2 月） 

 「実践セキュア開発」（平成 23 年 11 月～平成 24 年 3 月） 

 学生による授業評価アンケート 

すべての授業に対し、学期毎に授業アンケートを行った。授業評価アンケートの収集結果は教授会で配

布され、また教員のアクションプラン付きで、年 2 回の「FD レポート」で公開されている。 

《Web サイト URL》 

 講義支援システム 

http://aiit.ac.jp/frame/lifestyle.html#t03  

《引用・裏付資料名》 

1. 『産業技術大学院大学設置認可申請書』教育方法の特例の実施抜粋 (資料番号 3-13,p.185) 

2. 長期履修制度要綱      (資料番号 3-14,p.189) 

3. 『大学院案内』AIIT 単位バンク制度概要    (資料番号 3-15,p.191) 

4. 『大学院案内』講義支援システム概要     (資料番号 3-7,p.157) 

5. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』講義支援システム概要   

        (資料番号 3-16,p.192) 

6. 講義支援システムの Web サイトの開示例    (資料番号 3-17,p.193) 

7. 講義支援システムの画面      (資料番号 3-18,p.193) 

8. KHP 制度の Web サイトの開示例     (資料番号 3-19,p.194) 

9. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』オフィスアワー概要 (資料番号 2-4,p.144) 

10. InfoTalk・デザインミニ塾 開催報告開示例    (資料番号 3-20,p.195) 

11. 産業技術大学院大学 履修証明プログラムに関する要綱   (資料番号 3-21，p.197) 

12. 履修証明プログラム「ICT 導入技術」・「人間中心デザイン基礎～応用」パンフレット  

        (資料番号 3-22,p.200) 

13. 『FD レポート』学生による授業評価調査票    (資料番号 3-8,p158) 

14. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』教室・設備概要         (資料番号 3-23,p.204) 

15. 図書館ブログの画面      (資料番号 3-24,p.206) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. セルフアセスメント資料      (資料番号 15) 

2. 産業技術大学院大学設置認可申請書    (資料番号 3) 

3. 大学院案内       (資料番号 2) 

4. 平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き   (資料番号 9) 

5. 履修証明プログラム パンフレット     (資料番号 16) 

6. 履修証明プログラム 募集要項     (資料番号 17) 

7. 履修証明プログラム シラバス     (資料番号 18) 

8. FD レポート       (資料番号 12) 

http://aiit.ac.jp/frame/lifestyle.html#t03
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(5)    授業を行なう学生数に関わる法令の遵守 

『大学設置基準』 第 24 条では、授業を行う学生数に関して以下のように規定されている。 

 

大学が一の授業科目について同時に授業を行う学生数は、授業の方法及び施設、設備その他の教育上の

諸条件を考慮して、教育効果を十分にあげられるような適当な人数とするものとする。 

 

本専攻の入学定員は 50 名であり、毎年 50 名前後の学生が入学している。詳細は専攻情報の（5）専攻関係数

値データの学生数の「申請専攻への入学者数あるいは配属者数」を参照されたし。 

1 年次の学生を対象としている講義の多くは、教員 1 名が 354 講義室で、通常の講義型の授業で行っている。

講義室には 60 台のデスクトップ PC が設置され、学生 1 名につき 1 台の PC を利用することが可能であり、教育

効果を十分にあげられるものとなっている。平成 24 年度第１クォータ、第２クォータでは最も履修者が多い科目で

54 名、平均履修者数は約 23 名である。平成 24 年度の履修者数の実績は以下の表 4 を参照されたし。 

 

表 4: 平成 24 年度の履修者の実績 

学期 授業科目名 学生数 科目等履修生数 履修者数 

第 1 

学期 

シミュレーション特論 31 1 32 

技術倫理 32 1 33 

ものづくりアーキテクト概論 30 1 31 

設計工学特論 47 4 51 

デザインマネージメント特論 19 3 19 

イノベーション戦略特論 47 3 50 

インダストリアル・デザイン特別演習 1 33  33 

第２ システムモデリング特論 14  14 

学期 プロトタイピング工学特論 39 1 40 

 コミュニケーションデザイン特論 40 3 43 

 創造設計特論 51 3 54 

 材料基礎特論 43 2 45 

 技術経営特別演習 19 1 20 

 グローバルコミュニケーション特論 26 6 33 

 インダストリアル・デザイン特別演習 2 33 1 34 

 

2 年次の学生を対象としている PBL 型科目は、学生 3～6 名のグループ毎に 3 名の専任教員等がプロジェクト

の進行に関し指導しつつディスカッションする形式を取っている。この授業は、主に東京夢工房（オープン型のグ

ループ議論用スペース、各種工作機器を備えた製作用スペースなどによって構成された演習用スペース）で実

施され、適切な指導が行き届く適当な学生数で演習が実施されている。また、東京夢工房には、学生が自主的に

活用できるような形でホワイトボード、プロジェクタ、コピー機、プリンタが設置され、３DCAD ソフト等がインストール

されている PC、工作物収納庫などが設置されている。 

《引用・裏付資料名》 

1. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』教室・設備概要  (資料番号 3-23,p.204) 
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2. 平成 24 年度第１クォータ、第 2 クォータの履修者数   (資料番号 3-25,p.208) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き   (資料番号 9) 

 

 (6)    年間・学期間の履修バランスに関わる法令の遵守 

『専門職大学院設置基準』第 12 条では、履修できる単位数に関して、以下のように規定されている。 

 

専門職大学院は、学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、学生が一年間又は一学期に

履修科目として登録することができる単位数の上限を定めるものとする。 

 

この法令にしたがって、本学では、履修科目の登録の条件を『産業技術大学院大学学則』第 38 条に以下のよ

うに規定している。 

 

第 38 条  学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、学生が 1 年間又は 1 学期に履修科

目として登録することができる単位数の上限を別に定めるものとする。 

 

本専攻では、1 年間に履修科目として登録できる単位数は、45 単位を上限としている。 

 
 

表 5: 各学期の開講科目数 

 
開講数 

第 1 学期 第 2 学期 第 3 学期 第 4 学期 

創造技術基礎科目群 4 3 1 3 

産業技術研究科共通科目群 2 1 1 1 

専
門
科
目
群 

産業材料科目群 ― ― 1 1 

プロダクト・イノベーション科目群 1 2 2 3 

インダストリアル・デザイン科目群 1 3 2 2 

デジタル技術科目群 1 1 3 ― 

合計 9 10 10 10 

《引用・裏付資料名》 

1. 『産業技術大学院大学学則』第 38 条抜粋    (資料番号 3-26,p.210) 

2. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』履修登録できる単位数の上限抜粋  

        (資料番号 3-27,p.211) 
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3. 『平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス』配当科目一覧表  (資料番号 3-2,p.149) 

4. 授業時間割(1 年次配当科目)     (資料番号 3-28,p.212) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 産業技術大学院大学学則      (資料番号 1) 

2. 平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き   (資料番号 9) 

3. 平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス    (資料番号 5) 

 

 

(7)    授業の期間および夜間・集中授業に関わる法令の遵守 

『大学設置基準』第 22 条、第 23 条では、授業を行う期間に関して、以下のように規定されている。 

 

第 22 条  一年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、三十五週にわたることを原則とする。 

第 23 条  各授業科目の授業は、十週又は十五週にわたる期間を単位として行うものとする。 

ただし、教育上特別の必要があると認められる場合は、これらの期間より短い特定の期間において授業を行

うことができる。 

 

本学における 1 年間の授業を行う期間は、年間約 52 週のうち、以下に示す『産業技術大学院大学』学則第 13

条第 1 項に定める休業日である夏季休業（約 6 週）、冬季休業（約 2 週）及び春季休業（約 7 週）を除いた約 37

週にわたっているため、大学設置基準第 22 条の規定を満たしている。 

 

第 13 条休業日は次のとおりとする。ただし、オープンインスティテュートについては、別に定める。 

（1）日曜日 

（2）国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日 

（3）開学記念日 

（4）夏季休業 

（5）冬季休業 

（6）春季休業 

 

本学は、社会人学生を第一次の対象としていることから、主に平日の夜間及び土曜の昼間に授業を開講して

いる。表に本学の授業時間を示す。平日は主に 5～6限のみに授業が開講され、土曜は 1～4限のみに授業が開

講される。 

 

表 6: 授業時間 

時限 1 2 3 4 5 6 

授業時間 

10：30 

～ 

12：00 

13:00 

～ 

14:30 

14:45 

～ 

16:15 

16:30 

～ 

18:00 

18;30 

～ 

20:00 

20:10 

～ 

21:40 
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本学では、高度専門職業人材の要請という設置の趣旨を受け、本専攻の学習・教育目標を効果的に達成する

という教育上特別の必要性を鑑み、1 年を 4 学期に区分する 4 学期制（クォータ制）を採用している。本学の 4 学

期制には以下の長所がある。 

 

 短期間で 1 つの科目を履修できる。 

 週 2 回授業があるため、集中して学習できる。 

 基礎から専門（応用・実践）、講義から演習という流れで、授業科目の履修順序を設定できる。 

 

本学の 4 学期制では、各科目は週 2 回講義を行うことで、週 1 回 15 週相当の内容を、約 2 ヶ月（8 週）で履修

できるようにしている。1 科目は、30 時間（15 回）の授業で 2 単位としている。これは、週 1 回の講義を 15 週にわ

たって行う場合と同等である。したがって、『大学設置基準』第 23 条の規定を満たしている。 

《引用・裏付資料名》 

1. 『産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書』教育方法の特例の実施抜粋

                                                         (資料番号 3-13,p.185) 

2. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』授業期間抜粋  (資料番号 3-29,p.214) 

3. 『産業技術大学院大学学則』第 13 条抜粋    (資料番号 3-30,p.216) 

4. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』授業時間抜粋  (資料番号 3-31,p.217) 

5. 『産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書』履修方法抜粋  

                                           (資料番号 3-32,p.218) 

6. 『産業技術大学院大学学則』第 35 条抜粋    (資料番号 3-33,p.221) 

《実地調査閲覧資料名》  

1. 産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書  (資料番号 3) 

2. 平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き   (資料番号 9) 

3. 産業技術大学院大学学則      (資料番号 1) 

(8)    メディア利用に関わる法令の遵守 

『専門職大学院設置基準』第 8 条第 2 項では、各種のメディア活用に関して、以下のように規定されている。 

 

大学院設置基準第十五条において準用する大学設置基準第二十五条第二項の規定により多様なメディア

を高度に利用して授業を行う教室等以外の場所で履修させることは、これによって十分な教育効果が得られ

る専攻分野に関して、当該効果が認められる授業について、行うことができるものとする。 

 

平成 23 年度から、講義科目に関して、秋葉原サテライトを利用した遠隔授業を開始した。本校とサテライトの両

教室は専用回線で結ばれ、高品質の動画が配信されている。本校からサテライトに一方的に音声と映像が流さ

れるわけではなく、本校からサテライトには、講義資料（スライド）及び教員の映像が、サテライトから本校には学生

の映像が配信され、また必要に応じて、サテライトの学生から本校の教員への音声で質問を行うこともできる。 

ただし、授業担当教員に確認の上、グループでのディスカッションの機会が多く、遠隔授業に適さない科目もある。

遠隔授業を行う対象講義は、受講者である学生の利便性を考えながら、講義の特徴を考慮しつつ実施している。 



- 33 -  

また、秋葉原サテライトは、公立大学法人首都大学東京の共有施設であり、本学の占有ではないため、研究会、

講演会等が開催され、騒音等から授業に支障が出る恐れがある土曜日の授業も遠隔授業対象外としている。 

本専攻では、社会人の学生が多く含まれているため、遠隔授業の実施は勤務後の通学時間の短縮等の効果

をもたらし、十分な教育効果が得られている。平成 24年度の第１クォータ、第２クォータの遠隔授業開講科目は以

下の通りである。 

 

 ものづくりアーキテクト概論（第 1 クォータ） 

 創造設計特論（第 2 クォータ） 

 材料基礎特論（第 2 クォータ） 

 

 

図 3: 遠隔授業の概念図 

《引用・裏付資料名》 

1. 遠隔授業の実施・運用について     (資料番号 3-34,p.222) 

2. 秋葉原サテライトキャンパスとの遠隔授業について   (資料番号 3-35,p.225) 

(9)    通信教育に関わる法令の遵守 

本学では、通信教育は行っていない。 

(10)    企業等学外での履修に関わる法令の遵守 

本学では、平成 22年度から、社会人以外の学生を対象にインターンシップ科目を開設した。本学のインターシ

ップは、就職を前提とした現場体験ではなく、現場で必要とされている技術・知識の獲得、現場の最前線の技術

遠隔授業システム機器の配置イメージ（本学で授業を実施する場合）

教卓

本校（品川シーサイド）側 サテライト（秋葉原ダイビル）側

教員用小型モニタ（確認用）
（講義位置により移動）

講義資料

講義資料

移動式カメラ
※天井カメラのトラブル
時に使用（通常は使用しない）

映像分配

教員

確認

大型モニタ

大型モニタ
大型モニタ

席）24Ｂ室（教室a-３５１

移動式カメラ
※学生撮影用として使用

天井カメラ
※教員撮影用とし
て通常時はこの
カメラを使用

サテライト

サテライト

サテライト

スクリーン（80インチ
（縦1220・横1650）)

質問用有線マイク（10m）

ミキサープロジェクター プリンタ用PC プリンタスタッフ用PC

スタッフ

映像分配

質問用無線マイク
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者の意識を肌で感じ、即戦力としての高度専門職業人材を育成するためのインターンシップであり、その目的は、

『シラバス』に以下のように書かれている。 

 

本学が目指す高度専門職人材育成教育カリキュラムにおいては、社会情勢の変化とともに常に変化し続け

る産業界の動きに柔軟に対応でき、高いコミュニケーション能力を有するプロフェッショナルを育成することを

目的としている。本授業科目は実践教育のひとつとして位置づけ、多様な産業界の現場を体験することを通

じて、組織の一員としてキャリア形成する上で必要な実践的な業務遂行能力を獲得することを目的としてい

る。 

 

本学では、本学運営諮問会議企業の協力を得て、1 か月（実働 20 日）程度の長期のインターンシップを可能と

している。そのほかの一般企業からの企業研修受け入れも含め、インターンシップの単位として認定するかどうか

は専攻会議で決定する。単位認定は、原則として作業時間が 60 時間以上、学生への週報の作成の義務付け、

終了時に受入れ側の最終評価文書の提出があること等を条件としている。これらの条件を満たす場合、専攻会

議で、正規のインターンシップとして単位認定を行う。インターンシップの単位認定は合否のみで行われ、4 段階

の成績評価は無い。また、インターンシップの単位は本学の修了要件を満たす単位数には計上できない。 

正規のインターンシップ単位とは認められない場合でも、企業研修として学生が企業での現場体験を行うこと

は可能である。 

《引用・裏付資料名》 

1. 『平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス』インターンシップ抜粋      (資料番号 3-36,p.228) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス          (資料番号 5) 

◎「教育方法」について表 1 に記入した点数と判定理由 

点検結果の点数: 4 

 

判定理由: 本専攻の使命・目的を達成するためのカリキュラムが体系的に設計され、シラバス、大学院案内、本

学の Web サイト等で、学内外に広く公開されている。授業は、実践教育の充実のため、講義、演習、PBL 型科目

等を適切に活用している。シラバスが作成され、各授業科目の内容、評価基準、達成目標等が公開されている。

学生の達成度は、各講義のシラバスに明示されている獲得可能なスキルやコンピテンシ―についての情報と成

績、PBL の週報やセルフアセスメント等で確認する仕組みを構築し、また学生の勉学意欲を増進するための仕組

みを複数準備している。授業の学生数、1 年間に履修できる単位数、授業を行う期間及び時間数、各種メディア

を利用した遠隔授業は関連法令を厳守し、また教育効果のための工夫が行われている。本学では、すべての講

義は動画コンテンツとして収録され、インターネット経由で何時でも視聴できる仕組みが構築されているが、通信

教育では無いので、学生は教室で授業に出席する必要がある。一方、本専攻が進めているカリキュラムは独自性

が高く、他大学のカリキュラムや評価基準を踏襲することが難しい。そのため、教育方法全体について、持続的な

見直しを行いながら進めているものである。 
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基準４ 教育組織 

（1）    教員組織の編成に関する基本方針 

 本学では、産業技術研究科を置き、その下に、「情報アーキテクチャ専攻」と「創造技術専攻」の2専攻を置い

ている。また、教員組織として、教授、准教授、助教、助手を置くとしている。 

 

本専攻は、専任教員 16 名（教授 9 名、准教授 2 名、助教 5 名）と非常勤講師 5 名から構成されている。専任教

員は各担当科目を担当するとともに本学の各種運営委員会（入試委員会、教務学生委員会等）の委員を務め

る。 

 

学習・教育目標である「ものづくりアーキテクトに必要な知識の修得」と「ものづくりアーキテクトに必要な業務遂

行能力の修得」に基づき、1 年次に 4 つの専門科目群（産業材料科目群、プロダクト・イノベーション科目群、イン

ダストリアル・デザイン科目群、デジタル技術科目群）に対しては、表に示すように、各専任教員の専門領域を考

慮し各専門科目群に専任教員を最適に配置している。また、PBL 型教育科目であるイノベーションデザイン特別

演習１・２では、表に示すように機能デザインと感性デザインを融合するための実務遂行能力を養成するため、教

授及び准教授が主担当及び副担当となり、全ての専任教員が、それぞれの専門性を活かした効果的な実務体

験学習プログラムを提供している。 

 

表 7: 平成 24 年度の科目群ごとの担当専任教員 

科目群 担当専任教員 

創造技術基礎科目群 川田教授、橋本教授、管野教授、吉田教授、 

前田教授、福田教授、小山教授、陳助教、 

佐々木助教 

産業技術研究科共通科目群 川田教授、前田教授 

専
門
科
目
群 

産業材料科目群 管野教授 

プロダクト・イノベーション科目群 橋本教授、舘野准教授、越水准教授 

インダストリアル・デザイン科目群 福田教授、國澤教授、小山教授 

デジタル技術科目群 村越教授、舘野准教授 

 

表 8: 平成 24 年度の主要科目（PBL 型教育）の担当分担 

グループ 主担当教員 副担当教員 担当助教 

1 川田 福田 陳 

2 管野 小山 網代 

3 國澤 村越 中島 

4 越水 國澤 網代 

5 小山 越水 中島 

6 舘野 川田 村尾 
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7 橋本 管野 村尾 

8 福田 舘野 佐々木 

9 村越 吉田 網代 

10 吉田 橋本 佐々木 

11 前田 陳 慎（情報） 

 

 

本専攻では、教員間の各種連携のため専攻会議が組織されている。専攻会議は、専攻長が招集し、毎月所定

の曜日時刻に 120 分程度の時間をかけ、専攻での教育・研究に関するあらゆる問題が審議されている。また、必

要時に応じて、専攻内部での PBLワーキンググループ（随時）、PBL成績判定に係る会議（年 3回）等が開催され

る。これらに関しては基準 4（14）で言及する。 

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係基礎データ(表 2)      (p.4) 

2. 『産業技術大学院大学学則』第 4,5 条抜粋    (資料番号 4-1,p.229) 

3. 『平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス』配当科目一覧表  (資料番号 3-2,p.149) 

4. 授業時間割(2 年次配当科目)     (資料番号 4-2,p.230) 

5. 『専攻会議次第・議事録』2012 年 4 月度抜粋    (資料番号 4-3,p.231) 

6. PBL 成績判定に係る会議議事録     (資料番号 3-12,p.184) 

7. PBL ワーキンググループ『2012 年度 PBL 説明シート集（在校生）』（PBL ガイダンス資料） 

(資料番号 4-4,p.233) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 産業技術大学院大学学則      (資料番号 1) 

2. 平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス    (資料番号 5) 

3. 専攻会議次第・議事録      (資料番号 19) 

4. PBL 成績判定資料      (資料番号 14) 

5. PBL 説明会資料       (資料番号 20) 

6. PBL ガイダンス資料      (資料番号 21) 

(2)    教員の数と能力および教育支援体制 

(ⅰ)    教員の数と能力 

専攻関係基礎データ（表 3）で示すように、本専攻では、ものづくりアーキテクト育成に関する各種の知識・技

術・経験を有する専任の教授、准教授、助教及び兼任の非常勤講師の教員を 21名配置している。専任教員 1名

あたりの学生数が約 7 名であり、学生への密度の高い教育支援を行っている。 

教授及び准教授は、原則として年間 3 科目、及び PBL 型科目（イノベーションデザイン特別演習１・２）の 2 グ

ループの指導を担当している。助教は年間１～2 科目、及び PBL 型科目の 2～3 グループの指導を担当している。
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また、非常勤講師は本学では年間 1 科目のみを担当している。教員が担当する科目は、各自の専門分野を配置

している。専任教員の専門分野及び教育研究業績は、専攻関係基礎データ（表 4）の「専任教員の教育・研究業

績」を参照されたい。 

(ⅱ)    教育支援体制 

教育支援体制としては、公立大学法人首都大学東京の職員からなる事務組織（産業技術大学院大学 管理部

管理課）が存在し、管理課には、以下に示す庶務・会計係、国際・企画係、教務学生入試係、OPI 企画運営係を

設置している。また、教育設備の効果的な運用を図るために、（情報インフラ）サポートスタッフ、（動画コンテンツ）

収録スタッフ、図書館司書(平成 24 年 6 月から外部委託)を配備している。 

 

 管理部長   1 名 

 管理課長   1 名 

 庶務・会計係  ７名 

 国際・企画係  3 名 

 教務学生入試係  10 名 

 OPI 係   5 名 

 サポートスタッフ  2～3 名 

 収録スタッフ  1 講義 1 名 

（平成 24 年 5 月 1 日付） 

 

産業技術大学院大学管理部管理課の事務分掌は、『公立大学法人首都大学東京組織規則』に規定されてい

る。表 9 に産業技術大学院大学管理部管理課の事務分掌の概略を示す。 

 

表 9: 産業技術大学院大学管理部管理課の事務分掌の概略 

係 事務分掌 

庶務・会計係 学長に関すること。 

経営審議会との連絡調整に関すること。 

教育研究に係る自己点検・評価及び第三者評価に関すること。 

国際学術交流に関すること 。 

研究支援に関すること。 

科学研究費補助金等の競争的研究資金に関すること。 

所属職員の人事及び給与に関すること。 

予算、決算及び会計に関すること。 

研究費に関すること。 

品川シーサイドキャンパスの総合調整に関すること。 

品川シーサイドキャンパスの校地及び校舎の管理並びに品川シーサ

イドキャンパス内の取締りに関すること。 

品川シーサイドキャンパスの安全管理及び衛生管理に関すること。 

品川シーサイドキャンパスの運営に係る東京都立産業技術高等専門
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学校管理部との調整に関すること。 

その他産業技術大学院大学の運営に関すること。 

国際・企画係  中期計画に関すること。 

年度計画・業務実績報告書に関すること 

自己点検・評価及び認証評価の総合調整に関すること 

運営諮問会議及び実務担当者会議の総合調整に関すること。 

グローバル化業務に関すること。 

広報に関すること。 

国際交流室の運営に関すること。 

教務学生入試係 教授会、教育研究審議会、学内委員会運営、図書館運営に関すること。 

教育研究審議会に関すること。 

教務に係る企画支援及び総合的な調整に関すること。 

学生支援等に関すること。 

学生の学籍に関すること。 

教授会に関すること。 

研究科の教授及び研究事務に関すること。 

入試に関すること。 

広報に関すること。 

付属図書館に関すること。 

OPI 企画運営係 オープンインスティテュートに関すること。 

産学公連携センターとの連絡調整に関すること。 

産業界との連携に関すること。 

都・自治体との連携事業に関すること。 

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係基礎データ(表 3)      (p.6) 

2. 授業時間割(2 年次配当科目)     (資料番号 4-2,p.230) 

3. 専攻関係基礎データ(表 4)      (p.17) 

4. 平成 24 年公立大学法人首都大学東京 事務組織図   (資料番号 4-5,p.236) 

5. 『公立大学法人首都大学東京組織規則』産業技術大学院大学管理部事務分掌  

        (資料番号 4-6,p.237) 

6. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』サポートスタッフに関する記述  

        (資料番号 4-7,p.239) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 公立大学法人首都大学東京組織規則    (資料番号 22) 

2. 産業技術大学院大学管理部事務分掌    (資料番号 23) 

3. 平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き   (資料番号 9)  
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(3)    専任教員数に関わる法令の遵守 

『平成 15 年文部科学省告示第 53 号（専門職大学院に関し必要な事項について定める件）』第 1 条第 1 項は

では、専門職大学院の専任教員数に関して、以下のように規定されている。 

 

専門職学位課程には、専攻ごとに、平成十一年文部省告示第百七十五号（大学院に専攻ごとに置くものと

する教員の数について定める件）の別表第一及び別表第二に定める修士課程を担当する研究指導教員の

数の一・五倍の数（小数点以下の端数があるときは、これを切り捨てる。）に、同告示の第二号、別表第一及

び別表第二に定める修士課程を担当する研究指導補助教員の数を加えた数の専任教員を置くとともに、同

告示の別表第三に定める修士課程を担当する研究指導教員一人当たりの学生の収容定員に四分の三を

乗じて算出される収容定員の数（小数点以下の端数があるときは、これを切り捨てる。）につき一人の専任教

員を置くものとする。 

 

本専攻の収容定員は 100 名（各年次 50 名ずつ）である。本専攻の設置にあたって必要とされている専任教員

数は、該当法令上は 10 名である。本専攻では、引用・裏付け資料編の専攻関係基礎データ（表 2）で示したよう

に、16 名の専任教員（教授 9 名、准教授 2 名、助教 5 名）と 5 名の講師（非常勤）を配置しているため、該当法令

の基準を満たしている。専任教員 1名あたりの学生数が約 7名であり、学生への密度の高い教育支援を行ってい

る。 

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係基礎データ(表 2)      (p.4) 

 

(4)  専任教員が一専攻に限り専任であることに関わる法令の遵守 

本専攻の 16 名の専任教員は、専攻基礎データ（表 2）に示したように、本専攻の専任教員としてのみ取り扱わ

れ、ほかの専攻あるいは大学等の専任教員として取り扱われていることはない。 

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係基礎データ(表 2)      (p.4) 

 

(5)    教授の数に関わる法令の遵守 

専攻関係基礎データ（表 2）で示したように、本専攻の専任教員は 16 名であり、うち過半数以上の 9 名が教授

である。 

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係基礎データ(表 2)      (p.4) 
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(6)    専任教員の指導能力等に関わる法令の遵守 

本専攻の 16名の専任教員は、専攻関係基礎データの表 3、表 4の研究・業務実績から判断できるように、各専

門分野に関して、高度の指導能力を有している。以下に基準 4（6）にしたがって、教員を分類する。 

 

（i） 専攻分野について、教育上又は研究上の業績を有する者 

川田誠一、管野善則、橋本洋志、村越英樹、越水重臣、舘野寿丈 

（ii） 専門分野について、高度の技術・技能を有する者 

網代剛、佐々木一晋、陳俊甫、村尾俊幸、中島瑞季 

（iii） 専門分野について、特に優れた知識及び経験を有する者 

福田哲夫、國澤好衛、小山登、前田充浩、吉田敏 

 

各専任教員の担当科目は各教員の専門分野に対応している。また、各教員の専門分野はそれぞれの研究・

業務実績に沿うものであり、高度な指導能力を備えていると考えられる。表に専攻関係基礎データに記載した各

教員の専門分野に対する適性を整理した。 

表 10: 専門分野に対する適性 

 専任教員名 専門分野 担当授業科目の適性 

1 川田誠一 

制御工学、強化学

習、知能システム、離

散事象システム、シス

テム最適化、技術倫

理 

大阪大学工学部助手、東京都立大学大学院工学研究科助

教授、教授、首都大学東京システムデザイン学部教授の職

歴の中で、専門分野に関する学部教育・大学院博士前期

課程・同後期課程の研究指導ならびに教育を実施し、十分

な研究実績を有する。 

2 管野善則 

応用物理・応用化学

を基本として、機械工

学、航空宇宙工学、

電気・電子工学、環

境工学、医工学分野

で使われる材料全般

について研究 

山梨大学教授時代を含め、材料基礎、先端材料、産業材

料演習を担当し、金属、セラミックス、半導体材料、高分子

材料、複合材料など、あらゆる材料に渡って研究を積み重

ね、教育研究に携わってきた。本学においても、デザイン分

野の学生の指導には、機械工学分野で通例、言われている

金属材料の知識だけでは不十分であり、あらゆる種類の材

料に関する知見が必要とされることから、広範な分野の材料

に関する研究実績に基づき学生を指導するなど十分な実

績を有する。 

3 國澤好衛 

プロダクトデザイン、

デザインマネージメン

ト、デザインプロモー

ション、イノベーション

デザイン 

東芝出身の実務家教員として十分な研究実績を有する他、

千葉大学、長岡造形大学にて非常勤講師としての教育実

績、また首都大学東京システムデザイン学部教授としての

職歴の中では、インダストリアルアートコース設置に伴う検討

会委員としてカリキュラム編成などに携わる。 

4 越水重臣 

品質工学、信頼性と

製品安全、精密機械

工学 

 

イーストマンコダックジャパン（株）の R&D センター勤務にお

ける製品開発の経歴、及び前任の大学（静岡理工科大学）

での教員としての教育研究実績があるる。本学では、精密

工学や品質工学に関する研究を行い、多くの研究成果をあ

げ、本学学生の指導に十分な教育研究実績を有する。 
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 専任教員名 専門分野 担当授業科目の適性 

5 小山 登 

工業デザイン、デザ

インマネジメント、コミ

ュニケーションデザイ

ン、ユニバーサルデ

ザイン、 

トヨタ自動車出身の実務家教員として十分な研究実績を有

する他、京都工芸繊維大学、千葉大学、静岡文化芸術大

学、神奈川工科大学などの非常勤講師、法政大学での特

別講師など、インダストリアルデザイン領域において十分な

教育実績を有する。 

6 舘野寿丈 

設計工学、プロトタイ

ピング工学、開発設

計 プ ロ セ ス 、

CAD/CAE、生産シス

テム 

複数の大学（東京都立大学等）で、設計および生産システ

ムに関する教育・研究の実績がある。また、海外の大学で設

計教育研究に携わるなどの実績がある。中沢メソッドによる

製品開発手法、リユースを考慮したエコデザイン、作業者ス

ケジューリングなどの研究成果を生かして本学学生の指導

に十分な実績がある。 

7 橋本洋志 

人の活動支援システ

ム、システム工学、ロ

ボット工学、サービス

システム、ものづくり

人材育成システム 

東京工科大学において、十分な教育研究実績を有する。専

門分野に関して、国内外の学会での研究活動ならびに指

導的な役職に就任した委員会活動などを継続的に実施し

てきた。各大学、業界団体との交流や年に数回のオーガナ

イズドセッション企画を通して、国内外で優れた最新の研究

成果の集積と公表をするなど、その知見を担当授業に反映

させている。さらに、自治体や企業との連携に基づく、多く

のものづくり支援活動を通して、実践的スキルや事例に基

づくノウハウを集積し、担当授業に反映させるなど本学学生

の指導に十分な教育研究実績を有する。 

8 福田哲夫 

 

インダストリアルデザ

イン 

 

武蔵野美大などの美術系ほか工学系大学の非常勤講師、

また首都大学東京システムデザイン学部教授としての職歴

の中では、インダストリアルアートコース設置に伴う検討会委

員としてカリキュラム編成に携わりコース長を担う。実務家教

員として十分な教育研究実績を有する。 

9 前田充浩 

開発金融に関する国

際関係論的分析（金

融地政学）、開発援

助論、国際金融 

埼玉大学で助教授、政策研究大学院大学で助教授・客員

教授、多摩大学情報社会学研究所で客員教授として、また

英国王立国際問題研究所、ジョンズ・ホプキンス大学高等

国際問題研究大学院、およびケンブリッジ大学で客員研究

員を務めるなど十分な教育研究実績を有する。 

10 村越英樹 

情報工学、並列処理

アーキテクチャ、 

シ ー ケ ン ス 制 御 、

e-Learning、組込み

システム 

大学教員として、教育、研究指導の豊富な経験を持つ。並

列処理、シーケンス制御、e-Learning および組込みシステ

ムの設計に関する研究を行い、多くの研究成果がある。ま

た、平成 19 年には、CMU SEI-Certified PSP Developer の

認定を受ける。 

11 吉田 敏 

技術経営学、イノベ

ーションマネジメント、

製品設計理論 

東京大学において、生産技術研究所の准教授として技術

経営戦略分野の研究を行い、それに基づいて技術経営戦

略学専攻の設立当初から当該分野の教育に携わってきた。

本学では、この分野の関連する科目を担当している。 
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 専任教員名 専門分野 担当授業科目の適性 

12 網代 剛 

教育工学、経験学

習、教授法、ゲーミン

グシミュレーション 

ゲーミングシュミレーションを基礎とした教育用ゲームを開発

してきた実績を生かし、補修講座の企画立案から実施まで

を担い、経験学習型の教育プログラムを研究している。本学

での PBL プロジェクト関連の科目担当として相応しい教育

研究実績を有する。 

13 佐々木一晋 
空間様相科学，建

築・都市空間設計 

神奈川大学、慶応大学などでの非常勤講師の経歴を有し

ており、建築・都市設計や都市解析が専門であり、まちづく

りや情報デザインに関するワークショップに関しても詳しく、

本学での PBL プロジェクト関連の科目担当として相応しい

教育研究実績を有する。 

14 陳 俊甫 

イノベーション・マネ

ジメント、経営戦略

論、経営学 

大学院時代から経営戦略論をベースに日本企業の研究開

発とイノベーション活動に関する研究を進めてきている。同

研究分野に関する論文、学会報告等の研究実績がある。こ

れまでの研究経験から現在担当している技術経営系の授

業の担当者として適性がある。 

15 村尾俊幸 

制御工学、制御理

論、ロボット制御、視

覚フィードバック制御 

大学院時代の専門はロボット制御であり、制御工学の理論

的な分野だけでなく，シミュレーションや実機を用いた検証

手法にも詳しい。これらを活かし、本学では、主に実機を用

いた PBL の副担当を、また今年度からはシミュレーション検

証関連の科目も担当している。 

16 中島瑞季 
プロダクトデザイン 

感性工学 

大学院時代からデザイン学と感性工学を基調に、ヒトの感情

とデザイン要素の関係性に関する研究を心理評価、生理評

価を用い進めている。さらに労働科学研究所において研究

生の経歴も有しており、企業との共同研究の経験から理論

と実践をつなげることに関しても詳しい。以上より、本学の

PBLプロジェクト関連科目担当として相応しい教育実績を有

する。 
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《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係基礎データ(表 3)     (p.6) 

2. 専攻関係基礎データ(表 4)     (p.17) 

3. 各教員の専門分野      (資料番号 4-8,p.241) 

 

(7)    実務家教員数と実務家教員の配置に関わる法令の遵守 

本専攻の専任教員は 16 名であり、法令上、5 名以上の実務家教員を配置する必要がある。特に、引用・裏付

け資料編の専攻関係基礎データ（表 2）で示したように、専任教員の５名が 10 年以上の実務経験を有している実

務家教員である。 

実務家教員は、企業での実務経験及び各専門分野と、担当科目の特質を考慮し配置されている。実務家教

員の実務経験と担当科目の関連を表 11 に示す。 

 

表 11: 実務家教員の業務経験と担当科目の関連 

 専任教員名 実務経験と担当授業科目の適性 PBL 科目以外の担当科目 

1 福田哲夫 日産自動車(株) を経て、４５年にわたる

多分野のデザイン開発において、多くの受

賞実績を残している。またプロダクトデザイ

ンプロセス等の体系的・実践的な教育現場

には、工学系・芸術系大学から企業内のプ

ロデザイナーまでへの講義実践経験から

も、担当科目の担当者として適切である。 

・デザインマーケティング特論 

・プロダクトデザイン特論 

・インダストリアルデザイン特別演習 1 

・インダストリアルデザイン特別演習 2 

2 國澤好衛 (株)東芝において２８年間、プロダクトデ

ザイン実務、新規事業のグランドデザイン、

B２B マーケティング等を経験し、数多くのイ

ノベーションデザイン等に取り組んできた。

また、長年工学系・芸術系大学の非常勤講

師としてデザイン教育に携わるなど、担当

科目の担当者として適切である。 

・価値デザイン特論 

・デザインシステム計画特論 

・インダストリアルデザイン特別演習 3 

3 小山登 トヨタ自動車(株) において３３年間、デザ

イン部門の工業デザイン実務とデザインマ

ネジメントに携わり、その間に約１０年の海

外駐在経験でグローバルなマネジメントも

経験している。また、博物館副館長としてコ

ミュニケーションデザインも実践するなど担

当科目の担当者として適切である。 

・デザインマネージメント特論 

・コミュニケーションデザイン特論 

・インダストリアルデザイン特別演習 1 

・インダストリアルデザイン特別演習 4 

4 前田充浩 通商産業省、内閣官房、外務省、経済産

業省において、資金協力課長、国際金融

・グローバルコミュニケーション特論 

・国際経営特論 
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担当企画官、在タイ国日本国大使館一等

書記官等、約１６年に渡り国際開発、国際

経営関連の部署を歴任している。これら多

様な実務実績から豊富な経験を有してお

り、担当科目の担当者として適切である。 

・国際開発特論 

5 吉田 敏 (株)大林組において１２年間、東京本社、

海外支店等における建築設計、建築施工

を中心に、ものづくりの視点から複雑性の

高いプロジェクトに携わってきた。また、技

術経営分野の教育システムについてその

先駆けとして構築実践してきた経験からも、

担当科目の担当者として適切である。 

・技術経営特論 

・イノベーション戦略特論 

・技術開発組織特論 

 

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係基礎データ(表 2)      (p.4) 

2. 専攻関係基礎データ(表 4)      (p.17) 

3. 『平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス』配当科目一覧表  (資料番号 3-2,p.149) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス    (資料番号 5) 

(8)    専任教員による主要科目担当に関わる法令の遵守 

本専攻では、以下の 3 つの必修科目を主要授業科目として位置付けている。 

 

 イノベーションデザイン特別演習 1 

 イノベーションデザイン特別演習 2 

 

これらの科目では、1 グループ 3～6 名の学生から成るグループを編成して、PBL 型の教育を実施している。平

成 24 年度は、専任教員（教授及び准教授）の 11 名を主担当教員にして 11 グループ編成している。各グループ

には指導教員が 3名配置され、主担当及び副担当には、教授あるいは准教授が配置され、更に助教が 1名配置

され、連携して指導を行っている。平成 24年度のイノベーションデザイン特別演習のグループ及び担当教員を表

に示す。 
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表 12: 主要科目での担当分担 

グループ 主担当教員 副担当教員 担当助教 

1 川田 福田 陳 

2 管野 小山 網代 

3 國澤 村越 中島 

4 越水 國澤 網代 

5 小山 越水 中島 

6 舘野 川田 村尾 

7 橋本 管野 村尾 

8 福田 舘野 佐々木 

9 村越 吉田 網代 

10 吉田 橋本 佐々木 

11 前田 陳 慎（情報） 

 

 

主要授業科目 41 科目のうち、38 科目とそのほとんどすべてを専任教員の教授あるいは准教授が担当している。

主要科目における教員の担当を表 13 に示す。 

表 13: 主要授業科目以外の科目の担当 

科目群 開講数 教授あるいは准教授

が担当している科目数 

助教あるいは非常勤

講師（兼任）が担当して

いる科目数 

創造技術基礎科目群 11 11 100.0％ 0 0.0％ 

産業技術研究科共通科目群 5 3 80.0% 2 20.0% 

専
門
科
目
群 

産業材料科目群 2 2 100.0％ 0 0.0％ 

プロダクト・イノベーション科目群 8 8 100.0％ 0 0.0％ 

インダストリアル・デザイン科目

群 

8 8 100.0％ 0 0.0％ 

デジタル技術科目群 5 4 80.0％ 1 20.0％ 

PBL 型科目 2 2 100.0％ 0 0.0% 

計 41 38 97.5% 3 7.31% 
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《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係基礎データ(表 3)      (p.6) 

2. 授業時間割(2 年次配当科目)     (資料番号 4-2,p.230) 

3. 『平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス』配当科目一覧表  (資料番号 3-2,p.149) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス    (資料番号 5) 

(9)    教員の年齢構成に関わる法令の遵守 

創造技術専攻の専任教員 16 名は、表（平成 2４年 5 月 1 日現在）に示すように、30 歳代が 4 名、40 歳代が 6

名、50 歳代が 3 名、60 歳代が 3 名と特定の範囲の年代に偏ることないように配慮されている。これによって、様々

な視点から教育システムの改善を行うことができている。本専攻の専任教員による論文等も多数発表されて、教

育研究水準の維持向上及び教育研究の活性化が図られていることは専攻関係基礎データ（表 4）の『専任教員

の教育・研究実績』から判断できる。 

 

 

表 14: 専任教員の年齢構成 

年齢区分 教員数（割合） 該当専任教員 

30 歳～39 歳 4 名（25％） 佐々木一晋助教、村尾俊幸助教、 

陳俊甫助教、中島瑞季助教 

40 歳～49 歳 6 名（37.5％） 舘野寿丈准教授、網代剛助教、 

吉田敏教授、村越英樹教授、 

前田充浩教授、越水重臣准教授 

50 歳～59 歳 3 名（18.75％） 川田誠一教授、橋本洋志教授、 

國澤好衛教授 

60 歳～64 歳 3 名（18.75％） 福田哲夫教授、菅野善則教授、 

小山登教授 

合計 16 名(100％)  

 

創造技術専攻の兼任教員 5 名は、表 15（平成 24 年 5 月 1 日現在）に示すように、30 歳代が 1 名、40 歳代が

1 名、50 歳代 1 名、60 歳代が名である。 

表 15: 兼任教員の年齢構成 

年齢区分 教員数（割合） 該当兼任教員 

30 歳～39 歳 1 名（20.0％） 中川雅史講師 
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40 歳～49 歳 1 名（20.0％） 村田桂太講師 

50 歳～59 歳 1 名（20.0％） 吉田洋一講師 

60 歳～64 歳 2 名（40.0％） 宇野澤庸弘講師、高橋悦夫講師 

合計 5 名（100％）  

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係基礎データ(表 3)      (p.6) 

2. 専攻関係基礎データ(表 4)      (p.17) 

(10)    専任教員の本務外業務に関わる法令の遵守 

専攻関係基礎データ（表 3）に示すように、創造技術専攻のすべての専任教員は常勤であり、本学での教育研

究に注力している。表に示すように、本学以外の大学で授業あるいは業務を担当している教員がいるが、本務外

業務あるいは授業科目は本学の教育研究業務に関連のある科目であり、内容的にも時間的にも本専攻の教育

研究に支障をきたすものではない。 

 

表 16: 本務外業務あるいは、ほかの大学での授業担当 

 担当科目あるいは業務 

福田哲夫 ・プロダクトデザイン特論Ⅱ（武蔵野美術大学、１コマ） 

・インダストリアルデザイン（東京大学、年１回、１回１．５時間） 

・デザイン思考（千葉工業大学、年１回、１コマ） 

・土曜講座「デザインは暮らしのエネルギー」 

（東京都立大泉高等学校附属中学校、１コマ） 

・中小企業都市サミット「ものづくり教室」（年１回、１回５．５時間） 

・「ものづくり新製品・新技術実用化緊急支援事業」審査委員 

（年１回、１回２時間） 

菅野善則 ・踏圧等利用のばっ気と改善剤による水質浄化の技術指導（年１２回、１回２時間） 

國澤好衛 

 

・人工物デザイン論（千葉大学大学院、年２回、１回２時間） 

・東京都地域連携型モデル商店街事業審査会（年１回） 

・グッドデザイン賞審査委員（年５回、１回５時間） 

小山登 ・デザイン概論（京都工芸繊維大学、年４回） 

橋本洋志 ・「日本らしいサービス科学に基づく高品質な産業を展望する」 

（年１回、１回２時間） 

・中小企業都市サミット「ものづくり教室」（年１回、１回２０分） 

村越英樹 ・学校運営連絡協議会（年３回、１回２時間） 
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吉田敏 ・国土交通省調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会委員 

（年２回、１回２時間） 

・関東地方整備局営繕事務所総合評価審査分科会委員（年２回、１回２時間） 

・「アイ・カレッジ」講師（年１回、１回１．５時間） 

・将来のイノベーションを起こす手法論の指導・助言 

（ダイキン工業(株)年５回、１回２時間） 

越水重臣 ・「品質管理入門セミナー」（はままつ産業創造センター、年２回、１回７時間） 

・こうとう産学連携技術セミナー（年１回、１回２時間） 

佐々木一晋 ・デザイン言語ワークショップ(観察・定着)（慶應義塾大学、前期、週１コマ） 

・神奈川大学工学部建築学科及び大学院工学研究科建築学専攻  

教育補助員（年８回、１回５時間） 

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係基礎データ(表 3)      (p.6) 

2. 専攻関係基礎データ(表 4)      (p.17) 

(11)    科目等履修生等受け入れの際の専任教員増に関わる法令の遵守 

本学では、『産業技術大学院大学科目等履修生規則』第 6 条で科目等履修生の定員に関して以下のように規

定している。 

 

第 6 条  科目等履修生の定員は、正規学生の学習の妨げとならない範囲において、個々の科目について

毎年度始めに定める。 

 

現在、実際の受け入れ人数に関しては、平成 21年度第 1回教務学生委員会で審議され、以下のように決定さ

れている。 

 

1. （正規学生の履修見込人数＋科目等履修生）が 60名を超えないこととする。正規学生の履修見込人数

は、当該科目の前年度履修人数等を参考にして算出する。 

2. 上記 1 の定員によることができない授業科目は、各授業担当者に予め調査の上、別途定員上限を定め

る。 

3. 募集要項に記載する募集定員の表記は、従来どおり「各科目若干名」と表記する。 

 

本学では、科目等履修生の受け入れは現状の設備及び教員の教育指導に支障が無い範囲（若干名）に制限

されているため、専任教員の増員は行っていない。平成 24 年度では、最も科目等履修生が多い科目で 6 名、平

均履修者数は約 3.2 名である。平成 24 年度第 1 クォータと第 2 クォータの科目等履修生数の実績は表 4（P.31）

を参照されたし。 
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《引用・裏付資料名》 

1. 『科目等履修生規則』第 6 条抜粋     (資料番号 4-9,p.244) 

2. 平成 21 年度第 1 回教務学生委員会議事要録・資料   (資料番号 4-10,p.245) 

3. 『平成 24 年度産業技術大学院大学産業技術研究科科目等履修生出願要項』募集人員抜粋 

        (資料番号 4-11,p.247) 

4. 2012 年第 1 クォータ、第 2 クォータの履修者数    (資料番号 3-26,p.210) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 教務学生委員会関係資料      (資料番号 24) 

2. 産業技術大学院大学産業技術研究科科目等履修生出願要項  (資料番号 25) 

(12)    2 以上の校地での専任教員等の配置に関わる法令の遵守 

『大学設置基準』第 7 条第 4 項は、2 以上の校地での専任教員等の配置に関して、以下のように規定されてい

るが、本学の校地は、品川シーサイドキャンパスのみであるため、本学はこれに当たらない。 

 

大学は、二以上の校地において教育を行う場合においては、それぞれの校地ごとに必要な教員を置くものと

する。なお、それぞれの校地には、当該校地における教育に支障のないよう、原則として専任の教授又は准

教授を少なくとも一人以上置くものとする。ただし、その校地が隣接している場合は、この限りでない。 

(13)    教員の教育に関する貢献等の評価方法とその開示、実施 

(ⅰ)    教員の教育に関する貢献等の評価方法 

本学の教員評価制度は、以下の目的のために行われている。 

 

 教員が自らの教育・研究等の職務に目標を設定して取り組むことで、課題の発見と改善を進め、優れた点

を更に伸ばす取組につなげ、意識改革及び能力向上を図る。 

 大学全体の教育研究活動の活性化を通じて、学生、大学院生に対する教育の質の向上を図る。 

 大学の出資者である都民に対する説明責任を果たす。 

 

実際の教員評価は、｢年度評価｣と｢任期評価｣から構成されている。これは、｢年度評価｣で毎年度の取組を評

価する一方で、教育研究の成果には一定の期間が必要であるということ等を考慮し、｢任期評価｣によって一任期

中の取組を対象に評価している。年度評価と任期評価の概略を図 4 に示す。 
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図 4: 教員評価制度の概略 

 

《年度評価》 

年度評価では、毎年度 1 年間の教員の教育・研究等に対する取組内容を評価する。評定の手順を以下に示

す（図 4 の右側）。産業技術研究科長、附属図書館長及びオープンインスティテュート長（以下「研究科長等」とい

う）の評定者は学長、その他の教員（専攻長含む）の評定者は研究科長である。 

 

［研究科長等以外の教員の評定手順］ 

① 自己申告（当初申告） 

教員は毎年度 1 年間の教育・研究等に対する取組目標を設定し、専攻長は研究科長、専攻長以外の教

員は専攻長がそれぞれ面談を実施し、内容の確認とともに意見交換を行う。必要に応じて取組目標に反

映させる。 

 

② 自己申告（年度末申告） 

教員は毎年度末に当初申告で設定した目標に対する取組状況の自己評価を実施する。取組状況につ

いて当初申告と同様に面談を実施し、内容の確認とともに意見交換を行う。 

 

③ 年度評価 

評定者を委員長とし、その他本学専任教員及び外部識者から構成される教員評価委員会で評定案を作

成し、評定案は人事委員会にて審査された後、学長承認を受ける。教員評定委員会では、4 段階（「S、A、

B、C」）で評価を行う。さらに、これら 4 領域の評価に応じた評点を合計して総合評価を行う。その際、教員

の階層、職務の特殊性や専門性等を考慮する。 

 

 教育  担当科目の実績、内容改善への取組等 

 研究  研究内容の質、研究成果の論文等での公表状況等 
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 社会貢献  産学公連携、生涯学習への寄与、公的機関での委員活動等 

 組織運営  各種委員会への参加、大学運営の改善に向けた貢献度等 

 

④ 本人通知 

課題の把握と改善、優れた点をさらに伸ばす取組の契機とすることにより、教員の意識改革及び能力向上

を図るとともに、教員評価の公平性、透明性の向上を図るため、総合評価・領域別評価・所見を教員本人

に通知している。通知者は研究科長等に対しては学長、専攻長に対しては研究科長、その他の教員に対

しては専攻長である。 

 

⑤ 苦情申出制度 

本人通知を受けた教員が、通知された評定結果及び通知に際しての通知者の対応について苦情を申し

出ることができる仕組みを設けることで、教員評価制度の公正性、透明性、納得性の向上を図っている。

研究科長が苦情申出窓口となり、受けた申出内容について人事委員会事務局と連携して事実確認等を

行う仕組みとなっている。 

 

［研究科長等の評定手順］ 

研究科長等の評定手順が上記手順と異なるのは、主に学長との面談を原則実施しない点、教員評価委員会

及び苦情申出制度を設けない点である。 

 

《任期評価》 

任期評価では、一任期中の教育・研究等に対する中期的な取組内容の評価を行う。評定の手順を以下に示

す（図 4 の左側）。任期評価でも、本人通知・苦情申出制度は年度評価同様に行われる。研究科長等の評定者

は学長、その他の教員（専攻長含む）の評定者は研究科長である。 

 

［研究科長等以外の教員の評定手順］ 

① 任期末申告（再任申請） 

教員は組織目標を踏まえ任期当初に目標を設定し、任期末申告時に自己評価を実施の上、取組状況を

報告する。任期初年度の任期当初目標の設定は、任期末申告（再任申請）時に、再任時の取組目標を記

載することで行う。専攻長は研究科長、専攻長以外の教員は専攻長が取組状況及び取組目標について

面談を実施し、内容の確認とともに意見交換を行う。 

② 任期評価 

任期評価では、教員評価委員会にて、任期中に行った年度評価の結果から総合的に評価を行う。領域

毎の評価は、年度評価と同様であるが、総合評価の評価と内容は、表に示す基準で行われる。評定者は

教員評価委員会で評定案を決定し、別途本学専任教員及び外部識者から構成される教員選考委員会に

て評定案の内容を総合的に審査することで再任判定案を決定する。評定案及び再任判定案は人事委員

会にて付議された後、評定が決定し、理事長決定を受けて再任判定が確定する。 

表 17: 教員の評価基準 

評価 基準 

S 教育・研究内容が特に優れている、社会貢献や組織運営においても特別な貢献がある等、総合的

にみて本法人の教員として特に優れた水準にある 
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A 教育・研究内容が優れている、社会貢献や組織運営においても積極的に携わっている等、総合的

にみて本法人の教員として優れた水準にある 

B 教育・研究内容・社会貢献・組織運営のどの領域においても一定の水準にあり、総合的にみて本法

人の教員として一定の水準にある 

C 教育・研究内容に著しく改善を要し、社会貢献や組織運営にも消極的である等、総合的にみて本法

人の教員としての能力と意欲に欠けている 

 

［研究科長等の評定手順］ 

研究科長等の評定手順が上記手順と異なるのは、主に学長との面談を原則実施しない点、教員評価委員会

及び苦情申出制度を設けない点である。 

 

≪教員の採用基準≫ 

教員の採用については、『公立大学法人首都大学東京教職員の任命等に関する規則』第 4条において、教授

に関しては大学設置基準第 14 条に定める教授の資格を有する者（同条第 4 項第 1 号）等、准教授に関しては大

学設置基準第 15 条に定める准教授の資格を有する者（同条第 5 項第 1 号）等、助教に関しては大学設置基準

第 16 条の 2 に定める助教の資格を有する者（同条第 6 項）といった採用に当たって対象者が満たすべき要件を

定めている。『公立大学法人首都大学東京教職員の任命等に関する規則』については、本学 Web サイトにて教

員に対して開示している。また、実際の採用手続きに当たっては、上記要件を示した『公立大学法人首都大学東

京 専任教員募集要項』を公立大学法人首都大学東京 Web サイトで公開しており（本学教職員は公立大学法人

首都大学東京の教職員であるため）、応募する者にも上記要件を開示している。 

 

≪教員の昇格基準≫ 

教員の昇任（上位の職位に就けることをいう）については、採用時と同様に『公立大学法人首都大学東京教職

員の任命等に関する規則』第 4 条において、教授、准教授及び助教の別に、対象者が満たすべき要件が定めら

れている。これに加えて、『公立大学法人首都大学東京教職員就業規則』第 10 条において、「教職員の昇任（上

位の職位に就けることをいう。）は、業績及び職務遂行能力の総合的な評価により行う」ことが明示されている。

『公立大学法人首都大学東京教職員の任命等に関する規則』については、採用時と同様に、本学 Web サイトに

て教員に対して開示している。『公立大学法人首都大学東京教職員就業規則』については、同規則第 4 条の「教

職員の採用に際しては、採用しようとする教職員に対し、この規則を提示する」旨の定めに基づき教員に提示す

るとともに、本学 Web サイトでも公開している。 

(ⅱ)    教育貢献等の評価方法の開示状況 

教員の評価方法や評価基準は、採用時、年度当初の年度評価の自己申告実施時に｢教員評価制度の概要に

ついて｣や「自己申告（当初申告）実施要領」等の資料の配布により周知・開示されている。また、任期評価につい

ては別途、対象者に周知されている。 



- 53 -  

(ⅲ)    教育貢献等の評価の実績 

本学では、本学開設当初の平成18年度から年度評価及び任期評価を行っている。研究科長等の年度評価は、

平成 21年度末より実施されている。任期評価は、平成 22年度から対象者が発生し、今後再任判定等の手続きを

行う。また、これまでに苦情申出制度は適用されたことはない。 

 

年度評価の結果は次年度の年棒（業績給）へ反映される。成績上位者のうち 1 割の教員には業績給に標準額

の 15％が加算される。逆に成績下位（C 評価）の教員は 15％が減算される。教員の任期は基本的に 5 年で、年

度評価で C 評価が続き、改善努力が見られなければ再任はされない。 

 

教員の評価結果を有効活用する仕組みは、主として教員の専門性を熟知した専攻長との教員との面談による

改善である。以下に面談の種類と有効活用を示す。 

 

• 年度当初申告における面談を通じた年度目標の策定とその有効活用 

教員が年度当初申告において教育・研究・社会貢献・組織運営の4つの評価軸における年度目標を策定

した後、専攻長との面談で年度目標の妥当性等について意見交換し、本学の目的に沿った年度目標とな

っているか否か、また、実施可能な年度目標となっているか否かについて意見交換し、教員が取り組むべ

き目標を定めることで教員の総合的な活動に対してモチベーションを高めることができる。 

 

• 年度末申告における面談を通じた改善点の明確化とその有効活用 

教員が年度末申告において教育・研究・社会貢献・組織運営の 4つの評価軸における 1年間の成果につ

いて自己評価した結果を基に、専攻長との面談を通じて妥当な評価となるよう意見交換する。その結果を

踏まえて教員評価委員会が適切な評価案を策定し、その結果について人事委員会で審査され、学長の

承認を受ける。その結果が本人に通知され、苦情申出の手順を経て評価が確定する。このような手順を経

た評価であるため、教員が評価結果を真摯に受け止め、次年度の年度目標を実現すべく努力する体制

が確立しているため、改善すべき目標が明確になる等有効に活用されている。 

 

• 任期末申告における面談を通じた改善点の明確化とその有効活用 

任期末申告においては、専攻長との面談を通じて教員が任期中の業務改善を適切に実施しているかに

ついて意見交換することで、改善の状況を総合的に判断することができる。特に任期末申告の有効活用

で最も重要な点は、本学の教育に不適合な教員の再任を認めないことの根拠を明確にすることができ、

教員解雇により適正な人材を継続的に確保できる仕組みとなっていることである。 

 

• 再任申請時における面談を通じた再任後の目標の明確化とその有効活用 

本学は、本学を設置している法人が策定する中期計画に基づいて毎年の事業目標を策定し運営されて

いる。再任申請時においては、教員が本学中期計画を理解し、学長のイニシアティブの下で本学の事業

運営に貢献することを確認している。このことは、本学の設置目的に沿って教員組織が一丸となって努力

することを確認できるという意味で有効活用できている。 

 

以上述べたような評価の有効活用の結果、多くの教育成果が達成できた。以下に例を示す。いずれも通常の

研究型大学院では、実施が困難な内容であると自負している。 
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• 教育に関する成果 

 本学教育で重要な位置付けにある PBL 型教育について、板橋区と連携しながらプロジェクトを遂

行している。 

 本学の通常教育以外に、特定分野を集中的に学ぶためのカリキュラムとして５つの履修証明プロ

グラムを用意して多様な学習ニーズに応えている。 

 文部科学省の平成 20～21 年度「専門職大学院等における高度専門職業人養成教育推進プログ

ラム」に本学及び神戸情報大学院大学が提案した「教育の質を保証する効果的な FD の取組」が

採択され、この取組の成果として学生による授業評価システム等の FD 活動に関する各種の情報

システムを開発した。 

 

• 研究に関する成果 

 専門職大学院として、実践的な研究を実施しているが、その成果を毎年本学紀要論文として公表

している。 

 科学研究費や、共同研究、受託研究等を通じて外部資金を獲得し高い研究成果を得ている。 

 

• 社会貢献に関する成果 

 東京都と連携した事業を推進している。例えば、東京の中小企業の現状をアンケート調査し、その

結果を白書にまとめている。 

 ものづくり分野の人材育成・確保事業として、３D-CAD や品質管理の研修を無料で実施している。 

 近隣の区と連携し「品川区デザインセミナー」や「港区産業デザイン活用支援事業」を実施してい

る。 

 デザインミニ塾などを運営する等、高い水準の講演会を毎月実施しており、平成 23 年度は 2,000

名程度の学外者の学習に貢献した。 

 日経グローカル誌において、「地域貢献度が高い大学院大学」ランキングで、平成 21 年度と 22 年

度と 2 年連続で第 1 位に選ばれたが、これは教員の社会貢献に対する意識が高く具体的な活動

成果を得ていることによる。 

 

• 組織運営に関する成果 

 全教員が、大学の各種運営委員会を通じて積極的に組織貢献している。 

《引用・裏付資料名》 

1. 『教員評価制度の概要について』教員評価制度の概要   (資料番号 4-12,p.249) 

2. 『教員評価制度の概要について』年度評価及び任期評価の実施  (資料番号 4-13,p.250) 

3. 『平成 24 年度自己申告(当初申告)実施要領』自己申告実施概要  (資料番号 4-14,p.252) 

4. 『平成 23 年度年度評価本人通知の実施要領』本人通知実施概要  (資料番号 4-15,p.253) 

5. 『公立大学法人首都大学東京教職員の任命等に関する規則』第 4 条抜粋   (資料番号 4-16,p.254) 

6. 公立大学法人首都大学東京 専任教員募集要項   (資料番号 4-17,p.256) 

7. 『公立大学法人首都大学東京就業規則』第 4,10 条抜粋   (資料番号 4-18,p.257) 

8. 任命、就業等に関わる規則の開示例     (資料番号 4-19,p.259) 
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《実地調査閲覧資料名》 

1. 教員評価制度の概要について     (資料番号 26) 

2. 平成 24 年度 自己申告(当初申告)実施要領    (資料番号 27) 

3. 平成 23 年度 年度評価本人通知の実施要領    (資料番号 28) 

4. 教育成果に関する資料      (資料番号 29) 

5. 公立大学法人首都大学東京教職員の任命等に関する規則  (資料番号 30) 

6. 公立大学法人首都大学東京就業規則    (資料番号 31) 

(14)    教員間ネットワークの存在と活動の実施 

(ⅰ)    教員間連絡ネットワーク 

本専攻では、専攻内部の教員間ネットワークとして、すべての専任教員参加による専攻会議が組織され、月 1

回審議・報告を行っている。本学の専門職大学院教育の特徴である PBL 型教育に関しては、PBL ワーキンググ

ループを組織し、PBL 年間計画の作成、学生への周知、PBL メンバーの編成、PBL 指導体制の構築、プロジェク

ト成果発表会の準備と実施、成績判定、及び運用上の諸問題への対応を実施している。PBL の評価に関しては、

すべての専任教員の参加による PBL成績判定に係る会議を年 3回開催し、PBL型科目を履修しているすべての

学生の評価及び成績判定を行う仕組みができている。 

さらに、本専攻では、インダストリアルデザインコース、開発設計コース、ものづくりマネジメントコース、システム

統合・制御コース、国際コースといったコースごとに推奨履修モデル科目を設けており、コースを担当する複数の

教員により、関連科目の見直し、内容の適性化が随時図られている。 

 

専攻会議の開催は、専攻長が事前にすべての専任教員に対して教育システム全般に関する議題の提案を求

め、これらを網羅した議事進行に基づいて審議と報告が実施されている。そのため全教員が問題意識を有する

教育上の諸案件に関して漏れなく審議されるように工夫されている。審議の内容は議事録によってすべての専任

教員に周知されている。各コースの教育科目に関しては、担当教員間で適宜内容の調整を行い、時代のニーズ

に即した専門知識の教授がバランスよく実施できるように配慮されている。 

PBL の実施に当たっては、年間計画を策定し、教員と学生への周知を図っている。PBL 型教育は、全国的に

みても参考となる実施例が少ないため、全世界での類似の教育方法の調査研究を継続し、これまでの経験も踏

まえて改良を重ねている。随時、PBL ワーキンググループの会合（ワーキングのメンバーは教授、准教授、助教授

の 10 名で構成される）を開催し PBL 型教育の方法を議論している。 

PBL の評価に関しては、PBL 型科目を履修している各々の学生に対して、主担当 1 名と 2 名の副担当の評価

結果を、すべての専任教員が審議する形態を取り、評価の客観性と適切さを担保する工夫が行われている。 

(ⅱ)    教員間連絡ネットワークの活動実績 

教員間連絡ネットワークの活動実績を以下に示す。 
 

 専攻会議は、月 1 回（90 分から 120 分程度）開催され、各回、原則すべての専任教員が出席している。 

 PBL ワーキンググループは、平成 21 年度から平成 22 年度まで過去 2 回の PBL 型教育の経験に活かし

て、平成 23 年度の PBL の年間計画の作成、PBL ガイダンスの開催（学生への周知）、PBL メンバーの編

成、PBL 指導体制の構築を進めている。 
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 PBL 成績判定に係る会議は、毎年、原則すべての専任教員の参加の下で、イノベーションデザイン特別

演習１・２に対して年 2 回開催している。 

《引用・裏付資料名》 

1. 『専攻会議次第・議事録』2012 年 4 月度抜粋    (資料番号 4-3,p.231) 

2. PBL 成績判定会に係る議議事録     (資料番号 3-12,p.184) 

3. PBL ワーキンググループ『2012 年度 PBL 説明シート集（在校生）（PBL ガイダンス資料） 

         (資料番号 4-4,p.233) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 専攻会議次第・議事録      (資料番号 19) 

2. PBL 成績判定資料      (資料番号 14) 

3. PBL 説明会資料       (資料番号 20) 

4. PBL ガイダンス資料      (資料番号 21) 

(15)    教員の質的向上を図る仕組み（FD）の存在、開示、実施 

(ⅰ)    FD 

本学では、教員の資質向上のために、本学開学以前から FD 活動に積極的に取り組んできた。現在では、教

授会のもと FD 委員会を設置し、FD 活動の方針と内容を決定し、学生による授業評価アンケートの実施、FD フォ

ーラムの開催等を行っている。 

また、文部科学省の平成 20～21 年度「専門職大学院等における高度専門職業人養成教育推進プログラム」

に本学及び神戸情報大学院大学が提案した「教育の質を保証する効果的なFDの取組」が採択され、FD活動の

改善に関する各種の取組が行われた。 

(ⅱ)    FD の開示方法 

本学では、本学のFD活動をまとめた『AIITFDレポート』を年 2回発刊し、教職員や学生、学外関係機関に広く

配布している。FD レポートの作成及び発行は、FD 委員会によって行われ、現在、第 1１号までが発行されている。

FD レポートの内容を以下に示す。FD レポートは本学 Web サイトからダウンロードすることもできる。 

 

 FD 活動の概要 

 『学生による授業評価』結果の概要 

 FD フォーラム開催の概要 

 教員各自の授業改善に関する取り組みについて（アクションプラン）等 

 

また、文部科学省の平成20～21年度「専門職大学院等における高度専門職業人養成教育推進プログラム」で

ある「教育の質を保証する効果的なFDの取組」に関する活動をまとめた報告書を作成して、発行した（平成 21年

3 月及び平成 22 年 3 月）。この報告書は、本学での FD に関する取り組みが効果的に関連組織に波及することを

意図し、全国の大学に配布した（開発したソフトウェア等が収録された CD-ROM 付属）。 
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(ⅲ)    FD の実績 

FD に関わる取り組みを以下に示す。 

 

 学生による授業評価（各学期毎） 

学生の理解度を確認するとともに、教育内容・方法の改善のため、学生に対して授業評価アンケートを実

施している。教員はこのアンケート結果に基づいて授業を改善するためのアクションプランを作成してい

る。 

 FD フォーラム 

教員の授業内容・方法の改善のための企画として、定期的に FD フォーラムを開催している。 

FD フォーラムでは外部有識者による講演や参加者の討論会等を実施している。開催実績を表 19 に示

す。 

 

表 18: FD フォーラムの開催実績 

 開催日 講師・内容 

第 1 回  2006 年 11 月 7 日 早稲田大学名誉教授 示村悦次郎 

『学生に点火するのは貴方だ』 

第 2 回 2007 年 2 月 27 日 日本アイ・ビー・エム（株）沖田聰 

『答申についてのプレゼンテーション』 

第 3 回 2007 年 10 月 3 日 情報処理学会フェロー神沼靖子 

『大学教育のための Faculty Development』 

第 4 回 2008 年 2 月 26 日 新日鉄ソリューションズ（株）常務取締役 大力修 

『人材育成のための産学官連携のあり方』 

第 5 回 2008 年 8 月 5 日 文部科学省宇宙開発委員会委員 池上徹彦 

第 6 回 2009 年 6 月 4 日 筑波大学大学院システム情報工学研究科教授  

駒谷昇一 

『筑波大先導的 IT での FD の取り組み』 

第 7 回 2009 年 11 月 20 日 （株）日本経済新聞社客員コラムニスト 西岡幸一 

第 8 回 

 

2010 年 9 月 16 日 

 

『専門職大学院における教育の実践―学生の視点に立った FD 活

動―』 

第 9 回 

 

2010 年 12 月 22 日 株式会社東芝 デザインセンター長 井上雅弘 

『企業が求める人材像・大学院教育に期待するもの』 

第 10 回 2011 年 8 月 2 日 『平成２２年度専門職大学院認証評価の実施結果を受けて』 

第 11 回 2012 年 2 月 23 日 立命館大学国際関係学部教授・同大学院国際関係研究科教授 

石原直紀 

『専門職大学院が育成すべき国際的な人材像』 
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 『AIIT FD レポート』の発行 

本学の FD 活動をまとめた冊子を年 2 回発行し、学内外に広く配布している。現在、第 11 号までが発行さ

れている。 

 

 教員相互の授業検証（授業参観） 

本学では、すべての講義を動画コンテンツとして収録し、インターネット経由で視聴できる講義支援システ

ムが構築されている。また、すべての講義室の壁はガラス張りにしてある。これらの仕組み及び環境を教

員相互の授業検証（参観）及び、授業手法と授業内容の改善に活用している。 

 

 外部委員（産業界）から構成される「運営諮問会議」からの答申に従った教育・研究活動の改善 

詳細は基準 7（1）を参照されたし。 

 

 「教育の質を保証する効果的な FD の取組」 

文部科学省の平成 20～21 年度「専門職大学院等における高度専門職業人養成教育推進プログラム」の

取り組みとして以下の活動を行った。 

 

 FD 企画推進会議の開催（平成 20 年 9 月～平成 21 年 3 月：月 1 開催） 

 FD 企画推進会議（毎月開催） 

補助事業の企画運営を総括する会議を毎月開催し、事業の推進を総括管理するとともに、産業界

の連携機関（富士通株式会社、日本電気株式会社）から産業界の意見を取得し、産業界と連携し

た FD 活動の仕組みの構築を目的として開催した。 

 FD 研修会（計 4 回開催） 

教員が日常的に技術動向や産業を取り巻く状況変化を理解し、自らの教育に生かすために効果

的な授業設計を支援するため、FD 研修会を企画・開催した。 

 FD 国際シンポジウム（計 3 回） 

FD 活動の成果を公開し、広く意見交換することで、ほかの大学等の FD 活動との比較・検討を行う

ため、FD シンポジウム開催した。 

 FD 支援システムの設計・開発 

本学では、授業改善の PDCA サイクルを効果的に実行するため、学生による授業評価システム

（携帯電話対応、多段階の意見収集対応）、教員相互の授業参観のための授業動画コンテンツの

活用（iPhone 等の携帯端末対応）、授業設計のための遠隔会議システムを設計・開発した。神戸

情報大学院大学では、学生が獲得する知識、スキル、業務遂行能力等を管理するポートフォリオ

システムを設計・開発した。 

 国内調査 

東海大学、琉球大学、熊本大学、名古屋大学、公立はこだて大学等、特徴ある FD 活動を行って

いる大学を訪問し、情報を収集した。 

 

《Web サイト URL》 

 講義支援システム 

http://aiit.ac.jp/frame/lifestyle.html#t03 
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《引用・裏付資料名》 

1. 『大学院案内』FD に関する記述     (資料番号 4-20,p.261) 

2. 産業技術大学院大学 FD 委員会規程     (資料番号 4-21,p.262) 

3. 『FD レポート』FD の実績に関する記述    (資料番号 4-22,p.263) 

4. 産業技術大学院大学 FD フォーラム次第、当日スケジュール  (資料番号 4-23,p.278) 

5. 『教育の質を保証するための効果的な FD の取組 報告書』目次抜粋 (資料番号 4-24,p.281) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 大学院案内       (資料番号 2) 

2. FD 委員会規程及び次第・議事録     (資料番号 32) 

3. FD レポート       (資料番号 12) 

4. FD フォーラム関係資料      (資料番号 33) 

5. 教育の質を保証するための効果的な FD の取組 報告書   (資料番号 34) 

◎「教育組織」について表 1 に記入した点数と判定理由 

点検結果の点数: 5 

 

判定理由: 本専攻では、本専攻のカリキュラムを実現するための教員組織体制が編成され、事務等の教育支援

体制も存在している。専攻会議、PBL 成績判定に係る会議等の教員間連絡ネットワークも存在する。専任教員数、

専任の取り扱い、教授数、実務家教員数、主要科目の担当は関連法令を厳守し、担当する専門分野に関して高

い指導能力を有する教員を、年齢構成のバランスを考慮して配置している。専任教員は、常勤で本学の教育研

究活動に従事し、学外での活動は本学の業務に影響が無い範囲で行われている。教員評価も手続きが定めら

れ、適切に行われている。教員の資質向上のための FD 活動も積極的に行っている。したがって、基準 4 の各項

目を十分に満たし、また 5 年以内に満たされなくなる懸念がないと判断した。 
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基準５ 教育環境 

(1)    施設・設備 

本学施設は、東京都立産業技術高等専門学校（以下、高等専門学校）との合同キャンパス内（東京都品川区

東大井）に設置されている。当地は東京都内最大の産業集積地である城南地域にあり、「専門知識と体系化され

た技術ノウハウを活用して、産業の活性化に資する高度専門職業人材を育成する」ことを理念とする本学にとり、

産業界と密接に連携することを可能とする良好な立地である。本学施設の総面積は、約 4,625 ㎡（専用が約

2,757 ㎡、共用が約 1,868 ㎡）で、学生 1 名当たりの面積としては、約 20.10 ㎡である。 

本学では、「ものづくりアーキテクトに必要とされる知識・スキルの修得」及び「ものづくりアーキテクトに必要な業

務遂行能力の修得」という本専攻の学習・教育目標を達成するに足るだけの講義室、演習室、自習室を設置して

いる。さらに、専任教員の研究室、学長室、事務室を専用施設として設置し、図書室、会議室等は高等専門学校

との共用施設として設置している。本学施設のほとんどの場所では、無線 LAN（801.11n/a/b/g）の利用が可能で

ある。以下に、施設の特徴を示す。 

 

講義室 

357 PC 講義室（約 160 ㎡、72 座席）、351 講義室（約 130 ㎡、108 座席）、354CAD 講義室（約 160 ㎡、60

座席）を専用で設置している。PC 講義室の設備としては、学生用の高性能デスクトップ PC 72 台、AV システ

ム（教員用のPC類）、複数のワイヤレスマイク、教員用端末画面表示用の中間モニタ、天吊式のプロジェクタ、

撮影機器（3 組）、動画収録装置を装備する等、高度専門職業人材の育成に対応できる機材を設置している。

後者の講義室も、学生用のデスクトップ PCと中間モニタ以外は、PC講義室と同様の設備である。CAD 講義

室は学生用のデスクトップ PC の台数以外は同様の設備である。433 合同講義室（約 196 ㎡、200 座席）を高

等専門学校と共用で設置している。 

 

演習室 

PBL 型演習科目のために、「東京夢工房」（約 465 ㎡）として演習室を設置している。この PBL 演習室は、ワ

ンフロアーに設置されており、プロジェクト・メンバー4～8 名程度の活動に適した広さが確保できるようホワイ

トボード兼用の可動式パーティションにより 10区画に仕切られている。また各 PBLにはその活動が効果的か

つ効率的に運用できるよう専用のキャビネットが複数確保されており、PC（１台）他専用のプロジェクタ（1 台）、

資料等が納められるよう設計されている。こ天井には大型スクリーンが準備されているため、予約システムか

ら各区画の予約状況と使用目的に合わせて、これらの可動式パーティションを移動させる事により大空間が

生まれ、合同の研究会や発表会など、学生の自由な発想空間として活用されている。 

    「東京夢工房」内の設備としては、創造技術専攻の特徴である“ものづくり”のために、モックアップなどプロ

トタイプの製作に必要な「工作室」と「塗装室」の他、三次元測定器や三次元切削機などの各種設備が整っ

ている。「工作室」には電動工具のほか、手加工による自由な発想を促す各種道具や材料類がストックされ

ている。「塗装室」には大型の塗装ブースがあり、調色から塗装仕上げまで必要な設備と道具が整っている。

これらの作業を通じた評価スペースは、三次曲面の性状確認に必要な平行光源となるよう配置されている。

PBL 演習室には、他にコピー機、プリンタが各 1 台準備されている。このほかに、351b 演習室（約 52 ㎡、25

座席）、435 材料演習室（約 60 ㎡）を専用で、358a、358b、452、453 のゼミ室（約 40 ㎡×2、48 ㎡×2）及び

265 演習室（約 60 ㎡）を共用で設置している。 

 

大学院生の研究室（自習室） 

学生の自習環境としては、「東京夢工房」内に学生用個人ロッカーが準備され、共用の机・椅子とと PC

（Windows×10 台、MacOS×5 台）を設置して,自由に使用できる環境がある。 

    他に学生自習室を 3 室（約 40 ㎡、18 座席×2 室、80 ㎡、42 座席）を専用で設置している。複数台の PC

（Windows、MacOS）、プリンタが準備されている。授業期間中は平日が 9 時から 22 時、土曜が 9 時から 19

時まで、休業期間中は平日が 9 時から 17 時 45 分までが開室時間である。 

 

東京夢工房 

東京夢工房（約 465 ㎡）を専用で設置し、ホワイトボード製のパーティションで区切られたミーティングスペー

ス10区画（計80席）、自習スペース、展示スペース、工作室が利用できる。複数台のPC（Windows、MacOS）、
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プリンタ、学生用ロッカーが設置されている。学生達が自由に発想を練り PBL や演習・発表等を行う場として

活用されている。 

 

Designers’Lab 

Designers’Lab（約 45 ㎡）を専用で設置し、3 次元計測システム、3次元プリンタ、ホワイトボードが準備されて

いる。 

 

図書室 

本学の図書室（約 1,050 ㎡）は、高等専門学校と共用で設置している。高等専門学校の図書施設は、平成

18 年 4 月に高等専門学校に専攻科が設置された際に大学レベルの蔵書に充実された。また、平成 18 年 4

月の本学の開学当初には、本学の専門分野に特化した情報技術、プロジェクト管理、実務関連等の専門書

を 1,500冊程度（うち外国書を半数）整備された。これ以後、創造技術専攻開設に伴い工学系図書の他にデ

ザイン等感性系の図書を含め毎年 1,600 冊程度の専門書等の図書を追加し、23 年度末の段階で約 15,000

冊の蔵書がある。また、随時、最新の情報を収集するため、専門書以外に複数の学術雑誌、国際会議論文

集が整備され、さらに IEEE、ACM、Scopus、CiNii、日経テレコン 21、日経 BP 記事検索サービス等のオンラ

イン DB の閲覧環境が整備されている。本学の学生が活用する文献、雑誌（授業科目の教科書、参考書等）

に関しては、本学専用の閲覧書架を設置し、一定の利用制限を行い、本学の学生及び教員の教育研究環

境を確保している。また、首都大学東京図書情報センターとの相互利用を行い、研究環境の充実を図って

いる。図書館の運用は、専任の司書 2 名(平成 24 年 6 月から外部委託)及び高等専門学校の司書 2 名が担

当している。また、図書館では、新着図書、推奨図書、教科書、参考書等の情報を常時公開しているための

ブログを開設している。 

 

研究室 

本学の専任教員の教授及び准教授には、各 1 室の研究室を設置している（合計１１室）。また、助教には共

同で 1 室の研究室を設置している。詳細は基準 5（3）を参照されたし。 

 

情報インフラ環境 

各種の情報インフラ環境（高速インターネット接続、無線 LAN、電子メール、ポータルサイト、講義支援システ

ム等）が整備されている。ポータルサイトは掲示板、スケジューラ等の機能が利用できるグループウェアであり、

教職員以外に在学生、修了生も利用できる。PBL の各種情報及びプロジェクト活動を管理するための情報

システム（iPBL）も存在する。また、高度専門職業人材の育成という本学の目的に配慮して、学生ができるだ

け最新で高性能機器で学ぶことができるように、情報インフラ環境及び、講義室、実験室等の PC，サーバ等

の機器は、原則約 3 年で更新される。 

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係数値データ            (p.2) 

2. 『協定書参考資料』使用許可対象施設・面積    (資料番号 5-1,p.287) 

3. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』教室・設備の概要       (資料番号 3-23,p.204) 

4. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』自習スペースの開室時間   

              (資料番号 5-2,p.288) 

5. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』図書館利用方法       (資料番号 5-3,p.290) 

6. 『公立大学図書館概要』図書館概要     (資料番号 5-4,p.292) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 協定書(諸経費等の分担に係る協定)     (資料番号 35) 

2. 平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き         (資料番号 9) 

3. 公立大学図書館概要            (資料番号 36) 

4. 機械器具備品登録一覧      (資料番号 37) 
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(2)    夜間開講等における施設利用等に関わる法令の遵守 

本学は、社会人を第一次の対象としているが、創造技術専攻では多様な学生を想定し、平日午後（14:45～

18:00）、夜間（18：30～21：40）及び土曜日（10：30～18：00）に授業を開講している。平日午後の開講科目は、年

度交替で夜間開講科目になるようにしているので、社会人であっても、2 年間のカリキュラムで、全科目について

受講する機会が確保されている。また、授業開講時間及び社会人学生に対する教育上の配慮から、事務室、図

書館、自習室等は授業期間中は平日が 9 時から 22 時、土曜が 9 時から 19 時まで開室し、学生の勉学意欲に対

応ができる体制を整備している。各開室時間を表に示す。さらに、学生からの要望があれば、施設利用時間の延

長に柔軟に対応することができる。例えば、東京夢工房、自習室（グループワーク目的）、PBL 演習室、351b 演習

室は、①「時間外施設使用申請書」に担当教員の承認印を得た上で、施設使用日の前日までに事務局に申請し、

②使用目的が PBL 活動等の授業に準ずるものとして明確にされ、③使用時間、使用者が明確にされている場合

に限り、平日、土曜日、日曜祝日ともに 23 時まで使用することが認められる。 

 

表 19: 開室時間 

 授業期間 休業期間 

平日 土曜日 平日 土曜日 

教室 9 時～22 時 9 時～19 時 9 時～17 時 45 分 閉室 

事務室 9 時～22 時 9 時～19 時 9 時～17 時 45 分 閉室 

自習室 9 時～22 時 9 時～19 時 9 時～17 時 45 分 閉室 

図書館 9 時～22 時 9 時～19 時 9 時～17 時 閉館 

263 室 

（サポート 

スタッフ） 

9 時～22 時 10 時～13 時 

14 時～19 時 

9 時～19 時 閉室 

《引用・裏付資料名》 

1. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』事務室等の開室時間 (資料番号 5-5,p.294) 

2. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』自習スペースの開室時間 (資料番号 5-2,p.289) 

                                                                 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き    (資料番号 8) 

(3)    専任教員の研究室に関わる法令の遵守 

本学の教授及び准教授には、各 1 室の研究室（約 30 ㎡）を設置している（合計 11 室）。また、助教には共同で

1 室の研究室（約 60 ㎡）を設置している。創造技術専攻の専任教員全員に対して、合計で 11 室、354.15 ㎡の研

究室を配置している。 

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係基礎データ(表 8)      (p. 67) 

2. 『協定書参考資料』使用許可対象施設・面積    (資料番号 5-1,p.287) 

3. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』各階平面図  (資料番号 5-6,p.297) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 協定書(諸経費等の分担に係る協定)     (資料番号 35) 

2. 平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き         (資料番号 9) 
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(4)    科目等履修生等受け入れの際の教育環境に関わる法令の遵守 

基準 4（11）で言及したように、本専攻での科目等履修生の受け入れは現状の設備及び教員の教育指導に支

障が無い範囲（若干名）に制限されている。平成 23 年度では、最も科目等履修生が多い科目で 6 名、平均履修

者数は約 1.4 名である。平成 24 年度の科目等履修生数の実績は表 4（P.31）を参照されたし。 

《引用・裏付資料名》 

1. 『科目等履修生規則』第 6 条抜粋     (資料番号 4-9,p.244) 

2. 平成 21 年度第 1 回教務学生委員会議事要録・資料   (資料番号 4-10,p.245) 

3. 『平成 24 年度 産業技術大学院大学産業技術研究科科目等履修生出願要項』募集人員抜粋 

         (資料番号 4-11,p.247) 

4. 2012 年度の第１クォータ・第２クォータ履修者数    (資料番号 3-25,p.208) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 教務学生委員会関係資料              (資料番号 24) 

2. 産業技術大学院大学産業技術研究科科目等履修生出願要項   (資料番号 25) 

(5)    2 以上の校地での施設・設備に関わる法令の遵守 

基準 4（12）で言及したように、『大学設置基準』第 7 条第 4 項は、2 以上の校地での専任教員等の配置に関し

て、以下のように規定されているが、本学の校地は、品川シーサイドキャンパスのみであるため、本学はこれに当

たらない。 

(6)    大学院大学における施設に関わる法令の遵守 

本学施設の総面積は、約 4,625 ㎡（専用が約 2,757 ㎡、共用が約 1,868 ㎡、学生 1 名あたり約 20.10 ㎡）であ

る。両専攻（情報アーキテクチャ専攻及び創造技術専攻）の専任教員の研究室を23室（合計689.15㎡）、講義室

及び演習室を 15 室（合計 1709.78 ㎡、学生 1 名あたり約 8.6 ㎡）、実験室・実習室を 7 室（合計 297.37 ㎡）保有

し、両専攻の収容学生定員の 200 名及び専任教員 30 名が教育研究活動を行うのに足るだけの施設を配置して

いる。施設の詳細は基準 4（1）を参照されたし。 

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係数値データ              (p.2) 

2. 専攻関係基礎データ(表 8)      (p.67) 

3. 『協定書参考資料』使用許可対象施設・面積    (資料番号 5-1,p.) 

4. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』各階平面図  (資料番号 5-6,p.297) 

5. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』教室・設備の概要  (資料番号 3-23,p.204) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 協定書(諸経費等の分担に係る協定)     (資料番号 35) 

2. 平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き    (資料番号 9) 

(7)    財源確保への取り組み 

本学の財源は、東京都からの運営費交付金、学生からの授業料、入学検定料収入等を財源とする一般財源

が約 10 億 4,700 万円（平成 24 年度予算）、科学研究費補助金が約 1,625 万円（平成 23 年度実績）、外部資金

が約 4,620万円（平成 23年度実績）で構成されている。本学では、基準 1（2）に示した学習・教育目標を達成する

ために必要な環境を整備し、それらを維持・運用するために、以下の財源確保への取り組みを積極的に行ってい

る。 
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 外部資金 

本学では、外部資金獲得のため、各種の補助事業への応募、本学の特長を活かした関係団体からの受託

事業、共同研究等を積極的に実施している。平成 23年度では、本学の専門分野を活かした受託事業（東京

都総務局、品川区、港区、中野区等）、共同研究（(独)東京都立産業技術センター等）等の外部資金を獲得

した。 

 科学研究費補助金 

科学研究費補助金の平成 24 年 4 月の内定時実績では、教員 16 名に対して新規申請件数 4 件（教員に占

める新規申請件数割合 25.0％）、採択件数 7 件（うち継続採択の件数が 6 件、新規採択の件数が 1 件、新

規申請に対する採択件数割合 25.0％）、採択金額は 10,010 千円であった。 

 一般財源研究費 

一般財源研究費は、本学の使命及び目的の実現に向け、学外に向けての競争力を高めるための基礎及び

基盤の増強を目的に戦略的、また重点的に活用している。一般財源研究費は、学生からの授業料、入学金、

入学考査料等の自己収入及び東京都からの運営費交付金を財源としている。一般財源研究費の 8 割以上

を占めている東京都からの運営費交付金を確保するため、東京都に対しては、公立大学法人首都大学東

京を通じて予算要求を行い、財源確保に努めている。また、広報を積極的に行い、志願者増による収入の

確保を図っている。 

《引用・裏付資料名》 

1. 外部資金実績一覧              (資料番号 5-7,p.303) 

2. 科学研究費補助金の交付内定一覧     (資料番号 5-8,p.304) 

(8)    学生への支援体制 

(ⅰ)   学生支援体制 

本専攻では、専任教員 1 名あたりの学生数が約 7 名であり、教員と事務職員が連携して、密度の高い教育支援と、

きめ細かい各種の学生支援を行っている。以下に、学生を支援する体制を示す。 

 

 奨学金 

以下の奨学金制度を設けている。 

 日本学生支援機構奨学金 

経済的理由により就学が困難な人物・学業等に優れる学生に対する日本学生支援機構による貸与制

度 

 キャリアアップ応援奨学金 

提携金融機関による入学金や授業料等の納付金の立替制度 

 高度産業人材育成奨学金 

高度産業人材を目指す学生に対する提携金融機関による入学料及び授業料の立替制度 

 授業料減免制度 

以下の減免等制度を整備している。 

 経済的理由等による授業料の免除・減額制度 

 経済的理由による授業料の分納制度 
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 AIIT 単位バンク制度の利用者を対象とした授業料の免除・減額制度（入学前に科目等履修生として修

得した単位を蓄積し、正規に入学した際に単位認定で正規の単位として換算する際に、科目等履修生

で修得した既修得単位分の授業料が減額される制度） 

 成績優秀者を対象とした授業料の免除・減額制度(平成 24 年度からは、この制度を廃止する代わりに

「大学院教育研究支援奨学生」を創設) 

 長期履修制度 

仕事の都合等で、標準修業年限（2 年）で修了することが困難で、当初から 3 年間での履修を計画している

学生を対処に 2 年分の授業料で、3 年間の長期履修ができる制度を導入している。 

 キャリア開発 

学生の就職活動の支援のためにキャリア開発支援委員会を組織し、就職情報の提供、就職活動の指導等

の支援を行っている。キャリア開発支援委員会では、首都大学東京学生サポートセンターと連携し、就職情

報の提供に努めている。 

 オフィスアワー 

各専任教員が授業期間中の所定の時間帯に、研究室で履修及び授業内容等に関する相談を受け付けて

いる。 

 セクハラ・アカハラ防止体制 

セクハラ及びアカハラに関する相談窓口及び相談員を設置し、相談体制を整備している。 

 学生教育研究災害傷害保険 

学生が教育研究活動中に被った災害に対して、必要な給付を行う災害補償制度で、事務局にて随時加入

することができる。 

 定期健康診断 

毎年 1 回、学生を対象とした定期健康診断を実施している。受診費用は本学が負担するため、学生への負

担はない。 

 留学生の在籍確認 

日本に在留する外国人は、入国管理法、外国人登録法等の基本的な法令を遵守することが必要であるが、

母国との慣習の違い等が原因で必要な手続きを怠たり、法令違反となるような行為により、強制退去等の結

果を招く場合がある。本学では、留学生の日常の状況を把握の上、必要な助言や月 1 回在籍確認等を実施

している。 

 自習室、図書館、シラバス等 

学生の自学自習のために自習室、図書館が整備されている。シラバスは印刷物以外に Web サイト、授業支

援システムでも電子的に参照できる。学生の各種支援体制に関しては、基準 3(4)も参照されたし。 

 プレスクール 

本専攻では、感性領域と機能領域の融合を目指しており、専門領域を越えた多様な学生が学ぶ。入学前に

は、共通の基礎的知識習得を目指した講座を用意し、入学後の円滑な講義受講とともに、学びの共通理解

を深め学力向上を促している。講義内容は、数学、図学、色彩学として２２年度末より実施している。 

 

 (ⅱ)    学生支援体制の教員および学生に対する開示 

本学では、学内 6 か所の掲示板及びポータルサイト（グループウェア）の掲示板が整備され、上記事項の 

ほかに、授業教室の臨時変更、休講情報、試験に関する連絡、大学から学生に対する告示、通知呼び出し

等を行っている。ポータルサイトは学外からも参照できる（要ログイン）。 
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(ⅲ)    学生支援体制の活動実施状況 

学生支援体制の活動実施状況（平成 23 年度実績）を以下に示す。 

 奨学金 

 日本学生支援機構奨学金     対象者数 27 名 

 キャリアアップ応援奨学金     対象者数 2 名 

 高度産業人材育成奨学金     対象者数 0 名 

 授業料減免 

 成績優秀者に対する減免                 対象者数 18 名 

 経済的理由による減免          対象者数 39 名 

 経済的理由による分納          対象者数 16 名 

 留学生を対象とする減免           対象者数 19 名 

 AIIT 単位バンク制度利用者を対象とする減免         対象者数 20 名 

 キャリア開発 

 キャリア開発支援室及び掲示板を新規設置 

 キャリア支援説明会 4 回開催 

（就職活動概説、自己分析・エントリーシート・面接対策講座、個別企業説明会等） 

 就職支援専門職員による企業訪問 61 社 

 その他（企業合同説明会、名刺交換会、セミナー等） 

 

 オフィスアワー 

教員毎にオフィスアワーを設定し、学生への周知は、学内掲示板及びポータルサイトへの掲出（各学期毎）

によって実施した。 

 セクハラ・アカハラ防止体制 

公立大学法人首都大学東京セクシュアル・ハラスメント及びアカデミック・ハラスメント防止委員会規程に基づ

き、公立大学法人首都大学東京セクシュアル・ハラスメント及びアカデミック・ハラスメント防止委員会を設置

した。防止委員会の下部組織として産業技術大学院大学分会及び品川シーサイドキャンパス部会を設置し

た。品川シーサイドキャンパスのセクハラ相談員として、教員（男性）1 名、事務職員（男性）1 名、事務職員

（女性）1 名を配置した。 

 学生教育研究災害傷害保険 

平成 23 年度加入実績:106 件 

 定期健康診断 

平成 23 年度受診実績: 受診者数：118 名、受診率：47.9 % 

 留学生の在籍確認 

この取り組みは、平成 21 年 12 月に開始した。平成 23 年度実績は、留学生 13 名に対して、月 1 回（9 月と 3

月を除く）行った。 

 プレスクールの実施 
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講義内容については、数学、図学、色彩学など基礎的講座を中心に設定し、受験合格者に対する案内を経

て２２年度末から実施をしている。ただし２２年度末については、３月１１日に起った震災の影響で一部の講

義が実施できず、夏期休暇中に日程を変更し実施している。 

 

《引用・裏付資料名》 

1. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』各種学生支援概要       (資料番号 5-9,p.305) 

2. 産業技術大学院大学キャリア開発支援委員会規程         (資料番号 5-10,p.311) 

3. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』教員および学生への掲示板による情報開示 

              (資料番号 5-11,p.313) 

4. 教員および学生へのポータルサイトの掲示板による情報開示例  (資料番号 5-12,p.314) 

5. 学生支援体制の活動実施状況一覧     (資料番号 5-13,p.315) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き         (資料番号 9) 

2. LMS 利用手順書       (資料番号 38) 

3. 学内ネットワークマニュアル      (資料番号 39) 

4. 学内無線 LAN 利用マニュアル           (資料番号 40) 

5. 学生支援体制の活動実施状況関係資料          (資料番号 41) 

◎「教育環境」について表 1 に記入した点数と判定理由 

点検結果の点数: 5 

 

判定理由:本学の校舎及び施設は、本学の研究教育活動を十分に実現できるだけの規模が確保されている。

PC 講義室、実験室、演習室、自習室、図書館等、本専攻の学習・教育目標を達成するための環境が整備さ

れ、専任教員には研究室がある。今後、この環境を維持するための財源確保の取り組みが行われいる。また

学生の各種支援体制も構築されている。したがって、基準 5 の各項目を十分に満たし、また 5 年以内に満た

されなくなる懸念がないと判断した。 
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基準６ 学習・教育目標の達成 

（1）    修了認定の基準と方法およびその開示と実施 

(ⅰ)    修了認定基準と方法の設定 

 

『専門職大学院設置基準』 第 10 条第 2 項では、修了の認定に関して以下のように規定されている。 

 

専門職大学院は、学修の成果に係る評価及び修了の認定に当たっては、客観性及び厳格性を確保するた

め、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたがって適切に行うものとする。 

 

この法令にしたがって、本学では、修了認定基準に関して修了要件として『産業技術大学院大学学則』及び『産

業技術大学院大学履修規則』に規定され、公表されている。『産業技術大学院大学学則』の抜粋を以下に示す。 

 

（学修の評価） 

第 37 条  学修の評価は、4 段階評定とし、上位 3 段階までを合格とする。ただし、必要と認める場合は、合

格及び不合格の評語を用いることができる。 

 

（修了要件） 

第 44 条 専門職学位課程の修了要件は、2 年以上在学し、本学が定める授業科目を 40 単位以上修得する

こととする。 

 

『産業技術大学院大学履修規則』の抜粋を以下に示す。 

 

（成績評価） 

第 5 条  成績の評価は、毎学期ごとに筆記試験等により行う。 

2  授業科目の成績評価は、優・良・可・不可をもって評価し、優・良・可を合格、不可を不合格とする。 

 

（修了要件） 

第 8条学則第 44条に定める専門職学位課程の修了要件は、本学に 2年以上在学し、本学が定める授業科

目を、次に定めるところにより 40 単位以上修得することとする。 

創造技術専攻 

（1） 選択科目（インターンシップを除く） 28 単位以上 

（2） 必修科目 12 単位以上 

 

成績評価の詳細は、基準 3（3）（iv）を参照されたし。 

 

本学の修了認定の方法は、『産業技術大学院大学学則』に規定され、公開されている。『産業技術大学院大学学

則』の抜粋を以下に示す。 

（教授会） 
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第 8 条 研究科に教授会を置く。 

4 教授会は、教育研究審議会の議を経て定められる基本方針に基づき、次に掲げる事項を審議する。 

（1） 学生の入学又は課程の修了その他学生の在籍に関する事項及び学位の授与に関する事項 

 

 

本専攻を修了するためには、選択科目から 14 科目 28 単位を取得した上で、必修科目である PBL 型科目の 12

単位を取得する必要がある。基準 1（2）で言及したように、選択科目の多くは、学習目標（A）「ものづくりアーキテ

クトに必要とされる知識・スキルの修得」に寄与し、必修科目である PBL 型科目は、学習目標（B）の「ものづくりア

ーキテクトに必要な業務遂行能力（コンピテンシー）の修得」に寄与するようにカリキュラム設計されているため、修

了要件を満たすことで、本専攻の学習・教育目標を達成することができる。 

（ⅱ）   修了認定基準と方法の学生への開示 

修了認定基準と方法が規定されている『産業技術大学院大学学則』及び『産業技術大学院大学履修規則』は、

本学及び公立大学法人首都大学東京のWebサイトで公開されている。修了要件は、『履修の手引き』に記載され、

『履修の手引き』は入学時に学生に配布され、修了認定の基準と方法は、入学式後に行われる新入生ガイダンス

（履修ガイダンス）で解説されている。『履修の手引き』は毎年教員に配布されている。また、修了要件は、本学の

Web サイトにも掲載されている。 

（ⅲ）   修了認定基準と方法の運用実績 

開学から 5 年経過し、規定された修了認定基準と方法によって運用が行われている（ただし、修了認定基準は開

学時から若干変更されている）。修了判定は、毎年 3 月上旬に開催される臨時教授会で審議され、判定されてい

る。修了認定のための臨時教授会の開催実績を以下の表 20 に示す。各年度の修了者数は専攻情報の（5）専攻

関係数値データの学生数の「専攻修了者数」を参照されたし。 

 

表 20: 修了認定のための臨時教授会の開催実績 

 日時 審議事項 備考 

平成 19 年度臨時教授会 平成 20 年 3 月 4 日 平成 19 年度 

修了判定について 

平成 19 年度臨時教授会 

議事要旨 

平成 20 年度臨時教授会 平成 21 年 3 月 3 日 平成 20 年度 

修了判定について 

平成 20 年度臨時教授会 

議事要旨 

平成 21 年度臨時教授会 平成 22 年 3 月 9 日 平成 21 年度 

修了判定について 

平成 21 年度臨時教授会 

議事要旨 

平成 22 年度臨時教授会 平成 23 年 2 月 22 日 平成 22 年度 

修了判定について 

平成 22 年度臨時教授会 

議事要旨 

平成 23 年度臨時教授会 平成 24 年 2 月 29 日 平成 23 年度 

修了判定について 

平成 23 年度臨時教授会 

議事要旨 

 

各科目の成績評価は担当の教員が行っている。必修科目である PBL 型科目は、すべての専任教員が参加する

「PBL 成績に係る判定会議」で評価を決定している。 
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また、本専攻では、修了のための最終試験に類する達成度判定は行っていない。 

 

《Web サイト URL》 

 『産業技術大学院大学学則』のダウンロード 
http://aiit.ac.jp/info/pdf/outline/gakusokuH22.4.1.pdf 

 『産業技術大学院大学履修規則』のダウンロード 
http://www.tmu.ac.jp/kikaku/kitei /3694/3705.html 

 「修了要件」の開示 

http://aiit.ac.jp/info/pdf/publication/gaiyo_h23.pdf  

 

《引用・裏付資料名》 

1. 『産業技術大学院大学学則』第 37 条抜粋    (資料番号 6-1,p.316) 

2. 『産業技術大学院大学学則』第 44 条抜粋    (資料番号 6-2,p.317) 

3. 『産業技術大学院大学履修規則』第 5 条抜粋    (資料番号 6-3,p.318) 

4. 『産業技術大学院大学履修規則』第 8 条抜粋    (資料番号 6-4,p.319) 

5. 『産業技術大学院大学学則』第 8 条抜粋    (資料番号 6-5,p.320) 

6. 学則を公開している Web サイト     (資料番号 1-5,p.106) 

7. 履修規則を公開している Web サイト     (資料番号 6-6,p.321) 

8. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』修了要件抜粋  (資料番号 6-7,p.322) 

9. 修了要件を公開している Web サイト     (資料番号 6-8,p.323) 

10. 平成 23 年度臨時教授会議事要旨、修了判定資料   (資料番号 6-9,p.324) 

 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 産業技術大学院大学学則      (資料番号 1) 

2. 産業技術大学院大学履修規則     (資料番号 11) 

3. 平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き   (資料番号 9) 

4. 平成 19～23 年度の臨時教授会等(修了判定)の議事要旨、修了判定資料 (資料番号 42) 

(2)    修了認定に必要な在学期間および修得単位数に関わる法令の遵守 

 

『専門職大学院設置基準』 第 15 条では、修了認定に必要な在学期間および修得単位数に関して以下のように

規定されている。 

 

専門職学位課程の修了の要件は、専門職大学院に二年（二年以外の標準修業年限を定める研究科、専攻又は

学生の履修上の区分にあっては、当該標準修業年限）以上在学し、当該専門職大学院が定める三十単位以上

の修得その他の教育課程の履修により課程を修了することとする。 

 

基準 6（1）に示したように本学では、修了認定に必要な在学期間および修得単位数に関して修了要件として、

『産業技術大学院大学学則』及び『産業技術大学院大学履修規則』に以下のように規定され、上記関連法令を

遵守している。また、これは本専攻の学習・教育目標に示されている知識・スキル、業務遂行能力の修得に必要

に足る在学期間及び修了単位数である。『産業技術大学院大学学則』の抜粋を再掲する。 

 

http://aiit.ac.jp/info/pdf/outline/gakusokuH22.4.1.pdf
http://www.tmu.ac.jp/kikaku/kitei%20/3694/3705.html
http://aiit.ac.jp/info/pdf/publication/gaiyo_h23.pdf


- 71 -  

 

（修了要件） 

第 44 条  専門職学位課程の修了要件は、2 年以上在学し、本学が定める授業科目を 40 単位以上修得す

ることとする。 

 

『産業技術大学院大学履修規則』の抜粋を再掲する。 

 

『（修了要件） 

第 8 条 学則第 44 条に定める専門職学位課程の修了要件は、本学に 2 年以上在学し、本学が定める授業

科目を、次に定めるところにより 40 単位以上修得することとする。 

創造技術専攻 

（1）選択科目（インターンシップを除く） 28 単位以上 

（2）必修科目 12 単位以上 

 

《引用・裏付資料名》 

1. 『産業技術大学院大学学則』 第 44 条抜粋    (資料番号 6-2,p.317) 

2. 『産業技術大学院大学履修規則』 第 8 条抜粋    (資料番号 6-4,p.319) 

 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 産業技術大学院大学学則      (資料番号 1) 

2. 産業技術大学院大学履修規則     (資料番号 11) 
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(3)    在学期間の短縮に関わる法令の遵守 

 

『専門職大学院設置基準』 第 16 条では、在学期間の短縮に関して以下のように規定されている。 

 

専門職大学院は、第十四条第一項の規定により当該専門職大学院に入学する前に修得した単位（学校教

育法第六十七条第一項の規定により入学資格を有した後、修得したものに限る。）を当該専門職大学院に

おいて修得したものとみなす場合であって当該単位の修得により当該専門職大学院の教育課程の一部を

履修したと認めるときは、当該単位数、その修得に要した期間その他を勘案して当該専門職学位課程の標

準修業年限の二分の一を超えない範囲で当該専門職大学院が定める期間在学したものとみなすことができ

る。ただし、この場合においても、当該専門職大学院に少なくとも一年以上在学するものとする。 

 

本学では、在学期間の短縮に関して、『産業技術大学院大学学則』に以下のように規定され、上記関連法令を遵

守している。しかし、この学則が実際に適用されたことはない。 

 

（在学期間の短縮） 

第 46 条第 40 条第 1 項の規定により入学する前に修得した単位（学校教育法第 102 条第 1 項の規定により

入学資格を有した後、修得したものに限る。）を本学において修得したものとみなす場合であって、本学の教

育課程の一部を履修したと認めるときは、当該単位数、その修得に要した期間その他を勘案して、標準修業

年限の二分の一を越えない範囲で本学が定める期間在学したものとみなすことができる。ただし、この場合

においても、本学に 1 年以上在学するものとする。 

 

本学では、科目等履修生制度（基準 8 参照）を利用すれば、入学前にある程度の長期にわたって、ある程度の選

択科目の単位数を修得できる。現在、本学が第一次の対象である社会人学生のことを考慮し、入学前に若干の

科目を履修することも推奨している。しかし、必修科目である PBL 型科目は集中的に学ぶ必要があるため、最低

1 年間は本学に在籍する必要である。したがって、この在学期間の短縮の条件は本学（本専攻）の目的に照らし

て十分な成果が得られるように配慮されている。 

 

《引用・裏付資料名》 

1. 『産業技術大学院大学学則』 第 46 条抜粋    (資料番号 6-10,p.328) 

 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 産業技術大学院大学学則      (資料番号 1) 

 

（4）    単位互換等で取得した単位の評価方法・評価基準の作成とその実施 

（ⅰ）   評価方法と評価基準の作成 

『専門職大学院設置基準』 第 13条では、単位互換等で取得した単位の評価方法・評価基準に関して以下のよう

に規定されている。 

 



- 73 -  

（他の大学院における授業科目の履修等） 

第十三条 専門職大学院は、教育上有益と認めるときは、学生が専門職大学院の定めるところにより他の大

学院において履修した授業科目について修得した単位を、当該専門職大学院が修了要件として定める三

十単位以上の単位数の二分の一を超えない範囲で当該専門職大学院における授業科目の履修により修得

したものとみなすことができる。 

2 前項の規定は、学生が、外国の大学院に留学する場合及び外国の大学院が行う通信教育における授業

科目を我が国において履修する場合について準用する。 

 

本学では、他大学院の授業科目の履修に関して、『産業技術大学院大学学則』に以下のように規定され、上記関

連法令を遵守している。 

 

『（他の大学院における授業科目の履修等） 

第39条 学長は、教育上有益と認めるときは、別に定めるところにより、学生が他の大学院において履修した

授業科目について修得した単位を、10 単位を超えない範囲で、本学における授業科目の履修により修得し

たものとみなすことができる。 

2 前項の規定は、学生が、外国の大学院に留学する場合、外国の大学院が行う通信教育における授業科

目を我が国において履修する場合、及び外国の大学院の教育課程を有するものとして当該外国の学校教

育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定する当該教育課程における

授業科目をわが国において履修する場合について準用する。 

 

また、『産業技術大学院大学既修得単位の認定に関する規則』第 2 条第 3 項及び第 3 条で、以下のように詳細

が規定されている。 

 

（単位認定の範囲） 

第 2 条本学において科目等履修生として修得した単位は、当該学生が単位修得年度終了後 5 年以内に入

学志願手続をした上、本学に正規の学生として入学した場合、本学に入学した後の本学における授業科目

の履修により修得したものとみなす。 

2 前項の定めに関わらず、本学において科目等履修生として修得した単位は、教育上有益な場合かつ当

該学生の学力が相当と認められる場合には、本学に入学した後の本学における授業科目の履修により修得

したものとみなす。 

3 本学において修得した単位以外の単位は、合計 10 単位以内において、教育上有益な場合かつ当該学

生の学力が相当と認められる場合には、本学に入学した後の本学における授業科目の履修により修得した

ものとみなす。 

 

（単位認定の手続） 

第 3 条単位認定は、当該学生の申請に基づき、教授会の議を経て行う。 

2 前項の申請は、所定の期間内に限るものとする。 

 

他の大学院で修得した単位に関しては、学生により提出される以下の資料から、専攻会議及び教務学生委員会

の審議を経て、教授会で本学の単位として認定される。 
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 既修得単位認定申請書 

 申請科目の単位を修得した大学院の成績証明書 

 申請した授業科目の内容を示すもの（単位修得年度のシラバス等） 

 カリキュラムの内容を示すもの（履修の手引き等） 

 

単位認定にあたっては、既修得単位の授業科目の内容が本学（本専攻）の開講科目の内容とレベルに相当する

かどうかという基準で審議が行われる。審議にあたっては、対象とされる本学開講科目の担当教員の意見を聞き、

最終的には専攻会議及び教務学生委員会の審議を経て、教授会で認定される。したがって、本学で開講されて

いない科目の既修得単位が認定されることはない。これらから既修得単位の認定が本専攻の教育水準と教育課

程としての一体性を損なうことはない。また、既修得単位の認定は合否のみで行われ、4 段階の成績評価は無

い。 

（ⅱ）   評価方法と評価基準の運用 

修得単位の認定は、専攻会議、教務学生委員会、教授会で審議・判定される。平成 23 年度における当該専攻

以外で修得した単位の認定の運用は、以下の表 21 に示すもの（平成 23 年 4 月 12 日教務学生委員会）である。 

表 21: 修得単位の認定の運用実績 

既修得単位 認定申請科目 審査 
結果 

認定理由 認定 
単位 

中小企業技術経営原論 技術経営特論 認定 
する 

申請内容は対象を中小企業に絞っている

ものの、基本となる理論体系については必

要な範囲を十分に含んでいると考えられ

る。 

2 

イノベーション・マネジ

メント 
イノベーショ

ン戦略特論 
認定 
する 

講義の内容が基本的に同じ学術領域であ

ると考えられる。 
2 

マネジメントスキル 

 
中小企業技術経営応用 

技術開発組織

特論 
認定 
する 

ものづくりにおける組織論について、申

請内容は基礎となる理論体系のある程度の

部分を網羅しており、当該講義における必

要習得範囲を十分に含んでいると考えられ

る。 

2 

マーケティング原論 

 
ビジネスコンセプトと

プランニング 

技術経営特別

演習 
認定 
する 

申請内容の技術経営に関する基礎理論を

実践するためのプログラムは、当該演習の

主旨と一致しており、習得内容が重なって

いるものであると考えられる。 

 

1 

製品企画とマーケティ

ング 

 

デザインマー

ケティング特論 
認定 
する 

本件当事者が希望している小職担当の

「デザインマーケティング特論」は、デザ

イン提案の方法論として、概念の生成とカ

2 
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マーケティングリサー

チとデザインマネジメン

ト 

タチの操作の両面、 また問題解決型と仮説

提案型の両面からのアプローチも求められ

る。またグループワークから個人的な最終

成果物を求められるところであるが、 何れ

の内容も網羅しており、成績も優秀である

ところからしても問題ないと判断する。 

シミュレーションシス

テム 
シミュレーシ

ョン特論 
認定 
する 

物理計算，経済シミュレーション，CG な

どの技術分野を網羅しており，この範囲は，

シミュレーション特論のそれと多くが同じ

である。よって，認定する。 

2 

動的システム論 動的システム

工学特論 
認定 
する 

申請者に対し、口頭試問等により知識・

理解度を測ったところ、認定問題なしと判

断する。 

2 

教科情報教育方法論（地

理解析の方法） 
マイニング技

術特論 
認定 
しない 

既修得科目名を見る限り、地理情報処理

に関するものであり、本学のマイニング技

術特論と直接関係する科目ではない。 
確かに、本学のマイニング技術特論で空

間情報のマイニングに触れる部分はなくは

ないが、それも 
ほんの一部であり、メインとするマイニ

ング技術のコア部分を扱うものではない。 
従って、既修得単位の認定はできない。 

なし 

情報教育方法論 
（情報教育と人間関係） 

コミュニケー

ション技術特論

Ⅱ 

認定 
しない 

講義内容が異なるため なし 

 

《引用・裏付資料名》 

1. 『産業技術大学院大学学則』 第 39 条抜粋    (資料番号 6-11,p.330) 

2. 『産業技術大学院大学既修得単位の認定に関する規則』第 2,3 条抜粋 (資料番号 6-12,p.332) 

3. 平成 23 年度 既修得単位認定について                  (資料番号 6-13,p.333) 

4. 平成 23 年度の教務学生委員会の議事要旨、単位認定結果    

             (資料番号 6-14,p.334) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 産業技術大学院大学学則             (資料番号 1) 

2. 産業技術大学院大学既修得単位の認定に関する規則          (資料番号 43) 

3. 平成 20～23 年度の教授会、教務学生委員会(単位認定)の議事要旨、単位認定結果  (資料番号 44) 
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(5)    学位名称に関わる法令の遵守 

本専攻の学位名称を以下に示す。 

 

 学位名称: 創造技術修士（専門職） 

 

本専攻では、本専攻の特性及び教育内容から、本専攻（創造技術専攻）が育成しようとしている人材の主な職種

であるものづくりアーキテクトが具備すべき知識体系を包括的に表現するものとして、授与する学位の名称として、

「創造技術修士（専門職）」という名称を用いている。産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置

届出書の抜粋を以下に示す。 

 

創造技術専攻という名称は、育成しようとする人材の主な職種であるものづくりアーキテクトの名称に由来し

ており、その意味で職種を反映したものとなっている。これに対して、本専攻が授与する学位としては、もの

づくりアーキテクトが具備すべき知識体系を包括的に表現するものとして、創造技術修士（専門職）という名

称を用いることとする。このように、専攻名に職種を連想する名称を用いた理由は専門職大学院の特徴であ

る教育内容と職種との密接な関連性を示すためであり、学生に対してより明確な職業ビジョンを提供すること

を目的としている。 

 

《引用・裏付資料名》 

1. 『産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書』  (資料番号 6-15,p.339) 

 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書   (資料番号 3) 

 

◎「学習・教育目標の達成」について表 1 に記入した点数と判定理由 

点検結果の点数: 5 

判定理由:本専攻の学習・教育目標が達成できるように、修了基準が設定され、運用されている。在学期間、修得

単位数、在学期間の短縮及び、該当専攻の認定に関しては、関連法令を厳守し、また本専攻の目的に対して適

切に設定されている。授与する学位の名称は本専攻の教育内容に適したものが設定されている。したがって、基

準 6 の各項目を十分に満たし、また 5 年以内に満たされなくなる懸念がないと判断した。 
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基準７ 教育改善 

(1)    教育点検システムの存在と実施 

(ⅰ)    教育点検システム 

本学では、以下の 4 組織によって、定期的に基準 1～6 相当の点検・評価を行っている。 

 

 学外委員（産業界）から構成される「運営諮問会議」 

 本学の教員から構成される「FD 委員会」 

 外部委員（有識者）から構成される「東京都独立行政法人評価委員会」 

 認証評価に対応する「認証評価検討委員会」 

 

以下に、各組織の構成を示す。 

 

 運営諮問会議 

本学では、産業界のニーズを把握し、教育内容に反映させること、また産業界と連携して、効果的な教育研

究を実践するために、本学が人材育成を行う産業分野の専門家、企業の経営者等の学外委員を中心メンバ

ーとする運営諮問会議を設置している。運営諮問会議からは、産業界からみた本学の教育研究体制、運営

体制、本学教育カリキュラムの妥当性、卒業生のキャリアパス、教員の研修、PBL テーマの共同開発等の本

学教育運営体制に関する広範な課題等に関する答申が提出される。提出された答申は、本学の中期計画、

年度計画に反映されている。 

 

 FD 委員会 

FD委員会では、高度専門技術者を育成するための教育の質を保証するための各種のFD活動（点検・評価

等）を行う。詳細は基準 4(15)を参照されたし。 

 

 東京都地方独立行政法人評価委員会 

東京都の附属機関である東京都地方独立行政法人評価委員会（公立大学分科会）は、法人に対して地方

独立行政法人法第 28 条に定める業務実績評価（公立大学法人評価）を行っている。評価結果（業務実績

評価書）は、広く公表されるとともに都議会にも報告される。業務実績評価とは、法人の設立団体（東京都）

の資源配分や政策判断のため、また、法人の業務の公共性・透明性を担保するために行われる評価である。

評価の対象である法人の業務の中には、本学の業務が含まれることから、本学の業務も評価対象となる。公

立大学法人の場合、設立団体（都）が法人の意見に配慮した上で策定する 6 年間の中期目標（都議会の議

決が必要）を受け、法人が 6 年間の中期計画を作成して東京都知事の認可を受けることとされている。さらに、

毎年度、年度計画を作成して都知事へ届け出ている。各年度の終了時には、年度計画の項目ごとに達成状

況を「S・A・B・C」で自己評価し、その時点における中期計画の実施状況を報告する『業務実績報告書』を作

成して評価委員会に提出し、評価を受けることとなる。『業務実績報告書』のうち、本学の教育研究に関する

項目については、本学の学内関係委員会の意見を踏まえて、自己点検・評価を行った上で、報告書の原案

を作成し、本学の「自己点検・評価委員会」がとりまとめ、本学の「教育研究審議会」で審議している。その他

の財務運営等に関する項目は法人事務局長が取りまとめ、両者を調整・統合して経営審議会の審議を経た

後、法人として業務実績報告書を完成させている。この『業務実績報告書』作成に伴う自己点検・評価の過

程で明らかになった課題や、評価委員会による評価結果に対する対応が必要と判断した場合、改善計画を

作成して改善を進め、その翌年度の業務実績報告書に改善状況を記載し、また、その翌々年度の年度計画

に反映させることになる。以下の表 5 に、年度計画に係る業務実績の評価に関する流れを示す。 
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 認証評価検討委員会 

法令によって、専門職大学院は 7 年に 1 回の機関別の認証評価と、5 年に 1 回の分野別の認証評価を受け

る必要がある。本学では、認証評価を受ける必要がある年度には、認証評価検討委員会が設置され、認証

評価のための『自己評価書』の作成等、認証評価に対処する。 

 

 教育改善検討ＷＧ 

   認証評価委員会の中に、教育改善に向けた検討 WG を設け、認証評価のための『自己評価書』を作成する

とともに、自己評価書の作成過程で、本学の教育に関する事項について、見直し及び改善を行っている。活

動実績は、下記の表 22 のとおりである。 

 

表 22:教育改善検討ＷＧ（創造技術専攻）の活動状況 

開催日 会議 内容 

平成 23 年 11 月 2 日 第 1 回教育改善検討ＷＧ 

（創造技術専攻） 

・評価項目や基準等の確認 

・分野別認証評価自己評価書作成にかかる役割分担 

平成 23 年 12 月 21 日 第 2 回教育改善検討ＷＧ 

（創造技術専攻） 

・評価基準等の確認 

・分野別認証評価自己評価書たたき台の内容確認および修

正 

平成 24 年 1 月 4 日 第 3 回教育改善検討ＷＧ 

（創造技術専攻） 

・分野別認証評価自己評価書の修正報告および改善 

平成 24 年 1 月 24 日 第 4 回教育改善検討ＷＧ 

（創造技術専攻） 

・分野別認証評価自己評価書の修正報告および改善 

平成 24 年 2 月 7 日 第 5 回教育改善検討ＷＧ 

（創造技術専攻） 

・分野別認証評価自己評価書の修正報告および改善 

図５：年度計画に係る業務実績の評価に関する流れ 

① 中期目標を作成、法人に指示 

 

⑦ 都に報告 

 

 

設立団体 

（東京都） 

地方独立行政法人 

（公立大学法人首都大学東京） 

東京都地方独立行政法人 

評価委員会公立大学分科会 

（都の附属機関） 

② 都から示された中期目標をもと

に、中期計画を作成（平成 23～28 年

度） 

↓ 

③ 年度計画を作成 

↓ 

④ 年度毎に業務実績報告書を作成 

 

評価 

 

 

 

 

⑧改善計画を 

報告等 

 

 

 

⑥評価結果の 

公表・通知 

 

⑤業務実績報告

書の提出 
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平成 24 年 2 月 28 日 第 6 回教育改善検討ＷＧ 

（創造技術専攻） 

・分野別認証評価自己評価書の修正報告および改善 

平成 24 年 3 月 8 日 第 7 回教育改善検討ＷＧ 

（創造技術専攻） 

・分野別認証評価自己評価書の修正報告および改善 

・ＰＢＬ説明シート集の見直しおよびＰＢＬシラバスの作成 

平成 24 年 3 月 22 日 第 8 回教育改善検討ＷＧ 

（創造技術専攻） 

・分野別認証評価自己評価書の修正報告および改善 

・ＰＢＬ説明シート集の見直しおよびＰＢＬシラバスの作成 

平成 24 年 5 月 29 日 第 9 回教育改善検討ＷＧ 

（創造技術専攻） 

・分野別認証評価自己評価書の修正報告および改善 

・ＰＢＬ説明シート集の見直しおよびＰＢＬシラバスの作成 

 

(ⅱ)    教育点検システムに関する活動の実施 

教育点検システムの平成 23 年度の活動実績を以下の表にまとめる。 

 

運営諮問会議 

運営諮問会議に関する活動実績を表 23 に示す。 

 

表 23: 運営諮問会議及び実務担当者会議の活動実績 

開催日 

 

会  議 内容 

平成 18 年 4 月 19 日 第１回運営諮問会議 【諮問】 

・産業技術大学院大学の今後の教育研究及び運営体

制のあり方について 

平成 18 年８月 24 日 実務担当者会議 ・答申内容の検討 

・意見交換（認識の共通化・課題の洗い出しについて） 

平成 18 年 10 月 12 日 実務担当者会議 ・答申内容の検討 

学生の学習効果測定方法を含めた情報アーキテクチャ専

攻のカリキュラムの評価と改善案に関するアンケート調査

の実施について 

平成 18 年 11 月７日 実務担当者会議 ・答申内容の検討 

アンケート調査の実施結果について及び運営諮問会議答

申案の作成について 

平成 18 年 12 月８日 第２回運営諮問会議 ・産業技術大学院大学の『今後の教育研究及び運営体

制のあり方』に関する答申 

平成 19 年７月５日 第３回運営諮問会議 【諮問】 

１ 情報アーキテクチャ専攻の今後の教育研究及び運営

体制のあり方について 

２ 本学の設置目的達成に資する共同プロジェクトの可能

性について 

平成 19 年 11 月 7 日 実務担当者会議 ・答申内容の検討 

・意見交換（認識の共通化・課題の洗い出しについて） 
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平成 19 年 12 月 18 日 運営諮問会議準備会 ・平成 20 年度運営諮問会議新体制に向けての準備会 

平成 20 年 2 月 26 日 実務担当者会議 ・答申内容の検討（答申案たたき台について議論） 

平成 20 年 3 月 5 日 第４回運営諮問会議 ・産業技術大学院大学からの諮問に対する答申 

平成 20 年 7 月 7 日 第５回運営諮問会議 【諮問】 

１ 情報アーキテクチャ専攻の新カリキュラムに対する評

価について 

２ 創造技術専攻が育成する人材像及び教育カリキュラ

ムに対する評価について 

３ 学生の学習効果・実力判定等の評価方法に関する

検討 

・平成 19 年度答申内容に対する大学の対応について 

平成 20 年 12 月 15 日 実務担当者会議 ・諮問事項の確認と答申策定について（諮問事項の確

認とアンケートの実施について） 

・産業技術大学院大学の将来像について 

平成 21 年 2 月 26 日 実務担当者会議 ・答申内容の検討（答申案及び答申に向けたアンケート

のまとめ） 

・平成 20 年度答申に対する大学側の対応について 

平成 21 年 3 月 9 日 第６回運営諮問会議 ・産業技術大学院大学からの諮問に対する答申 

平成 21 年 7 月 1 日 第７回運営諮問会議 【諮問】 

・産業界が考える「教育の質」とそれを保証するため本

学がとるべき方策について 

平成 21 年 11 月 20 日 実務担当者会議 ・諮問事項の確認と答申策定について 

・実務担当者会議座談会の実施について 

平成 21 年 12 月 15 日 実務担当者会議 座談会 ・答申内容の検討 

平成 21 年 12 月 17 日 実務担当者会議 座談会 ・答申内容の検討 

平成 22 年 2 月 3 日 実務担当者会議 座談会 ・答申内容の検討 

平成 22 年 2 月 19 日 実務担当者会議 ・運営諮問会議答申（案）について 

・平成 21 年度答申内容に対する大学側の対応について 

平成 22 年 3 月 15 日 第８回運営諮問会議 ・産業技術大学院大学からの諮問に対する答申 

平成 22 年 7 月 8 日 第９回運営諮問会議 【諮問】 

・産学連携によるグローバルな高度専門職人材の育成

方法について 

平成 22 年 9 月 15 日 実務担当者会議 ・諮問事項の確認と答申策定について 

・実務担当者会議座談会の実施について 

平成 23 年 1 月 19 日 実務担当者会議 座談会 ・答申内容の検討 

平成 23 年 1 月 21 日 実務担当者会議 座談会 ・答申内容の検討 

平成 23 年 1 月 28 日 実務担当者会議 座談会 ・答申内容の検討 

平成 23 年 2 月 23 日 実務担当者会議 ・運営諮問会議答申（案）について 

・平成 22 年度答申に対する大学側の対応（案）について 
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平成 23 年 3 月 10 日 第１０回運営諮問会議 ・産業技術大学院大学からの諮問に対する答申 

平成 23 年 7 月 7 日 第１１回運営諮問会議 【諮問】 

・第二期中期計画における産業技術大学院大学の教

育のあり方について 

平成 23 年 10 月 20 日 実務担当者会議 ・諮問事項の確認と答申策定について 

・実務担当者会議座談会の実施について 

平成 24 年 1 月 13 日 実務担当者会議 座談会 ・答申内容の検討 

平成 24 年 1 月 20 日 実務担当者会議 座談会 ・答申内容の検討 

平成 24 年 1 月 26 日 実務担当者会議 座談会 ・答申内容の検討 

平成 24 年 2 月 20 日 実務担当者会議 ・運営諮問会議答申(案)について 

・平成 23 年度答申に対する大学側の対応(案)について 

平成 24 年 3 月 15 日 第１２回運営諮問会議 ・産業技術大学院大学からの諮問に対する答申 

  

 

FD 委員会 

FD 委員会では、本学の FD 活動をまとめた『FD レポート』の作成及び発行や、教員の授業内容・方法の改

善のため、定期的に FD フォーラムを開催している。また、教育内容・方法の改善のため、学生に対して授業

評価アンケートを実施する等、教育点検システムとして活動している。詳細は基準 4(15)を参照されたし。 

 

東京都地方独立行政法人評価委員会 

東京都地方独立行政法人評価委員会の業務実績評価に関する各種委員会の活動実績を表 24 に示す。 

 

表 24: 平成 23 年度業務実績評価に関する活動実績 

日程 活動内容 

平成 23 年 12 月 26 日 法人経営企画室より業務実績報告書の作成依頼 

平成 24 年 2 月 8 日 自己点検・評価委員会開催（平成 23 年度業務実績報告書の作成について審議） 

～ 

事務局でたたき台（案）を作成後、学内にて審議し、学長に報告 

平成 24 年 2 月 24 日 平成 23 年度業務実績報告書たたき台を企画課に提出 

～ 

学内及び法人経営企画室と調整後、学長に報告 

平成 24 年 5 月 9 日 教育研究審議会（平成 23 年度業務実績報告書たたき台の報告） 

～ 

意見の出た項目について、事務局で集約の上、変更点等について学内及び法人

経営企画室と調整 

平成 24 年 5 月 28  日 自己点検評価委員会開催（平成 23 年度業務実績報告書（案）を審議） 

～ 

学長に報告後、法人経営企画室へ平成 23 年度年業務実績報告書（学長案）を提

出 

平成 24 年 6 月 13 日 教育研究審議会（平成 23 年度業務実績報告書（学長案）を審議） 

平成 24 年 6 月 22 日 経営審議会（平成 23 年度業務実績報告書（最終案）を審議） 

平成 24 年 6 月 29 日 東京都総務局首都大学支援部へ提出 
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《引用・裏付資料名》 

1. 産業技術大学院大学運営諮問会議設置要綱    (資料番号 7-1,p.340) 

2. 産業技術大学院大学運営諮問会議実務担当者会議設置要綱  (資料番号 7-2,p.341) 

3. 産業技術大学院大学運営諮問会議委員名簿    (資料番号 7-3,p.342) 

4. 産業技術大学院大学運営諮問会議実務担当者会議委員名簿  (資料番号 7-4,p.343) 

5. 産業技術大学院大学 FD 委員会規程     (資料番号 7-5,p.344) 

6. 東京都地方独立行政法人評価委員会運営要綱         (資料番号 7-6,p.345) 

7. 東京都地方独立行政法人評価委員会委員名簿         (資料番号 7-7,p.347) 

8. 産業技術大学院大学自己点検・評価委員会規程         (資料番号 7-8,p.348) 

9. 『産業技術大学院大学学則』 教育研究審議会の存在に関する記述       (資料番号 7-9,p.349) 

10. 『公立大学法人首都大学東京教育研究審議会規則』教育研究審議会の存在に関する記述  

         (資料番号 7-10,p.351) 

11. 産業技術大学院大学認証評価検討委員会設置要綱   (資料番号 7-11,p.352) 

12. 『FD レポート』FD の実績に関する記述     (資料番号 4-22,p.263) 

13. 産業技術大学院大学 FD フォーラム次第          (資料番号 4-23,p.278) 

14. 『FD レポート』学生による授業評価アンケート結果         (資料番号 7-12,p.353) 

15. 『公立大学法人首都大学東京業務実績評価書』産業技術大学院大学部分   

                      (資料番号 7-13,p.361) 

16. 教育研究審議会議事要旨      (資料番号 7-14,p.363) 

17. 自己点検・評価委員会議事要旨           (資料番号 7-15,p.365) 

 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 運営諮問会議次第・議事録      (資料番号 45) 

2. 運営諮問会議関係資料      (資料番号 46) 

3. FD 委員会次第・議事録      (資料番号 47) 

4. 産業技術大学院大学学則      (資料番号 1) 

5. 公立大学法人首都大学東京教育研究審議会規則         (資料番号 48) 

6. FD レポート             (資料番号 12) 

7. 公立大学法人首都大学東京業務実績報告書           (資料番号 49) 

8. 公立大学法人首都大学東京業務実績評価書           (資料番号 50) 

 (2)    教育点検システムの社会の要求や学生の要望にも配慮する仕組みと教育点検システム自体の

機能も点検できる構成 

(ⅰ)    社会の要求や学生の要望に配慮する仕組み 

基準 7（1）に示した教育点検のための組織のうち、運営諮問会議が社会の要求を反映するための仕組みに相当

し、FD 委員会が学生の要望を反映する仕組みに相当する。運営諮問会議は、本学が人材育成を行う産業

分野の専門家、企業の経営者等の学外委員から構成され、社会の要求を本学の教育・研究あるいは運営

の体制に反映することができる。FD 委員会では、教育内容・方法等を改善のため、各学期に学生による授

業評価アンケートを行い、学生の各種の要望を収集している。教員は、このアンケート結果に基づいて授業

を改善するためのアクションプランを作成している。 

(ⅱ)    点検システム自体の点検 

教育点検のための組織は、中期あるいは年度単位で、教育点検システム自体の改善にも取り組んでいる。こ

れらの組織では、年度毎に前年度の活動（教育システムの点検・評価及び改善のための PDCA）に関して、
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問題点、改善点を記録し、次年度の改善に結び付けるように運用されている。要するに、教育点検システム

に関しても PDCA を実行している。また、中期的にも、教育点検システム自体の PDCA を実行する取り組み

が行われる。文部科学省の平成20～21年度「専門職大学院等における高度専門職業人養成教育推進プロ

グラム」による「教育の質を保証する効果的なFDの取組」の中では、授業改善のPDCA自体を改善するため

の取り組みが行われ、以下の情報システムの開発が行われた。 

 

 授業評価調査に関する問題が指摘され、これを改善するために授業評価を効率的に行い、調査結果を効

果的に改善に結び付けるための情報システムが開発された。 

 教員相互の授業参観に関する問題が指摘され、これを改善するために、授業支援システムの授業動画コン

テンツを iPhone 等の携帯端末でも利用できるようにし、何時でも何処でも仮想の授業参観ができるように改

善が行われた。 

 授業科目の専門性に起因する授業設計の問題が指摘され、遠隔会議システムが開発された。 

 

このように、教育点検システム自体に関しても、PDCA サイクルが実行され、改善が続けられている。 

《引用・裏付資料名》 

1. 産業技術大学院大学運営諮問会議設置要綱    (資料番号 7-1,p.340) 

2. 産業技術大学院大学運営諮問会議委員名簿    (資料番号 7-3,p.342) 

3. 『FD レポート』学生による授業評価アンケート結果    (資料番号 7-12,p.353) 

4. 『教育の質を保証するための効果的な FD の取組 報告書』目次抜粋  (資料番号 4-24,p.281) 

 

《実地調査閲覧資料名》 

1. FD レポート               (資料番号 12) 

2. 教育の質を保証するための効果的な FD の取組 報告書   (資料番号 34) 
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(3)    情報公開に関わる法令の遵守 

点検・評価の活動及び結果は、以下のように公開されている。 

 

 「運営諮問会議」の活動は、本学 Web サイトで公開されている。 

 「FD委員会」による FD関連の活動の結果は、FDレポートの発行及び本学Webサイトで広く公開されている。

詳細は基準 4(15)の（ii）を参照されたし。 

 「東京都地方独立行政法人評価委員会」の自己点検・評価の報告及び結果は、『業務実績評価』として、公

立大学法人首都大学東京の Web サイト及び印刷物で公開されている。 

 認証評価検討委員会が作成する『自己評価書』は今後 Web サイト等で公開される。 

 

《Web サイト URL》 

 運営諮問会議の活動等の公開 

http://aiit.ac.jp/info/management.html 

 『FD レポート』の公開 

http://aiit.ac.jp/info/data.html 

 『業務実績報告書・評価書』の公開 

http://www.houjin-tmu.ac.jp/guideline/reports.html 

《引用・裏付資料名》 

1. 『公立大学法人首都大学東京業務実績評価書』産業技術大学院大学部分抜粋   

         (資料番号 7-13,p.361) 

2. 報告書・評価書の公開状況    

  (資料番号 7-16,p.369) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 公立大学法人首都大学東京業務実績報告書    (資料番号 49) 

2. 公立大学法人首都大学東京業務実績評価書    (資料番号 50) 

(4)    点検結果に基づく教育システムの継続的な改善の仕組みの存在とその実施 

(ⅰ)    改善システム 

教育点検の結果等に従って、継続的に教育・学生支援システムを改善するため、各種委員会等が設置されて

いる。表 25 に各種委員会等の概要を示す。各種委員会等は、所掌事務ごとに設置されており、その所掌事務を

専門的見地から深く審議できる体制としている。また、各種委員会等は、原則として月 1 回開催することにより、定

期的、継続的な審議が担保されている。各種委員会等では、点検結果や学生からの要望等から継続的に教育シ

ステムの改善等に関する検討、審議が行われ、結果は学長に報告され、学長の意思決定の補佐に用いられてい

るとともに、必要に応じて教育研究審議会、教授会等関係会議に報告されている。これらが相まって各種委員会

等は教育システムの改善に大きく寄与している。 
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表 25:各種委員会等の概要 

組織名 委員 開催時期 

広報委員会 各専攻選任教員 1 名、管理課長 毎月第 2 火曜 

教務学生委員会 各専攻専任教員 1 名、管理課長 毎月第 2 火曜 

研究費評価・配分委員会 研究科長、管理部長 随時 

入試委員会 研究科長、各専攻の授業を担当する教員の代表者 1

名、その他研究科長が指名する者 

毎月第 2 火曜 

自己点検・評価委員会 各専攻専任教員 1 名、管理課長 随時 

FD 委員会 各専攻専任教員 1 名 毎月第 2 火曜 

OPI 企画経営委員会 OPI 長、各専攻専任教員 1 名、管理課長、その他学長

が指名する教職員 

毎月第 1 水曜 

施設・設備委員会 各専攻専任教員 1 名、管理課長 随時 

教員選考委員会 研究科長、選考等が行われる同分野の学内教員で研究

科長が指名する者ほか 

随時 

教員評価委員会 研究科長、研究科長が指名する者 随時 

図書情報委員会 図書館長、各専攻専任教員 1 名、管理課長 毎月最終火曜 

キャリア開発支援委員会 各専攻専任教員 1 名、管理課長 毎月第 1 火曜 

専攻会議 各専攻専任教員 毎月第 3 火曜 

PBL 検討部会 運営諮問会議メンバー企業から学長が指名する者、ＰＢ

Ｌ運営部会委員、その他研究科長が指名する者 

随時 

 

表 26: 各種委員会等の審議事項 

組織名 役割（審議・検討事項） 

広報委員会 ・大学案内その他広報を目的とする印刷物（外国語版を含む。）の編集及び発

行に関すること 

・大学説明会その他広報を目的とするイベントの開催及び参加に関すること 

・公式ホームページ（外国語版を含む。）の運営に関すること 

・広告宣伝活動に関すること 

・その他広報に関すること 

教務学生委員会 ・教育課程その他教育に関すること 

・情報教育の計画に関すること 

・学生の福利厚生及び生活指導に関すること、等 

研究費評価・配分委員会 ・研究費配分の制度及び方針並びに研究の評価に関すること 

・研究費の配分（基本研究費及び傾斜的研究費）に関すること 

・研究テーマ（傾斜的研究費）に関すること、等 
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入試委員会 ・入学者の選考、企画などに関すること 

自己点検・評価委員会 ・自己点検・評価の基本方針及び実施基準の策定に関すること 

・自己点検・評価の実施に関すること 

・自己点検・評価の結果の学長への報告及び公表に関すること、等 

FD 委員会 ・教員の授業内容・方法の改善のための組織的な取り組みに関すること 

・教育業績評価及び授業評価に関すること、等 

OPI 企画経営委員会 ・基本計画の策定に関すること 

・実施講座案の策定・評価に関すること、等 

施設・設備委員会 ・大学の施設・設備の調整に関すること 

・大学の施設・設備の運営・管理に関すること 

教員選考委員会 ・教員の採用等に係る選考、審査の実施 

教員評価委員会 ・教育研究の特性を踏まえた適切な教員評価の実施 

図書情報委員会 ・産業技術大学院大学附属図書館の管理運営に関すること 

・産業技術大学院大学教育研究用情報システムの管理運営に関すること、等 

キャリア開発支援委員会 ・学生等のキャリア開発支援に関する大学の方針の策定に関すること 

・キャリア開発支援に関する企画立案、実施に関すること 

・産業技術大学院大学、学生サポートセンター等の連絡調整に関すること、等 

専攻会議 ・本学の教育システム全般に関すること 

PBL 検討部会 ・PBL 教育内容の方向性に関すること 

(ⅱ)    改善活動の実施状況 

各種委員会等では、上記教育点検システムの教育点検の結果に基づき、教育システム改善のための活動を

随時行っている。主な改善活動の実績を以下に示す。 

 

 

 FD 委員会では、毎学期、学生の理解度を確認するとともに、教育内容・方法の改善のため、学生に対

して授業評価アンケートを実施している。さらに本委員会が主導し、教員は毎回このアンケート結果に

基づいて授業を改善するためのアクションプランを作成している。 

 

 学生の多様性に対応したきめ細かいキャリア開発支援を行うため、法人組織である学生サポー

トセンターの参画を得てキャリア開発支援委員会を設置し、毎月定期的に開催している。 

 

 キャリア開発支援委員会では、学生サポートセンターと連携しキャリア説明会及び相談会を実

施した。 

 

 キャリア開発支援委員会では、在学生及び修了生を対象としてキャリアアンケートを実施し、

在学生の求職状況や修了後の状況把握を行い、キャリア開発支援活動にフィードバックさせ

た。 

 

また、本学のＰＢＬ教育に産業界等の意見を取り入れ、専門職大学院として相応しい教育内容とするため、ＰＢ

Ｌ検討部会を設置している。表 27 にその活動実績を示す。 
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表 27：ＰＢＬ検討部会の活動実績 

開催日 会議 内容 

平成 21 年 9 月 16 日 平成 21 年度 

第 1 回ＰＢＬ検討部会 

・ＰＢＬ検討部会の説明と今後の進め方 

・産技大ＰＢＬの現状と課題、実績の証明 

平成 21 年 11 月 26 日 平成 21 年度 

第 2 回ＰＢＬ検討部会 

・産業界からのテーマ案にかかる意見交換 

・ＰＢＬ教育における産業界と大学との連携策に

ついて 

平成 22 年 1 月 8 日 平成 21 年度 

第 3 回ＰＢＬ検討部会 

・平成 22 年度ＰＢＬテーマ(案)の報告 

・外部評価者について 

平成 22 年 10 月 7 日 平成 22 年度 

第 1 回ＰＢＬ検討部会 

・22 年度のＰＢＬの説明 

・23 年度のＰＢＬについて 

平成 22 年 12 月 8 日 平成 22 年度 

第 2 回ＰＢＬ検討部会 

・23 年度のＰＢＬについて 

平成 23 年 7 月 26 日 平成 23 年度 

第 1 回ＰＢＬ検討部会 

・平成 22 年度ＰＢＬの成果説明 

・外部レビューア認定制度について 

・ＰＢＬ研究会について 

・グローバルＰＢＬについて 

・平成 24 年度のＰＢＬについて 

平成 23 年 12 月 7 日 平成 23 年度 

第 2 回ＰＢＬ検討部会 

・平成 24 年度ＰＢＬテーマについて 

・外部レビュー制度について 

・ＰＢＬ研究会について 

 

《引用・裏付資料名》   

1. 各種委員会規則・規程            (資料番号 7-17,p.370) 

2. 『専攻会議次第・議事録』2012 年 4 月度抜粋    (資料番号 4-3,p.231) 

3. PBL 成績判定会に係る議議事録      (資料番号 3-12,p.184) 

4. PBL ワーキンググループ『PBL ガイダンス資料(プロジェクト運営ルール説明書(学生用))』  

(資料番号 4-4,p.233) 

5. 『産業技術大学院大学 第 12 回運営諮問会議資料』答申内容に対する大学側の対応について 

              (資料番号 7-18,p.391) 

6. 平成 23 年度『PBL 検討部会議事要録』     (資料番号 7-19,p.393) 

7. 『FD レポート』学生による授業評価アンケート結果         (資料番号 7-12,p.353) 

8. 『FD レポート』FD の実績に関する記述          (資料番号 4-22,p.263) 

9. 『公立大学法人首都大学東京業務実績報告書』産業技術大学院大学部分抜粋   

         (資料番号 7-20,p.397) 

10. 『公立大学法人首都大学東京業務実績評価書』産業技術大学院大学部分抜粋   

         (資料番号 7-13,p.361) 

11. 産業技術大学院大学キャリア開発支援委員会規程    (資料番号 5-10,p.311) 

12. 『産業技術大学院大学キャリア開発支援委員会議事要録』平成 23 年度第 7,8,9 回抜粋  

               (資料番号 7-21,p.405) 
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《実地調査閲覧資料名》 

1. 各種委員会次第・議事要録等      (資料番号 51) 

2. 専攻会議次第・議事録       (資料番号 19) 

3. PBL 成績判定資料       (資料番号 14) 

4. PBL 説明会資料       (資料番号 20) 

5. PBL ガイダンス資料       (資料番号 21) 

6. FD レポート        (資料番号 12) 

7. 公立大学法人首都大学東京業務実績報告書    (資料番号 49) 

8. 公立大学法人首都大学東京業務実績評価書    (資料番号 50) 

 

◎「教育改善」について表 1 に記入した点数と判定理由 

点検結果の点数: 4 

 

判定理由: 社会の要請、学生の要望等に配慮し、教育改善検討ＷＧを中心に持続的な改善活動が行われ

ており、見直すべきものについて、常に改善していく姿勢を重視している。したがって、基準 7 の各項目を満

たしていると判断した。 
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基準８ 特色ある教育研究活動 

(1)    特色ある教育研究活動 

 

本学の教育研究活動に関する取り組みを以下に列挙する。 

 

1. 4 学期制 

専門知識・スキルを短期間で集中的に修得できるように 1 年間を 4 学期に区分する 4 学期制（本学では

「クォータ制」と呼ぶ）を取り、1年間に 4サイクルの科目履修ができるように設計されている。各科目は週 2

回講義を行うので、週 1 回 15 週相当の内容を、約 2 ヶ月（8 週）で短期間で集中的に履修できる。これら

の特徴を活かして、第 1～2 学期には、基礎、入門科目が配置され、第 3～4 学期には、専門科目が配置

され、基礎から専門（応用・実践）、講義から演習という流れで、授業科目の履修順序を設定できる。 

 

2. 平日夜間、土曜昼間開講 

社会人学生を考慮し、主に平日夜間及び土曜昼間に授業を開講している。開講時間を考慮して、平日

は 22 時頃まで、自習室、図書館、事務室、サポートスタッフ等が開室している。また、学生からの申請が

あれば、23 時まで自習室、演習室の利用時間を延長できる。 

 

3. 長期履修制度 

仕事の都合等で、標準修業年限（2 年）で修了することが困難で、当初から 2 年 6 か月または 3 年間での

履修を計画している学生を対処に 2 年分の授業料で、2 年 6 か月または 3 年間の長期履修ができる制度

を導入している。 

 

4. 講義支援システム 

e-Learningを利用した講義支援を積極的に行っている。すべての講義は動画コンテンツとして録画され、

インターネット経由で遠隔から視聴できる情報システムが稼働している。講義の内容を再度学びたい場合、

学生が業務の急用等で授業を欠席してしまった場合等、時間に制約のある学生の学習を効果的に支援

することができている（ただし、単位取得には授業への出席が必要である）。また、この情報システムは、

講義に関する質問の受付、演習課題の提出等にも利用されている。 

 

5. PBL（Project Based Learning）型教育 

複数（3～6 名程度）の学生から構成されるプロジェクトを発足し、問題に協力して、取り組み、解決する過

程から、各種の業務遂行能力を修得する PBL 型科目（イノベーションデザイン特別演習１・２）を設置して

いる。PBL 型科目は、各プロジェクト毎に 3 名の専任教員が担当する。この科目は必修科目であり、すべ

ての専任教員が参加する「PBL成績判定会議」で評価を決定している。PBLの成果は、年2回開催される

PBLプロジェクト成果発表会で発表される。この発表会は外部に公開されている。PBL活動の支援のため、

PBL の各種情報及びプロジェクト活動を管理するための情報システム（iPBL）が導入されている。 

 

6. AIIT 単位バンク制度 

入学前に科目等履修生として修得した単位を蓄積し、正規に入学した際に単位認定で正規の単位とし
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て換算する際に、入学前 5 年間の単位が修了単位として認定され、これに相当する授業料が減免される

制度を導入している。これによって、最長 7 年間に及ぶ事実上の長期履修が実現できる（長期履修制度

を利用すれば 8 年間）社会人に配慮した制度である。図 に AIIT 単位バンクでの修学の流れを示す。 

 

 

図 6: AIIT 単位バンク 

 

7. プレスクール 

入学前にプレスクールを開講し、本学で学ぶにあたって必要な知識の解説及び事前学習を指導している。

本学の入試選抜では、入学時に必要とされる知識・能力に不足のある学生は受け入れていないが、専門

職大学院である本学の特徴として、それぞれ特化した分野の専門能力を持つ社会人を多く受け入れて

いる。これらの入学者が不足する専門知識の教育は、入学後に、基本的には正規科目の創造技術基礎

科目群の中から必要に応じて選択して受講することができる。また、デザイン学について基礎的な知識を

必要とする学生には、それぞれ「図学」、「色彩学」の補講として提供している。 

 

8. 正規外プログラム 

数学について基礎的な知識を補うことを目的に「統計数学」の補講を提供している。また、デザインにつ

いては、「スケッチ」の個別指導が行われている。その他、「撮影技術」や「発想支援法」の講座も開催され

ている。板橋区や港区と連携したデザインに関する学生プロジェクトが行われている。各種の学会発表や

コンペ出場も推奨しており、そのために必要となる工作室やデザイナーズラボの講習会も定期的に開催

している。 

 

9. 高等専門学校連携 

本学では、全国の高等専門学校専攻科を卒業した学生の受け入れ体制が整備されている。また、東京

都立産業技術高等専門学校と連携して、9 年間一貫教育の教育システムの基盤が整備されている。 

 

10. 遠隔授業（秋葉原サテライト） 

情報アーキテクチャ専攻については平成 22年度から、創造技術専攻については平成 23年度から、講義
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科目に関して、秋葉原サテライトを利用した遠隔授業を開始した。両教室は専用回線で結ばれ、高品質

の動画が配信されている。本校からサテライトに一方的に音声と映像が流されるわけではなく、本校から

サテライトには、講義資料（スライド）及び教員の映像が、サテライトから本校には学生の映像が配信され、

また必要に応じて、サテライトの学生から本校の教員へ音声で質問を行うこともできる。東京の都心部に

は、1 キロ平米あたりの就業者数が 30 千名以上（最高 187 千名）のエリアが 60 キロ平米以上存在する。

秋葉原サテライトは、この中心部に位置する。本専攻では、約 6割の学生が社会人であるため、遠隔授業

の実施は勤務後の通学時間の短縮等の効果をもたらし、十分な教育効果が得られている。 

 

11. Knowledge Home Port 制度 

高度専門職業人材の分野は相当の速度で技術革新が行われる。このために、学生が大学院修了後も継

続的に学習することを支援するための制度が導入されている。講義支援システムに蓄積されている最新

の授業動画コンテンツは、大学院修了後、10 年間無料視聴できる。メールアドレス、ポータルサイト等も

利用できる。また、履修証明プログラム、InfoTalk 等の勉強会及び専門職コミュニティ、認定登録講師等

の取り組みによっても、継続的学習を支援している。 

 

12. 認定登録講師制度 

高度専門知識を有する人材を認定登録講師として登録し、講演、講義等を依頼するための制度を導入し

ている。対象は、本専攻の修了生、非常勤講師、外部講師等である。認定登録講師は、「産業技術大学

院大学（AIIT）認定講師」と称することができ、さらに本学の図書館等の施設を利用することができる。 

 

13. AIIT マンスリーフォーラム: デザインミニ塾 

自由参加型の勉強会「デザインミニ塾」が毎月各1回開催されている。この勉強会は、本学の関係者以外

の一般参加者も歓迎しているため、2/3 程度は学外からの参加者で、平成 23 年度は 1,400 名程度の参

加者があった。このことから、関連分野の専門職コミュニティが構成され、社会貢献、学生の興味、勉学意

欲の増進、修了生の継続的学習等の効果をあげている。情報アーキテクチャ専攻の対象分野では、同

様の仕組みの「Infotalk」が開講されている。 

 

14. 履修証明プログラム 

本学の通常のカリキュラム（2 年間）以外に、特定の分野を集中的に学ぶためのカリキュラムとして、現在、

以下に示す 4 種類の履修証明プログラムが開設されている。 

 人間中心デザイン 

使いやすくユーザビリティに配慮したものづくり、つまり「人にやさしいものづくり」を実践するために

必要となる、人間中心設計の概念および基礎知識、具体的な手法を修得する。 

 実践セキュア開発 

セキュリティの基礎からセキュアシステム設計（15408 による実装保証）とシステムの脅威を学び、セ

キュア C/C++プログラミング、セキュア Web アプリケーション開発の授業から、セキュリティに関する

高い意識と、知識・スキルを修得する。 

 製品開発プロセス 

製品開発のプロセスを体系的に学ぶ。また関連する設計技術、ロバスト設計、信頼性技法、デジタ

ルエンジニアリング技術（3D-CAD/CAE、ラピッドプロトタイピング）等の汎用技術を修得する。 
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 プロジェクトマネジメント・プロフェッショナルスクール 

プロジェクトマネジメントの基礎知識、知識を実務で修得する方法、プロジェクトマネジメントに必要

な人間力等、プロジェクトマネジメントに関して幅広く修得する。 

 

15. 運営諮問会議 

産業界の意見を本学の教育研究内容に反映したり、また産業界と連携して教育研究を効果的に実践し

たりするために、本学が人材育成を行う産業分野の専門家、企業の経営者等の学外委員から構成される

運営諮問会議を設置している。運営諮問会議からは、産業界からみた本学の教育研究体制、運営体制、

本学教育カリキュラムの妥当性、卒業生のキャリアパス、教員の研修、PBL プロジェクトの共同開発等の

本学教育運営体制に関する広範な課題等に関する答申が提出される。提出された答申は、本学の中期

計画、年度計画に反映されている。 

 

16. 各種都連携、区連携事業要 

東京都との連携としては、「スーパーデザイナー養成講座（平成 19 年度）」、「ものづくり経営人材育成講

座（平成 19～21 年度）」、「IT リーダー研修（19～23 年度）」等の各種事業を展開しているほか、「東京国

体への先端技術導入調査研究」、「小笠原ブロードバンド活用策調査研究」「中小企業実態調査」等、東

京都のシンクタンクとしての機能も果たしている。区との連携としては、「デザイン活用支援事業（港区、平

成 20～23 年度）」「デザインセミナー(品川区、平成 20～23 年)」・「コンテンツ配信始業（品川区、平成 20

～22 年度）」「IT 講座への教員派遣（中野区、平成 19～23 年度）」等、地域振興を目的とした事業を行っ

ている。 

 

17. 文部科学省、総務省等の補助事業 

文部科学省の補助事業「専門職大学院等における高度職業人養成教育推進プログラム」で、本学及び

神戸情報大学院大学の連携による「教育の質を保証する効果的な FDの取組」が採択され、FDに関する

各種取り組み（FD 支援システムの構築等）を実施した（平成 20～21 年度）ほか、総務省からの受託事業

として「高度 ICT 人材育成のための実践的教育に対応した同期型 e-ラーニングシステムの普及のための

活用手法に関する実証実験（調査研究）」を実施し、新たな教育手法の普及に貢献した。平成 22 年度は、

全国中小企業団体中央会の補助事業「ものづくり分野の人材育成・確保事業」で、プロジェクトマネジメン

トスキルと、デジタルエンジニアリング技術（3D-CAD/CAE、ラピッドプロトタイピング）あるいはプログラミン

グ（Python、Web アプリケーション）の講座を開設する。同じく平成 23 年度では同事業において、品質管

理研修とデジタルエンジニアリング技術（3D-CAD/CAE、ラピッドプロトタイピング）の講座の開講に加え

て、企業の工場見学会 3 社を実施する。 

《引用・裏付資料名》 

1. 『産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書』教育方法の特例の実施抜粋

                                                         (資料番号 3-13,p.185) 

2. 『長期履修制度要綱』      (資料番号 3-14,p.189) 

3. 『大学院案内』講義支援システム概要     (資料番号 3-7p.157) 

4. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』講義支援システム概要   

        (資料番号 3-17,p.193) 
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5. 『産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書』教育方法  

                                                         (資料番号 3-5,p.155) 

6. 産業技術大学院大学 PBL 検討部会設置要綱    (資料番号 8-1,p.408) 

7. 『大学院案内』AIIT 単位バンク制度概要    (資料番号 3-15,p.191) 

8. 産業技術大学院大学『プレスクール』のご案内    (資料番号 2-3,p.142) 

9. 『大学院案内』9 年間一貫教育・複線型教育システム概要   (資料番号 8-2,p.409) 

10. 遠隔授業の実施・運用について     (資料番号 3-34,p.222) 

11. 秋葉原サテライトキャンパスとの遠隔授業について   (資料番号 3-35,p.224) 

12. KHP 制度の Web サイトの開示例     (資料番号 3-19,p.194) 

13. 産業技術大学院大学 認定登録講師要綱    (資料番号 8-3，p.410) 

14. InfoTalk、デザインミニ塾開催報告開示例    (資料番号 3-20,p.195) 

15. 履修証明プログラムに関する要綱     (資料番号 3-21，p.197) 

16. 履修証明プログラム「ICT 導入技術」・「人間中心デザイン基礎～応用」パンフレット  

        (資料番号 3-22,p.200) 

17. 産業技術大学院大学運営諮問会議設置要綱    (資料番号 7-1,p.340) 

18. 産業技術大学院大学運営諮問会議委員名簿    (資料番号 7-3,p.342) 

19. 産業技術大学院大学オープンインスティテュート(OPI)事業一覧  (資料番号 8-4,p.412) 

20. 『教育の質を保証するための効果的な FD の取組 報告書』目次抜粋 (資料番号 4-24,p.281) 

《実地調査閲覧資料名》 

1. 産業技術大学院大学設置認可申請書    (資料番号 4) 

2. 産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書         (資料番号 3) 

3. 大学院案内       (資料番号 2) 
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8. 産業技術大学院大学の将来像     (資料番号 53) 

9. 『日経グローカル』全国大学の地域貢献度ランキング記事   (資料番号 54) 

◎「特色ある教育研究活動」について表 1 に記入した点数と判定理由 

点検結果の点数: 5 

 

判定理由: 本学及び本専攻では、本学の使命・目的及び学習・教育目標を実現するために、各種の教育研究活

動の進展に努め、多数の教育成果が達成できている。これらは、通常の研究型大学院では、実現が難しい内容

であると自負している。したがって、基準 8 の項目を十分に満たしていると判断した。 
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専攻情報 

 

(1)高等教育機関名およびその英語表記 

教育機関名称：産業技術大学院大学  産業技術研究科 
語表記：Advanced Institute of Industrial Technology 

 School of Industrial Technology 
 
（２）専攻名およびその英語表記 

専攻名称：創造技術専攻  
英語表記：Master Program of Innovation for Design and Engineering  
 
（３）学位名およびその英語表記 

学位名：創造技術修士（専門職） 
英語表記：Master of Technology in Innovation for Design and Engineering 
 
 
（４）連絡先 

■申請責任者 
氏名：石島 辰太郎 
所属・役職名：産業技術大学院大学 学長 
住所：〒140-0011 東京都品川区東大井 1－10－40 
TEL:03－3472－7835 
FAX:03－3472－2790 
E-mail:s.ishijima@aiit.ac.jp 
 
 
■JABEE 対応責任者 
氏名：福田 哲夫 
所属・役職名：産業技術大学院大学 創造技術専攻長 
住所：〒140-0011 東京都品川区東大井 1－10－40 
TEL:03－3472－7835 
FAX:03－3472－2790 
E-mail: fukuda-tetsuo@aiit.ac.jp 
  



 

 

(5) 専攻関係数値データ 

 

（なるべく過去 5 年間）年度 
 2012 2011 2010 2009 2008 

学
生
数 

研究科全学生数  （A） 230 240 236 219 159 

申請専攻への入学者数あるいは配属者数  （B－１） 46 49 55 52 49 

〃 定員数  （B－２） 50 50 50 50 50 

他専攻等からの編入者数  （C－１） 0 0 0 0 0 

他大学院等からの編入者数  （C－２） 0 0 0 0 0 

申請専攻の全在籍者数  （D） 111 116 112 100 49 

専攻修了者数  （E） - 43 38 - -  

教
員
数 

専攻関係 専任教員数  16 14 15 15 15 

〃 非常勤教員数  5 7 1 1 0 

単
位
数 

修了に必要な単位数 （G－１） 40 40 40 40  40 

専門関係必修科目単位数 （G－２） 12 11 11 11 11 

選択科目単位数  28 29 29 29 29 

施
設 

学生実験・演習等に使用している面積（m2）  4,625 4,625 4,625 4,625 4,523 

 

  



 

 

 

（６）専攻関係基礎データ 

Ⅰ 教育の内容・方法等        

 １ 学位授与状況        

            

 研究科・専攻 学位名称 2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 2011 年度 備考 

 
産業技術 

研究科 
創造技術専攻 

創造技術修士 

（専門職） 

  

―  ―  ―  38  43  

2008年 4月 1日開

設のため、 

学位授与は 2010

年度から 
 

            

 ［注］  1 
認証評価を受ける年度の前年度までの５年間のデータを示すこと。上記は、2010年度の受審を想定した例である。 

当該研究科もしくは専攻、課程が最近開設され、そのために学位授与該当者がいない場合は、「備考」欄にその旨を記述すること。 
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     （表１） 



 

 

 

                   

 １ 教員組織                 

                      

 
産業技術研究科・ 

創造技術専攻 

（専門職） 

専 任 教 員 数   設置基準

上 

必要専任 

教員数 

専任教員１

人 

当たりの 

在籍学生数 

兼 

担 

教員

数 

兼 

任 

教員

数 

備 考  教授 准教授 講 師 助教 計 助手 

 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤   

 

専任教員 

専任教員（下記以外） 5  2    5  12    

  

  

 専任（兼担）教員               

 実務家教員 4        4      

-
 4

 
- 

（みなし専任教員）               

 専任以外の教員      5    5     

 合    計 9  2   5 5  16 5    10  6.94    16   

                            

 
専任教員に占める 

教授の比率（％） 
56.2%                

                             

 
専任教員に占める 

実務家教員の比率（％） 
25.0%                

                      

Ⅱ 教員組織 

    （表２） 



 

 

[注] 1 「教員種別」欄は、冒頭の基礎データ作成上の注意事項「７」にしたがって、次の定義・名称によって作表すること。 

  ① 専 任 教 員 : 当該大学院の専任教員であって、下記②～④以外の者         

  ② 専任（兼担）教

員 : 

専門職大学院設置基準附則２により当該大学院の専任教員であって、他学部・他研究科また当該大学院を１専攻として開設 

している研究科の他専攻の専任でもある者。ただし、同附則により博士課程の専任に算入している教員は除く。 

  ③ 実 務 家 教 

員 : 

当該大学院の専任教員であって、平成 15 年文部科学省告示第 53号第２条第１項に規定する実務経験と実務能力を有する者  

  ④ みなし専任教

員 : 

同告示同条第２項の規定により、専任教員以外の者であっても、専任教員とみなされる者 

 

2 「大学の教員等の任期に関する法律」に基づく任期制教員を除き、特任教授、客員教授など任用期間のある教員については、専任者（教育研究条件等において専任教員と同等の者）の

みを「専任教員数」の欄の「教授｣、「准教授｣、「講師｣、｢助教」の該当する欄（左側）に含めて記入するとともに、その数を「特任等（内数）」欄に内数で示すこと。専任者以外の

特任者等については記入しないこと。 

 3 「設置基準上必要専任教員数」欄には、「専門職大学院に関し必要な事項について定める件」（平成 15年文部科学省告示第 53号）ににより算出した数値を記入すること。同表に基づ

かない算出方法により設置認可を得ている場合にはその数値を記入するとともに備考欄にその旨を記述すること。 

 4 「兼担教員数」欄には、当該経営系専門職大学院の専任ではなく、当該大学院以外の学部・研究科・研究所等を本務先とし、当該大学院の専任に算入しない教員数を記入すること。 

 5 
「兼任教員数」欄には、学外からのいわゆる非常勤教員数を記入すること。なお、国立大学所属教員については､「兼担｣、｢兼任」を共に「併任」としている場合もあるが、学外からの

併任である者は「兼任教員数」欄に記入すること。 

 6 「助手」欄には、学部・学科等の専任で専門職大学院の業務にも従事している助手数も含めて記入すること。 

 7 専任教務補助員等については、「備考」欄にその各々の名称と人数を記入すること。 
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３ 専任教員の教育・研究業績 

（表４） 

所属 創造技術専攻 職名 
研究科長・教
授 

氏名 川田誠一 

常勤・非常勤 常勤 実務家教員  教員種別 専任 

 
Ⅰ 教育活動 

教育実践上の主な業績 概          要 

１ 教育内容・方法の工夫
（授業評価等を含む） 

専門職大学院にふさわしい理論と実務を架橋した教育を行うことを基本
とし、双方向的・多方向的な授業、事例研究を中心とした実践的な教育を
実現できるように努め、教育内容としては講義スライド、演習課題、試験
問題などの教材を工夫し作成した。また、教育方法については、双方向的・
多方向的な授業となるよう討論を主軸に据えた授業を展開した。 

２ 作成した教科書、教材、
参考書 

技術倫理の授業では、国土交通省運輸安全委員会に設置された様々な事故
調査報告書を活用し、事例研究、討論を促すスライド教材を作成した。ま
た、インテリジェントシステム特論、動的システム工学特論の講義スライ
ドを開発した。 

３ 教育方法・教育実践に
関する発表、講演等 

FDフォーラムを活用した講演会の開催、特定非営利活動法人横断型基幹
科学技術研究団体連合が主催するコンファレンスにおける講演や、同団体
に設置された人材育成調査研究会委員として各種会合において発表、講演
するとともにその成果を機関雑誌「横幹」に投稿掲載するなどの活動を実
施した。 

４ 実務教育に関する特記
事項 

本学運営諮問会議委員を招いた PBL検討部会座長として、実務教育の在り
方について定期的に会合を設け、意見交換した結果を本学 PBL教育の実施
に反映させた。 

５ 担当授業科目の授業担
当者としての適性 

大阪大学工学部助手、東京都立大学大学院工学研究科助教授ならびに教
授、首都大学東京システムデザイン学部教授の職歴の中で、専門分野に関
する学部教育・大学院博士前期課程・同後期課程の研究指導ならびに教育
を実施し、十分な研究実績を有し、担当授業科目の授業担当者として適正
である。 

６ その他教育活動上特記
すべき事項 

本学産業技術研究科研究科長（部局長）として、本専攻設置時から、FD
活動を中心として本学教員の教育の内容・方法の改善を支援する体制を整
備した。また、社会人学生が７５％程度在籍する本学の特性から、社会人
を対象とした教育の実施についてビデオ教材を制作し、特に産業界から実
務家教員として本学に就任した教員の教育支援体制を整備した。 

 
Ⅱ 研究活動 

著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

論文（査読がある国際会議を含む） 

分散環境における
場面遷移ネットシ
ミュレーション 
 
 

共著 平成 17年 3月 
 

日本機械学会論
文集 C編, ol.71, 
No.703, pp. 896 
-903(2005年 3
月) 

村山昇, 川田誠一, 小
口俊樹 

pp. 896 
-903 

k-確実探査法と
Fuzzy-ARTを用い
た連続環境のセミ
マルコフ決定過程
モデル構築手法の
提案 

共著 平成 17年 3月 
 

日本機械学会論
文集 C編, 
Vol.71, 
No.703,pp.1054-
1061(2005年 3
月) 

舘山武史, 川田誠一 pp.1054
-1061 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

鉄/白金系電極を
用いた養豚廃液の
脱窒・脱リン処理 

共著 平成 17年 3月 水環境学会誌、第
２８巻,第
４,pp.263-268(2
005) 

高岡大造, 池松峰男, 
黒川喜寛、井関正博,山
田 淳、 滝沢貴久男, 
川田誠一 

pp.263-
268 

A State Space 
Construction 
Algorithm using 
Multiple 
Fuzzy-ART 
Networks for 
Reinforcement 
Learning Systems 

共著  Proceedings of 
The 8th 
International 
Conference on 
Motion and 
Vibration 
Control 
(MOVIC2006), 
2006. (* Invited 
Paper) 

T.Tateyama and 
S.Kawata 

該当論
文全頁 

A Reinforcement 
Learning 
Algorithm for 
Continuous 
StateSpaces 
Using Multiple 
Fuzzy-ART 
Networks 

共著  Proceedings of 
SICE-ICASE 
International 
Joint Conference 
2006, pp. 
2445-2550, 
Busan, Korea, 
2006 

T. Tateyama, S. Kawata 
and Y. Shimomura 

pp. 
2445-25
50 

Parallel 
Reinforcement 
Learning Systems 
Using 
Exploration 
Agents and Dyna-Q 
Algorithm 

共著  SICE Annual 
Conference 2007, 
Kagawa, Japan, 
pp. 2774-2778, 
CD-ROM, 2007 

T. Tateyama, S. Kawata 
and Y. Shimomura 

pp. 
2774-27
78 

探索エージェント
を導入した学習経
験を共有するマル
チエージェント強
化学習システムの
提案 

共著 2008年 3月 日本機械学会論
文集 C編, Vol. 
74, No. 739, pp. 
692-701, 2008 

舘山武史, 川田誠一, 
下村芳樹 

pp. 
692-701 

Development and 
Improvement of 
Scene Transition 
Nets(STN) GUI 
Simulator for 
Discrete-continu
ous Hybrid 
Systems 

共著  International 
Journal of 
CAD/CAM, Vol.8, 
No.1, Paper 
Number 
8(Online), 2008 

Takeshi Tateyama, 
Hiroshi Chin, Seiichi 
Kawata and Yoshiki 
Shimomura 

該当論
文全頁 

価値関数モデルを
用いたサービスの
設計・評価のため
の顧客意思決定シ
ミュレーション手
法 
 
 

共著 2009年 8月 日本機械学会論
文集 C編, Vol. 
75, No. 756, pp. 
2120-2127, 2009 

舘山, 武史 
木見田, 康治 
下村, 芳樹 
川田, 誠一 

pp. 
2120-21
27 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

横断型人材育成に
おける評価 
－教育プロセスの
評価と育成した人
材の評価－ 

共著 2009 年 4 月 横幹, 第3 巻第1 
号, 2009 年 4 
月,pp.19-26 

川田誠一, 旭岡勝義 pp.19-2
6 

Construction of 
Semi-Markov 
Decision 
Processes Models 
of Continuous 
State Space 
Environments 
Using Growing 
Cell Structures 
and Multiagent 
k-Certainty 
Exploration 
Method 

共著  Journal of 
Advanced 
Computational 
Intelligence & 
Intelligent 
Informatics, , 
Vol.13, No.5, 
pp.608-614, 2009 

T. Tateyama, S. Kawata 
and Y. Shimomura 

pp.608-
614 

A service design 
methodology 
based on the 
discrete event 
simulation: 
Proposal of the 
plan 
 

共著 2010年 8月 SICE Annual 
Conference 2010, 
Proceedings 
Date: 18-21 Aug. 
2010 On 
page(s): 552 - 
555 Location: T
aipei  

Kawata, S.;Tenma, 
Y.;Satakuni, 
H.;Sugita, C.;Aziro, 
T.;Hashimoto, H. 

page(s)
: 552 - 
555 

制御工学から見た
SysMLと数学モデ
ル 

単著 2011年 5月 設計工学 46(5), 
253-258,日本設
計工学会 2011  

川田誠一 253-258 

On-Line Physical 
Parameter 
Estimation by 
Using Model 
Reference 
Adaptive Control 
Method based on 
the Modified 
Delta Form 

共著 2011年 9月 SICE Annual 
Conference 2011, 
Tokyo, Japan, 
CD-ROM, 2011  
pp.1897-1902 

Tatsu Aoki and Seiichi 
Kawata 

pp.1897-
1902 

産業技術大学院大
学紀要 

     

場面遷移ネットを
用いたサービス工
学に関する研究 

共著 ２００７年１
０月 

産業技術大学院
大学紀要, 産業
技術大学院大学, 
No. 1 pp.63-70, 
2008  

川 田 誠 一 
下 村 芳 樹 
新 井 民 夫 
梅 田 靖 
久保田 直 行 

pp.63-7
0 

場面遷移ネット
GUI シミュレータ
によるマルチエー
ジェントサービス 
フローシミュレー
ション 

共著 2008年 12月 産業技術大学院
大学紀要, 産業
技術大学院大学, 
No. 2, 
pp.101-108, 2009 

川 田 誠 一 
舘 山 武 史 
下 村 芳 樹 
新 井 民 夫 
梅 田   靖 
久保田 直 行 

pp.101-
108 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

場面遷移ネットを
用いたサービスの
離散・連続ハイブ
リッドモデリング
とマルチエージェ
ントシミュレーシ
ョン 

共著 2010年３月 産業技術大学院
大学紀要, 産業
技術大学院大学, 
No.3, pp.51-57, 
2010  
 

川田誠一, 舘山武史, 
下村芳樹 
 

pp.51-5
7 

離散事象シミュレ
ーションを用いた
サービス設計手法
PLAN の提案 

共著 2010年 12月 産業技術大学院
大学紀要, 産業
技術大学院大学, 
No. 4, pp.35-40, 
2010 

川 田 誠 一,佐田國 晴 
信,杉 田 千 夏,天 間 
要 介 

pp.35-4
0 

学会講演発表論文
など 

     

日本機械学会 技
術開発支援センタ
ー研究協力事業部
会「RC211 ヒトを
取り込み活かすモ
ノづくりのための
高技能システム化
技術に関する研究
分科会」研究報告
書 
第 4編 高度シス
テム化のための技
術 第 5章「k -確
実探査法と
Fuzzy-ARTを用い
た連続状態環境の
セミマルコフ決定
過程モデル構築手
法の提案」, 
pp.129-146, 
2005.8 

共著 2005年 8月 日本機械学会 技
術開発支援セン
ター研究協力事
業部会「RC211 ヒ
トを取り込み活
かすモノづくり
のための高技能
システム化技術
に関する研究分
科会」研究報告書
pp.129-146, 
2005.8 

舘山武史, 川田誠一 
 

pp.129-
146 

k -確実探査法と
Fuzzy-ARTによる
タスクに応じた自
律的状態分割アル
ゴリズム 

共著 2005年 3月 日本機械学会 関
東支部 第11期総
会講演会講演論
文集, 
pp.253-254, 2005  
 

舘山武史, 川田誠一 pp.253-
254 

探索エージェント
を導入した学習経
験を共有するマル
チエージェント強
化学習 
 
 
 
 
 

共著 2006年 11月 計測自動制御学
会 2006年システ
ム・情報部門学術
講演会講演論文
集, pp. 299-302, 
2006 

舘山武史, 川田誠一, 
下村芳樹 

pp. 
299-302 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

離散・連続ハイブ
リッドシミュレー
ションのための場
面遷移ネット GUI
シミュレータの改
良 
 

共著 2007年 6月 計測自動制御学
会/システム・情
報部門/離散事象
システム部会第
41回離散事象シ
ステム研究会講
演論文集, pp. 
35-38, 2007 

舘山武史, 川田誠, 下
村芳樹 
 

pp. 
35-38 

離散・連続ハイブ
リッドシミュレー
ションのための場
面遷移ネット GUI
シミュレータの改
良(第 2報)  
 

共著 2008年 6月 計測自動制御学
会/システム・情
報部門/離散事象
システム部会第
43回離散事象シ
ステム研究会講
演論文集, pp. 
49-54, 2008 

舘山武史, 陳浩, 川田
誠一, 下村芳樹 
 

pp. 
49-54 

場面遷移ネットと
強化学習モデルを
用いたサービス設
計のための顧客意
思決定シミュレー
ション手法の提案 
 

共著 2008年 6月 2008年度人工知
能学会全国大会
講演論文集, 
CD-ROM, 旭川と
きわ市民会館, 
北海道, 2008 

舘山武史, 川田誠一, 
下村芳樹 

 

価値関数モデルを
用いたサービスの
設計・評価のため
の顧客意思決定シ
ミュレーション手
法 

共著 2008年 9月 日本機械学会第
18回設計工学・シ
ステム部門講演
会講演論文集, 
No. 08-2, pp. 
167-172, 2008  
 

舘山武史, 木見田康治, 
下村芳樹, 川田誠一 

pp. 
167-172 

サービス工学に基
づくサービス CAD
システムの構築
（第 76報） -場面
遷移ネットを用い
たマルチエージェ
ントシミュレーシ
ョンによるサービ
ス評価手法の提案 

共著 2009年 10月 2009年度精密工
学会秋季大会学
術講演会講演論
文集, CD-ROM, 
pp. 549-550, 
2009 

舘山武史, 下村芳樹, 
川田誠一, 新井民夫 

pp. 
549-550 

場面遷移ネットを
用いたサービスの
マルチエージェン
トシミュレーショ
ン 

共著 2009年 10月 日本機械学会第
19回設計工学・シ
ステム部門講演
会講演論文集, 
No. 09-6, pp. 
192-197, 2009 

舘山武史, 川田誠一, 
下村芳樹, 新井民夫, 
梅田靖, 久保田直行 

pp. 
192-197 

場面遷移ネットを
用いたサービスの
離散・連続ハイブ
リッドモデリング
とシミュレーショ
ン 

共著 2009年 11月 計測自動制御学
会/システム・情
報部門学術講演
会講演論文集, 
pp.151-154, 2009  
 

舘山武史, 川田誠一, 
下村芳樹 
 

pp.151-
154 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

組織論に基づく適
応的マルチエージ
ェント強化学習シ
ステム 

共著 2010年 3月 計測自動制御学
会第 37回知能シ
ステムシンポジ
ウム資料, 
pp.87-92, 2010 

舘山武史, 秦理貴, 川
田誠一, 下村芳樹 

 

pp.87-9
2 

作業者の技能と教
育を考慮した動的
スケジューリング
支援システム -遺
伝アルゴリズムを
用いたディスパッ
チングルール抽出
- 

共著 2010年 9月 平成 22年電気学
会電子・情報・シ
ステム部門大会
講演論文集, 
pp.153-158, 2010 

舘山武史, 舘野寿丈, 
川田誠一 

pp.153-
158 

"サービスの視覚
化と評価のための
サービスフロー・
シミュレータの開
発 

共著 2010年 11月 Designシンポジ
ウム 2010講演論
文集(USBメモリ
で配布), 産業技
術大学院大学, 
2010 

舘山武史, 御子柴怜志, 
渡辺健太郎, 千葉龍介, 
下村芳樹, 川田誠一 

 

単純適応制御に基
づいたシステムモ
デリング– デルタ
形式による物理量
のリアルタイム推
定– 

共著 2011年 11月 第 54回自動制御
連合講演会予稿
集(SICE), 
pp.351-354, 
2011 

青木立, 川田誠一 pp.351-
354 

Home Continuity 
Planサービスの
提案と SysMLによ
るモデル化 

共著 2011年 11月 第 54回自動制御
連合講演会予稿
集(SICE), 2011 

田村百合子,西垣勇人，
黄 海蘭,三好きよみ,
加府籐茂,川田誠一 

 

産業技術大学院大
学における横断型
人材育成とキャリ
アアップ 

共著 2011年 11月 第4回横幹連合コ
ンファレンス講
演論文、2011年
11月 28日、29日
石川ハイテク交
流センター 

三好きよみ、川田誠一  

サービス設計手法 
PLAN による新健
康サービスシステ
ムの提案 

共著 2011年 12月 第 50回「離散事
象システム研究
会」講演論文集、
2011年 12月9日、
東京 

川田誠一・松本 優祐・
金子 正則 ・田村 百
合子 

 

 
Ⅲ 実務に関する活動 

昭和  年 月～ 
平成  年 月 

実務家教員ではないので、特に記載すべき活動はない。 
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Ⅳ 学会等および社会における主な活動 

平成 16年 11月
～現在まで 

The Tokyo U-Club理事 

平成 17年 2月～ 社団法人計測自動制御学会理事（2年間） 

平成 20年 5月～ 
現在まで 

社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）専門委員会客員 

平成 21年 9月～ 
現在まで 

公益社団法人計測自動制御学会 代議員 

平成 21年 6月～ 
現在まで 

東京都産業労働局 東京都ベンチャー技術大賞審査委員 

平成 20年 10月
～平成 22年まで 

東京都教職員研修センター 研修講師 

平成 20年から平
成 22年まで 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費委員会専門委員 

平成 22年 12月
から平成 23年 3
月まで 

国立大学法人筑波大学 「ＩＣＴソリューション・アーキテクト育成プログ
ラム」外部評価委員会委員 
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所属 創造技術専攻 職名 教授 氏名 管野善則 

常勤・非常勤 常勤 実務家教員  教員種別 専任 

Ⅰ 教育活動 

教育実践上の主な業績 概          要 

１ 教育内容・方法の工夫
（授業評価等を含む） 

従来、材料に関する講義は、各々の専門分野により、①金属、②セラミッ
クス、③高分子材料、④複合材料などに分かれている。そのため、学生は、 
①～④のどれか一つを選択する事に成る。その場合、これからのイノベー
ション技術開発の分野においては、全ての材料に関する知識を有している
ことが望ましい。 

２ 作成した教科書、教材、
参考書 

①物質科学・工学へのアプローチ、開成出版 ②生活化学入門、三共出版 
③これで分る科学、三共出版 ④基礎化学入門、三共出版 ⑤これで分る
科学 演習 ⑥生活の科学と地球の環境 三共出版 ⑦地球環境破壊と
エネルギー危機 富士技術出版 

３ 教育方法・教育実践に
関する発表、講演等 

・デベート方式を用いて、一方通行の講義形式からの脱却を図る。 
・演習においては、実験を多用し、自らの手で物作りの基本を習得させて
いる。 
・ＰＣ画面上での作業ではなく、実物の製作や実際の材料に直に触れさせ
ている。 

４ 実務教育に関する特記
事項 

・各種の研究会において、学生がＰＢＬの成果について発表。 
・ 国立研や東京都産業技術研究センターなどに出向き、実験をする。 
・ 企業の技術者との交流会を催す。 
・ＰＢＬ成果物として、概念ではなく、実際に完動する機械を製作。 

５ 担当授業科目の授業担
当者としての適性 

工学系・デザイン系、両分野の学生のための材料に関する講義に関して幅
広い知見を有し、金属、セラミックス、高分子、複合材料などの研究開発
について優れた業績がある。 
 
 

６ その他教育活動上特記
すべき事項 

・各種のコンテストなどにおいて入賞歴を有する。 
 
・日台交流セミナーに置いて、指導学生が国債会議において論文発表を行
なう。 
 

Ⅱ 研究活動 

著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

論文 

（学術論文） 
Microwave 
assisted 
catalytic 
decomposition of 
hydrogen sulfide 
over MoS2" 

共著 2006 

(in press) 

Inter.J.Hydrogen 

Energy 

H.Takashima,Y.Kanno  

Growth of 
Ce3+-doped 
Li6Gd(BO3)3 
single crystals 
under ultra low 
oxygen partial 
pressure  

共著 2006 J.J.A.P 

45, 

 

H.Nishimura,S.Hosoya,
H.Takashima,Y.Kanno 

pp.909-9

11 

New analysis from 
the strength of 
materials about 
Sauerbrey 

共著 2006 J.J.A.P 

45, 

R.Higuchi,Y.Kanno pp.4232-

4233 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

equation 
concerning the 
QCM 

 

Selective 
reduction 
process of Sr in 
Sr3MoO6 melted 
compounds under 
an ultra low 
oxygen partial 
pressure 

共著 2006 J.J.A.P. 

45, 

 

H.Nishimura,H.Takashi
ma,S.Hosoya,Y.Kanno 

pp.7837-

7839 

マクロ・ナノ構造
共役複合セラミッ
ク体を用いた揮発
性有機化合物
（VOC）の吸着" 

共著 2006 山梨大地共著セン

ター成果報告書、

14, 

 

管野・田中・牛島・石本 5-12 

Finite Element 
Method analysis 
of the 
Deformation of 
human red blood 
cell" 

著 2006 JSME Inter.J. 

49, 

R.Higuchi,Y.Kanno pp.331-3

36 

超磁歪材料への拡
張ヒュッケル法適
応の検討 

共著 2006  

10.15 

JEMS 

37, 

江原・管野 pp.33-36 

Enhancements of 
wear resistance 
of Ti by 
unidirectional 
discontinuous 
rubbing 

共著 2007 Wear 

262, 

H.Furuichi,Y.Kanno pp.484-4

90 

Angular sensor 
with AT-cut 
quartz crystal 
oscillator  

共著 2006 J.J.A.P. 

45, 

H.Tanaka,T.Sato,Y.Kan
no 

pp.7184-

7185 

 
Development of 
inductive quartz 
crystal 
oscillator 
circuit with CMOS 
inverter  

共著 2006 IEEE 

Sys.Man.Cyberneti

cs, 

K.Ehara,H.Tanaka,T.Sa
to,Y.Kanno 

pp.1425-

1430 

Microwave 
sterilization by 
TiO2 filter 
coated with Ag 
thin film 

共著 
 

2006 IEEE 

Sys.Man.Cyberneti

cs Soc. 

H.Takashima,Y.Iida,K.
Nakamura,Y.Kanno 

pp.1413-

1418 

Angular sensing 
and chemical 
identification 
with quartz 
crystal 
oscillator 
sensor 

共著 2006 IEEE 

Sys.Man.Cyberneti

cs Soc. 

 

H.Tanaka,T.Sato,Y.Kan
no 

pp.1419-

1424 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

Thermal analysis 
of Joule heat 
generated on 
metal thin film 
by microwave 
irradiation  

共著 2006 IEEE 

Sys.Man.Cyberneti

cs Soc. 

R.Higuchi,H.Takashima
,H.Kato,Y.Kanno 

Pp.1408-

1412 

Gas sensing by 
AT-cut quartz 
crystal 
osicillator 
coated with 
mixed-lipid film 

共著 2007 Sensor&Actua tor 

B.Chemical 

123, 

S.Ichinose,H.Tanaka,Y
.Kanno 

pp.306-3

12 

Proposal of  
various 
connecting 
methods of fibers 
strands and FEM 
analysis of  
strength 

共著 2007 Key Eng.Mater. 

340-34,1 

R.Higuchi,Y.Kanno 143-148 

 

Microwave 
sterilization 
with metal thin 
film coated 
catalyst in 
Liquid phase 

共著 2007 Mater.Sci& 

Eng.C 

27, 

(H.Takasima,Y.Miyakawa, 

Y.Kanno)  

898-903 

Effect of boron 
ion implantation 
on the 
structural,optic
al and electrical 
properties of 
ZnSe thin film 

共著 2007 Physica B 

390, 

 (S.Venkatachalam, 

Y.Kanno, D.Mangalaroj)   

1-2 

Diamond particles 
synthesized with 
graphite spark 
method in two 
seconds 

共著 2006 Superlattices & 
Microstructures 

40, 

(T.Hirai,T.Kawai.Y.Taka
gi,Y.Kanno)  

526-529 

A 5-MHz AT-Cut 
Quartz crystal 
Oscillating 
Circuit 
Functioning in 
350nA 

共著  
2007. 2,  

 
IEEJ 

Trans.E.E.E. 

(T.Sato,H.Tanaka,K.Eh
ara,Y.Kanno)  

 
482-484
, 

Evaluation by 
extended Huckel 
method on 
Ferromagnetic 
shape Memory 
alloys 

共著 2007 
5.9 

IEEJ 
Trans.E.E.E., 

2, 
 

(K.Ehara, H. Tanaka, Y. 
Kanno) 

3113-318 

X-ray 
photoelectron 
spectroscopic 
study of 
pulsed-laser 
deposited V-W-Nd 
mixed-oxide film 

共著 2007 
 

JJAP, 46, 
(7月号) 

(Y.Iida, Y.Kaneko, Y. 
Kanno) 

3032 

Shape control of 
silver tree by 
pulse 
electro-depositio

共著 2007 
 

Electrochem. 
No.07-2-E2368 

(J.Nishino, Y. Kanno) 510 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

n Method in AgNO3 
aqueous solution 
Catalytic 
Decomposition of 
Trichloroethylene 
over Pt- /Ni- 
catalyst under 
Microwave heating 

共著 2007 
 

Appl. Surf. Sci.  
254 

(H. Takashima, M. 
Karches, Y. Kanno) 

2023–
2030 

Fablication of 
plased-laser 
deposited V-W-Nd 
mixed oxide films 

共著 2007 
 

Appl. Surf. Sci.  
254 

(Y. Iida, Y. Kaneko, 
S.Venkatachalam, 
Y.Kanno) 

468-472 

Fablication of 
plased-laser 
deposited V2O5 thin 
films for 
electoclomic 
device 

共著 2007 
 

J. Mater. Process. 
Techno. 
190 

(Y. Iida, Y. Kaneko, 
Y.Kanno) 

261–267 

[国際会議報告論文] 

Diamond 
particles 
synthesized with 
graphite spark 
method in two 
seconds on single 
crystal silicon 
substrate 
 

共著 平成 18年 5月 Eur. MRS  Meet. 
(Strasbourg) 

T.Hirai, T.Kawai. 
Y.Takagi, Y.Kanno 

 

High speed 
synthesized 
spark diamond 
 
 
 
 
 

共著 
 
 
 
 
 
 
 

平成 18年 9月 
 
 
 
 
 
 
 

17th Eur.Conf.on 
diamond,diamond
-like 
Mater.carbon,Na
notubues,Nitrid
es 
Joint  
 

T.Hirai,T.Kawai,Y.Tak
agi,Y.Kanno 
 
 
 
 
 
 

 

Advanced 
ceramics 
synthesis 
controlled by the 
hybrid method of 
laser/CVD 
 
 

共著 
 
 
 
 

平成 18年 5月 
 
 
 
 

Meet.Jpn-Korea.
China Trilateral 
Workshop on 
Ultra short 
pulse high 
intensity Laser 
Research,7th 
Symp.  
Advanced Photon 
Res. 

K.Nakagaki,T.Yamauchi
,Y.Kanno,M.Saegusa,S.
Kobayashi,K.Yamazaki 
 
 
 
 
 

 

Nano-crystalline 
diamond 
synthwsized by 
hot filament 
chemical vapor 
deposition 
 

共著 平成 18年 11
月 
 

MRS fall Meet. 
(Boston) 

T.Hirai,Y.Takagi,Y.Ka
nno 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

Effect of water 
concentartion in 
acetone for nano 
crystalline 
diamond 
particle, or film 
synthesis 
 

共著 平成 19年 6月 
 

EM-NANO 
2007 

T. Hirai, Y. Takagi, Y. 
Kanno 

 

VOC gas sensing 
by quartz crystal 
microbalance 
with thin organic 
films coating by 
PLD 

共著 平成 19年 6月 
 

EM-NANO 
2007 

H. Sugimoto, H. 
Tanaka, Y. Kanno 

 

Gas sensing by 
AT-cut quartz 
crystal 
osillator coated 
with TiO2 and HAP 
films 
 

共著 平成 19年 6月 
 

EM-NANO 
2007 

H.Tanaka, Y. Kanno  

Mist sensing by 
AT-cut quartz 
crystal 
osillator coated 
with lipid film 

共著 平成 19年 6月 
 

EM-NANO 
2007 

H. Tanaka, Y. Kanno  

Charactization 
of Ag doped V2O5 
thin films by PLD 
for photochromic 
devices 
 

共著 平成 19年 6月 
 

EM-NANO 
2007 

Y. Iida, Y. Kanno  

Optical and 
electrical 
quartz of V2O5 
thin films 
fabricated by PLD 
 

共著 平成 19年 6月 EM-NANO 
2007 

Y. Iida, Y. Kanno  

Advanced 
ceramics 
synthesis 
produced by 
Inductive couple 
plasma with 
inside RF antena 
 

共著 平成 19年 6月 EM-NANO 
2007 

K. Nakagaki, T. 
Yamauchi, Y. Kanno 

 

Diamond 
synthesis in 
microgravity 
enviroment with 
sounding rocket 

共著 平成 19年 6月 Eourpem. Low 
Gravity Research 
Association 

T. Hirai, Y. Takagi, Y. 
Kanno, et al 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

"S-520-24" 
 

[解説、総説] 

先進医用工学への
アプローチ 
 

単著 平成 19年 化学工業 57,309   

耐熱性被覆電磁波
遮蔽能熱電対の開
発 

単著 平成 19年 6月 谷川熱技術振興
基金 24 

  

マクロ/ナノ構造
共役複合セラミッ
クス体の創成と環
境浄化への応用 
 

共著 平成 19年 9月 H17年度 
彩の国コンソー
シアム研究推進
事業、報告書 
 

  

「時代を拓く」水
晶産業のルネッサ
ンス 
 

単著 平成 20年 水晶デバイス 
29, No.1 

  

Ⅲ 実務に関する活動 

平成２１年６月～ 
 
株式会社テークスグループ 監査役 
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Ⅳ 学会等および社会における主な活動 

平成18年9月 1. イノベーションジャパン2006招待講演・ブース展示 

平成18年10月 2. （財）交流協会の招きにで日台科学技術交流により国立台湾大学・国立精華大

学・国立台北科技大学で講演 

平成18年10月 3. IEEE SMC2006台湾大会企画委員 

平成16年5月 4. 第3回国際バイオEXPO(東京ビッグサイト開催)招待講演・ブース展示 

平成17年4月 5. 2005国際セラミックス総合展(東京ビッグサイト開催)招待講演・ブース展示 

平成17年5月 6. 第4回国際バイオEXPO(東京ビックサイト)招待講演・ブース展示 

平成17年9月 7. イノベーションジャパン2005;大学発ベンチャーIPO実践ワークショッパ招待講

演・野村證券サポートテーマに採択される 

平成18年9月 8. イノベーションジャパン2006招待講演・ブース展示 

平成18年10月 9. （財）交流協会の招きにで日台科学技術交流により国立台湾大学・国立精華大

学・国立台北科技大学で講演 

平成11年～ 

平成19年 

10. 日本機械学会山梨講演会オーガナイザー兼企画委員 

平成20年4月～ 11. 社）日本工業技術振興協会・顧問 

平成20年4月～ 12. 都留市産業振興委員会委員、桂川・相模川流域協議会委員、相模湖地域

エコマネー推進協議会、よこはま水と森の会委員。（横浜市の水源のた

めの森の保全活動） 

平成20年9月 13. 台湾-日本科学技術交流セミナー・シンポジウム主催、首都大学東京サ

テライトキャンパスにて開催（秋葉原） 

平成20年9月 14. イノベーション Japan講演・ブース展示（東京国際フォーラム） 

平成20年9月 15. フランス・レンヌ大学、ナント大学にて講演 

平成21年1月 16. JUNBA2009 テクノロジーフェア講演・ブース展示（サンフランシスコ） 

平成21年9月 17. イノベーション Japan講演・ブース展示（東京国際フォーラム） 

平成22年11月 18. 台湾-日本科学技術交流セミナー・シンポジウム主催、台北科学技術大

学との共同開催(in Taipei)。同時に台北科技大・台湾大学において招

待講演“第二回日台医工学先進材料とデバイス” 

平成 22年 11月 19. 日台医療産業科技交流委員会委員（台湾からの要請） 
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所属 創造技術専攻 職名 教授 氏名 國澤好衛 

常勤・非常勤 常勤 実務家教員 ○ 教員種別 専任 

Ⅰ 教育活動 

教育実践上の主な業績 概          要 

１ 教育内容・方法の工夫
（授業評価等を含む） 

・ 首都大学東京システムデザイン学部インダストリアルアートコースの
立ち上げに際し、コース科目の設計を行うとともに、新設担当科目の
詳細内容を策定した。  

・ 本専攻の立ち上げに伴いデザイン系科目の設計を行うとともに、新規
担当講義科目となる「価値デザイン特論」「デザインシステム計画特
論」の講義内容の詳細を策定した。 

・ さらに、新規担当演習科目である「インダストリアル・デザイン特別
演習 1」「インダストリアル・デザイン特別演習 3」について演習内容
の詳細を策定した。 

・ 一方、PBLについてはフィールド実践型プロジェクトとして板橋区など
と連携したプログラムを開発した。 

２ 作成した教科書、教材、
参考書 

・ 前項の教育内容について講義内容と関連資料を教材化した。 
・ 担当講義科目での関連教科書として、クラウスクリッペンドルフ著の

「The Semantic Turn」（意味論的転回）を共訳し、新たなデザイン教
育教材として出版した。 

３ 教育方法・教育実践に
関する発表、講演等 

・ 東京都の東京版スキルスタンダード運営委員会において、産業デザイ
ン分野のスキルスタンダードの策定を行うとともに、スキルアップに
つながる教育プログラムを体系化した。 

・ 文部科学省の平成 22年度研究拠点形成費等補助金（産学連携による実
践型人材育成事業）による「産業デザイン分野における産学が一体と
なった実践型人材育成プログラムの開発」として、ものづくりにおけ
る革新的な価値創造に重要な役割を担う産業デザイン分野の中堅技術
者の能力向上のために、平成 22年 6月に前述の東京版スキルスタンダ
ード運営委員会において策定したスキル基準に基づき、産業界（企業
のデザイン部門）、職能団体（日本インダストリアルデザイナー協会）、
学会（日本デザイン学会）、教育機関の連携により、階層的な教育プ
ログラムを開発・試行し、個々の教育プログラムに関する「登録・評
価・認証によるスキル基準との関連付けを行う枠組み（保証システム）」
を整備した。さらに、その結果を事業報告としてまとめた。 

４ 実務教育に関する特記
事項 

・ 東京都産業労働局商工部のデザイン支援事業の一つとして、若手デザ
イナーのキャリア開発プログラム「スーパーデザイナー養成講座」を
主催、デザインコンサルティングに必要な知識・スキル習得のための
カリキュラムの開発、指導、運営などを行う。また、このプログラム
は、現在「デザインツールズ」として継続しており、そのプログラム
開発とコーディネートを担当している。 

・ 経営者を対象にしたデザイン啓発・活用支援事業として、（公財）日
本デザイン振興会等と連携し、板橋区主催の「いたばし経営デザイン
セミナー」をスタートさせ、同区内の中小企業経営者のデザイン意識
の改革にも取り組む。 

・ 港区デザイン資源活用プロジェクトを発足し、同区豊富なデザイン資
源を活用した地域振興、産業振興、商店街活性化、まちづくりなどを
推進しているが、その中で様々な層を対象にデザイン啓発・活用セミ
ナーを実施している。 

５ 担当授業科目の授業担
当者としての適性 

・ 30年近くに及ぶ総合電気製造企業でのデザイン開発、新規事業開発、
システム開発、マーケティングなどの職歴があり、実践的な教育を実
施するポテンシャルを有する。 

・ また、複数の大学、大学院で 20年に及ぶ非常勤講師としての経験を有
し、デザインに関する教育を実践している。 
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教育実践上の主な業績 概          要 

６ その他教育活動上特記
すべき事項 

・ G マーク審査委員、日本デザイン学会理事・事務局長、日本インダス
トリアルデザイナー協会理事などのデザイン関係機関などでの活動歴
を有する。 

Ⅱ 研究活動 

著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

論文 

中小企業向け貸し
出し用“展示キッ
ト”の開発 

共著 2010年 12月 産業技術大学院
大学紀要、第 4号 

安藤昌也、長谷川 聡 109頁〜
114頁 

都市型中小企業の
ためのデザイン力
を活用した新たな
モノづくりモデル
の開発 

単著 2010年 9月 産業立地、2010
年 9月号 

 13頁〜
19頁 

デザイナーの継続
教育のためのプロ
グラム開発と実践 

単著 2010年 3月 産業技術大学院
大学紀要、第 3号 

 19頁〜
27頁 

地域デザイン資源
を活用したデザイ
ンマネージメント
の取り組み 

共著 2010年 1月 日本デザイン学
会、デザイン学研
究特集号、第 17
巻 1号 

安藤昌也 34頁〜
39頁 

著書・翻訳 

意味論的転回 共訳 2009年 4月 エスアイビーア
クセス 

原著：クラウスクリッペ
ンドルフ、翻訳：小林昭
世他 

237頁〜
310頁 

私の選んだ一品…
牛の巻 

共著 2009年 2月 阪急コミュニケ
ーションズ 

日本産業デザイン振興
会他 

152頁〜
155頁 

私の選んだ一品…
鼠の巻 

共著 2008年 1月 阪急コミュニケ
ーションズ 

日本産業デザイン振興
会他 

60頁〜
63頁 

私の選んだ一品…
猪の巻 

共著 2007年 3月 阪急コミュニケ
ーションズ 

日本産業デザイン振興
会他 

76頁〜
79頁 

Ⅲ 実務に関する活動 

昭和 52年 4月～ 
平成 17年 12月 

株式会社 東芝 勤務 

Ⅳ 学会等および社会における主な活動 

昭和 57年 4月～
昭和 58年 3月 

（財）日本産業デザイン振興会 
デザイン評価基準委員会委員 

昭和 59年 10月
～ 

日本デザイン学会 会員 

平成 2年 4月～ 千葉大学工学部非常勤講師 

平成 5年 4月～
平成 9年 3月 

（財）かながわ学術研究交流財団 
日米独研究交流会議委員 

平成 8年 4月～ 日本インダストリアルデザイナー協会会員 

平成 12年 4月～ 長岡造形大学非常勤講師 

平成 12年 5月～
平成 13年 2月 

（独）日本貿易振興機構 アジア経済研究所 
京浜臨海部とアジアとのネットワーク形成に向けた調査研究会委員 

平成 16年 4月～ 千葉大学大学院非常勤講師 

平成 18年 4月～ G マーク審査委員 

平成 18年 4月～ 日本デザイン学会理事・事務局長 
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平成 21年 4月～ 東京都地域連携型モデル商店街事業審査会委員 

平成 20年 4月～ 東京都スキルスタンダード運営委員会委員 

平成 21年 4月～ 港区デザイン資源活用プロジェクト座長 

平成 22年 4月～ 香川大学大学院地域マネージメント研究科非常勤講師 

平成 23年 6月～ 日本インダストリアルデザイナー協会理事 
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所属 創造技術専攻 職名 教授 氏名 小山 登 

常勤・非常勤 常勤 実務家教員 ○ 教員種別 専任 

Ⅰ 教育活動 

教育実践上の主な業績 概          要 

１ 教育内容・方法の工夫
（授業評価等を含む） 

・ケーススタディとして、企業の実例を豊富に取り入れた授業内容実施。 
・プレゼンテーションでは、企業の第 1線のマネジャーなどに評価やコメ

ントを受けることで、実践に即した評価としている。 
 

２ 作成した教科書、教材、
参考書 

・コミュニケーションデザインの重要な要素となるユニバーサルデザイン
に関する実践的教科書として使用できる著書「人間工学とユニバーサル
デザイン」を執筆。 

・国際ユニヴァーサルデザイン協議会主催の京都国際会議での有識者イン
タビューを国際委員会委員長として小冊子にまとめたものを、授業の参
考書として活用している。 

 

３ 教育方法・教育実践に
関する発表、講演等 

・デザインマネジメントに関する実践と研究成果を、ジャーナル論文 3件、
国際学会 10件、国内学会 5件、紀要 3件で発表実績あり。 

・コミュニケーションデザイン（ユニバーサルデザイン）に関する研究成
果を、国際学会 2件、国内学会 2件で発表実績あり。 

 

４ 実務教育に関する特記
事項 

・当学オープンインスティチュート(OPI)のマンスリーフォーラムとして
デザインミニ塾（企業のデザイナーや企画開発者並びに個人デザイナー
などデザイン界で活躍する方々を講師として招聘し講演を実施）を毎月
実施して、広く一般社会に貢献すると共に、企業やデザイン関連の最新
情報を収集し実務教育に生かしている。（すでに 28回を数える） 

・トヨタ発明考案奨励金優秀者表彰（2件） 
・国内意匠登録（4件） 
・米国意匠登録（4件）帰国時法人へ譲渡 
 

５ 担当授業科目の授業担
当者としての適性 

製造業の代表である自動車企業で工業デザインの実務及びマネジメント
経験と博物館での展示などを中心としたコミュニケーションデザインの
経験豊富。また、複数の国立大学でのデザインに関する授業や研究実績が
あり担当教員として適性がある。 
 

６ その他教育活動上特記
すべき事項 

・トヨタ（社内）発明考案奨励金優秀者表彰（社長名表彰：２件） 
・グッドデザイン賞のユニバーサルデザイン賞受賞 （平成 15年 10月） 
（ラウムのデザイン開発プロモーション） 
・グッドデザイン賞のグッドデザイン大賞受賞  （平成 15年 10月） 
（プリウスのデザイン開発のＵＤ機能プロモーション） 
・日経ものづくり大賞受賞 （平成 15年 12月） 
（トヨタ新デザイン本館の基本デザイン設計） 
・International Symposium for Emotion and Sensibility(ISES)2008に

て Korean Society for Emotion &Sensibilityより The Best Oral 
Presentation of International Symposium for Emotion and 
Sensibility 受賞 （平成 20年 9月） 
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Ⅱ 研究活動 

著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

論文 

DIFFERENCES OF 
DESIGN DECISION 
ON PRODUCT DESIGN 
DEVELOPMENT 
THROUGH  
COMPARATIVE 
RESEARCH ON 
JAPANESE, 
EUROPEAN AND 
AMERICAN 
AUTOMOBILE 
INDUSTRIES 

共著 平成 21年 3月 日本感性工学会
誌「感性工学」（英
文誌）Journal of 
Kansei 
Engineering 
International 
Vol8 NO2, Japan 
Society of 
Kansei 
Engineering 

Noboru KOYAMA, Mikio 
YAMASHITA, Mikio 
FUJITO, Keiichiro 
KAWARABAYASHI, 
Yasufumi MORINAGA, 
Yoji KITANI 

169頁～
174頁 

製品デザイン開発
における日欧米自
動車メーカーのデ
ザイン決定構造の
相違点研究 

単著 平成 21年 9月 カースタイリグ 
192（三栄書房） 

 78頁～ 
84頁 

自動車のデザイン
開発における意志
決定とユーザー参
加についての一考
察 

単著 平成 22年 1月 日本デザイン学
会誌デザイン学
研究特集号 2010 
Vol.17-1 No.65 

 14頁～ 
21頁 

その他 

国際人流 
特集: 
インターンシップ 

単著 平成 16年 財団法人入管協
会 

 2頁～ 
6頁 

Challenge for 
Universal Design 
in Vehicle 
Development 

共著 平成 16年 12
月 
 

Designing for 
the 21st Century 
Ⅲ, Adaptive 
Environments(AE) 

Noboru Koyama, Kenji 
Misugi, Hitoshi 
Kanamori, Bunji Atsumi 

全 10頁 

世界の UDの動向 
 
 

単著 平成 17年 4月 国際ユニヴァー
サル協議会年度
成果報告書 

 全 37頁 
(PPT) 

Toyota’s  
Program for 
Universal Design 
in Vehicle 
Development 

共著 平成 17年 4月 Include 2005, 
International 
Conference on 
Inclusive Design 

Noboru Koyama, Kenji 
Misugi, Hitoshi 
Kanamori, Bunji Atsumi 

40頁 
(全 12
頁) 

The Design Needs 
to Consider the 
Silhouette 
 
 

共著 平成 17年 11
月 

2005idc, 
International 
Association of 
Societies of 
Design Research 

Mikio Fujito, Noboru 
Koyama, Yoji Kitani, 
Katsuhiko Kushi 

CD F1-5 

製品デザイン開発 
における日欧米自
動車メーカーの 
比較研究(1) - デ
ザイン決定構造の
特徴的相違点 

共著 平成 18年 9月 
 

第8回日本感性工
学会予稿集 2006 
Proceedings of 
The 8th Annual 
Conference of 
JSKE 2006 

小山登、藤戸幹雄、河原
林桂一郎、山下幹生、木
谷庸二、森永泰史 

210頁 



 

- 36 - 
 

著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

製品デザイン開発 
における日欧米自
動車メーカーの 
比較研究(2) – デ
ザインの意思決定
と方法及び開発期
間と企業業績との
相関における地域
差研究 

共著 平成 18年 9月 
 

第8回日本感性工
学会予稿集 2006 
Proceedings of 
The 8th Annual 
Conference of 
JSKE 2006 

藤戸幹雄、小山登、木谷
庸二、山下幹生、河原林
桂一郎、森永泰史 

211頁 

製品デザイン開発 
における日欧電機
メーカーの比較研
究(1) – 歴史的、
現代的視点から見
た特徴的相違点 

共著 平成 18年 9月 
 

第8回日本感性工
学会予稿集 2006 
Proceedings of 
The 8th Annual 
Conference of 
JSKE 2006 

山下幹生、河原林桂一
郎、木谷庸二、藤戸幹雄、
小山登、森永泰史 
 

186頁 

製品デザイン開発 
における日欧電機
メーカーの比較研
究(2) – 商品開発
におけるデザイン
組織の関わり方 

共著 平成 18年 9月 
 

第8回日本感性工
学会予稿集 2006 
Proceedings of 
The 8th Annual 
Conference of 
JSKE 2006 

木谷庸二、山下幹生、河
原林桂一郎、小山登、櫛
勝彦、藤戸幹雄、 

187頁 

製品デザイン開発 
における日欧電機
メーカーの比較研
究(3) – 商品開発
におけるデザイン
決定構造 

共著 平成 18年 9月 
 

第8回日本感性工
学会予稿集 2006 
Proceedings of 
The 8th Annual 
Conference of 
JSKE 2006 

河原林桂一郎、山下幹
生、藤戸幹雄、木谷庸二、
小山登、 

188頁 

「くらし」と「す 
まい」の両方を体 
感できるアトリス 
パークを活用した
ユニバーサルデザ
イン研究 

共著 平成 18年 10
月 
 

第２回国際ユニ
ヴァーサルデザ
イン会議 2006 in 
京都論文集 

伊奈史朗、小山登、東真
澄 

249頁～
258頁 

国際ユニヴァーサ    
ルデザイン協議会 
(IAUD)の京都国際
ＵＤ会議での有識
者ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ小冊子 
海外有識者に聞く 

共著 平成 18年 10
月 
 

国際ＵＤ会議 in 
京都 2006 

小山登、東松道明、山下
和幸、富岡慶 

1頁～ 
49頁 

Comparative 
Research on 
Japanese, 
European and 
American 
Automobile 
Industries 
in Product Design 
Development 

共著 平成 19年 11
月 

Proceedings of 
International 
Association of 
Societies of 
Design 
Research (IASDR 
2007) 

Mikio Fujito, Noboru 
Koyama, Yoji Kitani, 
Katsuhiko Kushi, 
Yasufumi Morinaga, 
Mikio Yamashita, and 
Keiichiro 
Kawarabayashi 

 

Enlargement of 
the Design Domain 
and Front- 
Loading of Design 

共著 平成 19年 11
月 

Proceedings of 
International  
Association of 
Societies of 

Keiichiro 
Kawarabayashi, Mikio 
Yamashita, Mikio 
Fujito, Youji Kitani, 
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Decision-Making  
In a Design 
Development 
Process 

Design Research 
(IASDR 2007) 

Noboru Koyama 

Basic research on 
transition of 
design domain and 
design role   
in Japanese 
electric 
industry -By the 
use of "Design 
domain map 

共著 平成 19年 11
月 

Proceedings of 
International 
Association of 
Societies of 
Design 
Research (IASDR 
2007) 

Yoji Kitani, Keiichiro 
Kawarabayashi, Mikio 
Yamashita , Noboru 
Koyama, Katsuhiko, 
Kushi, Mikio Fujito 

 

人間工学とユニバ

ーサルデザイン 
 
 

共著 平成 20年 日本工業出版 星川安之、高橋秀郎、森
田晴良、西村博史、加藤
勝利、森一郎、有賀めぐ
み、太田知見、田辺修一、
藤田清臣、小山登、西原
主計、山下和幸、高橋宏
明、阿部浩之、他 

145頁～ 
168頁 

Differences of 
Design Decision 
on Product Design 
Development 
through 
Comparative 
Research on 
Japanese, 
European and 
American 
Automotive 
Industries 

共著 平成 20年 10
月 

Proceedings of 
International 
Symposium for 
Emotion and 
Sensibility 2008 
(ISES 2008) 

Noboru Koyama, Mikio 
Yamashita, Mikio 
Fujito, Youji Kitani 

144頁～ 
148頁 

Summary of 
International 
Comparative 
Research on 
Decision-Making 
in the Design  
Development 
Processes 

共著 平成 20年 12
月 

産業技術大学院
大学紀要 第 2号 

Noboru Koyama, Mikio 
Yamashita, Mikio 
Fujito, Keiichiro 
Kawarabayashi, 
Yasufumi Morinaga, 
Yoji Kitani 

123頁～ 
129頁 

Study on Design 
Platform Using 
Collective 
Intelligence 
 
 

共著 平成 20年 9月 Proceedings of 
International 
Conference of 
Kansei 
Engineering and 
Emotion Research 
(KEER2009) 

Keiichiro 
KAWARABAYASHI, Mikio 
YAMASHITA, Mikio 
FUJITO, Kazuko 
SAKAMOTO, Yoji KITANI, 
Noboru KOYAMA 

 

Research on Panel 
Evaluation 
Methodology in 
Product Design 

共著 平成 21年 10
月 

Proceedings of 
International   
Association of 
Societies of 

Noboru Koyama, Mikio 
Yamashita, Keiichiro 
Kawarabayashi 
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Development– Key 
Differences 
among U.S.,  
European and 
Japanese 
Automakers 

Design Research 
(IASDR 2009) 

A Case Study of 
Service Design- 
Areas in which 
industrial 
design became 
involved in LEXUS 
Vehicle 
Development 

共著 平成 21年 10
月 

Proceedings of 
International 
Association of 
Societies of 
Design Research   
(IASDR 2009) 

Noboru Koyama, 
Keiichiro 
Kawarabayashi, Mikio 
Yamashita 

 

Study of Service 
Design in LEXUS 
Vehicle 
Development 

共著 平成 22年 3月 産業技術大学院
大学紀要 第 3号 

Noboru Koyama, Mikio 
Yamashita, Keiichiro 
Kawarabayashi 

29頁～ 
34頁 

製品の機能創出に
関する一考察 

共著 平成 22年 3月 産業技術大学院
大学紀要 第 3号 

吉田敏、小山登 43頁～ 
49頁 

人工物設計におけ

る価値創造に関す

る一考察 

共著 平成 22年 12
月 

産業技術大学院
大学紀要 第 4号 

吉田敏、小山登、 
チョ ユリム、元帥 

73頁～ 
78頁 

Study on User 
Involvement in 
Hardware, 
Software, and 
Service-Integrat
ed-Type Design 
Development 

共著 平成 22年 Proceedings of 
International 
Conference of 
Kansei 
Engineering and 
Emotion Research 
(KEER 2010) 

Keiichiro 
KAWARABAYASHI, Mikio 
YAMASHITA, Mikio 
FUJITO, Kazuko 
SAKAMOTO, Yoji KITANI, 
Noboru KOYAMA, 
Yasufumi MORINAGA 

2394頁
～ 
2404頁 

A Comparison 
Study on the Use 
of Review Panel 
Evaluations for 
Decision-Making 
in Vehicle Design 
by Japanese, 
European And U.S. 
Automakers 

共著 平成 22年 3月 Proceedings of 
International 
Conference of 
Kansei 
Engineering and 
Emotion Research 
(KEER 2010) 

Noboru KOYAMA, Mikio 
YAMASHITA, Keiichiro 
KAWARABAYASHI, 
Satoshi YOSHIDA, Mikio 
FUJITO, Yasufumi 
MORINAGA, Junfu CHEN 

1798頁 
～ 
1809頁 

A Hypothesis to 
Establish 
Platforms For 
Design 
Management  
Focused on 
Designing 
User-Experiences 

 平成 22年 3月 Proceedings of 
International 
Conference of 
Kansei 
Engineering and 
Emotion Research
（KEER 2010） 

Mikio YAMASHITA, 
Noboru KOYAMA, 
Keiichiro 
KAWARABAYASHI, Mikio 
FUJITO, Kazuko 
SAKAMOTO, Yoji KITANI, 
Yasufumi MORINAGA 

1172頁
～ 
1180頁 

デザインマーカー 
コピックの市場開
拓と色選定 
 

共著 平成 23年 6月 デザイン学研究
2011、第 58回研
究発表大会概要
集 

橋田規子、小山登 122頁～ 
123頁 
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A Case Study of 
User Involvement 
in Evaluation of 
Deliverables in 
the Stages of 
Design 
Development 

共著 平成 24年 1月 産業技術大学院
大学紀要 第 5号 

Noboru Koyama, Mikio 
Yamashita, Satoshi 
Yoshida 

未定 

不確定性から見る
発生機能に関する
考察 

共著 平成 24年 1月 産業技術大学院
大学紀要 第 5号 

吉田敏、小山登 未定 

 
Ⅲ 実務に関する活動 

昭和 48年 4月～ 
平成 18年 12月 

 
トヨタ自動車（株）デザイン部門勤務 
 

 
昭和 56年 8月～ 
昭和 58年 8月 
 

海外業務留学（米国ニューヨーク州 Pratt Institute 大学院）並びに米国東部
の市場及びデザイン関連調査実施 

 
平成 6 年 1月～ 
平成 11年 3月 
 

海外出向（米国現地法人 Calty Design Research Inc.にてスタジオコーディネ
ーター並びに財務役、人事・総務部長） 

平成 19年 1月～ 
平成 20年 3月 

 
トヨタ自動車（株）社会貢献推進部勤務 
（トヨタテクノミュージアム産業技術記念館 副館長） 
 

 
Ⅳ 学会等および社会における主な活動 

平成  6年 1月～ 
平成 11年 3月 

Industrial Design Society of America (IDSA) 会員 

平成 14年 1月～ 
平成 14年 5月 

日本産業デザイン振興会のグッドデザイン賞（Gマーク）検討委員会  委員 

平成 15年 9月 名古屋市立大学で教職員及び学生に対し公開授業実施 

平成 15年 10月 Gマーク公開デザインイニシアチブでプレゼンテーション実施 

平成 15年 4月～ 
平成 19年 3月 

国際デザイン交流協会アジア太平洋交流委員会 委員 

平成 15年 9月～ 
平成 16年 3月 

国際ユニヴァーサルデザイン協議会（ＩＡＵＤ）設立準備 委員 

平成 15年 12月～ 
平成 19年 3月 

国際ユニヴァーサルデザイン協議会（ＩＡＵＤ） 国際委員会 委員長 

平成 16年 7月 オフィスビル総合研究所「和魂洋才のオフィス研究会」で講演 

平成 16年 9月 富士通デザイン部門で「トヨタデザインのブランド戦略と組織」講演 

平成 16年 9月 UDシンポジウム熊本市にてトヨタ UD戦略「対話によるデザイン開発」講演 

平成 16年 12月 UD国際会議（於：ブラジル）に IAUD会議参加ツアー 団長 

平成 16年 4月～ 
平成 17年 3月 

国際デザイン交流協会海外デザインマネジメント研究会 専門委員 

平成 17年 3月 国際ユニヴァーサルデザイン協議会 成果報告 

平成 17年 4月～ 京都工芸繊維大学 非常勤講師 
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平成 17年 9月 日本包装技術協会主催 JPI包装人材育成コース講師 

平成 17年 10月～ 日本デザイン学会 会員 （平成 24年 1月より評議員） 

平成 18年 4月～ 
平成 20年 3月 

千葉大学 非常勤講師 

平成 18年 4月～ 
平成 23年 3月 

京都工芸繊維大学 特任教授 

平成 18年 7月～ 日本感性工学会 会員 

平成 19年 3月～ 国際ユニヴァーサルデザイン協議会（ＩＡＵＤ） 会員 

平成 19年 5月 日本デザイン学会春季大会 実行委員 

平成 19年 6月～ 
平成 20年 6月 

静岡文化芸術大学 非常勤講師 

平成 19年 7月～ 
平成 20年 7月 

神奈川工科大学 非常勤講師 

平成 19年 7月 Samsung Art & Design Institute 特別講師 

平成 20年 9月 
国際学会 International Symposium for Emotion and Sensibility(ISES)2008 
に於いて Keynote Speech 

平成 21年 9月～ 
平成 22年 3月 

KEER2010国際学会プログラム委員 

平成 22年 6月 法政大学 特別講師 

平成 23年 12月～ IASDR2013 実行委員 
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所属 創造技術専攻 職名 教授 氏名 橋本洋志 

常勤・非常勤 常勤 実務家教員  教員種別 専任 

Ⅰ 教育活動 

教育実践上の主な業績 概          要 

１ 教育内容・方法の工夫
（授業評価等を含む） 

・ITベース授業法（平成 11年 4月～現在） 
毎回の授業内容（担当授業全て）を電子コンテンツ（Web、PDF、動画）

として作成し公開して、予習・復習の円滑化を図っている。また利用可能
なフリーソフトウェアをインストールさせて体験的学習演習が行えるよ
うに工夫している。 
 
・インタラクティブ授業法（平成 20年 4月〜現在） 
教員と学生との間でインタラクティブ型授業を実践するため、授業コン

テンツを予め提供して、予習を要求し、質問事項を用意させる。ただし、
授業コンテンツには仮定と設定条件をいくつか満足した上での成果が述
べられている。教員は学生からの質問を授業中に受けて、仮定が現実的に
満足できるのか？ 満足できなかったら成果はどのように変化するの
か？ という仮説検証法を通して、インタラクティブな議論を行う。これ
により、当該科目に合った形で、学生は深い理解を得るための思考過程を
修得することができる。 
 
・PBL 教育法（平成 20 年 4 月〜現在） 
本学の特色である PBL 教育に関して、創造技術にアレンジした教育法

を開発した。１番目は、獲得すべき能力の項目を５つ（発想力、表現力、
設計力、開発力、分析力）に集約した。さらに、これらを定量かつ客観的
に評価が可能となるような、相互評価型スコアシートを発案して、本専攻
の PBL 評価の定量化の試みを実践している。2 番目は、PBL 成果の通年
での発表形式と実行手順を策定した。創造技術がカバーする分野はデザイ
ン系、建築系、いくつかの技術系と幅広く、各分野を考慮した形で、各分
野で学んでいる学生の成果を最大限発揮できるようにして発表形態の統
一性を図った。3 番目は、この発表の善し悪しが客観的に評価できるよう、
学内教員による評価のみならず、学生、および外部者による評価が定量的
かつ総合的に行われるような工夫を行なった。 

２ 作成した教科書、教材、
参考書 

・工学実験指導テキスト 
 東京工科大学学部生用工学実験指導書をワープロにより編集し、製本し
て学生が予習復習しやすくしたものである。 
 
・図解コンピュータ概論（ハードウェア） 
大学１、２生を主に対象として、コンピュータのハードウェアに関する

教科書である。 
 
・図解コンピュータ概論（ソフトウェア・通信ネットワーク） 
大学１、２生を主に対象として、コンピュータのソフトウェア・通信ネ

ットワーク、情報倫理、セキュリティ、情報リテラシー、情報生産システ
ムに関する教科書である。 
 
・プログラミングの力を生み出す本 
大学１、２生を主に対象として、C言語とアセンブリ言語を通して、プ

ログラミングの力を養成することを目的とした書である。 
 
 
・東京工科大学サーバー http://www.teu.ac.jp/kougi/hasimoto/ 

東京工科大学のサーバに構築したもので、電子系技術者を目指す初学者
に役立つコンテンツ、自学習用電子演習等を掲載した Webページ 
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教育実践上の主な業績 概          要 

 
・電気回路教本 
大学１、２生を主に対象として、電気回路の基礎を述べ、自学習を支援

する演習問題を豊富に提供している。 
 
・バイオニクス学部実験Ⅲ、Ⅳ指導テキスト 
東京工科大学学部 3年生実験指導用、実験Ⅲ（4週）はモータの速度制

御システムを通して、モータ原理、制御系の設計法、データ分析法などを
学ばせる。3年次は画像計測を用いた 3次元空間内の移動物体位置計測法
の原理、計測スキル、データ分析法を学ばせる。実験Ⅳ（12週）は、目
的指向型実験であり、学部の間に高度なスキルを長時間かけて習得させる
ことを目的としており、担当テーマは筋電位と身体動作の関連性の分析で
ある。 
 
・AIBO開発学習コンテンツ 
ロボット AIBOの動作を学べる学習コンテンツ。AIBOを用いて、その原

理、開発手順、スキルとノウハウ、そして競技の仕方を集約したもので、
電子テキストとして作成した。このテキストを基に学習した学部 1，2年
生は、AIBO OPEN-R TECHNO FORUM 2004で、エンタテインメント部門１位、
PK戦 2位、レース 3位と好成績を収めた。さらに、この成果を 2004年 5
月、OPEN－R SIG（SONY社主催、RoboCup 大阪インテック）にて一般聴衆
者に対して示すことができた。 
 
・授業用 Web教材 
産業技術大学院大学の大学院授業として三つの授業科目（シミュレーシ
ョン特論、システムインテグレーション特論、サービス工学特論）の授業
用教材の提供、および、授業で用いる各種ソフトウェアのインストール、
使用法、例題を提供している。 
 

３ 教育方法・教育実践に
関する発表、講演等 

 遠隔教育に関するアンケート調査結果、新、橋本、島田、和田、斉藤、
日本ディスタンスラーニング学会会誌、vol.1、 pp.55-58、1999 

 第 2回遠隔教育に関するアンケート調査結果、 島田、若林、橋本、
新、 日本ディスタンスラーニング学会会誌、 Vol.2、 pp.47-52、 2000  

 オンライン教育および学習への支援～セントラルフロリダ大学は創
造的な養成プログラムにより時代を先取りした教員を維持する～
（Support for Online Teaching and Learning～The U. of Central 
Florida keeps faculty ahead of the curve with a creative 
development program～）、常盤、橋本、日本ディスタンスラーニン
グ学会誌（査読付き翻訳）、Vol.3、pp.63-69、2002 

 遠隔教育の大学院課程で必要となる技術的スキル（Technical Skills 
Required in Distance Education Graduate Courses）、 常盤、橋本、
宮崎、 日本ディスタンスラーニング学会誌（査読付き翻訳）、Vol.4、
pp.50-56、2003 

 米国遠隔教育の現状、宮崎・常盤・橋本、平成 15年電気学会産業応
用部門大会講演論文集、2003 

 大学における Linuxを用いた教育事例、三田、小林、朝生、橋本、大
山、日本 e-Learning学会学術講演会、2005 

 在宅教育のための遠隔学習支援システムの開発例、大山、海野、小林、
余、橋本、計測自動制御学会システムインテグレーション部門講演会、
2005 

 ものづくり経営人材育成講座講義録、 橋本、他、東京都産業労働局
と産業技術大学院大学との連携講座、2009 

 Effective training professional engineer based on PBL in AIIT、 
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教育実践上の主な業績 概          要 

H.Hashimoto、 M.Ando、 T.Murao、 K.Otsubo、 H.Murakoshi、 S.Kawata 
and S.Ishijima、 8th IFAC Symposium on Advances in Control 
Education (ACE2009)、 CD-ROM、 2009 

 教育の質を保証するための効果的な FDの取組、川田、橋本、他、専
門職大学院大学等における高度専門職業人養成教育推進プログラム、
文部科学省、2009 

 次世代産業システムを支える技術者に求められる資質、橋本洋志、電
気学会産業応用部門大会講演論文集、2011 

 

４ 実務教育に関する特記
事項 

 ものづくり経営人材育成講座（東京都産業労働局と産業技術大学院大
学との連携講座）を 2回（１回あたり５～12講座）を実施し、技術、
MOT,経営などの幅広い分野の講義を設け、ものづくり系企業の経営ク
ラスの人材の実務養成を図った。 

 ものづくり担い手育成事業（全国中小企業団体中央会補助事業）を 3
回（1回あたり 3講座、１講座あたり 10～15コマ）を実施し、もの
づくり系企業で働く人や、その分野に就職を希望する人たちの CAD、
ITスキルの養成を図った。 

 都立産業技術研究センタ一般公開で 3回、中小企業サミット（大田区
主催、H23）において、日本らしいものづくり系人材に必要な素養と
その学び方について講演した。 

５ 担当授業科目の授業担
当者としての適性 

 シミュレーション特論： 専門分野のロボット技術、システム制御論
などのモデル化法、人間とシステムの融合における人間活動や社会変
動のモデリングなどに関して常に学術的活動を行っており、この知見
を授業にフィードバックしていて、当該授業の質を高く維持してい
る。 

 システムインテグレーション特論：学会での技術委員長や各種委員活
動を通して、先端のロボットや社会システムにおけるシステムインテ
グレーション内容を調査研究しており、この知見を授業に反映させ
て、当該授業の質を高く維持している。 

 サービス工学特論：国別のサービスの違い、ホテルにおけるサービス
の在り方など、幅広い分野でのサービス実態調査【JST RISTEX報告
書】では、9大学の連携を得て実施し、その膨大な知見を授業に反映
して、当該授業の質を高く維持している。さらに、専門分野である人
工物と相互作用のある人間の心理特性の計測・推定からサービス価値
満足度を評価するという最新評価法についても授業に反映させてい
る。 

 

６ その他教育活動上特記
すべき事項 

 博士論文審査実績： 東京工科大学２件（副査）、東京都立科学技術
大学１件（副査） 

 （独）日本学術振興会、科学研究費補助金優秀審査賞、2009 
 電気学会上級会員、2005 
 日本 e-Learning学会学術講演会奨励、2007 
 計測自動制御学会論文賞、2008 
 国際学会 Best Paper Awards、 4件 
 国内学会優秀講演発表賞、2件 
 開発した AIBO用教育コンテンツを基に学習した学部 1、2年生チーム

が、AIBO OPEN-R TECHNO FORUM 2004で、エンタテインメント部門１
位、PK戦 2位、レース 3位と好成績を収めた。 

 学生の学会発表デビューを大いに進めている。 
 産学連携（特に地元企業）、または地域活動団体との連携を図った学

生主体の PBL活動を大いに進めている。 
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Ⅱ 研究活動 

著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

論文 

Scilabで学ぶシ
ステム制御の基礎 
 

共著 2007年 4月 オーム社 橋本洋志、石井千春、大
山恭弘、小林裕之 

1～8章
担当 

ロボット工学（セ
ンシング） 
 

共著 2007年 6月 オーム社 大山恭弘、 1、2、5、
8章担当 

手のハプティック
インタフェースに
よる周辺障害物認
識システムを用い
た歩行器 

共著 2007年 計測自動制御学
会論文集、 
vol.43、 no.3 

橋本洋志、松永俊雄、
佐々木智典、石井千春、
新妻実保子、橋本秀紀 

pp.1-9 

Spatial Memory as 
an Aid System for 
Human Activity in 
Intelligent 
Space 

共著 2007年 IEEE Transaction 
on Industrial 
Electronics、 
vo.54、 No.2 

Mihoko Niitsuma、 
Hiroshi Hashimoto and 
Hideki Hashimoto 

pp.1132
-1140 

3D measurement 
sensor system for 
rough terrain 
mobile robots 

共著 2007年 The 
international 
journal of 
sensing for 
industry、 
Vol.27、 No.3 

Sho Yokota、 Yasuhiro 
Ohyama、 Hiroshi 
Hashimoto、 Jin-Hua 
She、 Kuniaki Kawabata 
and Hisato Kobayashi 

pp.224-
232 

周波数成分を考慮
した EMG信号によ
る電動車駆動 

共著 2007年 電気学会論文誌
C、 vol.127、 
No.12 

朝生信一、佐々木智典、
橋本洋志、石井千春 

pp.2109
-2117 

Scilab/Scicosで
学ぶシミュレーシ
ョンの基礎 

共著 2008年 オーム社 橋本洋志、 石井千春 1～6章
担当 

Silabで学ぶ統
計・スペクトル解
析と同定 

単著 
 

2008年 オーム社 橋本洋志 全章 

Improving 
Disturbance 
Rejection 
Performance 
Based on an 
Equivalent-Input
-Disturbance 
Approach 

共著 2008年 IEEE Transaction 
on Industrial 
Electronics、 
vo.55、 No.1 

Jin-Hua She、 Yasuhiro 
Ohayma、 Hiroshi 
Hashimoto 

pp.380-
389 

色覚特性者用プレ
ゼンテーション配
色の変更方法 

共著 2009年 電気学会論文誌
C、 vol.129、
No.10 

横田祥、橋本洋志、しゃ
錦華、大山恭弘 

pp.1874
-1880 

Development of 
Interface using 
Human Body Motion 
- Applying to 
Electric 
Wheelchair- 

共著 2009年 
 

International 
Journal of 
Advanced 
Computer 
Engineering(ISS
N:0974-5785) 

S.Yokota、 
H.Hashimoto、 Y.Ohyama 
and J.H.She 

pp.11-1
6 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

Finger Pose 
Estimation Based 
on Anatomical 
Motion 
Constraints 

共著 2009年 
 

SICE Journal of 
Control、 
Measurement and 
System 
Integration 
(SICE JCMSI) 

Akinori SASAKI、 
Hiroshi HASHIMOTO、 
ShoYOKOTA、 and 
Yasuhiro OHYAMA 

pp.357-
364 

図解コンピュータ
概論（ハードウェ
ア）第３版 

共著 2010年 オーム社 橋本洋志、松永俊雄、小
林裕之、天野直紀 

1、2、3、
4章担当 
 

図解コンピュータ
概論（ソフトウェ
ア）第３版 

共著 2010年 オーム社 橋本洋志、松永俊雄、冨

永和人 

1、2、6、
7章担当 

組込みユーザのた
めのアセンブリ/
Ｃ言語読本 

共著 2010年 オーム社 橋本洋志、小林裕之、冨
永和人 

1、2、3、
4章担当 
 

Analysis of 
Object Grasping 
Using Hand Model 
Based on Force 
Vector Group in 
Dynamics Space 

共著 2010年 The 12th 
Mechatronics 
Forum Biennial 
International 
Conferece、 
ISBN978-3-033-0
2507-3 

A.Sasaki、 
H.Hashimoto、 
S.Yokota、 Y.Ohyama 
and N.Amano 

pp.268-
273 

A Finger Pose 
Measuring Method 
for Hand User 
Interface of 
Object Shape 
Design 

共著 2010年 The 12th 
Mechatronics 
Forum Biennial 
International 
Conferece、 
ISBN978-3-033-0
2507-3 

A.Sasaki、 
H.Hashimoto、 
S.Yokota、 Y.Ohyama 
and N.Amano 

pp.268-
273 

Passive Based 
Bilateral 
Control for 
Double-Screw-Dri
ve Forceps 
Teleoperation 
System with 
Constant Time 
Delaｙ 

共著 2010年 Theory and 
Applications of 
Complex Systems 
and Robust 
Control、 
ISBN978-7-302-2
3486-9 

Chiharu Ishii、 Kosuke 
Kobayashi、 Yusuke 
Kamei、 Yosuke 
Nishitani and Hiroshi 
Hashimoto 

pp.191-
206 

プロトタイプを用
いた３Dデータ化
とその開発プロセ
スの意義 

共著 2010年 産業技術大学院
大学紀要  
 

奥野郁夫、橋本洋志、天
野直紀 

pp.35-4
2 

解剖学的動作拘束
条件を考慮した指
姿勢の非接触計測
法 

共著 2010年 設計工学、 
vol.45、 no.4 

佐々木智典、橋本洋志、
横田祥、大山恭弘 

pp.192-
201 

Electric 
Wheelchair 
Controlled by 
Human Body Motion 
- Classification 

共著 2010年 
 

Special issue on 
Machine 
intelligence for 
Robotics and 
Mechatronics、 

Sho Yokota、 Hiroshi 
Hashimoto、 Yasuhiro 
Ohyama、 Jinhua She 

pp.439-
446 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

of Body Motion 
and Improvement 
of Control Method 
- 

Journal of 
Robotics and 
Mechatronics 

身体動作インタフ
ェースにおける身
体動作抽出～電動
車いすの適用を通
して～ 

共著 2010年 
 

産業技術大学院
大学紀要 

横田 祥、 橋本洋志、
大山恭弘、しゃ錦華 

pp.59-6
5 

人間支援機器の設
計と開発動向 

共著 2011年 設計工学、 
vol.47、no.4 

橋本洋志、横田祥、新妻
実保子 

pp.175-
183 

感性計測・技能計
測が拓く産業の画
像技術 

共著 2011年 映像情報メディ
ア学会誌、 
vol.65、 no.11 

青木義満、加藤邦人、橋
本洋志、舟橋琢磨、藤原
孝幸 

pp.1524
-1533 

熟練工の暗黙知の
現場適用型抽出法 

共著 2011年 日本 e-Learning
学会論文誌 

橋本洋志、吉田育代、寺
本 吉慶、田端 秀輝、韓 
超 

掲載決
定 
 

その他 

ものづくり経営人
材育成講座講義録 

共著 2008年 
 

東京都産業労働
局 

橋本洋志（編者、著書） 10頁 
 

教育の質を保証す
るための効果的な
FDの取組 

共著 2009年 専門職大学院大
学等における高
度専門職業人養
成教育推進プロ
グラム、文部科学
省 

川田誠一、橋本洋志、他 8頁 

国別適応型サービ
ス設計のためのサ
ービス価値導出プ
ロセスの観測と同
定のための企画調
査 

共著 2011年 JST-RISTEX 淺間一、橋本洋志、他 10頁 

Proceeding 

Analysis and 
Evaluation of 
Hand Motion in 
Use of Tools 

共著 2007年 SICE Annual 
International 
Conference 2007 

H.Hashimoto, 
T.Matsunaga, 
T.Tsuboi, Y.Ohyama, 
J.H.She, N.Amano, 
S.Yokota and 
H.Kobayashi 

 

Cooperative 
Movement of Human 
and Swarm Robot 
Maintaining 
Stability of 
Swarm 

共著 2008年 IEEE RO-MAN2008 Hiroshi Hashimoto, Sho 
Yokota, Akinori 
Sasaki, Yasuhiro 
Ohyama, Hiroyuki 
Kobayashi 

 

Cooperative 
Interaction of 
Walking Human and 

共著 2009年 IEEE 
International 
Conference on 

Hiroshi Hashimoto, Sho 
Yokota, Akinori 
Sasaki, Yasuhiro 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

Distributed 
Robot 
Maintaining 
Stability of 
Swarm 

Human System 
Interaction 

Ohyama, Hiroyuki 
Kobayashi 

[The Best Paper 
Award] 
Image-Based 
Finger Pose 
Measurement for 
Hand User 
Interface 

共著 2010年 HSI2010, 
Conference on 
Human System 
Interactions 

Akinori Sasaki, 
Hiroshi Hashimoto, Sho 
Yokota and Yasuhiro 
Ohyama 

 

[The Best Paper 
Award] 
Bilateral 
Control for 
Remote 
Controlled 
Robotic Forceps 
Systemwith Time 
Varying Delay 

共著 2011年 HSI2011, 
International 
Conference on 
Human System 
Interaction 

Chiharu Ishii, 
Hiroyuki Mikami, 
TakashiNakakuki and 
Hiroshi Hashimoto 

 

Ⅲ 実務に関する活動 

昭和  年 月～ 
平成  年 月 
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所属 創造技術専攻 職名 教授 氏名 福田哲夫 

常勤・非常勤 常勤 実務家教員 ○ 教員種別 専任 

Ⅰ 教育活動 

教育実践上の主な業績 概          要 

１ 教育内容・方法の工夫
（授業評価等を含む） 

・ これまでの実務経験から得られた知見を基に一年次の授業内容では、
講義とともに双方向のグループ討議を組み入れ実施している。 

・ これらは二年次の PBLに必要なコンピテンシーを機能させるための工
夫であり、授業評価の結果からも次年度に修正を重ね反映させている。 

２ 作成した教科書、教材、
参考書 

・『プロダクトデザイン』(社)日本インダストリアルデザイナー協会編を
執筆した。これまで専門分野ごとの教科書はあったが、統合的な領域であ
るプロダクトデザインについて網羅された教科書はなかった。大学教員及
びプロのデザイナー等実務経験者を中心に編纂されている（共著）。 

３ 教育方法・教育実践に
関する発表、講演等 

・ 本学 FDフォーラムにおいて授業への取り組み内容に関する講演を行
い、解りやすい教材スライド等について報告している。 

・ デザインに必要なコミュニケーションツールとして、フリーハンドス
ケッチに着目しその速筆表現法を研究速報として紀要に掲載している。 

４ 実務教育に関する特記
事項 

・感性と機能性の融合を目指す本専攻の趣旨は、インダストリアルデザイ
ナーとして自動車をはじめ船舶や新幹線等のトランスポーテーションか
ら、事務機器、家電機器、各種産業用機器等のプロダクト製品まで、多分
野にわたりデザイン開発プロジェクトの現場に携わってきた。これら実践
的な経験は PBL 成果発表会においても具体的な評価をいただいた。 

５ 担当授業科目の授業担
当者としての適性 

・企業内デザイナーとしての経験の他、フリーのインダストリアルデザイ
ナーとしての実務経験は多分野にわたる。また企業内デザイン部署への指
導や、大学等における体系的・実践的なプロダクトデザイン等の教育現場
にも携わり、首都大学東京ではシステムデザイン学部のインダストリアル
アート・コース創設に関わりコース長を拝命。 

６ その他教育活動上特記
すべき事項 

 
本学の目指す高等専門学校から大学院までの９年間一貫教育について、高
等専門学校の本科および専攻科から、大学院の創造技術専攻への接続コー
ス設計に参画している。 
 

Ⅱ 研究活動 

著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

著書・論文 

プロダクトデザイ
ン 

共著 2009年 7月 ワークスコーポ
レーション 

(社)日本インダストリ
アルデザイナー協会 編 
 

138頁〜
141頁, 
192頁 

鉄道技術ハンドブ
ック 

共著 2007 コロナ社 電気鉄道車両工業会 編 304,305
頁 

観光路線バスのデ
ザイン開発 

単著 2008年 12月 産業技術大学院
大学紀要第 2号 

 1頁〜 
10頁 

気球体付きゴンド
ラのデザイン 

単著 2010年 3月 産業技術大学院
大学紀要第 3号 

 13頁〜
17頁 

エアクッションを
用いた快適座席の
デザイン 

共著 2010年 12月 産業技術大学院
大学紀要第 4号 

稲垣健志,小泉敦,藤井
香織,福田哲夫 

123頁〜
128頁 

動くエコデザイン
次世代公共交通機
関へのアプローチ 

単著 2011年 03月 デザイン学会誌
第 18巻 3号 

 28頁〜
35頁 
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Ⅲ 実務に関する活動 

昭和 42 年 04 月～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 46 年 09 月～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
昭和 51 年 08 月～ 
 

 

 

 

 

 

 

昭和 56 年 

• 日産自動車(株)勤務 …インダストリアルデザイナー 
エクステリアデザイン・スタジオにて 
量産先行車のデザイン開発補佐業務（小型車,中型車,スポーツ車） 
アドバンスデザイン・スタジオにて 
量産先行車のエクステリアデザイン開発担当（小型車,中型車） 
モーターショー・プロジェクト／コンセプトカーのデザイン開発 
マリン・プロジェクト／プレジャー・ボートのデザイン開発 
その他／対外商品プロモーション用デザインスケッチ等の制作 

 
•  (有)テクネデザイン研究所勤務 …取締役 インダストリアルデザイナー 
・ ガソリン計量給油器／アイランド型、天井吊り下げ型、POS システム他機器

デザイン 
・ ガソリン給油用ミニタンクローリー・アドバンスデザイン 
各種自動車アクセサリー用品デザイン 
キャタピラー型果実収穫用一輪運搬車 
・ ゴルフボール回収用多輪運搬車 
・ ペディカー（一人乗り・二人乗り四輪自転車） 
・ ボンネット型ディーゼルトラック(UD)／キャブ・エクステリアデザイン 
・ 船舶用レーダーシステム／レードーム、スキャナー・ユニット、RFユニ 
・ ット他機器デザイン 
・ 自動車用アンテナシステム機器デザイン 
・ ポンプ関連機器／汎用、農業用、漁業用、土木用、家庭用、園芸用他機器デ

ザイン 
・ 電気電子計測用機器／教育用、一般用、ポータブル型、クランプ型他機器デ

ザイン 
 

• (株)デイック勤務 …取締役 インダストリアルデザイナー 
・ 主にベンチャー企業を中心としたデザイン・コンサルタント業務／ 
・ デザインマーケティング、セールスプロモーション、プロダクトデザイン等 
・ C.I.（コーポレート・アイデンティティ）システム／ 
・ V.I.（ビジュアル・アイデンティティ）システム／ 
・ 大手都市銀行、食品流通業、不動産業、IT 関連業、製造業他 
・ 自動車広告宣伝用ツールデザイン／テクニカル・イラストレーション他 
・ 家電製品デザイン開発／先行イメージデザイン他 
• 大手都市銀行（全国店舗展開用）V.I.デザイン、空間デザイン 

＊ 第 15 回ＳＤＡ賞 受賞 
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昭和 60 年 09 月～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
昭和 62 年～ 
 

 

 
～昭和 63 年 

 
 
 
 
～昭和 64 年 
 

 

 

 

～平成 02 年 
 

 

 

 

 

～平成 03 年 
 

 

 

 

• エイアンドエフ(株)設立 …取締役 インダストリアルデザイナー 
・ 主にアドバンスデザインの提案を中核とした各産業分野への先行開発支援 
・ 自転車（スポーツ用、買い物用他のアドバンスデザイン）、子供用三輪車 
・ 自動車広告宣伝用ツールデザイン／テクニカル・イラストレーション他 
・ 特殊車両デザイン／移動通信用車両、販促用車両デザイン、車両色彩計画他 
・ 大手ゼネコン都市開発／アドバンスデザイン、企画提案用イメージデザイン 

・ 家電製品デザイン開発／テレビ、オーディオ、クリーナー、ワードプロセッ

サー、パーソナルコンピュータ、携帯電話、他先行開発用アドバンスデザイン 
・ ポンプ関連機器／汎用、農業用、漁業用、土木用、家庭用、園芸用他機器デ

ザイン開発 
• 国鉄民営化後 JRの鉄道車両デザイン開発プロジェクトに参加 
・ （以下表記はそれぞれ EXT.：エクステリアデザイン、INT.：インテリアデザ 
イン、COL.：色彩計画担当の略） 
• 東海旅客鉄道 MLU00X1/EXT.COL.アドバンスデザイン計画 
• 東日本旅客鉄道 651 系/EXT.COL.デザイン計画 
• 東日本旅客鉄道 351 系/EXT.COL.デザイン計画  
• 東日本旅客鉄道 100/110 形/EXT.COL.デザイン計画 
• 東日本旅客鉄道 EJR-351 系/EXT.COL.デザイン計画 
• 日本貨物鉄道 EF66 型/COL.デザイン計画 
• 東海旅客鉄道 85 形/EXT.デザイン計画  
• 東海旅客鉄道 MLU00X2/EXT.INT.COL.デザイン計画 
• 東海旅客鉄道 85形『ワイドビューひだ』 
  ＊グッドデザイン賞 受賞 
• 東日本旅客鉄道 651 系特急『スーパーひたち』 
• 第３回 ブルネル賞（Utrecht）受賞 
• 東日本旅客鉄道 651 系『スーパーひたち』 

＊ 鉄道友の会ブルーリボン賞 受賞 
• 東日本旅客鉄道 EJR-351 系/EXT.COL.デザイン計画 
• 東日本旅客鉄道 251 系/EXT.INT.COL.デザイン計画 
• 東日本旅客鉄道 EJR-351 系/EXT.COL. 189 系/COL デザイン計画 
• 東海旅客鉄道 371 系/EXT.COL.デザイン計画 
• 東海旅客鉄道 371 系特急『あさぎり』 
 ＊グッドデザイン賞 受賞 
• 東日本旅客鉄道 251 系特急『スーパービュー踊り子』 
 ＊鉄道友の会ローレル賞 受賞 
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～平成 04 年 
 

 

 

 
～平成 05 年 
 

 

 

～平成 06 年 
 

 

 

～平成 07 年 
 

 
 
～平成 08 年 
 

 

 

 

～平成 09 年 
 

 

 

 

 

～平成 10 年 
 

 

 

 

 

 

• 東海旅客鉄道 300 系新幹線車両デザイン計画  
• 東日本旅客鉄道 400 系/EXT.COL.デザイン計画 
• 東日本旅客鉄道 183 系/COL.デザイン計画 
• 住宅都市整備公団 9100 系/EXT.INT.COL.デザイン計画 
• 東日本旅客鉄道 351 系/EXT.COL.デザイン計画  
• 東海旅客鉄道 300系東海道新幹線『のぞみ』 
  ＊鉄道友の会ローレル賞 受賞 
• 東日本旅客鉄道 485 系『ジョイフルトレイン』 
 ＊第 5 回 ブルネル賞（Washington）受賞 
• 東日本旅客鉄道 351 系『スーパーあずさ』 
 ＊グッドデザイン賞 受賞 
• 東日本旅客鉄道 E1 系東北新幹線『MAX』 
 ＊グッドデザイン賞 受賞 
• 東海旅客鉄道 383 系/EXT.INT.COL.デザイン計画 
• 東海旅客鉄道 383 系特急『ワイドビューしなの』 
 ＊グッドデザイン賞 受賞 
• 東日本旅客鉄道 E1 系新幹線車両/EXT.COL.デザイン計画  
• 東海旅客鉄道 300X 系/EXT.COL.デザイン計画 
• 東海旅客鉄道 373 系/EXT.INT.COL.デザイン計画 
• 東海旅客鉄道 95 形/EXT.COL.デザイン計画 
• 東海旅客鉄道 373 系特急『東海』『伊那路』『ふじかわ』 
 ＊グッドデザイン賞 受賞 
• 東海旅客鉄道 383 系特急『ワイドビューしなの』 
 ＊鉄道友の会ローレル賞 受賞 
• 東日本旅客鉄道 E2 系新幹線車両/EXT.COL.デザイン計画 
• 東日本旅客鉄道 E2 系長野行新幹線『あさま』 
 ＊グッドデザイン賞 受賞 
• 東日本旅客鉄道 38 形,37 形,30 形(久留里線用)/COL.デザイン計画 

• 東海旅客鉄道/西日本旅客鉄道 285 系/EXT.INT.COL.デザイン計画 
• 東日本旅客鉄道 E4 系新幹線車両/EXT.COL.デザイン計画 
• 東海旅客鉄道/西日本旅客鉄道 285 系寝台特急『サンライズエクスプレス』 
 ＊グッドデザイン賞 受賞 
 ＊第 7 回 ブルネル賞（Madrid）受賞 
  ＊日経優秀製品サービス賞優秀賞、日経流通新聞賞 受賞 
  ＊鉄道友の会、ブルーリボン賞 受賞 
• 東海旅客鉄道 700 系新幹線車両/EXT.INT.COL.デザイン計画 
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Ⅳ 学会等および社会における主な活動 

（平成以降分）  

昭和 62年 
  ～平成 04年 

（財）日本機械デザインセンター／ 
• 機械デザイン講習会「アドバンススケッチ」講師 

（財）日本機械デザインセンター大阪支部／ 

～平成 11 年 
 

 

 

～平成 12 年 
 

 

 

 
～平成 13 年 
 

 

 

 

 

 

 

 
平成 15 年 
平成 17 年 

 
平成 17 年～ 
～平成 19 年 
 

 

 

 
 
平成 20 年 
平成 21 年 
平成 23 年 

• 東海旅客鉄道 313 系/EXT.INT.COL.デザイン計画 
• 東海旅客鉄道 313 系『セントラルライナー』 
 ＊グッドデザイン賞 受賞 
• 東海旅客鉄道 700 系東海道新幹線『のぞみ』 
 ＊グッドデザイン賞 受賞 
  ＊鉄道友の会ローレル賞 受賞 
• 東日本旅客鉄道 E26 型/EXT.INT.COL.デザイン計画 
• 東日本旅客鉄道 200 系新幹線/EXT.COL.デザイン計画 
• 東日本旅客鉄道 E3 系新幹線車両/COL.デザイン計画 
• 北条鉄道 2000 形/COL.デザイン計画 
• 東日本旅客鉄道 115/40 形/COL.デザイン計画 
• 東海旅客鉄道 CJR-T4 系新幹線計測試験車両/EXT.INT.COL.デザイン計画 
• 東日本旅客鉄道 E26 系寝台特急『カシオペア』： 
 ＊日経優秀製品サービス賞 優秀賞受賞 
  ＊日経産業新聞社賞 受賞 
  ＊鉄道友の会、ブルーリボン賞受賞 
  ＊第 11 回ＣＳデザイン賞／輸送機器部門 銅賞受賞 
• 東海旅客鉄道 N700 系新幹線車両/EXT.INT.COL.デザイン計画 
• 東京都立六郷工科高等学校 校章デザイン 
• 東京都立総合工科高等学校 校章デザイン 
• N700 系東海道新幹線『のぞみ』にて： 
  ＊グッドデザイン賞（金賞）連続受賞 
  ＊日本鉄道賞（国交省）受賞 
  ＊新日本様式 100 選（経産省）受賞 

  ＊地球温暖化防止活動,環境大臣賞（環境省）受賞 
  ＊地球環境大賞,日本経団連会長賞（経団連）受賞 
  ＊日本機械学会賞（技術）などを含む全 13 賞を受賞 
• 東京都交通局『広告枠付きバス停』のデザイン 
• 東京都交通局『東京発夢の下町行きバス』観光用路線バス車両デザイン 
• 東京都商工部『ベンチャー技術大賞』シンボルロゴマーク・デザイン 
• Asia Professional Education Network (APEN)ロゴマークのデザイン 
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• 工業デザイン実技研修会「商品開発のためのアドバンススケッチ」講師 

平成 02年 • ・富山県技術交流センター／デザイン実技研修会講師 

平成 03年〜04年 • ・（財）富山県インダストリアルデザインセンター 実践デザイン研修会講師 

平成 04年 
• 東京デザインネットワーク／ 
• 「プレゼンテーション'92」オープンデザインクロストーク・パネラー 

平成 05年 • （財）大阪デザインセンターデザイン／マネージメントセミナー講師 

平成 06年〜07年 • 東京大学工学部／建築学科 講師 

平成 07年 • 川崎市／デザイン発想のためのスケッチ講習会 講師 

平成 08年～23年 • 川崎市／かわさき産業デザインコンペティション 審査委員 

平成 08年～10年 • 千葉大学／工学部工業意匠学科 講師 

平成 09年〜10年 • 東京都立工芸高等学校／PTA副会長 

平成 10年～11年 
• 大阪コミュニケーションアート専門学校／自動車＆プロダクトデザイン講師 
• 川崎市／ものつくり活性化事業・老人福祉用具開発プロジェクト 
高齢者福祉施設「しおん」介護福祉用具研究開発 

平成 11年 

• 東京都立工芸高等学校／PTA会長 
• 東京都 PTA連合会理事／広報委員 
• 東京都工業高校 PTA連合会／副理事 
• 第 37回全国高校デザイン教育研究会／ 
全国大会「高校デザイン教育の基礎基本を考える」討論会コメンテーター 
• 築地工芸会平成 11年総会／記念講演講師 

平成 12年～23年 • 東京都立工芸高等学校／学校運営連絡協議会委員 

平成 12年 
• 東京都総合技術教育センター／ 
• 先端技術研修会「新幹線車両デザインにおける音・風・光」講師 

平成 13年 

• 武蔵野美術大学／造形学部デザイン情報学科 講師 
• 福島県立美術館／技法講座２「マーカーで夢を描く」講師 
• 川崎市都市景観協議会／ 
• 第八回都市景観フォーラム基調講演「音で考える人・物・場」講師 
• 大阪コミュニケーションアート専門学校／ 
• 自動車＆プロダクトデザインコース 講師 

平成 14年 
• 日本工業大学／「技術開発と独創・感性」講師 
• ISS「鉄道車両のデザイン計画と実務」実践講座 講師 
• 川崎市「光のイベント」アドバイザー 

平成 15年～23年 • 武蔵野美術大学／造形研究科デザイン専攻,工芸工業デザイン学科 講師 

平成 15年 • 東京理科大学／大学院工学研究科 講師 

平成 16年～18年 • 名古屋学芸大学／メディア造形学部デザイン学科 講師 

平成 16年 
• 川崎市／かわさき産業デザインコンペティション審査委員長 
• 日本自動車工業会／デザイン研究会「デザインディスカッション」講演講師 

平成 16年 • 東京都立田園調布高等学校／キャリア・ガイダンス講師 

 • 東京都立六郷工科高等学校／開校記念式典記念講演「未来への飛翔」講師 

平成 17年～23年 • 日本産業デザイン振興会／GOOD DESIGN賞 選考委員 

平成 17年 

• 電気設備学会総会／特別講演 講師 
• 東海旅客鉄道／車両機械業務成果発表会講演 講師 
• 社団法人日本鉄道車両技術協会／第 31回セミナー「車両デザインを考える」
講師 

平成 18年 

• 東日本旅客鉄道／第 12回 R&Dシンポジウム「新幹線のさらなる進化をめざし
て-次世代新幹線に対する期待と展望」パネルディスカッション：パネリスト 

• 日本放送協会／NHKハート展 作画協力者（巡回展：東京展、沖縄展、さいた
ま展、水戸展、神戸展、甲府展、千葉展、高崎展、静岡展、熊本展、福岡展、
スタジオパーク展） 

• 東京都産業労働局＋産業技術大学院大学／スーパーデザイナー養成講座 講
師 

• 首都大学東京産学連携センター／秋葉原セミナー 講師 
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平成 19年 

• 中小企業振興公社／東京都ものづくり新集積形成事業「E・MA・KI事業推進会
議」外部支援アドバイザー 

• 中小企業振興公社／東京都ものづくり新集積形成事業「介護支援用品開発プ
ロジェクト事業推進会議」外部支援アドバイザー 

平成 20年 • 栃木県デザイン協会／「DESIGNとちぎ 2008」講演会 講師 

平成 21年 

• 世田谷区生活工房／こどもワークショップ 講師 
• 港区ミッドタウン／こどもワークショップ 講師 
• 東京商工会議所／昼食懇談会 講師 
• 東京商工会議所葛飾支部／特別講座 講師 
• 石川県伝統的工芸品新用途開発研究会／講演 講師 

平成 21年 • 東北芸術工科大学／デザイン工学部プロダクトデザイン学科 講師 

平成 21年 • 工業高等学校定時制 PTA／第 48回職場・家庭・学校の連絡懇談協議会 講師 

平成 21年〜23年 • 東京大学／工学部講師 

平成 21年〜23年 • 千葉工業大学 工学研究科デザイン科学専攻 講師 

平成 21年～23年 • ASIA NETWORK BEYOND DESIGN出品 

平成 22年 
• 外務省・国際交流基金／シカゴ講演 講師、セントルイス講演 講師 
• 東京大学／工学系研究科機械工学専攻 講師 
• 東京都／実践デザイナー育成講座「デザイン・ツールズ」講師 

平成 23年 

• 川崎市／かわさき産業デザインコンペティション 審査委員長 
• 大田区／新製品開発・新技術開発支援事業（製品化助成）選考委員長 
• 中小企業都市サミット／こどもワークショップ 講師 
• 産業のまちネットワーク／セミナー 講師 

• 日本塑性加工学会／特別講演 講師 

• 小山高等専門学校／建築科 講師 
• 東京大学／工学部システム創成学科 講師 
• 東京都立橘高校／産業科 進路講演会 講師 
• 東京都立大泉高校付属中学校／土曜講座 講師 
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所属 創造技術専攻 職名 教授 氏名 前田充浩 

常勤・非常勤 常勤 実務家教員 ○ 教員種別 専任 

Ⅰ 教育活動 

教育実践上の主な業績 概          要 

１ 教育内容・方法の工夫
（授業評価等を含む） 

講義の最終段階で、学生に、講義内容を反映した研究発表を求めることと
しており、その発表内容の取りまとめ過程においては、外部講師によるコ
メントの機会を含め、学生に対して複数のフィードバックの機会を設けて
いる。評価は、研究発表及びその論文で行っている。 
 

２ 作成した教科書、教材、
参考書 

講義用資料に加え、自身の著書、論文を教材として用いている。 
 
 
 

３ 教育方法・教育実践に
関する発表、講演等 

APEN（Asia Professional Education Network）事務局長として APEN関連
の教育関係セミナーで発表を行っている。 
・ 2011年 9月：高度専門職人材育成セミナー（シンガポール国立大学） 
・ 2011年 10月：高度専門職人材育成セミナー（ERIA（東アジア・ASEAN

経済研究センター）） 
・ 2011年 10月：高度専門職人材育成セミナー（カンボジア工科大学） 
 

４ 実務教育に関する特記
事項 

APEN（Asia Professional Education Network）事務局長として、APEN加
盟諸国との協働により、PBLを中心に、新しいアジア型の高度専門職人材
育成の教育方法を開発している。 

５ 担当授業科目の授業担
当者としての適性 

国際開発、国際経営に関しては、経済産業省に於いて担当課長等（資金協
力課長、国際金融担当企画官、在タイ国日本国大使館一等書記官等）の経
験を活用し、さらに現在の APEN（Asia Professional Education Network）
事務局長及び ERIA（東アジア・ASEAN経済研究センター）アジア統合担当
上級顧問として得た知見を直接授業に反映していることから、適性が高
い。 

６ その他教育活動上特記
すべき事項 

APEN（Asia Professional Education Network）事務局長として、アジア
における新たな高度専門職人材育成の教育方法の開発、普及に取り組んで
いる。 
 

Ⅱ 研究活動 

著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

論文 

「智のゲーム」と
しての冷戦史観：
国民国家と情報智
行の重畳モデルの
試み 

単著 2011年 6月 情報社会学会誌
Vol.6,No.1 

 5頁～22
頁 

グローバリゼーシ
ョンと世界システ
ム内の相互作用 
 

共著 
 

2009年 3月 情報社会学会誌 
Vol.3, No.2 

山内康英 157頁～
176頁 

開発援助規制の国
際レジームに関す
る世界システム論
分析 

単著 2007年 6月 情報社会学会誌 
Vol.2, No.2 

 70頁～ 
84頁 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

「金融植民地」を
奪取せよ 
 

単著 2010年 3月 プレジデント社   

国益奪還 
 
 

単著 2007年 3月 アスキー新書 
 
 

  

マネー植民地争奪
「円と元の戦い」 
 

単著 2010年 5月 文藝春秋 2010年
5月号 
 

  

Ⅲ 実務に関する活動 

昭和 60年４月～ 
平成 23年 3月 

通商産業省、内閣官房、外務省、経済産業省において勤務 
 
 

 
Ⅳ 学会等および社会における主な活動 

平成 17年 6月～ 情報社会学会運営委員 

平成 17年 8月～
平成 18年 6月 

英国王立国際問題研究所（チャタムハウス）客員研究員 

平成 20年 10月
～平成 21年 7月 

ジョンズ・ホプキンス大学高等国際問題研究大学院（SAIS）客員研究員 

平成 21年 8月 
～平成 22年 7月 

ケンブリッジ大学客員研究員 

平成 23年 4月～ ERIA（東アジア・ASEAN経済研究センター）アジア統合担当上級顧問 

平成 23年 6月～ APEN（Asia Professional Education Network）事務局長 
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所属 創造技術専攻 職名 教授 氏名 村越英樹 

常勤・非常勤 常勤 実務家教員  教員種別 専任 

Ⅰ 教育活動 

教育実践上の主な業績 概          要 

１ 教育内容・方法の工夫
（授業評価等を含む） 

・ 本学の立ち上げに参加し、専門職大学院大学(情報アーキテクチャ専
攻、創造技術専攻)の教育体系の基礎を設計した。 

・ 専門家と共に作成した OPI Embedded System 講座 C言語編をベース
に再編集して、大学院の講義(デジタル技術特別演習)で使用してい
る。 

・ 専門家の指導のもと、ソフトウェア開発の受注から納品までを PBL
形式で学習する「ITプロジェクト演習」を前職である東京都立科学
技術大学(平成 15年から平成 16年)で実施した。この経験を本学での
PBLおよびソフトウェア開発等の教育に役立てている。 

２ 作成した教科書、教材、
参考書 

・ 専門家と共に OPI Embedded System 講座 入門編、C言語編、組込み
OS編の教材を作成した。 

３ 教育方法・教育実践に
関する発表、講演等 

・ PBLを含む教育に関する実践の成果を、紀要 1件、国際学会 2件、国
内学会 1件で発表した。 

・ 第 2回高度 ICT人材研究交流会(平成 21年)において、同期型 eラー
ニングシステムを活用した PBL型 ICT実践教育について講演を行っ
た。 

４ 実務教育に関する特記
事項 

・ OPI Embedded System 講座 入門編(平成 18年から平成 19年)、C言
語編(平成 19年)、組込み OS編(平成 19年)を開催し、講師を務める。 

５ 担当授業科目の授業担
当者としての適性 

前職の大学では、コンピュータシステムやシステムプログラム、ソフトウ
ェア開発などの講義経験がある。また、組込みシステムに関する教材開発
や講義の実施、IPA SEC組込みソフトウェア開発教育部会委員の経験があ
る。さらに、SEI-Certified PSP Developerの認証を受けている。そのた
め、本学で実施している組込みシステムに関連した講義科目(組込みシス
テム特論、システムモデリング特論、デジタル技術特別演習)の講義担当
者としての適性がある。 

６ その他教育活動上特記
すべき事項 

・ 平成 19年 8月 CMU SEI が主催するファカルティワークショップに参
加し、その後の試験に合格して、SEI-Certified PSP Developerの認
定を受ける(平成 22年 8月に資格を更新せず失効)。 

Ⅱ 研究活動 

著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

論文 

個別指導機能を持
つ論理回路実験の
ための WBTシステ
ム 

共著 平成 18年 11
月 

電気学会論文誌
D，Vol.126，
No.11，
pp.1500-1506 

古園祐樹，村越英樹 1500頁
～1506
頁 

その他 

Optimal Path 
Planning 
Simulator for 
Garbage Trucks 

共著 平成 18年 10
月 

SICE-ICASE 
International 
Joint Conference 
2006 in Bexco，
Busan，Korea 

omohiro Kobayashi，
Hideki Murakoshi，
Yasuchika Mori，
Shintaro Ishijima 

488頁～
491頁 

Instruction 
Display of Motion 
for Taijiquan in 
Intelligent 

共著 平成 18年 10
月 

SICE-ICASE 
International 
Joint Conference 
2006 in Bexco，

Yutaka Abe，Akinori 
Sasaki，Hiroshi 
Hashimoto，Hideki 
Murakoshi 

1245頁
～1249
頁 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

Space Busan，Korea 

UMLを用いたカー
ネル生成方式 

共著 平成 19年 3月 電気学会研究会
資料 システム・
制御研究会，
SC-07-17 

片桐寛，村越英樹 25頁～
28頁 

産業機械制御シス
テムの設計・仕様
記述の標準化に向
けて 

単著 平成 19年 10
月 

電気学会研究会
資料 システム・
制御研究会，
SC-07-20 

 1頁～4
頁 

A Method for 
Non-contact 
Measurement of 
Knee Load in 
Sport Motion 

共著 平成 19年 10
月 

2007 IEEE 
International 
Symposium on 
Industrial 
Electronics, 
Vigo, SPAIN 

Yutaka Abe, Akinori 
Sasaki, Hiroshi 
Hashimoto, Sho Yokota, 
Yasuhiro Ohyama, 
Hideki Murakoshi 

2724頁
～2729
頁 

Instruction 
Display for 
Learning 
Taijiquan 
Motions 

共著 平成 19年 10
月 

2007 IEEE 
International 
Symposium on 
Industrial 
Electronics, 
Vigo, SPAIN 

Akinori Sasaki, Yutaka 
Abe, Hiroshi 
Hashimoto, Sho Yokota, 
Yasuhiro Ohyama, 
Hideki Murakoshi 

2763頁
～2766
頁 

UML表記からの
RTOSカーネル機
能の抽出と FPGA
による実現 

共著 平成 19年 10
月 

産業技術大学院
大学紀要，第 1号 

村越英樹，武田有志，片
桐寛 

127頁～
130頁 

仮想空間における
面接支援システム
の開発と活用 

共著 平成 19年 11
月 

日本 e-Learning
学会学術講演会 

寒河江友花，村越英樹，
大谷密子，高木啓，石島
辰太郎 

CD-ROM 

産業機械制御シス
テムの設計・仕様
記述の現状と課題 

単著 平成 20年 8月 平成 20年電気学
会電子・情報・シ
ステム部門大会 

 CD-ROM 

快適生活空間にお
ける UIの役割 

共著 平成 20年 12
月 

計測自動制御学
会システムイン
テグレーション
部門講演会 

橋本洋志，松永俊雄，村
越英樹，安藤昌也 

 

同期型
e-Learningシス
テムを利用したプ
ロジェクト型学習
科目の設計と実践 

共著 平成 21年 3月 情報処理学会 IS
研究会，
2009-IS-107 

森本祥一，清水將吾，土
屋陽介，長尾雄行，森口
聡子，加藤由花，南波幸
雄，村越英樹，石島辰太
郎 

113頁～
119頁 

An Empirical 
Report of Project 
Based Learning 
with 
Asynchronous and 
Synchronous 
e-Learning 

共著 平成 21年 10
月 

8th IFAC 
Symposium on 
Advances in 
Control 
Education, 
Kumamoto, JAPAN 

Shoichi Morimoto, 
Shogo Shimizu, Yosuke 
Tsuchiya, Takeyuki 
Nagao, Satoko 
Moriguchi, Tomoki 
Miyazato, Hideki 
Murakoshi, Shintaro 
Ishijima 

USB 
stick 

Effective 
training 

共著 平成 21年 10
月 

8th IFAC 
Symposium on 

H.Hashimoto, M.Ando, 
T.Murao, K.Otsubo, 

USB 
stick 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

professional 
engineer based on 
PBL in AIIT 

Advances in 
Control 
Education, 
Kumamoto, JAPAN 

H.Murakoshi, S.Kawata 
and S.Ishijima 

PSP を基盤とする
ソフトウェア開発
プロセス改善トレ
ーニングの実施に
ついて 

単著 平成 22年 3月 産業技術大学院
大学紀要，第 3号 

 157頁～
162頁 

速聴トレーニング
による速読速度向
上の試み 

共著 平成 22年 11
月 

日本 e-Learning
学会学術講演会 

村越英樹，清山信正，今
井篤，都木徹，石島辰太
郎 

113頁～
116頁 

速聴トレーニング
による速読速度向
上の試みについて 
- ソフトウェアに
よる速聴トレーニ
ングの管理と速読
実験 - 

共著 平成 23年 12
月 

日本 e-Learning
学会学術講演会 

村越英樹，清山信正，今
井篤，都木徹，石島辰太
郎 

49頁～
53頁 

Ⅲ 実務に関する活動 

昭和  年 月～ 
平成  年 月 
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Ⅳ 学会等および社会における主な活動 

昭和 60年 3月～ 電子情報通信学会 会員 

平成 2年 4月～ 計測自動制御学会 会員 

平成 3年 6月～ 情報処理学会 会員 

平成 3年 7月～ 電気学会 会員 

平成 4年 1月～ IEEE 会員 

平成 5年 1月～ ACM 会員 

平成 10年 6月～ 
日本ディスタンスラーニング学会 会員（平成 15年 11月より NPO日本
e-Learning学会） 

平成 14年 4月～ 東京都立科学技術高校学校運営連絡会 委員 

平成 15年 4月～
平成 16年 3月 

(社)日本システムハウス協会エンベデッド技術者育成委員会 委員 

平成 15年 5月～ 信号処理学会 会員 

平成 15年 11月
～ 

NPO日本 e-Learning学会理事会 理事 

平成 16年 6月～
平成 18年 5月 

電気学会 シーケンス制御における高信頼化技術調査専門委員会 幹事 

平成 18年 4月～
平成 23年 3月 

IPA SEC組込みソフトウェア開発力強化推進委員会 委員(教育部会) 

平成 18年年度 総務省 高度 ICTマネジメント人材調査研究検討タスクフォース 委員 

平成 18年 7月～
平成 20年 6月 

電気学会 産業機械制御システムの設計・仕様記述の標準化調査専門委員会 
委員長 

平成 19年 4月～
平成 20年 3月 

情報処理学会 J07プロジェクト CE教育委員会 委員 

平成 19年度 日本 e-Learning 学会 学術講演会(11/30-12/1) 大会委員長 

平成 20年 3月～
平成 22年 2月 

電気学会 シーケンス制御の工学的教育調査専門委員会 委員 

平成 21年 国際会議 IEEE INDIN2010 Track Chair (e-Learning for Small and Medium Enterprises) 

平成 21年 4月～ 東京都立科学技術高校スーパーサイエンスハイスクール 運営指導委員 

平成 22年 1月～
平成 23年 12月 

電気学会 産業界が求める新しいシーケンスコントローラの技術展開に関す
る協同研究委員会 委員 

平成 23年度 日本 e-Learning 学会 学術講演会(12/2-12/3) 大会委員長 
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所属 創造技術専攻 職名 教授 氏名 吉田 敏 

常勤・非常勤 常勤 実務家教員 ○ 教員種別 専任 

Ⅰ 教育活動 

教育実践上の主な業績 概          要 

１ 教育内容・方法の工夫
（授業評価等を含む） 

・基本的な教育内容は、独自の継続的な研究に基づいて作成し、必要な範
囲は常にアップデートしながら体系化している。 

・授業評価は毎回の講義で行い、そこから知り得る改善すべき内容は、次
回の講義から見直している。 

２ 作成した教科書、教材、
参考書 

・パワーポイントによって独自の講義体系を創っている。 
・「イノベーション戦略特論」、「技術経営特論」、「技術組織特論」に

ついては、パワーポイントのスライドを再構成し、学生の理解が向上す
るよう配布資料としている。 

３ 教育方法・教育実践に
関する発表、講演等 

・PBL教育に基づいた研究論文を、本学の紀要に 2件発表し、学術的なレ
ベルでまとめている。 
 
 

４ 実務教育に関する特記
事項 

・実務経験を、研究内容へ反映させ、そこから具体例を含め、担当講義、
および PBL教育に活かしてきた。 
・企業の協力に基づき、実社会の中の経済活動を、直接の教育内容に反映
している。 

５ 担当授業科目の授業担
当者としての適性 

・「イノベーション戦略特論」、「技術経営特論」、「技術組織特論」、
「技術経営特別演習」については、実務で複雑な建設産業のプロジェクト
のマネジメントを経験し、それに基づいて前任の東京大学で複数の国内を
代表する当該分野の研究者との協働を進めた知見を活用しているもので
ある。 
・PBLについては、国内および海外での勤務経験による企業の実践的経済
活動を含めた知見に基づき、実際の社会活動を念頭に置いた教育を施して
いる。 

６ その他教育活動上特記
すべき事項 

・東京都の企業経営者を中心とした対象に対し、講習、基調講演を含む講
演等をほぼ毎年行っており、経営者教育に寄与している。 
・各業界団体（建築設計、エレベーター、鉄鋼等）から依頼を受け、講演、
教科書執筆、業界紙に投稿などを行い、広く業界に対する教育活動も行っ
ている。 

Ⅱ 研究活動 

著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

論文 

The shift from after-sales 

service to design servicing 

competence 

-Study of the manufacture of 

sanitary ware and their 

integration of sustainable 

technologies 

共著  平成24年7月予

定 

PICMET (Portland 

International Conference 

on Management of 

Engineering and 

Technology)2012 

Yu Morishita, Manjusha 

Thorpe, Satoshi Yoshida 

(採択済

み、発行

前) 

Characterizing the 

product-process 

architecture of competitive 

firms: a case study of a 

Japanese manufacturing firm 

共著  平成24年7月予

定 

PICMET (Portland 

International Conference 

on Management of 

Engineering and 

Technology)2012 

Manjusha Thorpe, Yu 

Morishita,  Satoshi 

Yoshida 

(採択済

み、発行

前) 

不確定性から見る

発生機能に関する

共著 

(筆頭) 

平成 23年 12 月 産業技術大学院大

学紀要第 4号 

吉田敏、小山登  
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

考察 

製品の機能創出に

関する一考察 

共著 

(筆頭) 

平成 23年 3月 産業技術大学院大

学紀要第 3号 

吉田敏、小山登 pp.43-50 

建築生産システム

における各様相の

構成要素から見る

基礎的考察 

共著 

(筆頭) 

平成 21年 12 月 産業技術大学院大

学紀要第 3号 

吉田敏、小山登 pp.209-2

16 

Technology diffusion with 

strategy of the 

technological information 

of Japanese companies 

単著 平成 21年 7月 PICMET (Portland 

International Conference 

on Management of 

Engineering and 

Technology)2009 

  

国内生産組織における建築の

技術発展傾向についての考察 

単著 平成 20年 12 月 日本の技術革新 

ー経験蓄積と知識

基盤化ー 第 4回

国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ論文 

 Pp53-60 

日本と台湾の建築

生産に関する「デザ

イン思想」の比較 

単著 平成 20年 7月 日本建築学会、第

24回建築生産シン

ポジウム 

 pp.9-14 

Ⅲ 実務に関する活動 

平成 ２年４月～ 
平成１４年４月 

 
株式会社大林組勤務 

 
Ⅳ 学会等および社会における主な活動 

平成 19年 5月～ 
日本建築学会 建築社会システム委員会幹事、生産小委員会委員、図書委員
会委員、抄録委員会主査 他 

平成 19年 5月～ 日本デザイン学会 

平成 21年 4月～ 日本設計工学会 

平成 21年 4月～ 日本完成工学会 
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所属 創造技術専攻 職名 准教授 氏名 越水 重臣 

常勤・非常勤 常勤 実務家教員  教員種別 専任 

Ⅰ 教育活動 

教育実践上の主な業績 概          要 

１ 教育内容・方法の工夫
（授業評価等を含む） 

講義に付随する演習としてバーチャル実験を取り入れたり、実物の製品を
用いてグループワークをするなどして、常に理論と実践がつながるような
講義を心掛けている。その結果、授業評価アンケートでは高い評点を得て
いる。2011年には、第 1回 Best Professor of the Yearを 授与された。 

２ 作成した教科書、教材、
参考書 

越水重臣、鈴木真人：実践・品質工学、日刊工業新聞社（2007） 

３ 教育方法・教育実践に
関する発表、講演等 

・越水重臣：バーチャル実験による品質工学（タグチメソッド）の教
育，平成 23 年電気学会産業応用部門大会,p. Ⅱ15-16.，2011 年 9 月 6
日 
・越水重臣ほか 5名：創造体験教育「創造・発見」の平成 19年度実施報
告、静岡理工科大学紀要、第 16巻、（2008）p.145-152 

４ 実務教育に関する特記
事項 

本学のものづくり人材育成事業において社会人を対象とした「品質管理研
修」の講師を行っている。また、品川区のデザインセミナーにおいても、
品質工学や信頼性工学の手法に関するセミナーを社会人対象にこれまで 3
回開催した。 

５ 担当授業科目の授業担
当者としての適性 

メーカーの R&Dセンター勤務における製品開発の経歴、及び大学教員とし
ての教育経験がある。研究開発の実務経験、教育経験があることから、品
質工学特論、信頼性工学特論、創造設計特論の担当教員としての適性があ
る。 

６ その他教育活動上特記
すべき事項 

・品質工学会、貢献賞（2003年） 
・品質工学会、銅賞（2008年） 
・第 1回 Best Professor of the Year（2011年） 

Ⅱ 研究活動 

著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

著書（Book Chapters） 

実践・品質工学 
 

共著 2007年 1月 日刊工業新聞社 越水重臣、鈴木真人 1頁～
120頁 

 
 

     

論文(Journal Papers) 

Ultrasonic 
Vibration-Assist
ed Cutting of 
Titanium Alloy 

単著 2008年 Key Engineering 
Materials, 
Vols.389-390 
(2008)pp277-282 

S. Koshimizu  277頁～
282頁 

Study on Micro 
Blasting of Glass 
for Micro Channel 
Forming 

単著 2009年 Advanced 
Materials 
Research, 
Vols.76-78, 
(2009) 

S. Koshimizu 373頁～
378頁 

Application of 
Liquid Bridging 
Force in 
Manipulation and 
Assembly of 
Microparts  

単著 2009年 Int.J.of 
Automation 
Technology, 
Vol.3 No.3, 
(2009) 

S. Koshimizu 308頁～
312頁 

自動搬送車のため 共著 2010年 品質工学、 鈴木真人, 越水重臣 66頁～
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

の音源探知技術の
最適化 

Vol.18,No.6、
（2010） 

74頁 

超音波振動と低周
波振動を用いた溶
接残留応力の低減
法 

共著 2010年 信学技法、
US2010-91(2010-
12) 

青木繁, 越水重臣ほか 4
名 

35頁～
38頁 

自動搬送車のため
の音響誘導システ
ムの最適化 

共著 2011年 品質工学、
Vol.19,No.1、
（2011） 

鈴木真人, 越水重臣 89頁～
97頁 

AR/VR for the 
micro 
manipulation 
system using 
single 
microscopic 
image 
recognition 
 

共著 2011年 International 
Journal of 
Automation 
Technology, 
Vol.5, No.6 

D.Misaki, S.Koshimizu 
et.al 

866頁～
874頁 

Ultrasonic 
Coring of Glass 
Disks Using 
Double Core Drill 

共著 2011年 Advanced 
Materials 
Research, 
Vol.325(2011) 

S.Koshimizu, S.Aoki 436頁～
441頁 

国際会議論文(International Conference Papers) 

Ultrasonic 
Vibration-Assist
ed Cutting of 
Titanium Alloy 

単著 2007年 3月 Proceedings ASPE 
Spring Topical 
Meeting on 
Vibration 
Assisted 
Machining 
Technology 

S. Koshimizu 11頁～
14頁 

Ultrasonic 
Vibration-Assist
ed Cutting of 
Titanium Alloy 

単著 2008年 9月 Proceedings of 
11th 
International 
Symposium on 
Advances in 
Abrasive 
Technology 

S. Koshimizu 277頁～
282頁 

Handling and 
Positioning of 
Microparts using 
Liquid Bridging 
Force 

単著 2008年 11月 Proceedings of 
3rd 
International 
Conference on 
Positioning 
Technology 

S. Koshimizu 255頁～
256頁 

Development of 
Micro 
Manipulation 
Tools using Micro 
Liquid Control 

共著 2008年 11月 Proceedings of 
3rd 
International 
Conference on 
Positioning 

D. Misaki, 
S.Koshimizu, H.Aoyama 

115頁～
116頁 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

for Microscopic 
Operations 
System 

Technology 

Study on Micro 
Blasting of Glass 
for Micro Channel 
Forming 

単著 2009年 9月 Proceedings of 
12th 
International 
Symposium on 
Advances in 
Abrasive 
Technology, 
(2009) 

S. Koshimizu 373頁～
378頁 

Development of 
Micromanipulatio
n System Using 
Liquid Bridging 
Force for Micro 
Parts Assembly 

共著 2010年 6月 Proc. of 12th 
International 
Conference on 
New Actuators  

D.Misaki, A.Kudo, 
S.Koshimizu, H.Aoyama 

1063頁
～1066
頁 

Peltier Cooling 
System Design for 
Narrow Space 

共著 2010年 11月 Proceedings of 
21st 
International 
Symposium on 
Transport 
Phenomena 
(ISTP-21) 

N.Zhu, S.Koshimizu, 
et.al 

CD-ROM 

Augmented 
reality for 
micromanipulatio
n system 

共著 2010年 11月 Proc. of The 4th 
International 
Conference on 
Positioning 
Technology 2010
（ICPT2010 ） 

S.Nakajima, D.Misaki, 
S.Koshimizu, H.Aoyama 

198頁～
199頁 

Analytical 
Method for 
Reduction of 
Residual Stress 
Using Low 
Frequency and 
Ultrasonic 
Vibrations 

共著 2011年 10月 Proceedings of 
International 
Conference on 
Advanced 
Technology in 
Experimental 
Mechanics 2011 

S.Aoki, S.Koshimizu, 
et.al 

No.11-2
03 

Micro 
Manipulation 
Support System 
using a Haptic 
Device 

共著 2011年 11月 Proceedings of 
4th 
International 
Conference of 
Asian Society 
for Precision 
Engineering and 
Nanotechnology 

D.Misaki, 
S.Koshimizu, et.al 

P019 

国内会議(Domestic Conference Papers) 

超耐熱 Ni基合金
インコネル 718の

共著 2007年 3月 2007年度精密工
学会春季大会学

安達尚、越水重臣 673頁～
675頁 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

超音波振動切削 術講演会講演論
文集 

品質工学と切削シ
ミュレーションを
用いた NCデータ
の最適化 

単著 2008年 7月 日本機械学会生
産システム部門
研究発表講演会
2008論文集 

越水重臣 61頁～
62頁 

マイクロロボット
をもちいた顕微作
業システム 

共著 2008年 7月 日本機械学会生
産システム部門
研究発表講演会
2008論文集 

見崎大悟、越水重臣ほか
3名 

61頁～
62頁 

液架橋力を用いた
マイクロパーツの
ハンドリングに関
する研究（第 2報）
－液架橋力の精密
測定－ 

共著 2008年 9月 2008年度精密工
学会秋季大会学
術講演会講演論
文集 

越水重臣, 見崎大悟 513頁～
514頁 

超耐熱 Ni基合金
インコネル 718の
超音波振動切削 

共著 2009年 9月 2009年度精密工
学会秋季大会学
術講演会講演論
文集 

越水重臣ほか 2名 673頁～
675頁 

ＭＴシステムを用
いた筆圧情報によ
る本人識別 
 

共著 2010年 6月 第 18回品質工学
研究発表大会 

越水重臣ほか 2名 82頁～
85頁 

ＭＴシステムによ
る組織能力の測定 
 

共著 2010年 6月 第 18回品質工学
研究発表大会 

糸久正人、越水重臣ほか
2名 

390頁～
393頁 

周期分析を用いた
電界紡糸装置の最
適化 

共著 2010年 6月 第 18回品質工学
研究発表大会 

針幸達也、越水重臣 258頁～
261頁 

足裏圧力を用いた
個人認証 

共著 2010年 6月 電子情報通信学
会バイオメトリ
ックセキュリテ
ィシステム研究
会講演会 

井出洋志、越水重臣ほか
6名 

17頁～
18頁 

ペルチェモジュー
ルによりモータ冷
却する精密位置決
め装置の熱変形ド
リフトの低減 

共著 2011年 3月 2011年度精密工
学会春季大会学
術講演会講演論
文集 

大塚二郎、越水重臣ほか
5名 

481頁～
482頁 

ＭＴシステムを用
いた足裏圧力によ
る本人識別 

共著 2011年 6月 第 19回品質工学
研究発表大会 

越水重臣ほか 2名 402頁～
405頁 

バーチャル実験に
よる品質工学（タ
グチメソッド）の
教育 

単著 2011年 9月 平成 23年電気学
会産業応用部門
大会 

越水重臣 Ⅱ
15-16. 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

ペルチェモジュー
ルによりモータ冷
却する精密位置決
め装置の熱変形ド
リフトの低減－ボ
ールねじの温度上
昇低減－ 

共著 2011年 9月 2011年度精密工
学会秋季大会学
術講演会講演論
文集 

種石健一、越水重臣ほか
6名 

685頁～
686頁 

ペルチェモジュー
ルによる精密位置
決め装置の冷却効
果における数値シ
ミュレーションと
実験的検証 

共著 2011年 10月 日本機械学会熱
工学コンファレ
ンス 2011講演論
文集、No.11-36 

種石健一、越水重臣ほか
6名 

85頁～
86頁 

その他（紀要） 

3 次元 CAD と品質

工学を組み合わせ

た統計的デザイン

手法 

単著 2008年 12月 産業技術大学院大

学紀要 No.2 
越水重臣 109頁～

113頁 

開発・設計におけ
る品質工学の有
用性について 

共著 2010年 3月 産業技術大学院大

学紀要 No.3 
鈴木真人、越水重臣 133頁～

140頁 

品質工学におけ
る回帰寄与率 SN
比の提案 

共著 2010年 12月 産業技術大学院大

学紀要 No.4 
鈴木真人、越水重臣 41頁～

48頁 

      

Ⅲ 実務に関する活動 

平成元年 4月～ 
平成 5年 3月 

イーストマン・コダック（ジャパン）株式会社勤務 
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所属 創造技術専攻 職名 准教授 氏名 舘野寿丈 

常勤・非常勤 常勤 実務家教員  教員種別 専任 

Ⅰ 教育活動 

教育実践上の主な業績 概          要 

１ 教育内容・方法の工夫
（授業評価等を含む） 

・講義（設計工学特論、プロトタイピング工学特論、デジタル製品開発特
論）および演習（設計工学・プロトタイピング工学特論特別演習）の４科
目を総合的に捉えて、授業プログラムを体系化した。 
・これまでの PBL実施結果から得られた様々な知見を基に、PBL実施体制
の改善を行った。 

２ 作成した教科書、教材、
参考書 

・講義（設計工学特論、プロトタイピング工学特論、デジタル製品開発特
論、設計工学・プロトタイピング工学特論特別演習）について、教材をす
べて電子化して作成した。 

３ 教育方法・教育実践に
関する発表、講演等 

・3D-CADを活用しながらチーム設計を行う特徴ある設計教育について、
国内学会シンポジウムにて発表した 
・PBL教育に関する研究論文を、国内学会と協会誌に発表した。 

４ 実務教育に関する特記
事項 

・品川区デザインセミナーの講師として、一般向けの 3D-CADおよびラピ
ッドプロトタイピングに関する教育を行っている。 
・中小企業中央会の補助金により、3D-CADおよびラピッドプロトタイピ
ングに関する長期の講習会を３期間（3時間×6日×2講座=36時間程度/1
期間）実施した。 

５ 担当授業科目の授業担
当者としての適性 

・複数の大学および大学院において、設計および生産システムに関する教
育・研究を長年にわたり継続している。また、産官学連携による実践的な
製品の設計・開発を数多く実施してきている。したがって、設計工学特論、
プロトタイピング工学特論、デジタル製品開発特論、設計工学・プロトタ
イピング工学特論特別演習の担当教員としての適性がある。 

６ その他教育活動上特記
すべき事項 

・日本機械学会生産システム部門 部門貢献表彰（平成 21 年 3 月） 
・日本機械学会生産システム部門 優秀講演論文表彰（平成 22 年 3 月） 

Ⅱ 研究活動 

著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

著書・論文 

新しい製品や事業

の企画・調査活動を

中心とするプロジ

ェクト型科目の実

践と効果 

共著 2006-3 工学教育，Vol.54, 
No.2 

舘野寿丈，楊 明 76- 
80 

Interactive System 
of Work Support in 
Consideration of 
Worker 
Competency 

単著 2006-6 JSME 
International 
Journal, Series (c), 
Vol.49, No.2 

 576- 
582 

Proposal of 
Ubiquitous 
Disassembly 
System for 
Realizing Reuse 
and Recycling in 
Cooperative  

共著 2006-10 Mechatronics for 
Safety, Security 
and Dependability 
in a New Era, 
Elsevier Ltd 
 

Toshitake TATENO and 
Shinsuke KONDOH 

576- 
582 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

デザイン・ナビゲー

ション・メソッドに

よる製品開発法の

研究－第２報，交互

作用を考慮した処

理－ 

共著 2007-6 日本機械学会論文

集(C 編)，Vol.73, 
No.730 

舘野寿丈，中沢弘 1898- 
1907 

Work Scheduling 
by Use of Worker 
Model in 
Consideration of 
Learning by 
On-The-Job 
Training 

共著 2007-7 Journal of 
Advanced 
Mechanical 
Design, Systems, 
and 
Manufacturing, 
Vol.1, No.3 

Toshitake TATENO and 
Keiko SHIMIZU 

430- 
441 

ロバストネスを優

先した多特性の設

計最適化－タグチ

メソッドの考え方

と中沢メソッド連

携活用の提案－ 

共著 2007-10 横幹，Vol.1, No.2 林利弘，舘野寿丈，立林

和夫，飛田朋之，仲畑光

蔵，松田光栄 

96- 
105 

作業者の技能レベ

ルと教育を考慮し

た作業スケジュー

リング 

共著 2007-10 日本機械学会論文

集(C 編)，Vol.73, 
No.734 

舘野寿丈，清水慶子 2854- 
2862 

Multi-agent 
Simulation of 
Component Reuse 
Focusing on 
Variations in User 
Preference 

共著 2009-6 CIRP Journal of 
Manufacturing 
Science and 
Technology, Vol.1, 
No.4 

Shinsuke KONDOH, 
Toshitake TATENO and 
Mitsutaka 
MATSUMOTO 

287- 
293 

Dynamic Work 
Planning by Using 
Simulation-based 
Optimization in 
Consideration of 
WorkersSkill and 
Training 

共著 2010-6 Journal of 
Advanced 
Mechanical 
Design, Systems, 
and 
Manufacturing, 
Vol.4, No.3 

Takeshi TATEYAMA, 
Toshitake TATENO and 
Keiko SHIMIZU 

597- 
604 

製品のモジュー

ル・リユースを促進

するエコ・エージェ

ント・システム 

共著 2010-12 日本機械学会論文

集(C 編)，
Vol.76,No.772 

舘野寿丈，近藤伸亮 3230- 
3239 

その他（国際会議論文） 

Versatile Motion 
Control of 
Micro-parts by 
using Multi-axes 
Vibration Drive 
and the Frictional 
Directionality of a 
Textured Surface 

共著 2006-5 Proc. of the 
6theuspen 
International 
Conference 

Toshitake TATENO and 
Nobuyuki MORONUKI 

188- 
191 



 

- 70 - 
 

著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

Work Scheduling 
by use of Worker 
Model in 
consideration of 
Learning by 
On-the-Job 
Training 

共著 2006-7 Proc. of 
International 
Symposium on 
Scheduling 2007 

Toshitake TATENO and 
Keiko SHIMIZU 

100- 
103 

Multi agent 
algorithm for 
matching demand 
and supply of 
recovered 
components 
considering the 
fluctuations in 
user preference 
components 

共著 2007-12 Proc. of 
Eco-Design 2007 

Shinsuke KONDOH, 
Toshitake TATENO, 
Mitsutaka 
MATSUMOTO 

C3-2-1F 

Multi-agent 
Simulation of 
Component Reuse 
Focusing on the 
Variation in User 
Preference 

共著 2008-3 Proc. of 15th CIRP 
International 
Conference on Life 
Cycle Engineering 

Shinsuke KONDOH, 
Toshitake TATENO, 
Mitsutaka 
MATSUMOTO 

207- 
212 

Simulation of 
Component Reuse 
Focusing on the 
Variation in User 
Performance 

共著 2008-8 Proc. of 15th ISPE 
International 
Conference on 
Concurrent 
Engineering 

Shinsuke KONDOH, 
Toshitake TATENO, 
Nozomu MISHIMA 

575- 
583 

Dynamic Work 
Planning by using 
Simulation-based 
Optimization in 
Consideration of 
Workers' Skill and 
Training 

共著 2009-7 Proc. of 
International 
Symposium on 
Scheduling 2009 

Takeshi TATEYAMA, 
Toshitake TATENO, 
Keiko SHIMIZU 

48- 
51 

Architecture of 
Sensor Network 
System for 
Promoting 
Condition-based 
Maintenance and 
Reuse 

共著 2009-9 Proc. of ASME 
International 
Design 
Engineering 
Conference & 
Computers and 
Information in 
Engineering 
Conference 

Toshitake TATENO, 
Shinsuke KONDOH 

DETC 
2009-871
97 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

Micro-object 
Orientation 
Control by using 
Different Vibration 
Modes of Board 
Stage”, Key 
Engineering 
Materials 

共著 2010-7 Key Engineering 
Materials, 
Vols.447-448 
(Proc. of 
ICoPE2010 & 13th 
ICPE) 

Toshitake TATENO, 
Akira KAKUTA and 
Kotaro OKUI 

488- 
492 

Dynamic Work 
Planning using 
Reinforcement 
Learning 
inConsideration of 
Workers’ Skill and 
Training 

共著 2011-7 Proc. of 
International 
Symposium on 
Scheduling 2011 

Takeshi TATEYANMA, 
Toshitake TATENO, 
Seiichi KAWATA 

75- 
80 

Multi-modal 
Vibration Stage 
for Alignment of 
Micro-objects –
Design Guideline 
of Multi-axis 
Alignment 
Stage- 

共著 2011-11 Proc. of 
International 
Conference on 
Leading Edge 
Manufacturing 
in 21st Century 

Kotaro OKUI, 
Toshitake TATENO 
and Akira KAKUTA 

No.3267 

Performance 
Improvement of 
Microbial Fuel 
Cells by using 
Ultrasonic 
Vibration 

共著 2011-11 Proc. of The 37th 
Annual 
Conference of the 
IEEE Industrial 
Electronics 
Society 

Toshitake TATENO, 
Akira KAKUTA, Sachiko 
TOKORO 

2079- 
2084 

その他（国内会議論文） 

作業者の技能と教

育を考慮した動的

作業スケジューリ

ング 

共著 2006-3 日本機械学会関東

支部講演会 
舘野寿丈，清水慶子，上

坂暢幸 
189- 
190 

製品使用者のリユ

ース・リサイクル活

動を促進するエ

コ・エージェント・

システム 

共著 2006-6 日本機械学会生産

システム部門講演

会講演論文集 

舘野寿丈，近藤伸亮，鳥

居俊彦 
61- 
62 

作業者の技能と教

育を考慮した動的

作業計画”，日本機

械学会生産システ

ム部門講演会講演

論文集 

共著 2006-6 日本機械学会生産

システム部門講演

会講演論文集 

舘野寿丈，清水慶子 63- 
64 

作業者モデルを用

いた動的作業計画 
共著 2006-9 日本機械学会年次

大会講演会講演論

文集 Vol.Ⅳ 

舘野寿丈，清水慶子 13- 
14 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

ライフサイクルシ

ナリオに基づくモ

ジュール化設計手

法の提案 

共著 2006-9 精密工学会秋季大

会学術講演会講演

論文集 

鳥居俊彦，舘野寿丈，近

藤伸亮 
79- 
80 

結晶の規則性を利

用した高精度微小

XY ステージの開発

と動作特性 

共著 2006-9 精密工学会秋季大

会学術講演会講演

論文集 

舘野寿丈，諸貫信行 925- 
926 

OJT 支援システム

の構築と作業知識

の解明に向けた試

み 

単著 2007-3 日本鉄鋼協会春季

講演大会講演論文

集 

 286- 
287 

作業者の技能と教

育を考慮した動的

作業計画－習熟忘

却曲線モデルを用

いた作業配分 

共著 2007-7 日本機械学会生産

システム部門講演

会講演論文集 

舘野寿丈，清水慶子 31- 
32 

作業者の技能と教

育を考慮した動的

作業計画－リスク

マネージメントの

導入 

共著 2007-9 日本機械学会年次

大会講演論文集，

Vol.4 

舘野寿丈，清水慶子 319- 
320 

弾性層を付加した

プリズム全反射光

学系の応用 

共著 2008-3 精密工学会春季大

会学術講演会講演

論文集 

佐久間秀夫，角田陽，舘

野寿丈 
1063- 
1037 

作業者の技能と教

育を考慮した動的

作業計画－機械学

習を用いた作業配

分ルールの決定－ 

共著 2008-7 日本機械学会生産

システム部門講演

会講演論文集 

舘山武史，舘野寿丈，清

水慶子 
37- 
38 

循環型社会実現の

ための部品リユー

スのシミュレーシ

ョン 

共著 2008-7 日本機械学会生産

システム部門講演

会講演論文集 

近藤伸亮，舘野寿丈，松

本光崇，三島望，増井慶

次郎 

85- 
86 

ライフサイクルシ

ナリオに基づいた

モジュール化設計

手法 

共著 2008-12 エコデザインジャ

パンシンポジウム 
舘野寿丈，近藤伸亮 B13-3 

弾性層を付加した

全反射系による接

触状態の観察 

共著 2009-3 精密工学会春季大

会学術講演会講演

論文集 

佐久間秀夫，角田陽，舘

野寿丈 
821- 
822 

微小物体の振動駆

動における滑り面

に生ずる液架橋の

影響に関する研究 

共著 2009-3 精密工学会春季大

会学術講演会講演

論文集 

舘野寿丈，角田陽，佐久

間秀夫 
765- 
766 

作業者の技能と教

育を考慮した動的

作業計画－作業配

分ルールの最適化

－ 

共著 2009-9 日本機械学会年次

大会講演論文集，

Vol.4 

舘野寿丈，舘山武史 309- 
310 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

製品モジュールの

リユース・リサイク

ルを促進するエ

コ・エージェントシ

ステム 

共著 2010-3 日本機械学会生産

システム部門講演

会講演論文集 

舘野寿丈，近藤伸亮 87- 
88 

固有振動モードを

利用した微小運動

制御機構の設計―

マイクロ物体の姿

勢制御用ステージ

の設計開発― 

共著 2010-11 Design シンポジウ

ム 
奥井公太郎，舘野寿丈，

角田陽 
Paper 
No.dss10
-0057 

機械的振動を利用

した生物型燃料電

池の高性能化に関

する研究（第 1 報） 

共著 2011-3 精密工学会春季大

会学術講演会講演

論文集 

舘野寿丈，角田陽 887- 
888 

機械的振動を利用

した生物型燃料電

池の高性能化に関

する研究（第 2 報）

－超音波振動が紅

色光合成細菌に及

ぼす影響― 

共著 2011-3 精密工学会春季大

会学術講演会講演

論文集 

所幸子，舘野寿丈，角田

陽，徳留昌平 
889- 
890 

次世代ものづくり

人材育成のための

CAD/RP”，電気学

会産業応用部門大

会シンポジウム 

共著 2011-9 電気学会産業応用

部門大会シンポジ

ウム 

舘野寿丈，橋本洋志，

佐々木信夫，吉岡秀明，

栗原宏 

Ⅱ11- 
Ⅱ14 

機械的振動を利用

した液中紅色光合

成細菌の位置制御 

共著 2011-9 精密工学会秋季大

会学術講演会講演

論文集 

徳留昌平，角田陽，舘野

寿丈 
665- 
666 

その他（紀要） 

技能レベルおよび

習熟忘却の影響を

考慮した作業配分

のためのシミュレ

ーション手法 

共著 2008-12 産業技術大学院大

学紀要 No.2 
舘野寿丈，清水慶子 23- 

30 

液中における物体

の超音波による姿

勢制御 

単著 2010-3 産業技術大学院大

学紀要 No.3 
 189- 

194 

微小物体の搬送・保

持と位置検出を一

つの機構で実現す

る操作デバイス 

単著 2010-12 産業技術大学院大

学紀要 No.4 
 115- 

121 

 
Ⅲ 実務に関する活動 

昭和  年 月～ 
平成  年 月 
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Ⅳ 学会等および社会における主な活動 

平成 3年～現在 精密工学会 会員 

平成 7年～現在 日本機械学会 会員 

平成 7年～現在 ヒューマンインタフェース学会 会員 

平成 16年～現在 日本鉄鋼協会 会員 

平成 18年～現在 日本工学教育協会 会員 

平成 7年 5月～ 
平成 13年 3月 

精密工学会 事業部会企画委員 

平成 10年 8月～ 
平成 15年 3月 

精密工学会 広報委員会委員 

平成 11年 3月 
(財)製造科学技術センター 
機械産業構造情報システム化調査委員会委員 

平成 12年 2月～ 
平成 13年 3月 

(財)製造科学技術センター 
遠隔システム検討委員会委員 

平成 13年 3月 精密工学会 春季大会実行委員会委員 
平成 14年 11月～ 
平成 16年 3月 

(財)製造科学技術センター 
IMS/GEM プロジェクト国内検討委員会委員 

平成 13年 4月～ 
平成 21年 3月 
平成 23年 4月～ 
現在 

日本機械学会 生産システム部門（MS 部門）運営委員会委員 

平成 16年 2月～ 
平成 18年 12月 

横断型基幹科学技術研究団体連合 
開発・設計プロセス工学技術調査研究会委員 

平成 17年 4月～ 
平成 20年 3月 

精密工学会 会誌編集委員会委員 

平成 17年 6月～ 
平成 18年 1月 

日本機械学会 部門英文ジャーナル移行準備委員会 

平成 18年 7月 
JSME/SSJ International Symposium on Scheduling,  
Executive Committee Member 

平成 18年 9月～ 
現在 

日本機械学会部門英文ジャーナル(Journal of Advanced Mechanical 
Design, Systems, and Manufacturing)編集委員 

平成 19年 7月 JST 新技術説明会 講師 
平成 20年 6月 日本機械学会 生産システム部門研究発表講演会 実行委員長 
平成 21年 2月 品川区デザインセミナー 講師 

平成 21年 7月 
JSME/SSJ International Symposium on Scheduling,  
Executive Committee Member 

平成 22年 3月 品川区デザインセミナー 講師 
平成 22年 6月～ 
現在 

全国中小企業団体中央会 ものづくり分野の人材育成・確保事業補助金に
よる事業，ものづくり技術者育成検討委員会委員 

平成 22年 9月 
ISPE International Conference on Concurrent Engineering 
International Program Committee Member 

平成 22年 11月 デザインシンポジウム 運営委員会委員 

平成 23年 2月 品川区工業デザインセミナー 講師 

平成 23年 7月 
JSME/SSJ International Symposium on Scheduling,  
International Program Committee Member 
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所属 創造技術専攻 職名 助教 氏名 網代 剛 

常勤・非常勤 常勤 実務家教員  教員種別 専任 

Ⅰ 教育活動 

教育実践上の主な業績 概          要 

１ 教育内容・方法の工夫
（授業評価等を含む） 

・本学在学生および修了生を対象とし，単なる基礎技能の修得のみならず，
本学コアコンピテンシーである「コミュニケーション力」「継続的学習の
能力」の育成を目的として、補習講座（『数学基礎』『撮影技法』『発想
法』『ゲームデザイン』）を企画・実施した。 

２ 作成した教科書、教材、
参考書 

・補習講座（『数学基礎』）において，直感的な理解と正確な理解の両立
を目的としてシミュレーション型の教材を作成した。 
・補習講座（『撮影技法』等）において補助資料を作成した。 

３ 教育方法・教育実践に
関する発表、講演等 

・教材開発および教授法について，ジャーナル論文 2件，国内学会 5件，
紀要 3件を発表した。 

４ 実務教育に関する特記
事項 

・本学履修証明プログラム『製品開発プロセス』において「数学・統計基
礎」を担当した。 

５ 担当授業科目の授業担
当者としての適性 

・ゲームデザイナとしてインタラクティブな教材の開発の実務経験に加
え，PBL 等経験型の教育における教授法を研究しており，PBL を補助する
教員としての適性がある。 

６ その他教育活動上特記
すべき事項 

 

Ⅱ 研究活動 

著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

論文 

最小サイズを目指
したシミュレーシ
ョンゲームのデザ
イン事例 

単著 2008.12 シミュレーショ
ン＆ゲーミング
Vol.18‐2 

 pp.91-1
03 

ゲーミングシミュ
レーションにおけ
るプレーヤをゲー
ムのプレーから，
問題の解法構築へ
と誘導する思考支
援ツールとしての
『クロスロード』 

共著 2011.6 シミュレーショ
ン＆ゲーミング
Vol.21‐1 

網代剛，吉川肇子，矢守
克也 

pp.1-12 

国内学会      

ゲームデザイン手
法を用いたリテラ
シー教育の事例 

単著 2008.11 日本シミュレー
ション＆ゲーミ
ング学会 2008年
度秋季大会 

 pp.41-4
4 

ゲーム的要素を取
り入れた数学基礎
教育プログラムの

単著 2010.5 日本シミュレー
ション＆ゲーミ
ング学会 2010年

 pp.38-4
1 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

実践報告 度春季大会 

循環的学習過程に
おける能力を育成
する“ゆるやかな
制約”によるゲー
ム設計技法の研究 

単著 2010.11 日本シミュレー
ション＆ゲーミ
ング学会 2010年
度秋季大会 

 pp.9-12 

ゲームの形態によ
って生ずるゲーム
プレー後の経験状
態の違い～２つの
防災ゲームの比較
を通じたゲーミン
グ設計技法に関す
る考察～ 

共著 2011.10 日本シミュレー
ション＆ゲーミ
ング学会 2011年
度秋季大会 

網代剛，松田稔樹 Pp27-30 

学習者のディスカ
ッションの記録に
よる学習状態の検
出 

共著 2011.10 日本教育工学研
究会論文集
2010.11 

網代剛，松田稔樹 pp.121-
124 

その他      

集合教室における
授業進捗の同期ず
れ対策にゲームデ
ザイン手法を用い
た技能習得教材の
開発 

単著 2008.12 産業技術大学院
大学紀要 2 

 pp.11-1
6 

コンピテンシーを
育成する経験学習
教材の設計技法 

単著 2010.12 産業技術大学院
大学紀要 4 

 pp.97-1
01 

AIITにおける撮
影スタジオを用い
たデザイン教育の
実践報告 

単著 2011.12 産業技術大学院
大学紀要 5 

 pp.147-
152 

Ⅲ 実務に関する活動 

平成 10年 4月～ 
平成 20年 3月 

ゲームデザイナ（フリーランス） 

 
Ⅳ 学会等および社会における主な活動 

平成 11年 4月～ 日本シミュレーション＆ゲーミング学会・正会員 

平成 21年 4月～ 日本 eラーニング学会・正会員 

平成 21年 4月～ 日本教育工学会・正会員 

平成 16年 4月～ 
平成 21年 3月 

日本シミュレーション＆ゲーミング学会・理事 

平成 21年 4月～ 日本シミュレーション＆ゲーミング学会・編集委員 
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所属 創造技術専攻 職名 助教 氏名 佐々木一晋 

常勤・非常勤 常勤 実務家教員  教員種別 専任 

Ⅰ 教育活動 

教育実践上の主な業績 概          要 

１ 教育内容・方法の工夫
（授業評価等を含む） 

・2011年度 7月着任のため担当授業なし． 
 
 

２ 作成した教科書、教材、
参考書 

・ 空間デザイン事典,日本建築学会, 2006 
・10+1TenPlusOneNo.42 / 地図を描く身体，2006 

３ 教育方法・教育実践に
関する発表、講演等 

・特になし 
 
 

４ 実務教育に関する特記
事項 

 
 
 

５ 担当授業科目の授業担
当者としての適性 

・他大学での研究歴、及び複数の大学（慶応大学）での非常勤講師として
の教育経験がある。そのため、ワークショップ関連講義、情報デザイン科
目の担当教員としての適性がある。 

６ その他教育活動上特記
すべき事項 

 

Ⅱ 研究活動 
 
 

著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

著書 

空間デザイン事典 共 
平成 18年 7月 1

日 
 井上書院 編：日本建築学会 

 

10+1TenPlusOne 

No.42 / 地図を描く

身体 

共 
平成 18年 3月 1

日 
INAX 出版 

石川初，田中浩也，佐々木

一晋，元永二郎 

 

論文 

代補的であること機

械的であること 
単 

平成 19年 3月 1

日 

モバイル社会研究

所 
佐々木一晋 

 

計画支援を意図した

空間情報視覚化シス

テムの開発その１ 

共 
平成 21 年 11 月

1 日 

神奈川大学工学研

究所所報 32 号 

山家京子，曽我部昌史，山

本俊雄，佐々木一晋，飯澤

清典 

2009,pp.

84-92 

計画支援を意図した

空間情報視覚化シス

テムの開発その２ 

共 
平成 22 年 11 月

1 日 

神奈川大学工学研

究所所報 33 号 

山家京子，曽我部昌史，山

本俊雄，佐々木一晋，飯澤

清典 

2010,pp.

54-63 

ご近所マップによるご

近所マップによる組・

班単位を対象とした

共 

平成 23 年 12 月 

平成 23 年 12 月

16 日 

日本建築学会 

第 6 回住宅系研究

報告会 

山家 京子、佐々木 一晋、

加藤史絵奈、亀田昌宏、高 

2011 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

情報共有の試み 

−コミュニティ支援を

意図したワークショッ

プの実践と課題− 

自治会間の連携を意

図した防災情報共有

ボードゲームの作成 

共 
平成 24年 2月 1

日 

日本建築学会 

技術報告集第 18 巻 

第３８号 100-100, 

2012 年 2 月 

齋藤千夏，山家京子，佐々

木一晋，飯澤清典 

2012.pp.

303-308 

論文発表 

都市空間における動

的パターンの表現と

認識モデルに関する

研究―ユーザー移

動パターンの学習・

認識と生成システム

の提案 

単 
平成 20年 8月 1

日 

日本建築学会学術

講演梗概集, 建築

計画 情報技術シス

テム 

 

2008,pp
.507-50
8 

コミュニティ支援を意

図した防災空間情報

に関する研究その３

〜地域防災力評価と

ソフト・ハードの重ね

合わせによる総合評

価 

共 
平成 21年 4月 1

日 

日本建築学会学術

講演梗概集, 建築

計画 都市計画 

高橋永，山家京子，佐々木

一晋 

2009,pp
.491-49
2 

鎌倉市大町地区に

おけるコミュニティ支

援を意図したワーク

ショップの実践と課題  

その１〜防災マップ

作成支援と移動型携

帯情報端末を用いた

防災空間情報の提

供 

共 
平成 21年 4月 1

日 

日本建築学会学術

講演梗概集, 建築

計画 都市計画 

高橋永，山家京子，佐々木

一晋      

2009,pp
.483-48
4 

コミュニティ支援を意

図した防災空間情報
共 

平成 21年 4月 1

日 

日本建築学会学術

講演梗概集, 建築

高橋永，山家京子，佐々木

一晋 

2009.pp
493-494 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

に関する研究 その４

〜防災マップ作成者

と利用者を対象とし

たアンケート調査  

計画 都市計画 

住民の意向を組み込

んだデザインプロセ

スの研究〜鎌倉市由

比ガ浜通りを事例と

して 

共 
平成 22年 4月 1

日 

日本建築学会学術

講演梗概集, 建築

計画 都市計画 

石坂佳美，佐々木一晋，山

家京子 

2010,pp
.221-22
2 

鎌倉市大町地区に

おけるコミュニティ支

援を意図したワーク

ショップの実践と課

題,その２ 回覧板ネ

ットワークを用いたご

近所情報共有の試

み 

共 
平成 22年 4月 1

日 

日本建築学会学術

講演梗概集, 建築

計画 都市計画 

亀田昌宏，加藤史絵奈，山

家京子，佐々木一晋 

2010,pp
.233-23
4 

郊外住宅地における

道路境界域の空間

構成に関する研究 

共 
平成 22年 4月 1

日 

日本建築学会学術

講演梗概集, 建築

計画 都市計画 

脇田理人，山家京子，佐々

木一晋 

2010,pp
.631-63
2 

リアルタイム動画・テ

キスト共有サービスを

活用したワークショッ

プ支援ツールの実践

的考察 

共 
平成 23年 4月 1

日 

日本建築学会学術

講演梗概集, 建築

計画 都市計画 

佐々木一晋，脇田理人，山

家京子 

2011,pp
.1011-1
012 

その他 

樹木スピーカーを用

いた音響空間プロデ

ュース 

共 
平成 18年 2月 1

日 

東京大学生産技術

研究所，生研ニュー

ス 2006 年 2 月号 

佐々木一晋，村松正彦，並

河昌平 

2006,pp
.15 

都市の微地形を発掘

する ジオウォーカー

の試み 

単 
平成 18年 3月 1

日 

INAX 出版，

10+1TenPlusOneNo.

42 / 地図を描く身

体 

 

2006,pp
.91-93 

地図を描く身体 共 平成 18年 3月 1 INAX 出版， 石川初，田中浩也，佐々木 2006,pp
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

「グラウンディングへ

の眼差し」 

日 10+1TenPlusOneNo.

42 / 地図を描く身

体 

一晋，元永二郎 .42-53 

地図を描く身体「東

京スキーパーク」 
単 

平成 18年 3月 1

日 

INAX 出版，

10+1TenPlusOneNo.

42 / 地図を描く身

体 

 

2006,pp
.70-72 

半定量化されるシー

クエンス 
単 

平成 18年 7月 1

日 

新建築社，新建築

住宅特集, 2006 年 6

月号 

 

2006,pp
.16 

PUUSTA TEHTY 共 
平成 19年 7月 1

日 

PARVS 

PUBLISHING

「LASTU kasasauna 

Fiskarsiin/Summer 

saun in Fiskars」 

編：Pekka Heikkinen, 共著：

Peter Westerlund, Sevra 

Davis, Isshin SASAKI 

2007,pp.
50-53 

郊外住宅地における 

人口減少を組み込ん

だ 宅地改替システ

ムの提案,｢synthetic 

landscape」       

共 
平成 19年 7月 1

日 

日本建築学会設計

競技関東支部 
山家京子，佐々木一晋 

 

Ⅲ 実務に関する活動 

昭和  年 月～ 
平成  年 月 
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Ⅳ 学会等および社会における主な活動 

平成 19年 4月～ 日本建築学会 会員 

平成 19年 7月～ 
日本ロボット学会専門研究委員会，招待講演（演題：空間のプロクロニズ
ム） 

平成 20年 4月～ ヴァーチャルリアリティ学会，（〜平成 21年 3月） 

平成 20年 4月～ 
鎌倉市大町地区におけるコミュニティー活性化事業（委託研究）（〜平成
22年 3月） 

平成 21年 4月～ 
神奈川区白幡向町地区におけるコミュニティー活性化事業（研究奨励寄付
金）（〜平成 22年 3月） 

平成 22年 8月～ 都市計画学会 会員 

 
 

  



 

- 82 - 
 

所属 創造技術専攻 職名 助教 氏名 陳俊甫 

常勤・非常勤 常勤 実務家教員  教員種別 専任 

Ⅰ 教育活動 

教育実践上の主な業績 概          要 

１ 教育内容・方法の工夫
（授業評価等を含む） 

• 技術経営特別演習では、担当教員の一人として、関連する最新事例や最
新動向を積極的に取り入れている（例：2010年出版の最新事例集）。ま
た、経営学初心者がビジネス・ケース・スタディに馴染ませるために課
題レポートのフォーマットを工夫している。 

• 創造技術演習では、担当助教として、学生の学修フィーズに応じて参考
資料を検索し配布すること、学生のモチベーションを上げるために積極
に学生の相談にのり問題解決をはかること等の工夫を行っている。 

これらの工夫は、受講生と担当するプロジェクトチームのメンバーから高
い評価を得ることができた。 

２ 作成した教科書、教材、
参考書 

• 特になし 

３ 教育方法・教育実践に
関する発表、講演等 

• 本専攻の助教チームによる PBL教育の調査研究について、2009年度の研
究代表者を務め、その研究成果を日本 e-Learning学会の 2009年秋季学
術講演会、および産業技術大学院大学紀要で発表した。その発表論文は、
同年の日本 e-Learning学会秋季学術講演会奨励賞に受賞した。 

４ 実務教育に関する特記
事項 

• 特になし 

５ 担当授業科目の授業担
当者としての適性 

• 大学院時代から経営戦略論をベースに日本企業の研究開発とイノベー
ション活動に関する研究を進めている。同研究分野に関する論文、学会
報告等の研究実績がある。これまでの研究経験から現在担当している技
術経営系の授業の担当者として適性がある。 

６ その他教育活動上特記
すべき事項 

• 特になし 

Ⅱ 研究活動 

著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著の
別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

論文 

技術トラジェクト
リー・シフトの両
面性：有機 ELディ
スプレイの事業化
の考察を中心に 

単著 2007年 12月 研究年報経済学 
Vol.69 Nos.1・2
（東北大学経済
学会） 

 71頁～
85頁 

イノベーターの頓
挫と戦略的不確実
性：東北パイオニ
アにおける有機
EL ディスプレイ
事業化を中心に 

単著 2008年 3月 研究年報経済学 
Vol.69 No.3 
（東北大学経済
学会） 

 79頁～
98頁 

イノベーション創
生のダイナミズム 

単著 2008年 11月 東北大学大学院
経済学研究科学
院請求論文 

 1頁～
139頁 

イノベーション研
究の再考 

共著 2008年 12月 産業技術大学院
大学紀要  
第 2号 

陳俊甫、吉田敏 155 頁～
163頁 

建築生産における
各様相の構成要素

共著 2008年 12月 産業技術大学院
大学紀要 

吉田敏、陳俊甫 209頁～
216頁 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著の
別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

からみる基礎的考
察 

第 2号 

ものづくり PBLの
実践に関する研究 

共著 2010年 3月 産業技術大学院
大学紀要 
第 3号 

陳俊甫、安藤昌也、村尾
俊幸、大坪克俊、網代剛 

141頁～
156頁 

イノベーションと
競争の多元化 

単著 2010年 9月 『経営学論集 80
集 社会と企業：
いま企業に何が
問われているか』 

日本経営学会編 192頁〜
193頁 

技術革新の収益化
と企業間競争 

単著 2010年 12月 産業技術大学院
大学紀要 
第 4号 

 49頁〜
58頁 

その他 

技術の経路選択に
関する考察 

単著 2006年 6月 2006年組織学会
研究発表大会 
報告要旨集（於青
山学院大学） 

 141頁〜 
144頁 

次世代技術による
イノベーション創
出の一考察 

単著 2006年 11月 日本ベンチャー
学会第 9回全国大
会 報告要旨集
（於東北大学） 

 112頁〜
115頁 

イノベーターの浮
沈に関する一考察 

単著 2007年 10月 研究・技術計画学
会第 22回学術大
会 講演要旨集
（於亜細亜大学） 

 621頁～
624頁 

イノベーション創
生のダイナミズ
ム：三項対立的分
析フレームワーク
の試み 

単著 2008年 6月 2008 年度組織学
会研究発表大会 
報告要旨集（於神
戸大学） 

 121頁～
124頁 

イノベーションと
競争の多元化 

単著 2009年 9月 日本経営学会第
83 回 全 国 大 会 
報告要旨集（於九
州産業大学） 

 213頁～
216頁 

ものづくり PBL の
実践に関する研究 

共著 2009年 11月 日本 e-Learning
学会 2009 年秋季
学術講演会報告
論文集（於産業技
術大学院大学） 

陳俊甫、安藤昌也、村尾
俊幸、大坪克俊、網代剛 

1頁～ 
6頁 

中国におけるホテ
ル接遇サービスの
一考察 

単著 2011年 9月 日本経営学会第
85回全国大会報
告要旨集（於甲南
大学） 

 248頁～
251頁 

Ⅲ 実務に関する活動 

平成 20年 4月～ 本専攻にて教育研究に従事 

Ⅳ 学会等および社会における主な活動 

平成 16年 4月～ 組織学会 会員 

平成 17年 4月～ 研究・技術計画学会 会員 

平成 18年 9月～ 日本ベンチャー学会 会員 

平成 20年 4月～ 日本経営学会 会員 
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平成 21年 1月～ 日本デザイン学会 会員 

平成 23年 6月～ 産業学会 会員 
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（表４） 

所属 創造技術専攻 職名 助教 氏名 中島 瑞季 

常勤・非常勤 常勤 実務家教員  教員種別 専任 

Ⅰ 教育活動 

教育実践上の主な業績 概          要 

１ 教育内容・方法の工夫
（授業評価等を含む） 

習得した研究結果や研究手法が、デザイン開発の現場に携わった際にすぐ
に使えるような、実践重視の教育であることを心掛けている。 

２ 作成した教科書、教材、
参考書 

無し 

３ 教育方法・教育実践に
関する発表、講演等 

無し 

４ 実務教育に関する特記
事項 

無し 

５ 担当授業科目の授業担
当者としての適性 

大学院時代からデザイン学と感性工学を基調に、ヒトの感情とデザイン要
素の関係性に関する研究を心理評価、生理評価を用い進めている。さらに
労働科学研究所において研究生の経歴も有しており、企業との共同研究の
経験から、理論と実践をつなげることに関しても詳しい。以上より、本学
の PBL プロジェクト関連の科目担当として相応しい教育研究実績を有す
る。 

６ その他教育活動上特記
すべき事項 

第 58回 日本デザイン学会春期研究発表  
グッドプレゼンテーション賞 （2011） 

Ⅱ 研究活動 

著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

論文(Journal Papers) 

空間の構成要
素及び、評価方
法と評価結果
の依存性 

共著 2012年  日本感性工学会 
日本感性工学会論
文誌 第 11巻 2号 

中島瑞季 横井聖宏 
山中敏正 
 

pp, 
339-348 

感性評価を用
いた空間演出
効果の推定 

共著 2012年 日本感性工学会 
日本感性工学会論
文誌 第 11巻 2号 

横井聖宏 中島瑞季 
山中敏正 

pp, 
297-302 

ブロックによ
る椅子模型制
作時の脳活動
分析 

共著 2009年 日本感性工学会 
日本感性工学会論
文誌 第 9巻 1
号 

永盛祐介 中島瑞季 
横井聖宏 山中敏正 

 

国際会議論文(International Conference Papers) 

A 
Relationship 
Between the 
Process of 
Light 

共著 2010年 KANSEI 
ENGINEERING AND 
EMOTION RESEARCH 
INTERNATIONAL 
CONFERENCE. 

Mizuki NAKAJIMA 
Hiroya IGARASHI 

pp.37 
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Changing and 
the Human 
Emotion 
Variation. 

KEER2010. 

The element 
extracted 
from lighting 
equipments 
that don’t 
take 
discomfort 
from 
darkness. 

共著 2008年 Design & Emotion 
Conference 6th 

Mizuki NAKAJIMA 
Hiroya IGARASHI 

 

国内会議(Domestic Conference Papers) 

空間の構成要
素及び、評価方
法と評価結果
の依存性 

共著 2011年 日本感性工学会 
第12回日本感性工
学会大会予稿集 

中島瑞季 横井聖宏  
山中敏正 

 

間接評価を用
いた空間演出
効果の測定 

共著 2011年 日本感性工学会 
第12回日本感性工
学会大会予稿集 

横井聖宏 中島瑞季 
山中敏正 

 

店舗空間の壁
紙を視覚的特
徴により選択
する際の評価
後抽出の検討 

共著 
 

2011年 
 

日本デザイン学会 
第58回春季研究発
表大会概要集 
 

中島瑞季 横井聖宏  
山中敏正 

 
 
 
 

視覚的特徴に
より壁紙を分
類する際のユ
ーザーの着目
点の検討 

共著 
 
 

2011年 
 
 

日本感性工学会 
第 6回日本感性工
学会春季大会予稿
集 
 

横井聖宏 中島瑞季 
山中敏正 

 
 

創造的課題時
のコミュニケ
ーションの様
態―健聴学生
と聴覚障害学
生の比較 

共著 
 

2011年 
 

日本感性工学会 
第 6回日本感性工
学会春季大会予稿
集 
 

永盛祐介 中島瑞季  
水谷奈那美 横井聖宏 

 

室内空間にお
ける照明の照
射位置の違い
がもたらす感
情状態の変化
と脳活動との
関係 

共著 2010年 照明学会 
第43回照明学会全
国大会講演論文集 

中島瑞季 山中敏正 pp,145 

光を動かす事
から変化する
感情の傾向の
位置付け 

共著 2009年 日本感性工学会 
第 5回日本感性工
学会大会予稿集 

中島瑞季 五十嵐浩也  

豊かな感情を
得る「室内空
間における間
接照明」のデ
ザイン要素抽
出 

共著 2008年 日本デザイン学会 
第55回春期研究発
表大会概要集 

中島瑞季 植村朋宏 
五十嵐浩也 
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ブロックによ
る椅子デザイ
ン課題時の脳
活動の分析 - 
創造的活動時
の脳活動の計
測 - 

共著 2008年 日本感性工学会 
第10回日本感性工
学会大会予稿集 

永盛祐介 中島瑞季 
横井聖宏 中森志穂 
水谷奈那美 内山俊朗 
山中敏正 

 

照明を操作す
ることに伴う
感情の抽出 

共著 2008年 日本感性工学会 
第10回日本感性工
学会大会予稿集 

中島瑞季 五十嵐浩也  

 
Ⅲ 実務に関する活動 

平成 年 月～ 
 

無し 

 
Ⅳ 学会等および社会における主な活動 

平成 17年 5月～ 日本デザイン学会会員   

平成 19年 5月～ 日本感性工学会会員 

平成 21年 11月
～ 

一般社団法人 照明学会会員 
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所属 創造技術専攻 職名 助教 氏名 村尾 俊幸 

常勤・非常勤 常勤 実務家教員  教員種別 専任 

Ⅰ 教育活動 

教育実践上の主な業績 概          要 

１ 教育内容・方法の工夫
（授業評価等を含む） 

PBL教育の実態および PBL履修前の期待と履修体験で感じる問題点を把握
し、PBL教育の改善することを目的とした学生への PBLに関する評価アン
ケートを助教が主体となり昨年度実施。助教の立場で PBLに対してより良
いサポートをできるように常に改善を図っている。 

２ 作成した教科書、教材、
参考書 

 

３ 教育方法・教育実践に
関する発表、講演等 

陳 俊甫，安藤昌也，村尾俊幸，大坪克俊，網代 剛, "ものづくり PBLの
実践に関する研究," 産業技術大学院大学紀要, No. 3, pp. 141-156, 
2010. 
加藤由花, 土屋陽介, 村尾俊幸, "産業技術大学院大学情報アーキテクチ
ャ専攻の教育体系に関する研究," 産業技術大学院大学紀要, No. 2, pp. 
91-99, 2008. 

４ 実務教育に関する特記
事項 

 

５ 担当授業科目の授業担
当者としての適性 

大学院時代の専門はロボット制御であり、制御工学の理論的な分野だけで
なく、シミュレーションや実機を用いた検証手法にも詳しい。これらを活
かし、本学では、主に実機を用いた PBLの副担当を、また今年度からはシ
ミュレーション検証関連の科目も担当している。 

６ その他教育活動上特記
すべき事項 

文部科学省の平成 20, 21年度 専門職大学院等における高度専門職業人養
成教育推進プログラム「教育の質を保証する効果的な FDの取組」の FD企
画推進会議委員として、取り組みの報告書をまとめた。 

Ⅱ 研究活動 

著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

著書（Book Chapters） 

An Experimental 
Study of 
Stabilizing 
Receding Horizon 
Control of Visual 
Feedback System 
with Planar 
Manipulators 
 

共著 2007年 8月 Springer-Verlag M. Fujita, T. Murao, Y. 
Kawai and Y. Nakaso 
“Assessment and Future 
Directions of 
Nonlinear Model 
Predictive Control” 
R. Findeisen, F. 
Allgower and L. 
Biegler (Eds.) 

573頁～
580頁 

Passivity-based 
Visual Force 
Feedback Control 
for Eye-to-Hand 
Systems 

共著 2010年 4月 IN-TECH H. Kawai, T. Murao and 
M. Fujita 
“Robot Manipulators, 
New Achievements“ 
A. Lazinica and H. 
Kawai (Eds.) 

329頁～
342頁 

論文(Journal Papers) 

受動性に基づく可
動カメラ構造の 3
次元動的視覚フィ
ードバック制御 

共著 2008年 2月 電気学会論文誌 
C 

村尾俊幸, 河合宏之, 
藤田政之 
 

286頁～
294頁 

固定カメラシステ
ムに対する安定化

共著 2009年 4月 電気学会論文誌 
C 

村尾俊幸, 河合宏之, 
藤田政之 

630頁～
638頁 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

予測ビジュアルフ
ィードバック制御 

Passivity-Based 
Control of 
Dynamic Visual 
Feedback Systems 
with Movable 
Camera 
Configuration 

共著 2009年 6月 Electronics and 
Communications 
in Japan 

T. Murao, H. Kawai and 
M. Fujita 

1頁～11
頁 

受動性に基づく固
定カメラ構造の 3
次元視触覚フィー
ドバック制御 

共著 2009年 7月 システム制御情
報学会論文誌 

河合宏之, 村尾俊幸, 
藤田政之 

273頁～
279頁 

Stabilizing 
Predictive 
Visual Feedback 
Control for Fixed 
Camera Systems 

共著 2011年 8月 Electronics and 
Communications 
in Japan 

T. Murao, H. Kawai and 
M. Fujita 

1頁～11
頁 

Passivity-based 
Visual Motion 
Observer with 
Panoramic Camera 
for Pose Control 

共著 2011年 12月 Journal of 
Intelligent and 
Robotic Systems 

H. Kawai, T. Murao and 
M. Fujita 

561頁～
583頁 

国際会議論文(International Conference Papers) 

Passivity-based 
Visual Force 
Feedback Control 
for Planar 
Manipulators 
with Eye-in-Hand 
Configuration 

共著 2007年 10月 Proc. of the 2007 
IEEE Conference 
on Control 
Applications 

H. Kawai, T. Murao and 
M. Fujita 

1480頁
～1485
頁 

Predictive 
Visual Feedback 
Control with 
Eye-in/to-Hand 
Configuration 
via Stabilizing 
Receding Horizon 
Approach 

共著 2008年 7月 Proc. of the 17th 
IFAC World 
Congress on 
Automatic 
Control 

T. Murao, H. Kawai and 
M. Fujita 

5341頁
～5346
頁 

Passivity-based 
Dynamic Visual 
Force Feedback 
Control for Fixed 
Camera Systems 

共著 2008年 9月 Proc. of the 2nd 
IEEE 
Multi-conferenc
e on Systems and 
Control 

H. Kawai, T. Murao and 
M. Fujita 

426頁～
431頁 

Passivity-based 
Synchronized 
Visual Feedback 
Control for 
Eye-to-Hand 
Systems 

共著 2009年 11月 Proc. of the 35th 
Annual 
Conference of 
the IEEE 
Industrial 
Electronics 
Society 

T. Murao, H. Kawai and 
M. Fujita 

2334頁
～2339
頁 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

Visual Motion 
Observer-based 
Pose Control with 
Panoramic Camera 
via Passivity 
Approach 

共著 2010年 7月 Proc. of the 2010 
American Control 
Conference 

H. Kawai, T. Murao and 
M. Fujita 

4534頁
～4539
頁 

Visual Motion 
Observer-based 
Stabilizing 
Receding Horizon 
Control via Image 
Space Navigation 
Function 

共著 2010年 9月 Proc. of the 2010 
IEEE 
Multi-conferenc
e on Systems and 
Control 

T. Murao H. Kawai and 
M. Fujita 

1648頁
～1653
頁 

Visual Motion 
Observer-based 
Pose Control via 
Image Space 
Navigation 
Function 

共著 2010年 11月 Proc. of the 8th 
France-Japan 
Congress and 6th 
Europe-Asia 
Congress on 
Mecatronics 

T. Murao H. Kawai and 
M. Fujita 

122頁～
127頁 

Passivity-based 
Iterative 
Learning Control 
for Visual 
Feedback System 

共著 2011年 9月 Proc. of the 2011 
IEEE 
Multi-conferenc
e on Systems and 
Control 

T. Murao H. Kawai and 
M. Fujita 

675頁～
680頁 

Passivity-based 
Control for 2DOF 
Robot 
Manipulators 
with 
Antagonistic 
Bi-articular 
Muscles 

共著 2011年 9月 Proc. of the 2011 
IEEE 
Multi-conferenc
e on Systems and 
Control 

H. Kawai, T. Murao, R. 
Sato and M. Fujita 

1451頁
～1456
頁 

国内会議(Domestic Conference Papers) 

受動性に基づく視
覚フィードバック
における推定と制
御の内部構造 

共著 2007年 9月 第 36回 SICE 制
御理論シンポジ
ウム 資料 

村尾俊幸, 河合宏之, 
藤田政之 

183頁～
186頁 

受動性に基づく固
定カメラシステム
の 3次元視触覚フ
ィードバック制御 

共著 2008年 3月 SICE 第8回 制御
部門大会 資料 

河合宏之, 村尾俊幸, 
藤田政之 

Paper ID 
063-1-5
, 

受動性に基づく視
覚フィードバック
システムに対する
同調制御の一考察 

共著 2009年 3月 SICE 第9回 制御
部門大会 資料 

村尾俊幸, 河合宏之, 
藤田政之 

Paper ID 
TB4-2 

重心位置と関節角
度の位相差に基づ
く太極拳の熟練度
評価の一考察 

共著 2011年 12月 第 12回 SICE シ
ステムインテグ
レーション部門 
講演会論文集 

中野誉司, 佐藤裕作, 
河田 聡, 平尾康幸, 哈
斯朝魯, 村尾俊幸, 橋
本洋志 

951頁～
954頁 

曲率対数分布図と
平滑化微分を用い

共著 2011年 12月 第 12回 SICE シ
ステムインテグ

平尾康幸, 河田 聡, 佐
藤裕作, 中野誉司, 哈

673頁～
675頁 
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著書・論文等 
の名称 

単著・ 
共著
の別 

発行または 
発表の年月 

(西暦でも可） 

発行所、発表雑誌
（及び巻・号数）

等の名称 

編者・著者名 
(共著の場合のみ記入) 

該当 
頁数 

た美しい動きの評
価 

レーション部門 
講演会論文集 

斯朝魯, 村尾俊幸, 橋
本洋志 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

           

 １ 志願者・合格者・入学者数の推移      

             （表５） 

   2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 2011年度 

 
志願者 

 ―          55         62                      75 

4月入学 10月入学 

61 【4】 

 合格者  ―        51        57                     63 55 【4】 

 入学者（Ａ）  ―（ ― ） 49 （ 24 ） 52 （ 27 ） 55 （23  ） 49（ 21 ） 【4】 

 

入学定員（Ｂ） 

 ―            50               50                    50 50 【5】 

 (A)/(B)*100  ―                 98.00               104.00           110.00 98.00 【80.00】 

                 

 

 

[注] 

 

1 

 

認証評価を受ける年度の前年度までの５年間のデータを示すこと。上記は、2010年度の受審を想定した例である。  

  2 春季のほかに秋季入試等を実施している場合は、それぞれに作表し、合計欄を設けること。  

  3 「入学者（Ａ）」のうち、実務の経験を有する者を（  ）に内数として記入すること。  

  4 編入学制度を実施している場合は、本表をコピーし、編入学者関係の同様の表(表５の別表)を作成すること。  

              

             

  

Ⅲ 学生の受け入れ 
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２ 学生定員及び在籍学生数  
       

          （表６） 

       在籍学生数（Ｂ）内訳 

備考  収容定員 在籍学生 

(B)/(A) 

第１年次 第２年次 

 （Ａ） 総数（Ｂ） 学生数 学生数 

  100 230  2.30  101  129    

 留年者数（内数） 〈 0 〉   〈 0 〉 〈 0 〉   

 休学者数（内数） 《 16 》   《 1 》 《 15 》   

                  

 ３ 中途退学者数             

                 （表７） 

 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 

 １年次 ２年次 合計 １年次 ２年次 合計 １年次 ２年次 合計 １年次 ２年次 合計 １年次 ２年次 合計 

 
 ― ―  ―   2   1 3  3 6 13  2  8   10 4  6 10  

 

                  

― 
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 [注] 1 
認証評価を受ける年度の前年度までの５年間のデータを示すこと。上記は、2010年度の受審を想定した例である。 

退学者数には、除籍者も含めること。 

 

 

Ⅳ 施設・設備 

        

  １ 教員研究室         

            （表８) 

 

 

室    数 

 

 

 

総面積（㎡） 

（Ｂ） 

１室当たりの平均面積（㎡）   

 

 

専任教員

数 

（Ｃ） 

 

 

個室率(%) 

(A）/（C）

*100 

 

教員１人当た 

りの平均面積

（㎡）  

備  考 

 
個室 

(Ａ) 

共 

同 
計 個 室 共 同 

  10  1 11  354.15 29.57 58.41 16 62.50 23.61   

             

 [注] 1 「室数」、「総面積」欄には、当該大学院の専任教員のための研究室について記入すること。 

  
2 専任教員中、専任（兼担）教員については、当該教員が所属する他学部・他研究科等に研究室がある場合にはこれについて作表すること。 

また、当該大学院と他学部・他研究科の両方に研究室を用意している場合は、一方のみを記入し、「備考」欄にその旨を記述すること。 

  
3 「１室当たりの平均面積」は全ての教員研究室について、「教員１人当たりの平均面積」は、専任教員が実際に使用している教員研究室について算出する

こと。 

  4 「個室率」の算出にあたっては、個室数が専任教員数を上回る場合は、原則として 100％と記入すること。 

-94 -  



 

 

 

 ２ 教育関連施設 

施設名称 面積(㎡) 座席数 内容 特記事項（主要設備） 

東京夢工房 465 ― 創造技術専攻の PBL 演

習、自習、授業を行う 

・ミーティングスペース１０ブース 

・自習スペース 

・展示スペース 

・工作室                        等 

Designers’ Lab 45 ― ラピットプロトタイピング専

用の演習室 

・無線 LAN 対応 

・３次元計測システム 

・３次元プリンタ                   等 

サーバ実験室 80 ― サーバを使った演習講義

を行う 

・無線 LAN 対応 

・サーバ 60 台 

・デスクトップパソコン 12 台            等 

自習室 80 42 学生用自習室 ・デスクトップパソコン 5 台（Windows3 台、Mac2 台） 

自習室 

（グループ演習用） 

40 

（2 部屋） 

18 学生 PBL 用自習室 ・デスクトップパソコン１台 

演習室 60 30 講義を行う ・無線 LAN 対応 

・ホワイトボード 

・机・椅子可動 

PBL 演習室 135 ― 情報アーキテクチャ専攻

の PBL 演習 

・８区画 

・無線 LAN 対応 

・ホワイトボード                   等 

講義室 130 108 情報アーキテクチャ専攻

の講義を行う 

・無線 LAN 対応 

・パソコン用電源（各席） 

・プロジェクター（天吊式） 

・携帯用講義放送装置              等 

演習室 52 25 講義を行う ・無線 LAN 対応 

・ホワイトボード 

・スクリーン                     等 
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施設名称 面積(㎡) 座席数 内容 特記事項（主要設備） 

CAD 室 160 60 創造技術専攻の講義を行

う 

・無線 LAN 対応 

・パソコン用電源（各席） 

・プロジェクター（天吊式） 

・携帯用講義放送装置              等 

PC 講義室 160 72 情報アーキテクチャ専攻

の講義を行う 

・無線 LAN 対応 

・パソコン用電源（各席） 

・プロジェクター（天吊式） 

・携帯用講義放送装置              等 

ゼミ室（３階） 40 18 講義を行う ・２部屋 

・無線 LAN 対応 

・ホワイトボード 

・机・椅子可動 

大講義室 196 200 オリエンテーションを行う ・無線 LAN 対応 

・プロジェクター（天吊式）            等 

材料演習室 60 ― 材料実験専用の演習室 ・ドラフトチャンバー 

・並列スターラー 

・高温電気炉                    等 

ゼミ室（４階） 48 27 講義を行う ・２部屋 

・無線 LAN 対応 

・ホワイトボード 

・机・椅子可動 
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専攻概要 

(1) 専攻の沿革(これまでの研究科・専攻の設置・改組の経緯等) 

平成 18 年 4 月に開学した本学は、一研究科の構成とし、「産業技術研究科」を設置した。

専攻は 2 専攻があり、開学と同時に設置した「情報アーキテクチャ専攻」と、平成 20 年 4 月に

設置した「創造技術専攻」がある。 

 
 

(2) 専門職大学院および研究科の目標と専攻の目標および育成する人材像との関係 

本学は、専門的知識と体系化された技術ノウハウを活用して、新たな価値を創造し、産業の

活性化に資する意欲と能力を持つ高度専門技術者の育成を目的としている。 

「創造技術専攻」では、ものづくりの個別プロセスで得られている普遍的な知見を統合したも

のづくり技法に精通し、技術マネジメント能力と、デザインマネジメント能力をあわせ持ち、新た

な価値を持つ製品を創造することを通じて、産業の振興に資する意欲と能力を持つ人材である

「ものづくりアーキテクト」を育成する。 

  
 

(3) 学習・教育目標の特徴※１  

本専攻のカリキュラムの特徴は次のようなものである。主として 1年次では講義を中心にした授

業科目を配置し、必要な知識・スキルが獲得できるようにすることを学習・教育目標としている。

最終年次には、ＰＢＬ型科目のイノベーションデザイン特別演習１・２を配置し、１年次に獲得した

知識・スキルを総合的に実践して応用する能力と、業務遂行能力を獲得することを学習・教育目

標としたプロジェクト演習科目を実施している。 

 

 
(4) 修了生の進路・活躍分野 

  本専攻が育成を目指す「ものづくりアーキテクト」の仕事は、ものづくりスペシャリストの集団

をマネジメントするものであり、まとめると次のようになる。 

 

1.マーケットニーズを把握して、何を作るべきかの企画をマネジメントし顧客あるいは組

織に開発の意思決定を求める。 

価値デザイン、感性デザイン、概念設計、素材設計、安全性設計 

 

2.設計知識を駆使して製品開発をマネジメントする。 

   設計原理、設計知識マネジメント、CAD/CAM/CAE、シンセシス、アナリシス、 

タグチメソッド、QFD、TRIZ、DfX、ソフトウェア設計 

 

3.コスト評価、製品評価をマネジメントする。 

  プロトタイピング（デジタルモックアップ、3 次元プリンター）、 
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VE、信頼性工学、多目的最適化 

 

 
(5) 関連する他の教育課程(関連研究科・関連専攻等)との関係 

 本学には「情報アーキテクチャ専攻」と「創造技術専攻」の 2 専攻を設置している。現在両専

攻共通科目として、国際開発特論、国際経営特論、技術倫理などの講義を開講している。また、

修了要件にはならないが、情報アーキテクチャ専攻の授業科目を受講できるようにしており、学

生のニーズに合わせた柔軟な対応をしている。 

 

 
(6) カリキュラム上の特色 

  創造技術専攻の 1 年次のカリキュラムは、ものづくりアーキテクトに必要とされる知識・スキ

ルを修得するため、関連分野の基礎を修得する創造技術基礎科目群と産業技術研究科共通科

目群、各専門領域について深く学ぶ専門科目群から構成されている。 

2 年次のカリキュラムは、PBL 型科目が中心となり、5 名程度で実施するプロジェクトを主担当

教員 1 名、副担当教員 2 名の指導の下、一年をかけて知識・スキルの実践と必要な業務遂行能

力を身に付けるようにしている。 

カリキュラムの考え方として、学生が目指す将来のキャリアなどを考慮し、5 つのコース※２を設

けている。 

 

 
(7) その他の特色 

 開学以来本学では、上述のＰＢＬ（Project Based Learning）型教育の実施や、平日夜間・土

曜日昼間開講、クォータ制、長期履修制度、AIIT 単位バンク制度、講義支援システムなどの特

色ある仕組みを取り入れたり、各種講座・セミナー開催社会貢献などの活動を行っている。 

 また、産業界のニーズを把握し教育内容に反映させるため、企業の経営者等を中心メンバ

ーとする運営諮問会議を設置しているほか、大学の持つ知的資源を積極的に地域社会に還元

し、更には地域企業の研究機能を担うため、オープンインスティテュート（OPI）を設置している。 
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※１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：科目履修の流れ 

 

※２ 

◯創造技術専攻で想定される 5 つのコース 

１．インダストリアルデザインコース 

プロダクトからシステムまで、デザイン計画に必要な高度な知識とスキルを習得するた

めのプログラム。将来キャリアとしては、高度な継続教育を望むデザイナーやデザインの

理解・活用を希求する技術者、マケッターなどを想定している。 

２．ものづくりマネジメントコース 

  経営視点の論理的理解力と、ものづくり視点の感覚的理解力を共に修得するためのプ

ログラム。将来キャリアとしては、工学系出身者が企業経営者へ、文科系出身者がものづ

くり産業へ進むことを想定している。 

３．開発設計コース 

新製品の企画提案から設計、開発までに必要とされる高度な知識とスキルを修得する

ためのプログラム。将来キャリアとしては、高度な開発設計プロセス、材料、品質・信頼性

の知識とスキルが要求されるエンジニアや経営者などを想定している。 

４．システム統合・制御コース 

別紙 
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システム開発の企画提案から設計、開発までに必要となる高度な知識とスキルを修得

するためのプログラム。将来キャリアとしては、高度なシステム開発の知識とスキルが要求

されるシステムアーキテクトやエンジニアなどを想定している。 

５．国際コース 

アジアを中心にした国際社会で、具体的な就職先ターゲットを明確にした上で、その

ために必要な高度な専門的知識とスキルを修得するためのプログラム。将来キャリアとし

ては、開発援助関連の国際機関・NPO・研究所等の職員、アジア等における起業家・実

務家を想定している。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

基準１ 使命・目的および学習・教育目標の設定と公開  



 

 

 

 

 

 

 

 

基準２ 学生受け入れ方法  



 

 

 

 

 

 

 

 

基準３ 教育方法  



 

 

 

 

 

 

 

 

基準４ 教育組織  



 

 

 

 

 

 

 

 

基準５ 教育環境  



 

 

 

 

 

 

 

 

基準６ 学習・教育目標の達成  



 

 

 

 

 

 

 

 

基準７ 教育改善  



 

 

 

 

 

 

 

 

基準８ 特色のある教育研究活動 
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（１） 使命・目的の学則等での設定と公開 

資料番号 1－1 『産業技術大学院大学学則』本学の使命・目的 
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資料番号 1－2 『大学院案内』設置目的 
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資料番号 1－3 『産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書』 
創造技術専攻を設置する目的 
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資料番号 1－4 『産業技術大学院大学 設置認可申請書』 
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資料番号 1－5 学則を公開している web サイト 
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（２） 学習・教育目標 

資料番号 1－6 『大学院案内』学習・教育目標 
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資料番号 1－7 『産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書』本専攻

で育成する「ものづくりア－キテクト」 

 

 



- 111 -  
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資料番号 1－8 『平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス』モデルコ－ス 
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資料番号 1－9 学校・教育目標の web サイトでの開示例 
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資料番号 1－10  『平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス』シラバス作成例 
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資料 1－11 『PBL プロジェクト説明シ－ト集』PBL プロジェクト説明シ－ト作成例 
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（３） 研究科の名称 

資料番号 1－12  『産業技術大学院大学設置認可申請書』本研究科の名称 
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資料番号 1－13  『産業技術大学院大学設置認可申請書』本専攻の名称 
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（１）アドミッションポリシ－とそれに基づく選抜の実施 

資料番号 2－1 『学生募集要項』アドミッションポリシ－に関する記述 
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資料番号 2－2  入試日程及び募集要項の web サイトでの開示例 

 

 

 

  



- 142 -  

資料番号 2－3 産業技術大学院大学『プレスク－ル』のご案内 
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資料番号 2－4 『平成 24 年産業技術大学院大学履修の手引き』オフィスアワ－概要 
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2012 年度第 1・2Ｑオフィスアワ－ 
オフィスアワ－は、毎週下記の時間です。

事前のアポイントは基本的には不要です。

変更・中止になる場合には、掲示します。 
教員 研究室 曜日・時間帯 

川田教授 
研究科長

室 

火曜 18:00－19:00 

管野教授 154－b 土曜 11:00－13:00  

國澤教授 261－c 
火曜 17:30－19:00 

小山登教授 261－b 
火曜 17:00－18:00 

橋本教授 154－a 金曜 15:00－16:00 

前田教授 353 火曜 18:00－20:00 

福田教授 262 
月曜 17:00－18:30 

村越教授 541 
1Q 土曜 15:00－16:30 
2Q 月曜 18:15－19:45 

吉田教授 261－a 
１Q 火曜 17:30－18：30 
２Q 火曜 18:00－19:00 

越水准教授 154－c 
1Ｑ金曜 18：30－19：30 
2Ｑ水曜 20：00－21：00 

舘野准教授 155－a 
火曜 18:00－19:00 
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資料番号 2－5  アドミッションポリシ－の開示例 
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（１）カリキュラムの設計と開示 

資料番号 3－1 『産業技術大学院大学履修規則』別表 2 抜粋 
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資料番号 3－2 『平成 24 年産業技術大学院大学シラバス』配当科目一覧表 
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表 2 授業科目の学習・教育目標に対する関与の程度 

授業科目 

単

位

数 

必選 
学年 

学期 

学習・教育目標に対する関与の程度 

A1 A2 A3  B1 B2 B3 B4 B5 B6 B7 B8 

ものづくりアーキテクト概論 2 選択 1   ◎ △ ◎ △ △ △ △ △ △ 

グローバルコミュニケーション特論 2 選択 1   ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ― ― ◎ 

動的システム工学特論 2 選択 1  ◎  ― ○ ― ― ○ △ △ ◎ 

シミュレーション特論 2 選択 1  ◎  ― ◎ ― ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

材料基礎特論 2 選択 1   ◎ ○ ○ ― ◎ ○ ○ △ △ 

技術経営特論 2 選択 1   ◎ ○ ◎ ○ ◎ △ △ ○ ◎ 

イノベーション戦略特論 2 選択 1   ◎ ○ ◎ ○ ◎ △ ○ ◎ ◎ 

技術開発組織特論 2 選択 1   ◎ ○ ◎ ○ ○ △ ○ △ ◎ 

デザインマーケティング特論 2 選択 1 ◎   ○ ― △ ○ ◎ ― ― △ 

デザインマネージメント特論 2 選択 1 ◎   ○ ◎ ○ ◎ ○ ― ○ ○ 

技術経営特別演習 2 選択 1   ◎ ○ ―  ◎ ○ ◎ △ △ △ 

インターンシップ 2 選択 1   ◎ ○        

先端材料特論 2 選択 1  ◎  ○ ○ ― ◎ ○ ○ △ △ 

産業材料特別演習 2 選択 1  ◎  ○ ○ △ ◎ ○ ○ △ △ 

設計工学特論 2 選択 1  ◎  △ ◎ △ ○ ○ ○ △ ○ 

プロトタイピング工学特論 2 選択 1  ◎  ― ◎ ― ○ ○ ◎ ○ △ 

システムインテグレーション特論 2 選択 1  ◎  ― ◎ ― ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

サービス工学特論 2 選択 1  ◎  ◎ ◎ ― ◎ ◎ ◎ ○ ◎ 

品質工学特論 2 選択 1  ◎  ― ○ ― ○ ― ◎ ◎ ○ 

信頼性工学特論 2 選択 1  ◎  ○ ○ ○ ― ○ ◎ △ ○ 

創造設計特論 2 選択 1  ◎  ◎ ○ ○ ◎ ◎ ○ ― ○ 

設計工学・プロトタイピング特別演習 2 選択 1  ◎  ◎ ― ◎ ○ △ ○ ○ ― 

プロダクトデザイン特論 2 選択 1 ◎   △ ― △ ○ ◎ ― ― ― 

価値デザイン特論 2 選択 1 ◎   ◎ △ ◎ ○ ◎ ○ △ ◎ 

デザインシステム計画特論 2 選択 1 ◎   ○ △ ◎ ○ ○ ○ △ ◎ 

コミュニケーションデザイン特論 2 選択 1 ◎   ◎ ◎ ◎ △ ○ ― △ ○ 
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授業科目 

単

位

数 

必選 
学年 

学期 

学習・教育目標に対する関与の程度 

A1 A2 A3  B1 B2 B3 B4 B5 B6 B7 B8 

インダストリアル・デザイン特別演習１ 2 選択 1 ◎   ○ ― ― ○ ◎ ○ △ ― 

インダストリアル・デザイン特別演習２ 2 選択 1 ◎   ○ ― ○ ○ ◎ △ ― ― 

インダストリアル・デザイン特別演習３ 2 選択 1 ◎   ○ ○ ― ◎ ◎ ◎ ◎ ○ 

インダストリアル・デザイン特別演習４ 2 選択 1 ◎   ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ 

インテリジェントシステム特論 2 選択 1  ◎  ◎ ◎ ― ◎ ◎ ◎ ― ― 

組込みシステム特論 2 選択 1  ◎  ― △ ― △ △ ○ ○ △ 

システムモデリング特論 2 選択 1  ◎  ○ ○ ○ △ ◎ ◎ △ △ 

デジタル製品開発特論 2 選択 1  ◎  ―  ◎ ― △ △ ◎ ◎ ◎ 

デジタル技術特別演習 2 選択 1  ◎  △ △ ― △ △ ○ ◎ △ 

イノベーションデザイン特別演習１ 2 選択 1 ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ 

イノベーションデザイン特別演習２ 2 選択 1 ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ 

産業技術特別講義１ 2 選択 1   ◎ ○ ○ ○      

産業技術特別講義２ 2 選択 1   ◎ ◎ ◎ △ △ ◎ △ △ ◎ 

国際開発特論 2 選択 1   ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎ ― ○ ◎ 

国際経営特論 2 選択 1   ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎ ― ○ ◎ 

技術倫理 2 選択 1   ◎ ○ ― ○ △ ○ ― ― △ 
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資料番号 3－3 『大学院案内』授業科目の流れのイメ－ジ 
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表３ 学習・教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ 
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資料番号 3－4  シラバスをダウンロ－ドできる web サイト 
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（２）カリキュラムにおける実践教育の充実 
資料番号 3－5 『産業技術大学院大学 設置認可申請書』教育方法 
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（３）シラバスの作成・開示とそれにそった教育と評価の実施 
資料番号 3－6 『大学院案内』シラバスの内容と授業内容の確認方法 
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資料番号 3－7 『大学院案内』講義支援システム概要 
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資料番号 3－8 『ＦＤレポ－ト』学生により授業評価調査票 
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授業科目 達成目標 評価方法・評価基準 

ものづくりアー

キテクト概論 

「ものづくりアーキテクト」という人材の実像を理解する。 

ものづくりに関連する最新事項について知見を得る。また、知識習

得の能力を高め、自発的学習につながることを目的とする。 

習得できる知識はものづくりに関連する動向であり、習得できる能力

は自己啓発力である。 

演習、レポートなどを総合して評

価する。 

グローバルコミ

ュニケーション特

論 

「国際社会で適用する人材になるためにコミュニケーション手法を学

びましょう。」という運動は古来より⽇本で数多くなされてきたものの、目

的が明確ではなかったため、十分な効果を上げる確率は低かった。こ

れに対して本講義は、以下の目的に特化し、そのための実務的なコミ

ュニケーション手法を習熟できる（すなわち、漠然とした、「世界の人々

と仲良くなるため」のコミュニケーション手法ではない）。 

１．国家・企業を代表して行う国益を増大するための交渉能力の獲

得 

２．情報発信者（Netizen：智民）として世界の人々を説得するための

表現能力の獲得 

なお、英語の訓練は本講義の対象外とし、⾔語を超えた論理構築

能力の獲得に重点を置く（講義は⽇本語で行い、「英会話」の訓練は

行わない）。 

第１部、第2部終了後に提出され

るレポート（各配点35 点）。 

ディベートにおける貢献（配点30 

点） 

（合計 100 点） 

動的システム

⼯学特論 

まず、動的システムの表現手法である微分方程式、入出力表現、状

態方程式について学び、自然法則に則った⼯学対象システムを表現

する数学的手法について理解する。 

次に、機械システム、電気システム、熱システム、流体システム、化

学反応システムなど⼯学システムの動的表現について例題を通じて

理解し、さらに新製品開発において動的挙動の把握が必要なときに

自らモデルを構築し理解することができるようになる。 

演習評価40 点および最終試験

60 点 合計100 点 

第 15 回の講義の後。最終試験

日を設定して実施する。試験を同

等のレポート試験とする場合もあ

る。 

シミュレーショ

ン特論  

各種モデル（⾃然現象、物理システム、社会システム、経済システム

など）の特徴と利⽤法を理解できる。 

目的に適したモデルを選択し、シミュレーションを行い、評価ができ

るようになる。具体的には、学習者はこの講義を通じて以下の知識や・

能力を習得できる。 

1) 事実や現象からモデルの立てる方法を修得する。また、数式を

用いた表現を使いこなせるようにする。 

2) シミュレーション技法を修得する。 

3) シミュレーション結果をどのように評価するか、その表現法と説明

スキルを修得する。 

次の3 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 講義への参画度 20 点 

授業中に提出を求める演習を主

とし、よい議論に関しても評価す

る。 

 レポート評価 40 点 

数回のレポートで評価する。 

 最終レポート試験 40 点 

総合的な内容に対して深い考究

表 4 学習・教育目標を達成するために必要な主要授業科目の評価方法
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が必要な課題を与える。 

 

材料基礎特論 この講義は、受講者が様々な領域の製造業において、材料学を通

して、プロジェクトの管理が出来るように成るための基礎知識習得が狙

いで、カタログデータに頼らないで、真に自分の判断で、如何なる特

性を有する資材を購入したら良いかを見極める能力が身につく。具体

的には、受講者はこの講義を通じて以下の知識・能力を習得できる。 

１．ものの成り立ち、物性論などに関する⼀般的な知識が習得でき

る。 

２．機械メーカー・電気メーカー・建築業などの現場で役に立つ、

様々な素材に関する知識を習得できる。 

３．先端科学技術開発をするために必要な材料に関する広い知識

を習得する事が出来る。 

次の⼆つのポイントで評価する

（合計１００点満点） 

 普段の授業における発⾔度、

プレゼンテーション内容について

評価 ４０点 

 最終試験 ６０点 

試験は必ず、ペーパーテストで

行う。ネット上からの情報の受け売

りでレポートを提出することを禁止

するため 

技術経営特論 本講義の目的は、技術経営分野に関する内容を俯瞰的に把握す

ると同時に、マネージメントするために重要なスキルの基礎的な内容を

理解できるようになることである。 

現在の⽇本の企業活動では、企業の技術力が深まり、高い品質の

製品を創る状況が多くみられる。しかし、その反面、高品質の製品が

利益に結びつかない場合が極めて多い。これまでは、とにかく品質を

上げることのみが重要な課題として理解されてきた。しかし、多くの基

盤技術が急激に発達する中、各製品の価値を高めることが品質面だ

けでない多くの要素に関する課題が⾒えてきた。その上、創りだした

価値を⾃分の組織の利益などとして獲得することが困難な状況が多く

⾒受けられる。学習者は、実社会の企業活動の中で製品やサービス

を創るために、どのような考え方をするべきかについて考え、その基礎

的知識を習得していく。 

獲得可能な能力としては、マネジメントに関する能力、マーケティン

グに関する能力、システムデザインに関する能力、設計技術に関する

能力である。 

次の3 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 ⼩レポート ５０点 

各回の講義中に課題を出し、そ

の内容に対するレポートを提出す

る。 

 プレゼンテーション（発表内

容） 

２０点 

グループ単位で発表内容によっ

て評価する。その結果に基づき、

チーム内での貢献内容を考慮しな

がら個人の得点を決定する。 

 最終試験 ３０点 

試験を同等のレポート試験とす

る場合もある。 

イノベーション

戦略特論 

 

 

 

 

 

ここでの目的は、イノベーションを実践的・戦略的なレベルで理解す

るための知識を得ることと、マネージメントするためのスキルに関する

基礎的な内容を理解できるようになることである。 

わが国では、企業の技術力が優れているのに、それが利益に結び

つかない場合が極めて多い。その⼀つの理由が、イノベーションのマ

ネジメントに対する取り組みが⼗分に行われてこなかったことが挙げら

れる。そのため、体系的に取り組みが必要になってくることを理解し、

次の3 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 ⼩レポート ５０点 

各回の講義中に課題を出し、そ

の内容に対するレポートを提出す

る。 

 プレゼンテーション（発表内
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 基本的な考え方を事例を通して体得していく。 

学習者はこの講義を通じて、現実に⾏われている社会活動、企業

活動の中の課題を理解し、その対応のためのイノベーションの可能性

を思考するための、基盤的知識を習得できる。 

獲得可能な能力としては、マーケティングに関する能力、システム

デザインに関する能力、デザインに関する能力、設計技術に関する能

力である。 

容）２０点 

グループ単位で発表内容によっ

て 

評価する。その結果に基づき、

チーム内での貢献内容を考慮しな

がら個⼈の得点を決定する。 

 最終試験 ３０点 

試験を同等のレポート試験とす

る場合もある。 

技術開発組織

特論 

今⽇の⽇本企業が経済的背景から閉塞感を感じ、短期的な対処の

ために、自らの強みを切り捨てるような判断をしている可能性が考えら

れる。各企業、各組織には独自の組織的な能力が存在しているはず

であるが、それを理解していくのには論理的な拠り所が必要であるとい

える。現在の⽇本では、各企業、各組織体の能力の特性を把握する

方向性は見られるようになった部分もあるが、実際の社会に活動に入

った状況では、個々の構成委員が内部から組織能⼒の特性を理解す

ることは困難な部分も存在する。 

本講義の目的は、このような状況に際しても、⾃分の属する組織

や、⾃分の組織に関与する組織が、どのような特性を持ち、どのような

強みや弱みを持っているのかを理解することができるための素養を身

につけてもらうことである。 

獲得可能な能力としては、マネジメントに関する能力、マーケティン

グに関する能力、システムデザインに関する能力である。 

次の3 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 ⼩レポート ５０点 

各回の講義中に課題を出し、そ

の内容に対するレポートを提出す

る。 

 プレゼンテーション（発表内

容） 

２０点 

グループ単位で発表内容によっ

て評価する。その結果に基づき、

チーム内での貢献内容を考慮しな

がら個人の得点を決定する。 

 最終試験 ３０点 

試験を同等のレポート試験とす

る場合もある。 

デザインマー

ケティング特論 

顧客視点からデザインを計画する手法と基礎知識を学び、さらに演

習を通じてその具体的な実践方法を学ぶ。ま 

た、マーケットや技術トレンドの変化を軸にした、仮説提案型のアプ

ローチの考え方を学ぶとともに、グループ演習により概念の⽣成と編

集能力を磨き、個人作業による具体的形態への展開⽅法の理解を促

す。 

1. マーケティング視点でのデザインプロセスを理解する。 

2. エコデザインに基づくデザインマーケティング・プロセスについて

理解する。 

次の4 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

中間発表(10 点)+最終発表(30 

点)+パネル＆モデル：表現力(30 

点)＋レポート:発想力(30 点) 

発表内容の評価は、成果物を作

成する際の役割や貢献度など自⼰

申告とメンバ間の相互評価を含

む。 

デザインマネ

ージメント特論 

この授業では、主として、企業におけるデザインマネジメントの基本

的・専⾨的知識を体系的に修得し基本的なスキルを⾝につけることを

次の3 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 
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目的とする。さらに、より高度なデザインマネジメントについての思想や

方法論についての専門知識を国内外のケーススタディを通じて修得

できる。具体的には、学習者はこの講義を通じて以下の知識や・能力

を習得できる。 

1) デザイン戦略： 企業経営やデザインマネジメントに関する基本

知識の修得。 

2) デザイン開発： デザインの専門知識と各種デザイン⼿法をベー

スにしたデザイン開発⼒。 

3) デザイン評価： デザインの意思決定の為のデザイン⼿法など。 

4) デザイン管理： デザインマネジメントの実務全般に関する基本

的スキルの習得。 

 課題（個⼈単位） 20 点 

第４回の講義後課題を課す。個

⼈で作成し１週間以内に提出す

る。 

 実務ケーススタディのプレゼン

テーション（発表内容） ３0 点 

チーム単位で発表内容によって

評価する。その結果をチーム内で

の貢献内容により個人の得点を決

定する。 

 最終試験 50 点 

最終試験を実施する。（試験を

同等のレポート提出とする場合もあ

る） 

技術経営特別

演習 

本演習は、技術経営分野に関する内容を総括的に理解すると同時

に、マネジメントのために重要なスキルの基礎的な内容を身につけて

いくことを目標としている。 

国内の各産業において、企業の技術力が極めて優れているのに、

それが利益に結びつかない場合が多く見受けられる。このような状態

を体系的に理解し、打開できるように必要な知見が求められる。その

ために、⼆つの視点から体系化した演習課題をこなしていく。まず、価

値創造として、技術視点のマーケティングと、設計と生産に関する情

報作成について考えていく。もうひとつが、価値獲得として、どうしたら

製品やサービスが社会に普及し浸透していくのか考えていく。 

これらの学習によって、実践的な活動のための基盤となる知見を広

く身につけていくものである。 

獲得可能な能力としては、マネジメントに関する能力、マーケティン

グに関する能力、システムデザインに関する能力、設計技術に関する

能力である。 

次の3 つのポイントで評価する

(全体で１００点満点) 

 レポート 合計７０点満点 

各演習に参加し、⼆つから三つ

のポイントについての課題に対す

るレポートを個別に提出する。 

 プレゼンテーション（発表内

容）合計３０点満点 

三つの課題についてのグループ

単位での発表内容を評価し、その

結果に基づき、チーム内での貢献

内容を考慮しながら、個人の得点

を決定する。 

インターンシッ

プ 

本学が目指す⾼度専⾨職人材育成教育カリキュラムにおいては、

社会情勢の変化とともに常に変化し続ける産業界の動きに柔軟に対

応でき、高いコミュニケーション能力を有するプロフェッショナルを育成

することを目的としている。 

本授業科目は実践教育のひとつとして位置づけ、多様な産業界の

現場を体験することを通じて、組織の⼀員としてキャリア形成する上で

必要な実践的な業務遂行能力を獲得することを念頭に置いたもので

＜成績評価＞ 

学⽣提出物（業務⽇誌、実習報

告書、実習確認書）により評価を行

う。 

成績開⽰時期：クォータ毎 

＜成績表⽰＞ 

合格・不合格 
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ある。 

先端材料特論  この講義は、受講者が様々な領域の製造業において、材料学を通

して、プロジェクトの管理技術や製造技術に関する知識を習得するとと

もに、最先端の科学技術に関する知識を広く学ぶ事を⽬的とする。具

体的には、受講者はこの講義を通じて以下の知識・能力を習得でき

る。 

１．危険物の取り扱いに関する知識を習得する事が出来る。 

２．機械メーカー・電気メーカー・建築業などの現場で役に立つ、

様々な素材に関する知識を習得できる。 

３．研究要素の強い、イノベーティブな先端科学技術に関する知識

を得る事が出来る。 

次の⼆つのポイントで評価する

（合計１００点満点） 

 普段の授業における発⾔度、

プレゼンテーション内容について

評価 ４０点 

 最終試験 ６０点 

試験は必ず、ペーパーテスト、あ

るいは実技で⾏なう。ネット上から

の情報の受け売りでレポートを提

出することを禁止するため 

産業材料特別

演習 

この演習は、座学では無く、材料実験室で行う。受講者が様々な領

域の製造業分野でプロジェクト管理技術に関する知識を習得するとと

もに、科学・⼯業技術に関する知識を広く学び、自らの手で、製品に

仕上げる。具体的には、受講者はこの演習を通じて以下の知識・能力

を習得できる。 

１．ものを作り上げる技術が身につく。 

２．機械メーカー・電気メーカー・建築業などの現場で役に立つ、

様々な素材に関する知識を習得できる。 

３．イノベーティブな産業材料を開発するために必要な論⽂購読⼒

が身につく。 

次の⼆つのポイントで評価する

（合計１００点満点） 

 学術論文を購読し、レポート

形式で提出する。 ５０点 

 もの作りの基本である、自らの

手を汚し、実際の製品を作成し、提

出する。 ５０点 

 ペーパ試験は⾏なわない。 

設計⼯学特論 この授業は、製品企画、概念設計、詳細設計、試作に⾄る設計プロ

セスにおいて必要な設計方法を体系的に習得できる。具体的には、

学習者はこの講義を通じて以下の知識・能力を習得できる。 

1. 製品の機能的な観点における企画から設計、試作までの⼀連の

プロセスの知識 

2. 設計上の様々な視点としての、作りやすさを考慮した設計、環境

を考慮した設計など、設計での留意点に 

関する知識 

3. 設計開発プロセスでの問題解決方法として、発想法、品質機能

展開、最適化手法など、システマティックな手法に関する知識と、実際

問題へ適⽤する能⼒ 

次の3 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 レポート課題 30×2=60 点 

第５回および第9 回講義後課題

を課す。個人で作成し１週間以内

に提出する。 

 最終試験 40 点 

第 15 回の講義終了後に試験を

行う。試験を同等のレポート提出と

する場合もある。 

プロトタイピン

グ⼯学特論 

この授業では、3 次元形状評価を⽬的としたプロトタイピングのプロ

セスを体系的に習得できる。具体的には、学習者はこの講義を通じて

以下の知識・能力を習得できる。 

1. ３次元形状の表現方法、モデリング、および仮想映像・実体物作

次の3 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 レポート課題 10×5=50 点 

第５回、第８回、第10 回、第13 
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製の能力 

2. ３次元 CAD の操作に対応した形状表現の理論的知識 

3. 仮想映像出⼒を可能にするバーチャルリアリティ技術、実体モデ

ル出⼒を可能にする積層造形技術に関する理論的知識 

回、および第15 回に実施する設

計演習課題での成果物をレポート

として１週間以内に提出する。 

 プレゼンテーション 10 点 

第15 回にプレゼンテーションを

⾏う。 

最終試験 40 点 

第 15 回の講義終了後に試験を

行う。試験を同等のレポート提出と

する場合もある。 

システムインテ

グレーション特論 

プロダクトシステム指向のSI は、ハードウェア・ソフトウェアの両⾯に

おける幅広い要素技術を賢く組合せることに価値がある。そのため、

本講義では幅広い知識を教授した後に、それらを効果的に融合でき

るようなスキルを身に付けることを目標とする。修得できる主な知識は

次である。 

1) プロダクトシステム指向の SI における要素技術の特徴、利⽤⽤

途、利⽤ノウハウ 

2) 複雑なシステムの診断技術 

3) 統合するための設計論 

4) 統合システムの制御技術および評価方法 

5) ヒューマンファクターも含めた安全・安定稼動論、他 

次の3 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 講義への参画度 20 点 

授業中に提出を求める演習、よ

い議論に関しても評価する。 

 レポート 40 点 

数回のレポート提出の内容を評

価する。 

 レポート試験 40 点 

講義の内容を総合的に用いて

考える課題に対するレポート試験

の内容について評価する。 

サービス⼯学

特論 

様々な場面でのサービスを考えたとき、これを伝達するサービスメ

ディアを⼯学的観点から考察し、効果的なサービスを創造・評価でき

る力を身に付けることが本授業の目的である。このため、学習者は次

の知識・能力を修得する。 

1) 人間の内面や行動のモデル化手法を修得する。 

2) サービスの満足度評価法を修得する。 

3) 機能評価法を学ぶ。 

4) サービスの事例分析とサービスメディア設計論を学ぶ。 

次の3 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 講義への参画度 20 点：授業

中に提出を求める演習、および、

良い議論に関しても評価する。 

 総合演習(1)、(2) 30 点：前半

での総合演習(1)、(2)の内容を評

価する。 

 サービスメディア設計演習

(1)、(2) 50 点：本演習への参画

度、プレゼンテーション、および、

最終成果 

をレポート試験として提出した内

容について評価する。 
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品質⼯学特論  この授業は、品質⼯学の手法に関する知識を習得するとともに、そ

の⼿法を実務に応⽤できるようになることを目的とする。学習者はこの

講義を通じて以下の知識や能力を習得できる。 

1. パラメータ設計を理解し、実務課題に対して実験計画の⽴案が

できる。 

2. 機能性評価の⽅法を理解し、実験データの解析ができる。 

3. ＭＴシステムを使ったパターン認識のプロセスを理解し、応⽤事

例を考えることができる。 

課題の成果物、プレゼンテーシ

ョンおよびレポート試験により評価

する。 

以下の３つのポイントで評価する

（合計100 点満点） 

 講義内演習（機能性評価） 20 

点 

 課題1 のレポート 50 点 

 課題 2 のレポート 30 点 

信頼性⼯学特

論  

本講義では、信頼性設計と安全性設計の⼿法を習得することを⽬

標とする。またグループ演習では、メンバーと協⼒して成果物を作成

することを学ぶ。具体的には、学習者はこの講義を通じて以下の知識

や⼿法を習得できる。 

1) 信頼性設計の⽅法（冗⻑設計、フールプルーフ、フェイルセー

フ、フェイルソフトなど） 

2) 信頼性解析⼿法FMEA 

3）安全性解析⼿法FTA 

4) リスクアセスメント⼿法 R-Map 

課題の成果物、プレゼンテーシ

ョンおよびレポート試験により評価

する。 

以下の３つのポイントで評価する

（合計100 点満点） 

 課題１のプレゼンテーションお

よびグループ内での貢献度 20 

点、レポート30 点 

 課題 2 のレポート30 点 

 課題 3 の提出物 20 点 

創造設計特論 この授業は、思考法や発想法に関する知識を習得するとともに、そ

の手法を用いて、問題解決に応⽤できるようになることを目的とする。

学習者はこの講義を通じて以下の知識や能力を習得できる。 

1. ⾃由連想、垂直思考、⽔平思考、類⽐思考、強制思考といった

発想法の特徴を理解し、使い分けることができる。 

2. 創造的問題解決の理論 TRIZ の中核的な創造技法である①矛

盾マトリクス（技術的矛盾）と発明原理、②物理的矛盾と分離原理、③

技術進化のパターンを理解する。 

3. TRIZ を⽤いた問題解決の思考プロセスを理解する。 

4. システムシンキングにおける因果ループ図の作成⽅法を理解す

る。 

課題の成果物、プレゼンテーシ

ョンおよびレポート試験により評価

する。 

以下の３つのポイントで評価する

（合計100 点満点） 

 講義内演習 30 点 

 課題 1 のプレゼンテーション

およびレポート 50 点 

 課題 2 のレポート 20 点 

設計⼯学・プロ

トタイピング特別

演習 

この授業では、設計⼯学特論とプロトタイピング⼯学特論で学んだ

設計開発⼿法について、演習を通じて理解を深めるとともに、実際上

の問題と有効性を理解する。具体的には、学習者はこの講義を通じて

以下の知識・能⼒を習得できる。 

1. 設計⼯学特論とプロトタイピング⼯学特論で学んだ製品企画か

らモデル製作までの設計開発プロセスの知識を実際の開発課題に適

次の3 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 週報 5×8=40 

 個人レポート課題 30 点 

第14 回の演習終了後に、開発

した試作機に関するレポートを個
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用する能力 

2. 動的に変化する状況に対処する能力 

3. チーム内での⾃らの位置づけを考察し、効率的にチーム設計を

進める能⼒ 

人で作成し、１週間以内に提出す

る。 

 最終試験 30 点 

第 15 回の終了後、試験として、

開発した試作機についてのプレゼ

ンテーションを⾏う。 

プロダクトデザ

イン特論  

1. プロダクトデザイン領域全般について、その歴史的背景を観察

することから今⽇的課題について考察する。 

また今日に至るまで人々の暮らしとともに進化してきたモノの基本価

値について学ぶ。 

前半では、特に産業革命以後のモノづくりの歴史の中で、蒸気機関

の発明がもたらした社会的インパクトの大きさが、ヒト・モノ・場・情報な

ど、今⽇すべての社会環境にわたりこの“動的”キーワードが深く関 

わっていることを理解する。 

2. 後半では、持続可能な社会実現のために必要な環境に配慮し

たエコデザインに注⽬して学ぶ。⻄洋的なモダンデザインのシンプル

な構造や美しさの構造は、むしろ日本文化が伝承してきた様々なモノ

やコトの中に散りばめられていることを知る。⽇本の気候⾵⼟や⽂化を

背景にした美学的アプローチは、世界に向けて発信するためのキーワ

ードを内包している。今日的課題解決と未来の新価値創造を促すた

めに、美しく魅力的なモノづくりを通して快適な暮らし実現のためのア

プローチ方法を学ぶ。 

次の3 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 中間発表内容(30 点)+最終

発表内容(30 点)+レポート課題:発

想⼒・表現⼒(40 点) 

 中間発表内容の評価は、成

果物作成へ向けた役割や貢献度

など⾃⼰申告とメンバー間の相互

評価を含む。 

 最終発表内容の評価は、⼝

頭発表内容＋ポスター内容＋総合

的な説得⼒ある概念モデル等の完

成度。 

 レポート課題の評価は、:発想

力＋表現力+中間及び最終発表内

容までの総合的な改善意識と編集

力。 

価値デザイン

特論 

ここでは、デザインを⾮⾔語操作によるコミュニケーションや関係性

の設計でユーザーへ新たな意味を提⽰する 

ことと捉えている（意味の設計手法）。当然ながら、このユーザーに

提⽰する意味は、最終的には⾮⾔語で表現することが求められる。ま

た、ユーザーが解読できる表現でなければならない。 

そこで、ユーザーのコミュニケーションコードに沿って提⽰すべき意

味を⾮⾔語に変換するための、ユーザー像、ユーザーのデザインニ

ーズ、さらにはデザイントレンドなどを、⾔語、⾮⾔語（写真、イメージ

など）で表現する⼿法（イメージボード）を学んでいく。これは、デザイ

ン開発において、デザインコンセプトを視覚的に表現できるツールで

あり、デザイナーへの的確なブリーフィングに有効なものである。 

具体的には学修者はこの講義を通じて以下の知識やスキルを習得

できる。 

次の3 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 第 7 回での課題：20 点 

 第 14 回でのチーム単位で

の発表（内容とチーム内での活

動）：30 点 

 授業の際に重要ポイントを記

述する講義レポート（７回と 14 回

目を除く計 13 回）：50 点 
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 デザイン価値の理解 

 デザイナー価値の理解 

 価値デザイン（デザイン価値を優先して意味を設計する）の理解 

 イメージボードを活⽤して意味（主に感性的な形式）を視覚的に

定義する手法 

 デザイントレンドについて 

 デザインの意味論的分類について 

 視覚表現技術：デザインのための意味を設計しそれを視覚的に

表現するスキル 

 デザイン分析技術：デザインをテーストチャートや記号分類を用

いて分析するスキル 

 イメージボード作成：ユーザー像を視覚的に表現したり、その⾮

⾔語記号を翻訳するスキル 

デザインシステ

ム計画特論 

課題の発見からソリューションアイデアを発想する過程やアイデアを

具体のデザインに変換する過程、特に⾮⾔語操作を通じてユーザー

の期待する感性価値を表現するといったデザインの最も得意な情緒

的な価値の創出については、必ずしも充分に有効で客観的かつ合理

的な手法は確⽴されていない。 

しかし、デザイン学の領域では⾃然科学における系統的で信頼で

きる⼿法を通じて、デザインについての理解や⼿法を改善する理論的

な研究が⾏われている。 

ここでは、こうした成果をもとに、デザイン現場において利⽤されて

いる実用性の高い手法に焦点を当てて学修していく。具体的には学

修者はこの講義を通じて以下の知識やスキルを習得できる。 

 デザイン学が扱う領域と課題 

 デザインプロセスにおける各種デザインリサーチの位置づけの理

解 

 実⽤性の⾼いデザイン関連手法の理解 

（キャプション評価法、評価グリッド法、多変量解析など） 

 調査設計から分析評価までのデザインリサーチの計画、実⾏ノウ

ハウ 

 デザインリサーチ技術：仮説形成に必要な情報収集手法としての

観察スキル 

 VOC 収集技術：顧客の声を収集しデザイン品質を定義するスキ

ル 

 デザイン選好分析技術：因⼦分析、コレスポンデンス分析などに

次の5 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 授業の際に重要ポイントを記

述する講義レポート（6 回、8 回、

12 回、14 回⽬を除く計11 回）：

40 点 

 第 6 回のチーム単位での発

表（内容とチーム内での活動）：10 

点 

 第 8 回の課題レポート：10 

点 

 第 12 回の課題レポート：20 

点 

 第 14 回の課題レポート：20 

点 
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よるデザイン選好分析スキル 

コミュニケーシ

ョンデザイン特論 

インタラクションデザインや周辺領域（マネジメント、プロデュースを

含む）に関する⾼度な知識と⼿法を習得することを⽬的とする。 

具体的には、学習者は,この講義を通じて以下の知識や能⼒を習得

できる 

1) 基礎的知識： コミュニケーションデザインに関する基本知識を理

解する。 

2) 理論と⼿法： コミュニケーション理論と⼿法についての専⾨知識

を理解する。 

3) 専⾨的知識： 企業における製品開発、コミュニケーションデザイ

ン開発についての専⾨知識を理解する。 

4) デザイン技術：コミュニケーションデザインとしてのプレゼンテー

ションについての専⾨知識を理解する。 

次の3 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 課題（個⼈単位） 20 点 

第５回の講義後課題を課す。個

⼈で作成し１週間以内に提出す

る。 

 サンプルプロジェクト演習のプ

レゼンテーション（発表内容） ３0 

点 

チーム単位で発表内容によって

評価する。その結果をチーム内で

の貢献内容により個⼈の得点を決

定する。 

 最終試験 50 点 

最終試験を実施する。（試験を

同等のレポート提出とする場合もあ

る） 

インダストリア

ル・デザイン特別

演習 1 

本演習は、デザインに必要となるかたちを操作するためのテクニック

を⾝につけ、そして同時にかたちで考える 

スキルを体得することを目的としている。 

特に、デザイン経験のない学⽣が、デザインプロジェクトに取り組む

ための基本技術を習得することができる。 

ここでは、以下の知識とスキルを修得することができる。 

 スケッチ、ドローイング技術 

 スケッチによるアイデア展開 

 シーンスケッチ 

 レンダリング（完成予想図） 

 ３⾯図 

 イラストレータによるドローイング 

 ライノセラスによる３D ドローイング 

 スケッチ技術：⽬標とする機能や要件を正確に伝達するための基

盤的表現スキル 

 レンダリング技術：最終成果物をより詳細かつ具体的に表現する

ためのスキル 

 デザイン技術：ラピッドプロトタイピングにつながるスキル 

課題の項で記述した、４つの課

題で評価する。 

なお、評価は60％以上の出席が

前提となる。 

 フリーハンド・スケッチ 

 コピックマーカーとパステルを

使ったクイックレンダリング 

 イラストレータによる 2D（３⾯

図）レンダリング 

 ライノセラスによる 3D レンダ

リング 

（各 25 点） 
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インダストリア

ル・デザイン特別

演習 2 

モクアップモデルなど⽴体制作物を通じて、魅⼒ある審美的形態へ

の造形展開から品質向上につなげる手法を学ぶ。アイディアの発想

から具体的形態の操作まで、⼀連のデザインプロセスを体験すること

によりコンセプトの可視化方法を学ぶ。 線、面、塊という素材に触れ、

素材特性から形態への最適な関係を知ることにより、造形の可能性を

探る手法を学ぶ。 

次の4 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 課題 1 発表内容(20 点)+ 

課題２発表内容(20 点)+ 課題3 

発表内容(20 点)+レポート課題 

(40 点) 

 課題 1 の評価は、コンセプト

パネル＋⽴体モデルによる可視化

作業及びプレゼ発表内容。また成

果物作成へ向けた役割や貢献度

など自己申告とメンバー間の相互

評価を含む。 

 課題２と課題３の評価は、コン

セプトパネル＋⽴体モデルによる

可視化作業及びプレゼ発表内容。 

 レポート課題の評価は、:観察

力＋発想力＋表現力+最終発表内

容までの総合的な改善意識と編集

力。 

インダストリア

ル・デザイン特別

演習 3 

非言語操作によるコミュニケーションや関係性の設計を通してユー

ザーへ新たな意味を提⽰するデザインとは、「意味の設計（可視化）手

法」である。 

そこで、本演習では身近な製品のデザイン開発・提案に取組みな

がら、この意味の設計手法を学習していく。 

前半では、今日的なデザインのプロセスを理解したうえで、以下の

手順に従って進める。 

1. 新たな意味（新しい価値や体験）を発⾒するきっかけとして⽣活

者⽬線で⾝近なところを観察し、疑問（驚くようなこと、不思議なこと、

妙なこと、腑に落ちないことなど）を収集し、「？CARD」（写真とキャプ

ション）にまとめる。また、その際に遭遇した感動（ハットしたこと、感⼼

したこと、ドキドキ・ワクワクしたことなど）については「！CARD」にまとめ

る。 

2. 「？CARD」を、要素、特徴、印象に従い、KJ 法やマッピング手

法（概念系で整理）を応⽤して分類し、その結果をもとに解決を優先す

べきテーマ（評価指標などを利⽤）を導く。 

3. テーマの発端となった疑問に着⽬し、その疑問を説明できそうな

次の3 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 第 7〜8 回の中間発発表：30 

点 

 第 15〜16 回の最終発表：20 

点 

 製作したモックアップ：20 点 

 制作したパネル：30 点 
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仮説（どうしてそうなのかの説明）を推測する。 

4. 仮説を利⽤して、アイデアスケッチ（50 案以上）と簡易プロトタイ

ピングにより、新たな意味の発見と意味の可視化を⾏う。 

5. これまでの成果を中間発表する。 

さらに、後半では以下の⼿順に沿ってデザインのリファイニングを行

い、最終デザインにまとめあげる。 

6. 前半での検討を踏まえ、ユーザーにより的確に意味を伝えられ

るよう、形態、⾊彩、素材、処理などを検討する。 

7. 同時にデザインボキャブラリー（意味の可視化事例）を収集し、

形態、⾊彩、素材、処理の検討の参考とする。 

8. 最終プレゼンテーションにむけて、提案デザインを紹介するパネ

ル（A2）とモックアップを製作する。 

具体的には学修者はこの演習を通じて以下の知識やスキルを習得

できる。 

 デザインプロセスの理解 

 デザイン実務の理解と実践 

 デザインのための観察の理解 

 アイデアスケッチによるデザイニング（意味の可視化） 

 デザインボキャブラリーの収集 

 プレゼンテーション（表現力、コミュニケーション力） 

 観察技術：身近な環境の観察から驚きや疑問を発見し、仮説を

導くスキル 

 探索技術：仮説を基に解決策を探索するスキル 

 デザイン技術：解決策をプロトタイプに変換するスキル 

インダストリア

ル・デザイン特別

演習 4 

デザイン開発プロセスを通じて、各プロセスで下記の様な知識や技

術・技能、能力を習得できる。 

1. 企画・コンセプト立案時：調査⽅法（資料収集・整理・分析など）、

マッピング手法、イメージパネル手法 

2. アイデア展開時：スケッチ技法、アイデア発想法、思考分析法 

3. パッケージング時：室内パッケージレイアウト作図、各種法規知

識 

4. レンダリング作成時：パースペクティブ手法、表現力、構想力 

5. モデリング時：各種造形手法、モデル製作技術 

6. プレゼンテーション時：プレゼンテーション資料作成、プレゼンテ

ーション手法 

7. 検討会時：検討会時の対応⽅法並びに審美眼養成 

本演習の⽬的として、実践的に

体感することに重きを置いているの

で、テストで成績を判断するより、

演習の成果をより実践的に取りまと

めることに意義がある。その為、最

終的には⼀連の作業や検討会、プ

レゼンテーションおよび課題をポー

トフォリオとして取りまとめ総合的に

成績を判定する。 

作品（５０点）、プレゼンテーショ

ン（５０点）を総合して評価する。 

 作品（企画性：３０％、オリジナ
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具体的には、学習者はこの講義を通じて以下の知識や・能力を習

得できる。 

1) コンセプト構築：課題の沿ったコンセプトの立案とイメージ構築

力。 

2) アイデア開発：コンセプトに沿ったアイデアの発想と具現化・表現

力。 

3) モデル造形：アイデアの造形と⽴体構築力。 

リティ４０％、審美性３０％） 

 プレゼンテーション 

インテリジェン

トシステム特論 

情報・環境系授業の実学領域に位置づけられると同時に、情報通

信、環境、設計施⼯、政策、ロボット制御などにおいて分野横断的に

展開される技術を受講者の専⾨分野の視点から把握する役割も担っ

ている。 

講義、輪講およびワークショップ型授業を通じ、空間情報⼯学の基

礎を学習することで、社会に存在する課題を抽出し解決するツールと

して空間情報技術を活⽤できるようにしたり、新しいサービスを提案し

たりするための授業である。 

次の３つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 講義での課題 20 点 

講義後課題を課す。個人で作成

し１週間以内に提出する。 

 輪講での課題作成とプレゼン

テーション 40 点 

個人が関⼼のある、空間情報⼯

学に関する論文を解説する。 

 ワークショップ型授業での課

題作成とプレゼンテーション 40 

点 

個人およびチーム単位での作業

および発表内容によって評価す

る。 

インテリジェン

トシステム特論 

情報・環境系授業の実学領域に位置づけられると同時に、情報通

信、環境、設計施⼯、政策、ロボット制御などにおいて分野横断的に

展開される技術を受講者の専⾨分野の視点から把握する役割も担っ

ている。 

講義、輪講およびワークショップ型授業を通じ、空間情報⼯学の基

礎を学習することで、社会に存在する課題を抽出し解決するツールと

して空間情報技術を活用できるようにしたり、新しいサービスを提案し

たりするための授業である。 

次の３つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 講義での課題 20 点 

講義後課題を課す。個人で作成

し１週間以内に提出する。 

 輪講での課題作成とプレゼン

テーション 40 点 

個人が関心のある、空間情報⼯

学に関する論文を解説する。 

 ワークショップ型授業での課

題作成とプレゼンテーション 40 

点 

個人およびチーム単位での作業

および発表内容によって評価す
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る。 

組込みシステ

ム特論 

組込みシステムのハードウェアからソフトウェア開発までを概観す

る。具体的には、組込みシステムの基本構成、コンピュータシステムの

基本構成、MPU 等各種ハードウェア構成要素、組込みソフトウェアの

特徴、クロス開発環境、ソフトウェア構成要素、および開発手法につい

て学習する。学習者はこの講義を通じて以下の知識や・能力を習得で

きる。 

1) 組込みシステムの基本構成(ハードウェア、ソフトウェア)とその動

作原理を理解する。 

2) 組込みシステムの基本的なハードウェア要素のとの特徴を理解

する。 

3) 組込みソフトウェアの特徴とその構成要素役割を理解する。 

4) 組込みソフトウェアの開発手法を理解する 

次の2 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 各講義ごとに提出されたレポ

ート 45 点 

 最終試験 55 点 

システムモデリ

ング特論  

組込ソフトウェア開発において、システムの要求から分析、設計まで

に用いるモデリング手法について学習する。 

ソフトウェア要求仕様書、ソフトウェア・アーキテクチャ設計書の作成

演習によって、適切なモデリング手法を利用した記載内容について学

ぶ。グループ演習では、メンバーと協力して成果物を作成することを学

ぶ。具体的には、学習者はこの講義を通じて以下の知識や・能力を習

得できる。 

1) V 字開発モデルの各⼯程で用いる、適切なモデルを理解する。 

2) ソフトウェア要求仕様書、ソフトウェア・アーキテクチャ設計書に

記載する内容を理解する。 

3) 設計品質を保つため、レビューの重要性を理解する。 

次の3 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 課題 1 グループ成果物およ

び個人別レポート 45 点 

 課題 2 グループ成果物およ

び個人別レポート 45 点 

 プレゼンテーション 10 点(5 

点×2 回) 

デジタル製品

開発特論 

この授業では、シミュレーション解析を駆使しながら製品設計を進め

ていく、いわゆるCAE を活用した設計開発のプロセスを体系的に習

得できる。具体的には、学習者はこの講義を通じて以下の知識・能力

を習得できる。 

1. ⼯学解析を活用して設計開発する⼀連のプロセスの知識 

2. CAE として代表的な有限要素法の基礎的な考え⽅とシミュレー

ション解析⼿法、およびCAE に基づいた設計最適化⼿法に関する知

識と活用能力 

3. CAE ツールを操作しながら実際の設計を進める能力 

次の3 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 レポート課題 20×3=60 点 

第６回、第10 回、および第13 

回に実施する設計演習課題での

成果物をレポートとして１週間以内

に提出 

する。 

 最終試験 40 点 

第 15 回の講義終了後に試験を

行う。試験を同等のレポート提出と

する場合もある。 
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デジタル技術

特別演習  

組込みシステムの基本構成やMPU の動作原理を理解し、C ⾔語

による周辺デバイスを制御するプログラムの作成ができるようになる。 

具体的には、学習者はこの演習を通じて以下の知識や・能力を習

得できる。 

１．組込みシステムの構成を理解する。 

２．C ⾔語の基本的な文法を理解する。 

３．クロス開発環境を⽤いたプログラム開発手法を理解する。 

４．I/O を利用して外部デバイスを制御する方法を理解する。 

５．割り込みを利用したプログラムを理解する。 

６．RS232C を利用したシリアル通信プログラムを理解する。 

次の2 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 講義中に実施するプログラミ

ング演習レポート 50 点 

 最終レポート課題(プログラム

作成) 50 点 

1) 簡単な演算プログラム 

2) 制御構造利用したプログラム 

3) I/O を利用したプログラム 

4) 割り込みを利用したプログラ

ム 

5) 通信を利用したプログラム 

産業技術特別

講義 1（ビジネス・

プロセス・マネー

ジメント論） 

この授業の目的は、学習者がビジネス・プロセス・マネージメントの

基礎的な理解から出発し、下記主要技術および手法を、いくつかの実

際の業務プロセスへの適用という演習を通じ、実務に活用できる知識

と活用⽅法を習得することにある。 

1. オープンスタンダードであるビジネス・プロセス・モデリング・ノー

テーション（Business ProcessModeling Notation: BPMN）の基礎を習得

すること。 

2. BPMN を使用した実際の業務プロセスに対するビジネス・プロセ

ス・モデリングの手法の習得をすること。 

3. ビジネス・プロセス・モデリングを通した業務プロセスの分析の手

法（シミュレーションやリーン・シックスシグマ）を習得すること 

4. 業務プロセスの改善策の設計・立案の手法と改善策の分析・評

価の手法を習得すること。 

次の2 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 

 課題 50 点 

第⼆回⽬以降進捗により課題を

課す。個⼈で作成し１週間以内に

提出する。 

 最終試験 50 点 

第３２回に試験を⾏う。試験を同

等のレポート提出とする場合もあ

る。 

産業技術特別

講義 2（⽇本企業

特論） 

本講義の目的は，普段の⼤学教育で滅多に触れることのない企業

社会の現実を知る機会の提供を通じて，下記の諸⽬的を達することで

ある。 

 企業と学⽣の相互理解を促す「場」を提供し，学生のキャリア形

成を支援すること。 

 第⼀線で活躍する講師による”生な日本企業論“の授業を通し

て，企業社会の現実に対する理解を深めること。 

 ⼀流の企業⼈・専⾨家とのコミュニケーションを通して，学⽣の就

職意欲の向上を⽬指すこと。 

演習、レポートなどを総合して評

価する。 

国際開発特論 この授業は、学習者が、今日の発展途上国の発展問題についての

理解を深め、開発援助の⼿法についての実務的な能⼒を⾝につけ、

次の3 つのポイントで評価する

(合計100 点満点) 
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さらには具体的な開発援助政策を企画⽴案できる能力を獲得すること

を目的とする。具体的には、学習者はこの講義を通じて以下の知識

や・能力を習得できる。 

1. 開発援助の基礎的概念と、新古典派経済成⻑理論に基づく通

常の開発経済学上の基礎を理解する。 

2. 国際関係論等新たな視点に基づく開発援助の捉え⽅を理解す

るとともに、開発援助のファイナンス⾯についての実務的知識を獲得

する。 

具体的なターゲットに対する開発援助政策の企画立案能力を獲得

する。 

プレゼンテーション（第１４，１５回

における発表内容） ５0 点 

レポート（発表した内容を⽂章化

したもの） 50 点 

国際経営特論 この授業は、学習者が、現下のアジアの発展の歴史的経緯、文明

史的意義の理解の上に、経営計画の策定に集約される⺠間企業の経

営実務能力を獲得することを目的とする。具体的には、学習者はこの

講義を通じて以下の知識や・能力を習得できる。 

1. アジアの発展の歴史的経緯、文明史的異議を理解する。 

2. アジアの発展の現状と⺠間企業の役割、PPP の仕組みについ

て理解し、経営実務能力を獲得する。 

具体的なアジアのプロジェクトに関する経営計画の策定能力を獲得

する。 

第１３，１４回で発表される経営

計画の評価、及び同発表を⽂章化

したレポートにより評価する（各配

点50 点、 

合計 100 点） 

技術倫理 本講義では、技術倫理について学び、あらかじめ判断⼒を養うトレ

ーニングを実行することを学ぶ。 

企業を取り巻くいろいろな問題が発⽣したとき、トップとしての判断、

中間管理職としての判断、⼀般社員としての判断は、それぞれの⽴場

によって異なるであろう。法的な視点での議論は法学にゆだねるとし

ても、すべての法を熟知して産業活動を実施することは⼀般に困難な

ことである。このような状況で最低限守るべき倫理基準などを学ぶこと

で、法に抵触することなく業務活動を円滑に実施できるようになるメリッ

トは大きい。 

本授業は講義と、事例について考える演習とを通じて受講者が判

断⼒を培うことを支援する。 

受講者は、技術倫理問題について判断する⼒を獲得する。 

演習評価40 点および最終試験

60 点 合計100 点 

第 15 回の講義の後。最終試験

日を設定して実施する。試験を同

等のレポート試験とする場合もあ

る。 
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資料番号 3－9 成績評価に関する資料（成績原簿） 
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資料番号 3－10   『PBL 説明シ－ト集』成績評価方法 
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資料番号 3－11  PBL 成績評価原簿 
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資料番号 3－12  PBL 成績判定に係る会議議事録 
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（４） 学生自身の達成度点検と授業等での学生支援の仕組みとその開示・実施 

資料番号 3－13 『産業技術大学院大学産業技術研究科 創造技術専攻』教育方法の特例

の実施抜粋 
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資料番号 3－14   長期履修制度要綱 
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資料番号 3－15   『大学院案内』AIIT 単位バンク制度概要 
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資料番号 3－16 『平成 24 年度 産業技術大学院大学履修の手引き』 
講義支援システム概要 
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資料番号 3－17   講義支援システムの web サイトの開示例 

 
 
 

 

 

 

資料番号 3－18  講義支援システムの画面 
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資料番号 3－19  KHP 制度の Web サイトの開示例 
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資料番号 3－20  InfoTalk、デザインミニ塾開催報告開示例 
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資料番号 3－21 産業技術大学院大学 履修証明プログラムに関する要綱 
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資料番号 3－22 履修証明プログラム「ICT 導入技術」「人間中心デザイン」 
「プロジェクトマネジメントプロフェショナルスク－ル」「実践セキュア開発２」 
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資料番号 3－23 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』教室・設備概要 
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資料番号 3－24 図書館ブログの画面 
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（５）授業を行う学生数に関わる法令の遵守 

資料番号 3－25  2012 年度第 1 クォ－タ・第 2 クォ－タの履修者数 

 

2012年度 2頁

産業技術研究科　創造技術専攻 平成24年06月11日 作成

ア 創 ア 創

1 月 4 村　越　英　樹 29 1 1 31

1 月 5 舘　野　寿　丈 41 6 4 51

1 月 6 吉田　・　宇野澤　・　高橋　・　吉田 16 3 3 22

1 火 5 川　田　誠　一 32 1 33

1 火 6 吉　田　　　敏 40 7 3 50

1 水 3 小　山　　　登 18 1 19

1 水 4 村　越　英　樹 29 1 1 31

1 水 5 舘　野　寿　丈 41 6 4 51

1 水 6 橋本　・　村尾 23 8 1 32

1 木 5 川　田　誠　一 32 1 33

1 木 6 吉田　・　宇野澤　・　高橋　・　吉田 16 3 3 22

1 金 3 小　山　　　登 18 1 19

1 金 5 吉　田　　　敏 40 7 3 50

1 金 6 橋本　・　村尾 23 8 1 32

1 土 1 村　越　英　樹 17 2 19

1 土 2 村　越　英　樹 17 2 19

1 土 3 福田　・　小山登　・　村田 33 33

1 土 4 福田　・　小山登　・　村田 33 33

1 集 9 川田　・　福田　・　陳 4 4

1 集 9 管野　・　網代　・　小山 4 4

1 集 9 國澤　・　村越　・　中島 4 4

1 集 9 小山登　・　越水　・　中島 4 4

1 集 9 越水　・　國澤　・　網代 5 5

1 集 9 舘野　・　川田　・　村尾 5 5

1 集 9 橋本　・　村尾　・　管野 4 4

1 集 9 福田　・　舘野　・　佐々木 4 4

1 集 9 村越　・　吉田　・　網代 1 2 3

1 集 9 吉田　・　橋本　・　佐々木 4 4

1 集 9 前田　・　陳　・　慎 3 3

産業技術大学院大学

イノベーションデザイン特別演習１

イノベーションデザイン特別演習１

イノベーションデザイン特別演習１

イノベーションデザイン特別演習１

イノベーションデザイン特別演習１

イノベーションデザイン特別演習１

デジタル技術特別演習

デジタル技術特別演習

インダストリアル・デザイン特別演習１

インダストリアル・デザイン特別演習１

イノベーションデザイン特別演習１

イノベーションデザイン特別演習１

イノベーションデザイン特別演習１

イノベーションデザイン特別演習１

イノベーションデザイン特別演習１

デザインマネージメント特論

ものづくりアーキテクト概論

設計工学特論

シミュレーション特論

技術倫理

産業技術特別講義１

デザインマネージメント特論

イノベーション戦略特論

シミュレーション特論

合計曜
日

時
限

担  当  教  員

ものづくりアーキテクト概論

設計工学特論

産業技術特別講義１

技術倫理

イノベーション戦略特論

科 目 履 修 者 数 一 覧 〔 第１クォータ 〕

クォータ 科          目          名

開講 産業技術研究科
そ
の
他

1年 2年
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（６）年間・学期間の履修バランスに関わる法令の遵守 

資料番号 3－26  『産業技術大学院大学学則』第 38 条抜粋 
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資料番号 3－27 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』履修登録できる単位

数の上限抜粋 
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資料番号 3－28  授業時間割（1 年次配当科目） 

 

曜日 時限 授業科目名 単位 担当者名 教室 授業科目名 単位 担当者名 教室

1
2
3

4 ものづくりアーキテクト概論 2 全教員 351 システムモデリング特論 2 村越 354

5 設計工学特論 2 舘野 354 プロトタイピング工学特論 2 舘野 354

6 産業技術特別講義１ 2 宇野澤*/高橋*/
吉田* 351 コミュニケーションデザイン特論 2 小山登 354

1
2
3
4

5 技術倫理 2 川田 354 創造設計特論 2 越水 354

6 イノベーション戦略特論 2 吉田 354 材料基礎特論 2 管野 354

1
2

3 デザインマネージメント特論 2 小山登 354

4 ものづくりアーキテクト概論 2 全教員 351 産業技術特別講義2 2 外部講師・専任教員 351

5 設計工学特論 2 舘野 354 価値デザイン特論 2 國澤 354

6 シミュレーション特論 2 橋本/村尾 354 コミュニケーションデザイン特論 2 小山登 354

1
2
3

4 システムモデリング特論 2 村越 354

5 技術倫理 2 川田 354 創造設計特論 2 越水 354

6 産業技術特別講義１ 2 宇野澤*/高橋*/
吉田* 351 材料基礎特論 2 管野 354

1
2

3 デザインマネージメント特論 2 小山登 354

4 産業技術特別講義2 2 外部講師・専任教員 351

5 イノベーション戦略特論 2 吉田 354 プロトタイピング工学特論 2 舘野 354

6 シミュレーション特論 2 橋本/村尾 354 価値デザイン特論 2 國澤 354

1 デジタル技術特別演習 1 村越 354 インダストリアル・デザイン特別演習2 1 福田 633

2 デジタル技術特別演習 1 村越 354 インダストリアル・デザイン特別演習2 1 福田 633

インダストリアル・デザイン特別演習1 1 福田/小山/村田* 354/633 技術経営特別演習 1 吉田/陳/佐々木 354

グローバルコミュニケーション特論 2 前田 351

インダストリアル・デザイン特別演習1 1 福田/小山/村田* 354/633 技術経営特別演習 1 吉田/陳/佐々木 354

グローバルコミュニケーション特論 2 前田 351

*：非常勤講師

水

開講期

平成２４年度　産業技術大学院大学　創造技術専攻　授業時間割  ＜１年次配当科目＞

第１クォータ 第２クォータ

火

月

金

＜各時限の授業時間は以下のとおりです。＞

※各授業科目名の右横の単位数は、週２コマ受講して修得できる単位数です。

木

＜各クォータの開講期間は以下のとおりです。＞

3

4

土

１限 １０：３０～１２：００

２限 １３：００～１４：３０

３限 １４：４５～１６：１５

４限 １６：３０～１８：００

５限 １８：３０～２０：００

６限 ２０：１０～２１：４０

4月9日（月）～6月9日（土）
【4月29日（金）～5月6日（日）を除く】

6月15日（金）～8月10日（金）
※6/15（金）は月曜日授業
10月4日（木）～12月1日（土）【10月27日（土）を除く】
※11/3（土・祝）授業実施、　11/29（木）は月曜日授業
12月10日（月）～2月14日（木）
【12月27日（木）～1月3日（木）を除く】
※1/4（金）は月曜日授業、　2/12（火）は月曜日授業
　2/13（水）は金曜日授業

第１クォータ

第２クォータ

第３クォータ

第４クォータ
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曜日 時限 授業科目名 単位 担当者名 教室 授業科目名 単位 担当者名 教室

1
2

3 サービス工学特論 2 橋本 354

4

5 プロダクトデザイン特論 2 福田 351 技術経営特論 2 吉田 354

6 プロダクトデザイン特論 2 福田 351 デザインマーケティング特論 2 福田 633

1
2
3
4

5 システムインテグレーション特論 2 橋本 354 動的システム工学特論 2 川田 354

6 デジタル製品開発特論 2 舘野 354 先端材料特論 2 管野 354

1
2

3 信頼性工学特論 2 越水 354 サービス工学特論 2 橋本 354

4 技術開発組織特論 2 吉田 354 デザインシステム計画特論 2 國澤 354

5 組込みシステム特論 2 村越 354 技術経営特論 2 吉田 354

6 組込みシステム特論 2 村越 354 品質工学特論 2 越水 354

1
2

3

4

5 インテリジェントシステム特論 2 中川* 351 動的システム工学特論 2 川田 354

6 インテリジェントシステム特論 2 中川* 351 先端材料特論 2 管野 354

1
2

3 信頼性工学特論 2 越水 354

4 技術開発組織特論 2 吉田 354 デザインシステム計画特論 2 國澤 354

5 システムインテグレーション特論 2 橋本 354 品質工学特論 2 越水 354

6 デジタル製品開発特論 2 舘野 354 デザインマーケティング特論 2 福田 633

1 インダストリアル・デザイン特別演習3 1 國澤 633 設計工学・プロトタイピング特別演習 1 舘野 354

2 インダストリアル・デザイン特別演習3 1 國澤 633 設計工学・プロトタイピング特別演習 1 舘野 354

産業材料特別演習 1 管野 354 インダストリアル・デザイン特別演習4 1 小山登 633

国際開発特論 2 前田 351 国際経営特論 2 前田 611

産業材料特別演習 1 管野 354 インダストリアル・デザイン特別演習4 1 小山登 633

国際開発特論 2 前田 351 国際経営特論 2 前田 611

＜各時限の授業時間は以下のとおりです。＞

土

4

＜各クォータの開講期間は以下のとおりです。＞

金

木

3

※各授業科目名の右横の単位数は、週２コマ受講して修得できる単位数です。

水

開講期

平成２４年度　産業技術大学院大学　創造技術専攻　授業時間割  ＜１年次配当科目＞

月

第３クォータ 第４クォータ

火

１限 １０：３０～１２：００

２限 １３：００～１４：３０

３限 １４：４５～１６：１５

４限 １６：３０～１８：００

５限 １８：３０～２０：００

６限 ２０：１０～２１：４０

4月9日（月）～6月9日（土）
【4月29日（金）～5月6日（日）を除く】

6月15日（金）～8月10日（金）
※6/15（金）は月曜日授業
10月4日（木）～12月1日（土）【10月27日（土）を除く】
※11/3（土・祝）授業実施、　11/29（木）は月曜日授業
12月10日（月）～2月14日（木）
【12月27日（木）～1月3日（木）を除く】
※1/4（金）は月曜日授業、　2/12（火）は月曜日授業
　2/13（水）は金曜日授業

第１クォータ

第２クォータ

第３クォータ

第４クォータ
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（７）授業の期間および夜間・集中授業に関わる法令の遵守 

資料番号 3－29 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』授業期間抜粋 

 
 
 
 
 

４月 ５月

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5

入学式等

8 9 10 11 12 13 14 6 7 8 9 10 11 12

Ⅰ① Ⅰ① Ⅰ① Ⅰ① Ⅰ① Ⅰ① Ⅰ④ Ⅰ④ Ⅰ④ Ⅰ④ Ⅰ④ Ⅰ④

15 16 17 18 19 20 21 13 14 15 16 17 18 19

Ⅰ② Ⅰ② Ⅰ② Ⅰ② Ⅰ② Ⅰ② Ⅰ⑤ Ⅰ⑤ Ⅰ⑤ Ⅰ⑤ Ⅰ⑤ Ⅰ⑤

22 23 24 25 26 27 28 20 21 22 23 24 25 26

Ⅰ③ Ⅰ③ Ⅰ③ Ⅰ③ Ⅰ③ Ⅰ③ Ⅰ⑥ Ⅰ⑥ Ⅰ⑥ Ⅰ⑥ Ⅰ⑥ Ⅰ⑥

29 30 27 28 29 30 31

Ⅰ⑦ Ⅰ⑦ Ⅰ⑦ Ⅰ⑦

６月 ７月

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

1 2 1 2 3 4 5 6 7

Ⅰ⑦ Ⅰ⑦ Ⅱ④ Ⅱ③ Ⅱ③ Ⅱ③ Ⅱ③ Ⅱ④

3 4 5 6 7 8 9 8 9 10 11 12 13 14

Ⅰ⑧ Ⅰ⑧ Ⅰ⑧ Ⅰ⑧ Ⅰ⑧ Ⅰ⑧ Ⅱ⑤ Ⅱ④ Ⅱ④ Ⅱ④ Ⅱ④ Ⅱ⑤

10 11 12 13 14 15 16 15 16 17 18 19 20 21

月Ⅱ① Ⅱ① Ⅱ⑤ Ⅱ⑤ Ⅱ⑤ Ⅱ⑤ Ⅱ⑥

17 18 19 20 21 22 23 22 23 24 25 26 27 28

Ⅱ② Ⅱ① Ⅱ① Ⅱ① Ⅱ① Ⅱ② Ⅱ⑥ Ⅱ⑥ Ⅱ⑥ Ⅱ⑥ Ⅱ⑥ Ⅱ⑦

24 25 26 27 28 29 30 29 30 31

Ⅱ③ Ⅱ② Ⅱ② Ⅱ② Ⅱ② Ⅱ③ Ⅱ⑦ Ⅱ⑦

８月 ９月

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

1 2 3 4 1

Ⅱ⑦ Ⅱ⑦ Ⅱ⑦ Ⅱ⑧

5 6 7 8 9 10 11 2 3 4 5 6 7 8

Ⅱ⑧ Ⅱ⑧ Ⅱ⑧ Ⅱ⑧ Ⅱ⑧

12 13 14 15 16 17 18 9 10 11 12 13 14 15

夏季休業（１０月３日まで）

19 20 21 22 23 24 25 16 17 18 19 20 21 22

26 27 28 29 30 31 23 24 25 26 27 28 29

30

授業・試験期間

履修申請・確認期間

履修申請・確認期間

履修確認期間

授業・試験期間
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１０月 １１月

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

1 2 3 4 5 6 1 2 3

入学式等 Ⅲ① Ⅲ① Ⅲ① Ⅲ⑤ Ⅲ⑤ Ⅲ④

7 8 9 10 11 12 13 4 5 6 7 8 9 10

Ⅲ① Ⅲ① Ⅲ② Ⅲ② Ⅲ② 　 Ⅲ④ Ⅲ⑤ Ⅲ⑤ Ⅲ⑥ Ⅲ⑥ Ⅲ⑤

14 15 16 17 18 19 20 11 12 13 14 15 16 17

Ⅲ① Ⅲ② Ⅲ② Ⅲ③ Ⅲ③ Ⅲ③ Ⅲ⑤ Ⅲ⑥ Ⅲ⑥ Ⅲ⑦ Ⅲ⑦ Ⅲ⑥

履修申請・確認期間

21 22 23 24 25 26 27 18 19 20 21 22 23 24

Ⅲ② Ⅲ③ Ⅲ③ Ⅲ④ Ⅲ④ 高専祭 Ⅲ⑥ Ⅲ⑦ Ⅲ⑦ Ⅲ⑧ Ⅲ⑦

28 29 30 31 25 26 27 28 29 30

高専祭 Ⅲ③ Ⅲ④ Ⅲ④ Ⅲ⑦ Ⅲ⑧ Ⅲ⑧ 月Ⅲ⑧ Ⅲ⑧

１２月 １月 ２０１３年

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

1 1 2 3 4 5

Ⅲ⑧ 月Ⅳ③ Ⅳ③

2 3 4 5 6 7 8 6 7 8 9 10 11 12

Ⅳ④ Ⅳ④ Ⅳ④ Ⅳ③ Ⅳ③ Ⅳ④

9 10 11 12 13 14 15 13 14 15 16 17 18 19

Ⅳ① Ⅳ① Ⅳ① Ⅳ① Ⅳ① Ⅳ① Ⅳ⑤ Ⅳ⑤ Ⅳ④ Ⅳ④ Ⅳ⑤

16 17 18 19 20 21 22 20 21 22 23 24 25 26

Ⅳ② Ⅳ② Ⅳ② Ⅳ② Ⅳ② Ⅳ② Ⅳ⑤ Ⅳ⑥ Ⅳ⑥ Ⅳ⑤ Ⅳ⑤ Ⅳ⑥

23 24 25 26 27 28 29 27 28 29 30 31

Ⅳ③ Ⅳ③ Ⅳ⑥ Ⅳ⑦ Ⅳ⑦ Ⅳ⑥

30 31

２月 ３月

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

1 2 1 2

Ⅳ⑥ Ⅳ⑦

3 4 5 6 7 8 9 3 4 5 6 7 8 9

Ⅳ⑦ Ⅳ⑧ Ⅳ⑧ Ⅳ⑦ Ⅳ⑦ Ⅳ⑧

10 11 12 13 14 15 16 10 11 12 13 14 15 16

月Ⅳ⑧ 金Ⅳ⑧ Ⅳ⑧

17 18 19 20 21 22 23 17 18 19 20 21 22 23

学位授与式

24 25 26 27 28 24 25 26 27 28 29 30

31

春季休業（４月初旬まで）

履修申請・確認期間

授業・試験期間

授業・試験期間

履修確認期間

冬季休業（1月3日まで）
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資料番号 3－30  『産業技術大学院大学学則』第 13 条抜粋 
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資料番号 3－31  『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』授業時間割抜粋 
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資料番号 3－32 『産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書』履修

方法抜粋 
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資料番号 3－33  『産業技術大学院大学学則』第 35 条抜粋 
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（８）メディア利用に関する法令の遵守 

資料番号 3－34  遠隔授業の実施・運用について 
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資料番号 3－35  秋葉原サテライトキャンパスとの遠隔授業について 
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（９） 通信教育に関わる法令の遵守 

 

該当なし 

  



 

- 228 -  

（１０）企業等学外でも履修に関わる法令の遵守 

資料番号 3－36 『平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス』インタ－ンシップ抜粋 
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（１）教員組織の編成に関する基本方針 

資料番号 4－1 『産業技術大学院大学学則』第 4, 5 条抜粋 
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資料番号 4－2 授業時間割（2 年次配当科目） 
 

 
  

月 火 水 木 金 土

イノベーションデザイン特別演習1 6 川田 福田 陳

イノベーションデザイン特別演習1 6 管野 小山 網代

イノベーションデザイン特別演習1 6 國澤 村越 中島

イノベーションデザイン特別演習1 6 小山登 越水 中島

イノベーションデザイン特別演習1 6 越水 國澤 網代

イノベーションデザイン特別演習1 6 舘野 川田 村尾

イノベーションデザイン特別演習1 6 橋本 管野 村尾

イノベーションデザイン特別演習1 6 福田 舘野 佐々木

イノベーションデザイン特別演習1 6 村越 吉田 網代

イノベーションデザイン特別演習1 6 吉田 橋本 佐々木

イノベーションデザイン特別演習1 6 前田 慎 陳

月 火 水 木 金 土

イノベーションデザイン特別演習2 6 川田 福田 陳

イノベーションデザイン特別演習2 6 管野 小山 網代

イノベーションデザイン特別演習2 6 國澤 村越 中島

イノベーションデザイン特別演習2 6 小山登 越水 中島

イノベーションデザイン特別演習2 6 越水 國澤 網代

イノベーションデザイン特別演習2 6 舘野 川田 村尾

イノベーションデザイン特別演習2 6 橋本 管野 村尾

イノベーションデザイン特別演習2 6 福田 舘野 佐々木

イノベーションデザイン特別演習2 6 村越 吉田 網代

イノベーションデザイン特別演習2 6 吉田 橋本 佐々木

イノベーションデザイン特別演習2 6 前田 慎 陳

※イノベーションデザイン特別演習1は第1クォータと第2クォータの両方を履修して６単位です。
※イノベーションデザイン特別演習2は第3クォータと第4クォータの両方を履修して６単位です。

授業科目名

週６時限実施

週６時限実施

週６時限実施

週６時限実施

週６時限実施

週６時限実施

週６時限実施

単位 主担当教員

　　　　＜各クォータの開講期間は以下のとおりです。＞

週６時限実施

週６時限実施

第３・４クォータ

週６時限実施

週６時限実施

週６時限実施

週６時限実施

週６時限実施

副担当教員
演習の曜日・時限

担当助教

週６時限実施

平成２４年度　産業技術大学院大学　創造技術専攻　授業時間割　＜２年次配当科目＞

授業科目名 単位 主担当教員 副担当教員 担当助教

第１・２クォータ
演習の曜日・時限

＜創造技術特別演習時間割＞

週６時限実施

週６時限実施

週６時限実施

週６時限実施

週６時限実施

週６時限実施

週６時限実施

4月9日（月）～6月9日（土）
【4月29日（金）～5月6日（日）を除く】

6月15日（金）～8月10日（金）
※6/15（金）は月曜日授業
10月4日（木）～12月1日（土）【10月27日（土）を除く】
※11/3（土・祝）授業実施、　11/29（木）は月曜日授業
12月10日（月）～2月14日（木）
【12月27日（木）～1月3日（木）を除く】
※1/4（金）は月曜日授業、　2/12（火）は月曜日授業
　2/13（水）は金曜日授業

第１クォータ

第２クォータ

第３クォータ

第４クォータ
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資料番号 4－3 『専攻会議議事録』2012 年 4 月度 
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資料番号 4－4 PBL ワ－キンググル－プ『2012 年度 PBL 説明シ－ト集（在校生）』 
（PBL ガイダンス資料） 
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（２）教員の数と能力及び教育支援体制 

資料番号 4－5 平成 24 年公立大学法人首都大学東京 事務組織図 
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資料番号 4－6『公立大学法人首都大学東京組織規則』産業技術大学院大学管理部 
事務分掌 
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資料番号 4－7 『平成 24 年産業技術大学院大学履修の手引き』サポ－トスタッフに関す

る記述 
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（３）専任教員数に関わる法令の遵守 

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係基礎デ－タ(表 2)      (p.4) 

 

 

 

（４）専任教員が一専攻に限り専任であることに関わる法令の遵守 

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係基礎デ－タ(表 2)      (p.4) 

 

 

 

 

（５）教授の数に関わる法令の遵守 

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係基礎デ－タ(表 2)      (p.4) 
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（６）教授の数に関わる法令の遵守 

資料番号 4－8 各教員の専門分野 
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（７）実務家教員数と実務家教員の配置に関わる法令の遵守 

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係基礎デ－タ(表 2)      (p.4) 

2. 専攻関係基礎デ－タ(表 4)      (p.17) 

3. 『平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス』配当科目一覧表  

(資料番号 3－2,p.149) 

 

 

（８）専任教員による主要科目に関わる法令の遵守 

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係基礎デ－タ(表 3)      (p.6) 

2. 授業時間割(2 年次配当科目)      (資料番号 4－2,p.230) 

3. 『平成 24 年度産業技術大学院大学シラバス』配当科目一覧表  

(資料番号 3－2,p.149) 

 

 

（９）教員の年齢構成に関わる法令の遵守 

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係基礎デ－タ(表 3)      (p.6) 

2. 専攻関係基礎デ－タ(表 4)      (p.17) 

 

 

（１０）専任教員の本務外業務に関わる法令の遵守 

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係基礎デ－タ(表 3)      (p.6) 

2. 専攻関係基礎デ－タ(表 4)      (p.17) 
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（１１）科目等履修生受け入れの際の専任教員増に関わる法令の遵守 

資料番号 4－9 『科目等履修生規則』第 6 条抜粋 
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資料番号 4－10 平成 21 年度第１回教務学生委員会議事録・資料 
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資料番号 4－11 『平成 24 年度産業技術大学院大学産業技術研究科科目等履修生出願要

項』募集人員抜粋 
 
５ 出願書類等 
  志願者は、次の書類を一括して産業技術大学院大学管理部管理課に提出してくださ

い。 
（１）科目等履修生願書 
（２）科目別履修申請書（１科目につき１枚提出してください。） 

（３）卒業証明書又は大学評価・学位授与機構が発行する学士の学位授与証明書 
（４）入学考査料９，８００円の振込金（兼手数料）受取書 

   ※入学考査料を本要項に添付されている振込依頼書を使用して、金融機関の窓口で

納付してください。振込手数料はご負担いただきます。ただし、みずほ銀行本支店か

らの振込の場合、振込手数料は不要です。ＡＴＭ（現金自動預け払い機）等機械処理

での振込及びゆうちょ銀行での振込みはできませんのでご注意ください。 
（５）受理票送付用封筒（志願者の住所・氏名を記入の上、８０円分の切手を貼ってくだ

さい。） 
（６）登録原票記載事項証明書（外国籍の方のみ） 
 
６ 出願上の注意事項 

（１）受理した書類及び納入された入学考査料は返還しません。ただし、入学考査料を納

付したが出願しなかった場合、または二重に納付した場合は、入学考査料の返還申請

ができますので、産業技術大学院大学管理部管理課へご連絡ください。 
（２）出願書類に不備がある場合は、受付期間内に補正がなければ不受理となります。 

また、出願期間を過ぎた出願書類は受理しません。 
（３）科目の追加変更はできないので、出願の際に十分に検討してください。 

（４）各科目の詳細内容については、シラバスを参照してください。シラバスは、本学 Web
サイトで閲覧できます。→http://aiit.ac.jp/ 

 
７ 募集人員 
  若干名 

  ※ただし、各科目の定員は、正規学生の学修の妨げとならない範囲としますので、特

定の科目に履修申請が集中した場合は、履修できないことがあります。 
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（１２）2 以上の校地での専任教員等の配置に関わる法令の遵守 

《引用・裏付資料名》 

1. 『科目等履修生規則』第 6 条抜粋   (資料番号 4－9,p.244) 

2. 平成 21 年度第 1 回教務学生委員会議事要録・資料 (資料番号 4－10,p.245) 

3. 『平成 24 年度産業技術大学院大学産業技術研究科科目等履修生出願要項』募集人員

抜粋      (資料番号 4－11,p.247) 

4. 2012 年第 1 クォータ、第２クォータの履修生数  (資料番号 3－25p.208) 
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（１３）教員の教育に関する貢献等の評価方法とその開示、実施 

資料番号 4－12  『教員評価制度の概要について』教員評価制度の概要 
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資料番号 4－13 『教員評価制度の概要について』年度評価及び人気評価の実施 
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資料番号 4－14 『平成 24 年度 自己申告（当初申告）実施要領』自己申告実施概要 
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資料番号 4－15 『平成 23 年度評価本人通知の実施要領』本人通知実施概要 
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資料番号 4－16 『公立大学法人首都大学東京教職員の任命等に関する規則』第 4 条 
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資料番号 4－17 公立大学法人首都大学東京 専任教員募集要項 
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資料番号 4－18 『公立大学法人首都大学東京就業規則』第 4,10 条抜粋 
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資料番号 4－19 任命、就業等に関わる規則の開示例 
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（１４）教員間ネットワ－クの存在と活動の実施 

《引用・裏付資料名》 

1. 『専攻会議次第・議事録』2012 年 4 月度抜粋  (資料番号 4－3,p.231) 

2. PBL 成績判定会に係る議議事録   (資料番号 3－12,p.184) 

3. PBL 委員会『2012 年度 PBL 説明シ－ト集（在校生）（PBL ガイダンス資料）  

       (資料番号 4－4,p.233) 
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（１５）教員の質向上を図る仕組み（FD）の存在、開示、実施 

資料番号 4－20 『大学院案内 FD』に関する記述 
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資料番号 4－21   産業技術大学院大学 FD 委員会規程 
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資料番号 4－22 『ＦＤレポ－ト』ＦＤの実績に関する記述 
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- 274 -  
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資料番号 4－23  産業技術大学院大学 FD フォ－ラム次第、当日スケジュ－ル 
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資料番号 4－24 『教育の質を保証するための効果的な FD の取組報告書』目次抜粋 
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（１）施設・設備 

資料番号 5－1 『協定書参考資料』使用許可対象施設・面積 
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資料番号 5－2 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』自習スペ－スの 
開室時間 
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資料番号 5－3 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』図書館利用方法 
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資料番号 5－4 『公立大学図書館概要』図書館概要 
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（２）夜間開講等における施設利用等に関わる法令の遵守 

資料番号 5－5 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』事務室等の開室時間 
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（３）専任教員の研究室に関わる法令の遵守 

資料番号 5－6 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』各階平面図 
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（４）科目等履修生等受け入れの際の教育環境に関する法令の遵守 

《引用・裏付資料名》 

1. 『科目等履修生規則』第 6 条抜粋   (資料番号 4－9,p.244) 

2. 平成 21 年度第 1 回教務学生委員会議事要録・資料 (資料番号 4－10,p.245) 

3. 『平成 24 年度 産業技術大学院大学産業技術研究科科目等履修生出願要項』 

募集人員抜粋     (資料番号 4－11,p.247) 

4. 2012 年度の第１クォ－タ・第２クォ－タ履修者数  (資料番号 3－25,p.208) 

 

 

（５）２以上の校地での施設・設備に関わる法令の遵守 

 該当なし 

 

 

（６）大学院大学における施設に関わる法令の遵守 

《引用・裏付資料名》 

1. 専攻関係数値デ－タ      (p.2) 

2. 専攻関係基礎デ－タ(表 8)      (p.94) 

3. 『協定書参考資料』使用許可対象施設・面積  (資料番号 5－1,p.287) 

4. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』各階平面図 

                                    (資料番号 5－6,p.297) 

5. 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』教室・設備の概要              

(資料番号 3－24,p.206) 
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（７）財源確保への取組 

資料番号 5－7  外部資金実績一覧 
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資料番号 5－8 科学研究費補助金の交付内定一覧 
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（８）学生への支援体制 

資料番号 5－9 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』各種学生支援概要 
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- 307 -  
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- 311 -  

資料番号 5－10 産業技術大学院大学キャリア開発支援委員会規程 
 

 

産業技術大学院大学キャリア開発支援委員会規程 

 
平成 21 年度法人規程第 1 号 

制定  平成 21 年 4 月 1 日 
 
（目的） 

第１条 産業技術大学院大学における学生等のキャリア開発支援の充実、強化を図ること

を目的に、公立大学法人首都大学東京運営委員会規則（平成 17 年法人規則第５号）第２

条に定める運営委員会として、キャリア開発支援委員会を置く。 
（委員会の職務） 

第２条 キャリア開発支援委員会は、次の各号に掲げる事項を職務とする。 
(1) 学生等のキャリア開発支援に関する大学の方針の策定に関すること 
(2) キャリア開発支援に関する企画立案、実施に関すること 
(3) 産業技術大学院大学、学生サポ－トセンタ－就職課の連絡調整に関すること 
(4) その他、キャリア開発支援の充実、強化に関し必要な事項に関すること 
（委員会の構成） 

第３条 キャリア開発支援委員会は、次の各号の委員をもって構成する。 
(1) 各専攻   各１名 
(2) 産業技術大学院大学管理課長 

 (3) 学生サポ－トセンタ－キャリア支援課長 
 (4) その他学長が指名する教職員 
 （平成 23規則 ・一部改正） 

（委員長） 

第４条 キャリア開発支援委員会に委員長を置く。 
２ 委員長は、委員の互選により選出し、学長が任命する。 
３ 委員長は、キャリア開発支援委員会を招集し、主宰する。 

４ 委員長に事故あるときは、委員長があらかじめ指名した委員が、委員長の職務を代理

する。 

（任期） 

第５条 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員交代による委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 
（運営） 

第６条 キャリア開発支援委員会は、委員長が必要と認めたときに招集する。 
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２ キャリア開発支援委員会は、委員の過半数の出席をもって成立する。 
３ キャリア開発支援委員会の庶務は、産業技術大学院大学管理部管理課において行う。 
（委員以外からの意見の聴取） 

第７条 委員長は、必要があると認めたときは、議事に関係のある教員又は事務局職員の

出席を求めることができる。 
（委任） 

第８条 この規程に定めるもののほか、キャリア開発支援委員会の運営に関して必要な事

項は、委員長が定める。 
   附 則（平成 21 年 4 月 1 日 21 法人規程第 1 号） 
１ この規程は、平成 21 年４月１日から施行する。 
２ 第５条の規程にかかわらず、平成 21 年度に任命される委員の任期は１年とする。 
   附 則（平成  年  月  日 23 法人規程第  号） 
１ この規程は、平成 23 年４月１日から施行する。 
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資料番号 5－11 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』教員および学生への

掲示板による情報開示 
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資料番号 5－12 教員および学生へのポ－タルサイトの掲示板による情報開示例 
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資料番号 5－13 学生支援体制の活動実施状況一覧 
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（１）修了認定の基準と方法およびその開示と実施 

資料番号 6－1 『産業技術大学院大学学則』第 37 条抜粋 
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資料番号 6－2 『産業技術大学院大学学則』第 44 条抜粋 
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資料番号 6－3  『産業技術大学院大学履修規則』第 5 条抜粋 
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資料番号 6－4  『産業技術大学院大学履修規則』第 8 条抜粋 

 
  

 



- 320 -  

資料番号 6－5 『産業技術大学院大学学則』第 8 条抜粋 
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資料番号 6－6  履修規則を公開している web サイト 
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資料番号 6－7 『平成 24 年度産業技術大学院大学履修の手引き』修了要件抜粋 
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資料番号 6－8 修了要件を公開している web サイト 
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資料番号 6－9 平成 23 年度臨時教授会議事要旨、修了判定資料 
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（２）修了認定に必要な在学期間および修得単位数に関わる法令の遵守 

《引用・裏付資料名》 

『産業技術大学院大学学則』 第 44 条抜粋                (資料番号 6－2,p.317) 

『産業技術大学院大学履修規則』 第 8 条抜粋        (資料番号 6－4,p.319) 
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（３）在学期間の短縮に関わる法令の遵守 

資料番号 6－10 『産業技術大学院大学学則』第 46 条抜粋 
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（４）単位互換等で取得した単位の評価方法・評価基準の作成とその実施 

資料番号 6－11 『産業技術大学院大学学則』第 39 条抜粋 
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資料番号 6－12『産業技術大学院大学既修得単位の認定に関する規則』第 2，3 条抜粋 
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資料番号 6－13 『平成 23 年度既修得単位認定について』 
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資料番号 6－14 平成 23 年度教務学生委員会及び教授会（単位認定）の議事要旨、単位

認定結果 
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（５）学位名称に関わる法令の遵守 

資料番号 6－15 『産業技術大学院大学産業技術研究科創造技術専攻 設置届出書』学位

名称に関わる法令の遵守 
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（１）教育点検システムの存在と実績 

資料番号 7－1 産業技術大学院大学運営諮問会議設置要綱 
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  資料番号 7－2 産業技術大学院大学運営諮問会議実務担当者会議設置要綱 
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資料番号 7－3 産業技術大学院大学運営諮問会議委員名簿 
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資料番号 7－4 産業技術大学院大学運営諮問会議実務担当者会議委員名簿 
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資料番号 7－5 産業技術大学院大学 FD 委員会規程 
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資料番号 7－6 東京都地方独立行政法人評価委員会運営要項 
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資料番号 7－7 東京都地方行政法人評価委員会委員名簿 
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資料番号 7－8 産業技術大学院大学自己点検・評価委員会規程 
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資料番号 7－9 『産業技術大学院大学学則』教育研究審議会の存在に関する記述 
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資料番号 7－10『公立大学法人首都大学東京教育研究審議会規則』教育研究審議会の存在

に関する記述 
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資料番号 7－11 産業技術大学院大学認証評価検討委員会設置要綱 
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資料番号 7－12『FD レポ－ト』学生による授業評価アンケ－ト結果 
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